
1通 信及び情報化の現況 一355一

第1概 況

1通 信及び情報化の現況

(1)通 信 量の動向

資料1-1国 内通信量の推移

年訳
51

52

53

54

55

56

57

58

59

60

61

内国郵 便
物 数

千 通

12,928,586

13,662,398

14,243,822

15,209,975

15,675,056

14,836,465

15,372,200

16,133,175

16,484,841

17,071,465

18,033,930

ダイヤル通話

総 通 話 回数

億 回
338

336

356

377

390

428

460

510

570

632

718

電報通数

千 通

41,891

38,890

39,192

41,050

41,036

41,961

43,306

44,529

41,684

40,656

40,050

ン
聴
量

ヨジ
視
間

匠
均
テ
平
時
時間 分
334

339

343

338

332

336

320

325

310

321

32正

ラジオ平均

聴取時間量

分
35

41

4G

40

40

39

36

38

36

39

38

郵政省,NTT資 料,「 全国視聴率調査」(NHK)に よる。

(注)1.ダ イヤル通話総通話回数は,特 別調査による推定である。

2.テ レビジョン平均視聴時間量及びラジオ平均聴取時間量は,各 年11月 調

査の週平均結果である。
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資料1-2国 際 通信量の推移

訳u
51

52

53

54

55

56

57

58

59

60

61

外国郵便物数

万 通

20,663

21,641

22,155

22,609

22,919

23,419

23,508

23,423

23,934

24,407

24,249

国 際電 話
通 話回 数

万 度
1,022

1,212

1,569

1,959

2,343

2,973

3,808

4,974

6,890

9,563

13,461

国際 電報
通 数

万 通
499

447

412

368

334

294

256

215

185

153

120

国際テレック
ス 通 信 回 数

万 度

1,971

2,344

2,786

3,272

3,798

4,207

4,568

4,962

5,210

5,017

4,379

国際テ レビ
ジコン伝送

時 間
百 分
152

242

380

530

666

777

947

1,238

1,564

2,110

7,478

郵政省,KDD,NHK資 料により作成

(注)1。 外国郵便物数は,差 立及び到着の合計である。

2.国 際電話取扱数,国 際電報取扱数,国 際テレックス取扱数及び国際テ レ

ビジョン伝送時間は,発 着及び中継信の合計である。

3.国 際テレビジョン伝送時間には,59年 度 より,国 際テレビジョン長期サ

ービスの伝送時間を含む。



② 通信事業の経営状況

ア 収 支 状 況

1通 信及び情報化の現況 一357一

資料1-3通 信事業の収支状況

区 別

郵 便 事 業

NTT

KDD

有 線 放 送
電 話

NHK

民

間

放

送

●オ
ビ

ン
社

ジ

レ

ヨ
営

ラ
テ
ジ
兼

ラジオ

単営社

ビ

ン
社

レ

ヨ営

テ
ジ
単

全 産 業

製 造 業

電 気 業

年
度

O

ー

ノ0

6

O

1

6

6

0

1

!○

!0

0

1

6

6

O

1

6

6

0

1

6

6

0

1

6

!○

0

1

■◎

ノ0

O

1

6

6

O

1

6

6

∩
V

ー

ノ0

!0

収 入

百 万 円

1,338,082

1,399,733

百 万 円

5,134,062

5,398,414

百 万 円

222,998

239,188

万 円

2,877

3,004

百 万 円

348,471

354,952

百 万 円

14,070

14,229

百 万 円

3,158

3,227

百 万 円

12,048

12,384

億 円

8,570,307

8,606,696

億 円

2,958,210

2,726,672

億 円

136,334

124,263

支

総 額

百 万 円

1,336,879

1,393,693

百 万 円

4,993,432

5,250,358

百 万 円

205,842

227,i66

万 円

2,789

2,870

百 万 円

332,377

349,147

百 万 円

13,090

13,275

百 万 円

2,935

2,987

百 万 円

11,057

11,497

億 円
8,291,338

8,337,459

億 円

2,831,497

2,627,215

億 円

110,235

95,159

出
人件費
率
%

72.0

71.6

%

35.0

35.0

%
29.1

27.5

%
49.8

49.1

%
33.6

33.2

%
29.3

28.8

%
21。9

20.6

%
18.6

18.4

%
10.9

11.6

%
14.4

15.6

%
9.6

11.5

収支差額

百 万 円

1,203

6,040

百 万 円

140,629

148,056

百 万 円

17,155

12,022

万 円
88

134

百 万 円

16,094

5,805

百 万 円
980

954

百 万 円
223

240

百 万 円
991

887

億 円

278,970

269,236

億 円
126,713

99,457

億 円
26,lOO

29,104

収支率

%

99.9

99.6

備 考

郵便事業の損
益計 算 に よ
る。

%

97.3

97.3

損益計算書に
よる総合収支

%
92.3損 益 言十算 書 に

よ る総 合 収 支95.0

%
96.9

95.5

%
95.4

98.4

%
93.0

93.3

%
92.9

92.6

%
91.8

92.8

%
96.7

96.9

%
95.7

96.4

%
80.9

76.6

651施 設

633施 設

当
平
事
支

。

設
の

。
収
む

施
り
値

外
含

1
た
均
業
を

損益計算書に
よる総合収支

36社

36社

33社

35社

67社

67社

社
た

の
均

。
益
算

に
る
合
支

1
当
り
平
値

損
計
書

よ
総
収

「法 人企 業統計」

(大 蔵省)に より,
資本金1,000万 円
以上 の企業 を対象
に作成
60年 度 「法人企業

統 計季報」 の60年
4～6月 期か
ら61年1～3月
期までの合計
61年 度 「法人企業

統 計季報」 の61
年4～6月 期か
ら62年1僧3月
期までの合計

郵政省,NTT,KDD,NHK,㈹ 日本民間放送連盟資料による。



一358一 第1概 況

イ 財 務 比 率

資料1-4通 信事業の財務比率

区 別

郵 便 事 業

N TT

K DD

N HK

民

間

放

送

ビ
社
レ
営
テ
兼

オ

ン

ジ

ョ

ラ
ジ

ラジオ 単 営社

礒穿記

全 産 業

製 造 業

電 気 業

年

度

0

1

6

6

∩
)
1

6

6

O

1

6

6

∩
)
1

6

6

O

1

6

6

0

1

6

6

O

1

6

6

0

1

6

6

0

1

6

6

0

1

6

!0

率比定

一

固

に
固
比

産
る
産

資
め
資

総
占
定
率
%
52.9
50.9

91.5
90.9

%
134.4
135,5

288.4

282.6

74.3119.1

69.6126.9

固定資産
対長期資
本比率

%
93.6
94.3

105.9

105.5

87.5

79,2

76.9!40.794.6

75.7139.592.9

51.790.265.1

51.489,465。0

53.2106.8

54,7107.9

47.094.6

46.692.1

40.0

39.9

206.0
203.9

76.5

80.5

65,0

64,5

38.4

38.7

93.5

94.4

87.0

86.3

137.377.9

134.175.7

582.3115.6

549.7116.1

負債比率

%
154.O
l66.4

215.2

210.9

60.4

82.2

83.1

84.2

74.4

73.9

100.8

97.4

101.4

97.6

414.7

411.4

257.4

246.9

522.7

482,3

流動比率

%
108.3
106.7

労 働
装 備 率

千 円

5,335

5,620

58.・1・ ・,・28

6Z9}30・066

169.9
252.8

96.7

103.5

234.6

232.0

26,096

30,190

11,878

12,912

12,298

12,382

150.610,620

140.212,793

190.4

192.4

llO.8
111.4

121.l

l25.0

15,179

15,853

7,751
8,383

6,415

6,842

34.2

30.1

127,943

136,278

郵政省,NTT,KDD,NHK,㈲ 日本民間放送連盟資料による。

(注)・ 固定比率・害諜 ・1・。

固定資産対長期資本比率 ・自譲 碧i護 定負債・…

負債比率 ・自釜暮本・1・・瀬 比率 ・翻 箸震・1・。

労骸 備率、前 ●当鞭 末平均(有形固韻 産一建設仮齪)前 ・当年度末平均従業員数

2.郵 便事業は,郵 政事業特別会計の数字による。

3.全 産業,製 造業及び電気業については,「 法人企業統計季報」(大 蔵省)

により,資 本金1,000万 円以上の企業を対象に作成。
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ウ 通信関係設備投資

資料1-5通 信関係設備投資額

(単位:億 円,%)

区 別

郵 便 事 業

事
業
者

第

一
種
電
気
通
信

NTT

新規参入
事 業 者

KDD

NHK

民 間 放 送

合 計

60年 度

1,173

15,805

198

568

476

857

19,075

61年 度

1,247

16,132

997

540

487

601

20,044

増減(△)率

6.2

2.1

△4.9

2.3

△29.9

4.9

備 考

郵政事業特別会計の
建設投資額

60年 度は3社 合計額
61年 度は7社 合計額

減価償却額と有形固
定資産増加額から推
定

郵政省,NTT,KDD,NHK,㈱ 日本民間放送連盟資料による。

③ 情報流通センサス

情報化の程度を定量的に把握する方法については,テ レビジ ョン放送,新

聞,手 紙等個 々の メデ ィアごとに,各 々異 なった基準を用 いてその動向の分

析がなされてい る。

しか しなが ら,こ うした メディアごとの動 向の分析では,情 報量 の総体的

計量化ができず,ま た,メ ディア間における相関関係を把握することも難し

い。そ こで,こ のよ うな点を明らかにす るため,郵 政省では 「情報 流通 セ ン

サス」を実施している。これは,メ ディアによる情報流通を共通の尺度で計

量 し,情 報流通の実態を供給情報量,消 費情報量,情 報流通距離量及び情報

流通 コス トとい う四つ の要素か らとらえよ うとす るもので ある。

計量方法を定めるに当たっては,次 のとお りい くつかの前提を 置 い て い

る 。
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① 対象は,手 紙,は が き,電 報,電 話,デ ータ通信,テ レビジョン放送,

ラジオ放送,新 聞,書 籍,会 話,学 校教育,観 劇等42種 類とする。

② 各メデ ィアの情報流通を,⑧ 言語,⑤ 音楽,⑥ 静止画,⑥ 動画の4パ タ

ーンに分類 し,そ の間に 「換算比価」(例 えぽ,テ レビジョン放送1分 間

の情報量は,は がき何通分に相当するか。)を 設定するとともに,各 メデ

ィアに共通の単位として日本語の1語 を基礎 としたワードとい う単位を設

け,こ れによりすべての情報量を換算集計する。

③ 情報のもつ 「意味」あるいは 「価値」については計量の対象 としない。

④ マス ・メディア以外のメディアでは供給情報量はすべて消費されるもの

とする。

⑤ 情報流通コス トは,情 報を流通させるために要した経費を表し,情 報の

生産,処 理に要する経費は含まない。

供給情報量は受信側が消費可能な状態で提供した情報総量であ り,消 費情

報量は これを現に消費した情報総量である。情報流通距離量は情報流通距離

に消費情報量を乗じたものである。また,情 報流通コス トは情報を流通させ

るために要した経費である。

資料1-6供 給情報量等の推移

年度

区別

1

2

3

4

5

6

7

8

9

0

1

5

5

5

5

5

5

5

5

5

6

6

塔遵 臨 豊随灘 麟長蝉
0

5

3

9

6

6

2

2

4

5

3

0

0

1

1

2

3

4

5

6

7

9

0

9

1

4

6

9

6

7

7

9

1

0

9

0

0

0

0

0

0

0

0

1

0

9

0

3

5

8

3

4

3

4

6

0

9

0

0

0

0

0

0

0

0

0

100

115

126

136

148

159

165

170

180

191

201

情報消費率

8.8%

8.3

7。8

7.6

7.4

7.0

6.5

6。2

5.7

5.4

5.0



1通 信及び情報化の現況 一361一

資料1-7メ デ ィアヴループ別供給情報量等の構成比の推移

(単位:%)

＼ 区別
＼

年度 ＼

1

2

3

4

5

6

7

8

9

0

1

5

5

5

5

5

5

5

5

5

6

6

供 給 情 報 量

電 気
通信系 輸送系 空間系 合計

98.5

98.5

98.6

98.6

98.6

98,7

98.7

98.9

98.9

98.9

99.0

6

6

6

6

6

6

6

5

5

5

5

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

9

9

8

8

8

7

7

6

6

6

5

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

100,0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

1QO.0

100.0

100.0

100.0

100.0

消 費 情 報 量

電 気
通信系 輸送系1空縣 合 計

65.4

64.8

64.7

65.3

65.4

65.8

64.4

64.4

64.0

64.1

64.5

0

0

0

0

0

0

1

1

1

0

0

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

3

31.6

32.2

32.3

31。7

31.6

31.2

32.5

32.5

32.9

32.9

32.5

100.O

lOO.0

100.O

IOO.0

100.O

IOO.0

100.0

1QO.O

lOO.0

100.0

100.0

(単位:%)

1

2

3

4

5

6

7

8

9

0

1

5

5

5

5

5

5

5

5

5

6

6

情 報 流 通 距 離 量

蘇1輸 送系1空間系1合 計
74.3

73.5

73.3

73.7

73.5

74.0

72.5

73,0

72.5

72.6

72.8

23。8

24.6

24.8

24.4

24.6

24.2

25.6

25.1

25.6

25.4

25.3

9

9

9

9

9

8

9

9

9

0

9

1

1

1

1

1

1

1

1

1

2

1

100.O

lOO.0

100.0

100.O

lOO.O

lOO.O

lOO.O

lOO.O

lOO.O

lOO.0

100.0

情 報 流 通 コ ス ト

電 気
通信系 輸送系 空間系1合 計

21.6

23.フ

23。0

22.8

22.0

21.5

21.6

22.2

22.0

22.0

21.2

25.8

24.1

23.6

23.9

24.0

25.0

25.0

25.0

24.2

24.1

24.2

52.6

52.2

53.4

53.3

54.0

53.5

53.4

52.8

53.8

53,9

54.6

100.0

100.0

100.0

100.O

IOO.0

100.O

lOO.O

lOO.0

100.O

lOO.0

100.0
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㈲ 通信関連産業

ア 通信機械工業

資料1-8通 信機器受注実績額

(単位:億 円,%)

区 別 [・・年 度161年 劇 増減¢)率

有

線

通

信

機

器

電 話 機

交 換 機(
電子交換機)

電 話 応 用 装 置

(ボタン電話装置)

電 信 ・画 像 装 置

(フ ァ ク シ ミ リ)

搬 送 装 置
(符号伝送装置)

有 線 通 信 機 器 用 部 品

小 計

無 線 通 信 装 置

合 十
一言
口

998

3,312
(2,914)

2,500
(2,041)

3,544
(3,412)

3,464

(2,437)

1,393

15,210

3,601

18,812

1,086

3,674
(3,043)

2,252
(1,730)

3,450
(3,360)

3,919
(2,701)

1,208

15,589

3,226

18,815

8.9

10.9
(4.4)

△9 .9

(△15.2)

△2.7

(△1.5)

13。1

(10.8)

△13.3

2.5

△IO.4

0

通信機械工業会資料による。

(注)()内 は,再 掲である。
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イ 電 線工 業

資料1-9品 種別電線受注実績額

(単位:億 円,%)

区 別 [・・ 年 劇61年 劇 増 減瞬

銅 電 線(通
信ケーブル)

ア ル ミ 電 線

合 十二=口

10,812

(1,067)

612

11,424

10,171
(1,224)

797

10,968

△5.9

(14.7)

30.2

△4 .O

㈱ 日本電線工業会資料による。

(注)()内 は,再 掲である。

資料1-10需 要部門別電線受注実績額

(単位:億 円,%)

区 別 ・。 年 劇61年 劇 増灘 率

内

需

官 公 需

民 需

(NTT)

104

10,363

(67Q)

[23

10,315

(886)

18.3

△0.5

(32.2)

小 計11・467 10,438△0.3

1

外 需

合 計

957 530 △44。7

ll,424 10,968 △4.0

㈹ 日本電線工業会資料による。

(注)()内 は,再 掲である。

ウ 電気通信工事業

資料1-11 電気通信工事完成工事額

(単位:億 円)

区 別

完 成 工 事 額

55年 度

6,400

56年 度

6,680

57年度

6,740

58年 度

6,950

59年 度

6,760

60年 度

6,430

61年 度

6,080



一364一 第1概 況

工 民生用電子機器製造業

資料1-12民 生用電子機器生産額

(単位:億 円,%)

区 別 1・。 年 劇61年 劇 増 減僻

民 生 用 電 子 機 器 ・・,8641 42,722

(再

掲
)

テ レ ビ ジ ョ ン 受 信 機

VTR

テ ー プ レ コ ー ダ

ス テ レ オ 等

8,819

18,303

4,763

3,522

7,597

16,594

5,466

3,526

△8。8

△13.9

凸9.3

14.8

0.1

「生産 動態 統 計」(通 商 産 業 省)に よ る。

(注)1.テ レ ビジ ョ ン受 信 機 は 白黒 と カ ラ ー の合 計 で あ る。

2.ス テ レオ 等 は,ス テ レオ セ ッ ト,ハ イ フ ァイ用 チ ュ ーナ,ハ イ フ ァイ用

ア ン プ,レ コー ドプ レー ヤ及 び ハ イ フ ブイ用 ス ピー カ シ ス テ ム の 合 計で あ

る。

オ そ の 他

資 料1-13一 般 日刊 紙 の総 発 行 部 数

区 別 60年10月 61年朋 陣 減 ω

一般日刊紙の総発行部数(千 部)

1世 帯 当 た り 部 数(部)

人 口1,000人 当 た り部 数(部)

48,232

1.25

402

48,569

1.25

402

0.7

0

0

資料1-14 広告業の事業所数及び年間売上高

(単位:億 円,%)

区 別 60年12月 6肉1月 陣 減¢)率

集 計 事 業 所 数

年 間 売 上 高

3,915

35,673

4,034

37,414

3,0

4.9

「特定サービス産業実態調査」(通 商産業省)に よる。
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(5)通 信 メデ ィアの国際比較

資料1-15通 信 メディアの国際比較

＼ 項 ・
＼＼

国名 ＼

日 本

米 国

英 国

西 独

フ ラ ン ス

カ ナ ダ

ス ウ ェ ー デ ン

ス イ ス

デ ン マ ー ク

郵 便

年間総利
用通数

1
た
用

間
当
利
数

年
人
り
通

百万通 通

18,141149

139,598

13,533

14,018

15,940

6,533

2,923

4,069

1,503

616

240

230

287

260

351

623

294

電 報

年間総
利用通
数

万通

4,066

3,380

0

386

1,089

142

11

105

21

年間1
人当た
り利用

通数
通

O.34

0,15

0.00

0,06

O.19

O.06

0.Ol

0.16

0.04

電 舌
二
=
口

総電話機
数

個

25
放
を

万

ゆ
線
話
∂

6
有
電
む

(
送
含

13,462

2,950

3,728

2,094

1,662

741

511

375

oo
り
数

1
た
機

口
当
話

人
人
電

個

55.2

57.4

52.3

60.8

38.2

66.4

88.9

78.8

73.4

テ レ ビジ ョン

総 テ レ ビ
ジ ョン台

数

千台

31,830

196,000

18,716

22,705

17,951

13,960

3,253

2,227

1,975

QQ
り

ジ
数

1
た

ビ

台

口
当

レ

ン

人

人

テ

ヨ
台

26.4

82.8

33.2

37.2

32.7

56.0

38.9

34,3

38.6

(注)1.郵 便物 数 は,郵 政 省 資 料 に よ る1985年 度 通 常 郵 便 物 の 数 字 で あ る。 た だ

し,日 本 は1986年 度,ス ウ ェ ーデ ン は1982年 度(内 国 郵 便 の み),カ ナ ダは

1983年 度(内 国郵 便 のみ)の 数 字 で あ る 。

2.電 報通 数 は,ITU公 衆 電 気 通 信統 計年 鑑 に よ る1984年 度 の 数字 で あ る 。

た だ し,日 本は1985年 度,米 国 は1983年 度,カ ナ ダは1979年 度 の 数字 で あ

る。

3.電 話 機 数 は,AT&T「 世 界 の 電 話 」Q984年1月1日 現 在)に よ り作

成 。 た だ し,日 本 及 び英 国は,1984年3月31日 現在

4.テ レ ビジ ョン受 信機 数 は,NHK資 料 に よ り作 成 。 な お,日 本 は1986年

n月,米 国 は[9B5年8月,カ ナ ダは1985/1986,そ の他 は 互985年12月 の 数

字 で あ る。 また,米 国 及 び カ ナ ダ以 外 は,受 信 許 可(契 約)件 数
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2通 信行政

況

資料1-16基 盤技術研究促進センターからの出資条件

出 資 の 相 手 方

基盤技術に関する次の試験研究

を行うことを主たる目的として

2以上の企業等が出資する法人

① 基礎研究又は応用研究段階

から実施する試験研究

② テレトピア構想,ニ ューメ

ディアコミ偽ニティ構想の推

進のために行 う試験研究

出 資 比 率

試験研究に必要な資金

(土地取得 ・造成費を

除く。)のうち次の割合

を限度とする。

①については7割

②にっいては5割

出 資 の 方 法

株式取得の方法に

よる。

資料1-17基 盤技術研究促進センターからの貸付条件

貸付の相手方

主として応用

研究段階から

実施する基盤

技術に関する

試験研究を行

う者

貸付比率

貸付対象

経費の7

割を限度

とする。

据置期間及
び償還期限

・据置期間

原則5年

以内

・償還期限

据置期間

経過後

10年 以内

貸 付 利 率

・据置期間中

無利子
・据置期間経過後の

償還期間中

(貸付契約時の資金

運用部貸付金利)
×(試験研究の成

功割合)

成功報酬

試験研究

の成功度

に応じて

算出され

る額
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資料1-18 基盤技術研究促進センターの61年 度採択出資案件(テ レトピア)

(単位:百 万円)

テ ー マ 名

福岡中枢都市コ

ミュニティ形成

システムの研究

開発

さわやか北九州

地域生活情報通

信システムの研

究開発

ニューイマ リ地

域情報システム

の研究開発

61年 度
セ ン タ ー 会 社 名

出 資 額

58

24

20

福 岡 二 一一 メデ

ィア ・サ ー ビス

㈱

㈱北九州情報ひ

ろぽ

伊万里情報セン

ター㈱

概 要

コミ凸ニティ施設の抽選予約

システム等の新たな地域キャプ

テンシステムの開発 を行 うほ

か,行 政データベースと高密度

画面を利用した地域キャプテン

とのインタフェースを確立する

ことにより,都 市型のコミュヨ

ティ生活に,多 様できめ細かい

情報を提供し地方 ブロックにお

ける中枢都市型の情報拠点都市

の形成を目指す。

地域キャプテンシステムに,

パ ソコンによる漢字入九 利用

者識別型即時予約,電 話 自動発

信,利 用者別自動着信,会 話型

利用料金徴収等の機能を導入す

ることによって生活 ・健康産業

高度化に関する情報を提供し,

多核都市において,生 活 と産業

の調和した都市一体化と都心機

能の高度化を目指す。

テレメータを活用した水道,

ガス等の自動検針システムをベ

ースに,パ ソコンのもつ情報処

理,通 信機能を組合せ た地 域

VAN及 びパソコンと大型電算

機を利用した3次 元の立体画像

による伊万里焼CADシ ステム

を構築することにより,地 域住

民への総合サービス提供と地域

社会の高度情報化を図る。
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テ ー マ 名

うるおいのある

市民生活を創造

する八王子地域

情報システムの

研究開発

SSN拠 点 都 市

交通体系適合シ

ステムの研究開

発(新 潟)

御坊 ・田辺広域

圏テレトピア地

域情報通信シス

テムの研究開発

61年 度
セ ン タ ー

出 資 額

30

18

10

会 社 名

八王子テレメデ

ィア㈱

㈱ ス ーパ ー ス テ

ー シ ョン新 潟

㈱テレコムわか

やま

概 要

学園都市である八王子におい

て,周 辺に点在する大学間を光

データハイウェイで連結して,

双方向CATVと 結合させた映

像や音声等の伝送システムを構

築 し,市 民にとっても貴重な財

産である20校 の大学のもつ機能

の市民への還元や,新 しい開か

れた大学教育環覧の創出など八

王子の特性を生かした高度情報

化を図る。

交通拠点都市とい う特微を生

かし,異 業種コンピュータ間接

続技術の開発により高機能のネ

ットワークを形成するSSN高

速 交通体系情報システムと,よ

り使いやすい観光情報を提供す

るための観光情報 リレーショナ

ルデータベースの 構築 に よっ

て,市 民に利便を与えるととも

に地域の活性化を図る。

地域キャプテンに,リ アルタ

イムの情報入力を容易にするた

め,① 電話,FAX,パ ソコン,

ビデオテックス端末等の多様な

端末による情報収集,提 供機能

② これら端末に適合するビデオ

テックスデータベース ③画面

の重合せ,は め込み等画面編集

技術の導入により,広 域に点在

する海洋資源や森林資源の有機

的連携による地域の活性化を図

る。
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テ ー マ 名

米沢広域都市圏

における総合情

報システムの研

究開発

上田地域商業情

報化システムの

研究開発

飛騨高山観光 ・

産業振興システ

ムの研究開発

61年 度
セ ン タ ー 会 社 名

出 資 額

32

15

30

㈱ ニ ュー メデ ィ

ア米沢

㈱ テ レ コ ム ・ユ

飛騨高山テレト

ピア㈱

概 要

CATVネ ッ トワークを 多目

的に利用し,全 国の情報や地域

内情報を円滑に提供することに

より,市 民生活の飛躍的向上を

図るため,① 映像同時スクラン

ブル多元中継方式 ②制御デー

タ放送サービスシステム ③悪

気象条件対応型水道自動検針シ

ステム ④CATV多 チ ャンネ

ル番組管理システムの構築及び

ソフトの試験研究開発を行う。

上田地域における中小商店の

活性化による商業振興のため商

業近代化のベースとな るPOS

システムのセンターを地域の異

業種共同で設け,商 店用小パッ

ケージ群,コ ンピュータのマル

チ処理や処理能力のシミュレー

シコンが可能な ソフ ト,機 密処

理 ソフトの開発,共 用ルーチン

の開発等異業種共同に伴い必要

となる技術開発を行 う。

観光と地場産業とを有機的に

連関させ,観 光関連産業複合体

の形成を推進し,地 域活性化を

トータル的に指向するシステム

の構築を図るものであ り,キ ャ

プテン画面の自然画 ・動画連動

ソフトの開発,外 国人用画像デ

ータベース構築 と英文情報自動

送出ソフトの開発及び土産品選

択ソフ トの開発等を行 う。
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テ ー マ 名

大分市 ・別府市

テ レトピア地域

情報通信システ

ムの研究開発

岡山地場情報提

供システムの研

究開発

度

一
額

急

資

6ー

セ
出

9

39

会 社 名

大 分 ニ ュー メ デ

ィア サ ー ビス㈱

㈱ キ ャプ テ ンセ

ンタ ー岡 山

概 要

地域キャプテンシステムに,

パ ソコンを利用 した 情 報 の入

力,集 配信,変 換,編 集機能を

付加することにより商品受注情

報 自動配信,商 品情報集信,商

品発注の三つのシステムを構築

し,一 村一品運動によって生ま

れた,農 産物 ・水産物 ・木竹工

芸品等の情報及び地域情報の提

供を通 じて産品の流通促進と地

域の活性化を図る。

瀬戸大橋のもたらすインパク

トを地域活性化に生かすため,

ローカル ビデオテックスを導入

し,観 光関連情報を地域及び全

国に発信し,広 域観光ネットワ

ークを育成するため
,各 産品友

の会ネットワークシステム,瀬

戸大橋情報システム,宿 と施設

の予約システム,代 金決済シス

テムの構築及び ソフ トウェアの

試験研究開発を行 う。
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第2郵 便

1郵 便 物 数

61年 度 の総引受郵便物数は,前 年 度に比べ て,9億5千 万通(個),5.5%

増 加 し,181億4千 万通(個)と なった。

61年 度の種類別引受郵便物数は資料2-2の とお りであ る。通常郵便物 で

は第二 種郵便物 の伸びが高 く(6.2%増),59年 度 に5年 ぶ りに前年度比増加

に転 じた小包郵便物は8.096の 増 加 となった。

資料2-1引 受郵便物数の推移

(単位 二千通(個))

＼ 年度、
＼区別 ＼

総

内

十
一言
ロ

国

通 常

普 通

(年 賀)

(選 挙)

書 留

普通速 達

小 包

普 通

書 留

普通速 達

外 国(差立)

通

小

常

包

57

15,487,573

15,372,200

15,233,663

14,634,426

2,923,008

13,025

261,711

337,526

138,537

122,345

5,090

il,102

115,373

113,063

2,310

58

16,249,194

16,133,175

16,000,512

15,391,163

2,952,935

117,413

269,709

339,640

132,663

119,885

4,507

8,271

116,019

113,714

2,305

59

16,601,497

16,484,841

16,344,205

15,740,296

3,027,905

9,922

270,669

333,240

140,636

129,063

4,534

7,039

116,656

114,301

2,355

60 61

17,188,269

17,701,465

16,920,482

16,308,525

3,117,560

10,540

276,743

335,214

150,983

139,209

4,946

6,828

116,804

114,381

2,423

18,141,883

18,033,930

17,870,885

17,241,832

3,247,191

59,027

289,184

339,869

163,045

152,231

4,608

6,206

107,953

105,721

2,232

(注)(年 賀),(選 挙)は 再 掲 で あ る。
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資料2-2総 引受郵便物数

(61年度 単位:千 通(個),%)

区 別

総

内

計

国

1通 常1

普 通

種
形
別
簡
他
賀
外

一

離

の

形

市
郵
そ
年

定
ー

定

第

〔
市 内特別
そ の 他

鴫

鞠
難

殊

第
第〔
第ー

特

書

〔畢 の
簡普 通 速

留
般
金
他
易
達

1小 包1

通
小

外
〔

薯

〔扁
普 通
(一
(書
国(差

速

通
留
般
易
達
鋤
鋤
の
常
包

十
二
=
口

物 釧 増灘

18,141,883

18,033,930

17,870,885

亙7,241,832

7,535,748

6,792,524

628,139

5,397

6,146,852

12,136

743,224

17,853

725,371

8,422,437

3,235,055

59,027

1,257,079

588,295

668,784

26,568

15,981

3,916

1,628

5,043

629,053

289,184

143,374

71,697

71,677

145,810

339,869

163,045

152,231
4,608
4,224
384
6,206
(83,549)
(79,496)
lO7,953
105,721
2,232

%

渇
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5
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0

0
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2
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0
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△
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5

6

3

2

9

△

8
の
2

5

7

4

9

4

4

0

4

1
。
α

2
,
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。
L

a

凸

△

△

4

8

5

2
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)

6

6

9

.

噸

.

・

・
8

3

・

.

.

9

6

7

2

9

・

.
7

7

7

ノ○

!0

9

(

(

△

凸

△

△

△

△

切手ちょう付

物 数 増減率

10,424,955

10,317,002

10,237,644

9,710,389

3,766,944

3,333,653

2,351

5,397

3,313,769

12,136

433,291

338

432,953

5,867,181

3,235,055

59,027

66,017

26,566

39,451

10,247

5,753

3,916

285

293

527,255

212,596

133,855

70》958

62,897

78,741

314,659

79,358

70,444

3,753

3,476

277

5,161

(55,703)

(23,655)

工07,953

105,721

2,232

6

7

7

0

9

7

7

3

8

6

6

8

6

1

2

0

5

4

5

5

8

8

1

7

%

噂

.

・

・

:
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:

●
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:
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.
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:

・

:

5

5

5

6

5

5

2

1
5

0

7
5

7

6
4

0

1

1

6

4

9

3

8

7

l

I

△

△

PD

6

1

2

4

△

△

△

△

△

6

8

rD

3

7

7

9

L

a

q

α

α

a

a

△

△

△

9
コ4

2

5

2

0

9

)

)

6

6

9

●

…

●
6

6

・

.

'

7

6

7

4

2

●

・
7

7

7

6

1

0

0

△

2

△

△

△
(

(

△

△

△

料金別納 ・料金後納

物 数 廟 率

7,716,928

7,716,928

7,633,241

7,531,443

3,768,804

3,458,871

625,788

2,833,083

309,933
17,515

292,418

2,555,256

1,191,062
561,729
629,333
16,321
10,228

1,343
4,750

101,798

76,588
9,519
739
8,780
67,069
25,210

83,687

81,787
855
748
107
1,045
(27,846)
(55,841)

%

謁

'
5

P◎

PD

5
ロ5

河

急

里

壷

量

2
3
=

3
」
溜

3

一
憩

5

5

5

2

5

6

0

6

5

5

7

3

3

9

2

9

△

5
コ
9

6

1

0

2

6

9

9

6

4

6

4

8

△

△

△

1

3

3

0

L

L

&

似

△

△56.5

15.9

(25.5)(

5.1)

(注)1.第 二種の(年 賀),(選 挙)及 び小包の(一 般),(書 籍)は,再 掲である。

2,「 切手ち ょう付」には,年 賀,選 挙,外 国郵便物,料 金計器別納等を含む。



1郵 便 物 数 一373一

また,電 子郵便物 数につい ては,56年 度 のサー ビス開始以降,端 末機設置

局 の拡大等に よ り,サ ー ビスも充実 し,認 知度 も高 まって きてお り,毎 年高

い伸びを示 している。

61年 度は,前 年度比70.6%増 の489万9千 通の取扱 いがあ った。

資料2-3電 子郵便物数の推移(単 位
:千 通)

年 度

取扱通数

56

5

57

44

58

64

59

629

60

2,872

61

4,899

資料2-4外 国郵便物数の推移(
単位:千 通(個))

一 ～.年 度
区別 ～ 　一～_.

565・1581596・61

差

立

(外
国
あ
て
)

到

着

(外
国
来
)

通

常

小

包

十
二
ニ
ロ

通

常

小

包

十言両

航 空 便

船 便

小 計

便

便

L

空

A

航

船

S

小 計

便

便

L

空

A

航

船

S

合 計

航 空 便

船 便

小 計

便

便

空航

船

小 計

航 空 便

船 便

合 計

99,421100,6751QI,666102,611

13,20412,38812,04811,690

112,625113,063113,714114,301

102,531

11,850

114,381

94,559

11,162

105,721

1,5901,576

725734

2,3152,310

101,01童

13,929

ll4,940

86,637

31,120

117,757

752

742

1,494

87,389

31,862

119,251

102,251

13,122

115,373

89,319

28,951

ll8,270

716

723

1,439

90,035

29,674

119,709

1,5791,618

726737

1,6211,425

713639

89168

2,3052,3552,4232,232

103,245

12,774

n6,019

89,618

27,113

116,731

753

725

1,478

90,371

27,838

118,209

104,229

12,427

116,656

94,320

26,822

121,142

813

724

1,537

95,133

27,546

122,679

104,152

12,563

89

116,804

99,378

26,296

125,674

854

734

1,588

100,232

27,030

127,262

95,984

11,801

168

107,953

105,744

26,982

132,726

1,005

802

1,807

106,749

27,784

134,533



一374一 第2郵 便

資料2-5外 国郵便物の地域別構成比(61年 度 単位:%)

区 別

ア

カ

州

米

ア

カ

リ

ニ

リ

ジ

メ

南

ア

ア

セ

ブ

ア

北

欧

中

オ

ア

差 立

通 常 小 包

32.9

31.2

24.5

4.1

4.8

2.5

35.6

32.6

21.0

2.9

5.7

2.2

到 着

通 制 小 包

28.4

26.6

37,0

2.7

32

24

32.6

35.1

25,8

0.6

5.3

0.6

合 計11・ …11・ … 「1…lI・ …

2郵 便事業財政

資料2-6郵 便事業の財政状況の推移(単 位:億 円)

＼ 年度
5-57585gl・ ・161区別＼

収 益

費 用

利益又は欠損

累積欠損金

11,866

10,692

1,174

△1,320

12,190

11,409

781

△539

12,508

12,170

338

△201

12,710

12,596

114

△87

13,381

13,369

12

△75

13,997

13,937

60

△15

3郵 便 局 等

資料2-7郵 便局数の推移

一156575815gl・ ・161

普
通
郵
便
局

局

局

局

局

局

局

便

便

便

配

配

中

郵

郵

郵

集

送

道

内

集

無

集

輸

鉄

船

1,1501,正621,1701,1841,1981,206

4747484948

45566

且4且4!4149

83333

R
)

ノ0

6

4

3

小 計1,2181,2311,2401,2561,2641,269

特定

郵
便局

集 配 局

無 集 配 局

4,536

13,137

4,482

13,260

4,427

13,413

4,358

13,558

4,295

13,686

4,226

13,798

小 計 17,673 17,742 17,840 17,916 17,981 18,024

簡 易 郵 便 局 4,243 4,277 4,311 4,341 4,388 4,420

合 計 23,134 23,250 23,391 23,513 23,633
1

23,713



資料2-8

4集 配 施 設 一375一

郵 便切手類販売所 ・印紙売リさばき所数の推移

年 度 末

郵便切手類販売所 ・印紙売 り
さ ば き 所 数

56

112,632

57

ll3,465

58

114,259

59

ll4,716

60

ll5,517

61

116,331

資料2-9普 通郵便局局舎状況の推移

年度末

6

7

只
)

(ソ

O

l

PD

F◎

FD

P◎

6

6

普通郵便局総局数

局

1,214

1,227

1,236

1,252

1,260

1,265

指 数

100

101

102

103

104

104

普通郵便局局舎総面積

千 ㎡

4,008

4,105

4,287

4,442

4,629

4,689

指 数

100

102

107

111

115

117

普通郵便局
局舎改善局数

局
PO

ピ
O

FD

g

FD

9

4

4
^

4

3

3

3

(注)船 内局3局 及び昭和基地内局を除 く。

4集 配 施 設

(1)取 集 サー ビス

郵便ポス トの設置数は,61年 度 末で15万380本 とな ってい る。

郵便ポス トか らの取集度数は,原 則 として1日1度 から3度(主 要局4～

5度)ま での間で設定 してい る。



一376一 第2
郵 便

資料2一 伯 国別郵便ポスト普及状況

齢
＼
＼
幽

ラ

タ

日

米

英

西

フ

イ

本

国

国

独

ス

ァ

ン

リ

郵便ポス ト数 1本 当た り人口

本

150,38Q

395,000

100,000

110,472

159,800

66,696

人

807

574

565

553

348

858

1本 当た り面積

km2
2,5

23.3

2.4

2.3

4.0

4.5

(注)1.

2,

3.

万国郵便連合郵便業務統計表による。

米国,英 国,西 独,フ ランス,イ タリアは,

日本は,1986年 度 の数字である。

1985年 度 の数字である。

② 配達サービス

ア 配達区及び配達回数

配達区(1日1人 が配達を分担する区画)に ついては,過 疎過密化現象の

進行に即 して人 口希薄な地域の配達区を併合するなどして再編成し,そ れに

よって減じた区を過密地域に増区する調整を行 っている。

配達回数については,事 業の効率的運営を図る観点から通常郵便物の1度

配達を56年3月 から実施したが,ビ ジネス地域等通信力の高い地域について

は,2度 配達を行っている。

資料2-11郵 便配達回数の状況(61年 度 末現在)

配幽∴
回

回

1

2

配 達 区

区 数 構 成 比

44,040

1,244

区
97.3

2.7

%

合 計 45,284 100.O



4集 酉己方芭設 一377一

イ 速 達 配 達

速達郵便物の取扱いは郵便規則第85条 適用地域(約4,500世 帯)を 除く全

地域において実施 している。

この速達取扱地域においては,お おむね1日3度 の配達を行っている。

ウ 辺 地 集 配

交通が特に困難であるため,通 常の方法により配達できない地域にあてた

郵便物については,周 年又は一定期間に限って,郵 便局の窓口交付,あ るい

は郵便局長の指定する場所に設置された集合受箱又は受取人が配達区域内に

指定した受取場所に配達する方法を とってお り(郵便規則第85条適用地域),

これらの方法により郵便物が交付又は配達される世帯数は,62年6月 現在約

4,500世 帯(期 節適用のものを含む。)と なっている。

㈲ 集配作業環境の改善

ア 郵便受箱の設置

配達郵便物の安全保護及び配達作業の能率化を図るため,従 来から全戸に

郵便受箱の設置を勧奨してきた。

61年度末現在,全 配達箇所数(高 層 ビルを除 く。)3,537万 か所の うち77%

に当たる2,724万 か所で設置協力が得られている。

また,三 階層以上の全建築物については,集 合郵便受箱の設置を通常郵便

物配達の条件としているほか,ア パー ト等二階建て集合住宅等についても集

合受箱の設置を積極的に勧奨している。

イ 住居表示の実施

地番等の混乱による配達作業難を解消するなどのため,関 係機関と協力し

て住居表示の実施促進を図ってきた。

61年度末現在,地 方 自治体の実施計画世帯数1,883万 世帯に対して実施済

世帯数1,599万 世帯で,実 施率は約85%(全 世帯数に対しては約40%)と な

っている。

(4)集 配作業の外部委託

ア 取 集 関 係



一378一 第2郵 便

作業の効率化を図るため61年度末現在で,大 都市を中心とする集配普通局

286局 において,郵 便専用自動車による郵便物の取集を運送業者に委託して

いる。

イ 小包配達関係

都市及びその近郊地において,事 業の効率化施策等の一環 として,郵 便小

包の外部委託を61年 度末現在約680区 実施 している。

ウ 集 配 関 係

集配局から遠隔の地域で,取 扱物数の少ない地域の集配作業の効率化を図

るため,61年 度末現在で約1,600区 において集配作業を個人へ委託している。

5郵 便 輸 送

昭和61年10月1日 で鉄道郵便車による輸送を全廃 し,鉄 道輸送は鉄道 コン

テナによるものを一部残すだけとなった。これに代わ り自動車 と航空による

輸送が大幅に増加した。

資料2-12郵 便輸送施設の推移

一1鉄 道 自動車1航 空1船 舶1その副 合 計
1日 延 べ キ ロ程(㎞)226,112260,912189,65426,4047,883710,965

56

構 成 比(%)3L336,726.7 3.7 1,1 100.0

57

1日 延べキ ロ程(㎞) 196,758 279,975 228,12026,291 6,544 737,688

構 成 比(%) 26.7 38.0 30.93.5 0.9 100.0

1日 延 ペ キ ロ程(k皿)88,793384,768326,71721,441 425822,144

58

構 成 比(%)10.846.839.7 2.6 0.1 100.0

59

1日 延 べ キ ロ程(km) 77,096 414,225 334,091 21,207 347 846,966

構 成 比(%) 9.1 48.9 39.4 2.5 0.1 100.0

1日 延 ベ キ ロ程(㎞)65,824430,702367,06819,605 312883,5U

60

構 成 比(%) 7.548,741.52.2 O.1 100。O

61

1日 延 べ キ ロ程(k皿)7,229480,760

構 成 比(%) 0.747.5

511,01911,797 2371,011,041

50.51.2 o.1 100.0

(注)「 その他」欄は,自 転車,徒 歩等による輸送である。



6郵 便作業の機械化 一379一

6郵 便作業の機械化

資料2-13主 要郵便機械配備状況

(61年度末現在)

機 械 名

郵便番号自動読取区分機

郵便物自動選別取りそろえ押
印機

選別台付自動取りそろえ押印
機

コード式書留用送達証作成機

コード式書留用受領証作成機

小包区分装置

局 数

局
161

94

ll9

188

496

30

台 数

台

202

115

119

528

530

61

備 考

選
分
る

。

の
区
す
る

物

臥
理

い

難
墾

は
え
自
な

台
う
て
と

6
そ
し

ム

　1
り
貫

テ

局
取

一
ス

85
ら
を

シ

ち
か
で
動

う
別
ま
連

ー

回転 式,パ ン コ ンベ ヤ式,斜

行 ベ ル ト式,ダ イ バ ー タ式

7要 員

資料2-14郵 便物数と郵便事業定員の推移

訳
6

7

8

9

0

1

F◎

5

rD

rO

6

6

郵 便 物 数

百 万 通(個)

14,951

15,488

16,249

16,601

17,188

18,142

100

104

109

111

115

121

指数

郵 便 事 業 定 員

139,778

140,234

140,771

140,502

140,783

141,048

人
lOO

100

O

O

O

lOl

指数



一380一 第3電 気 通 信

第3電 気 通 信

1電 気通信事業

(1}第 一種電気通信事業

ア 国内電気通信事業

(ア)電 報

資料3-1電 報通数の推移

(単位:千 通)

＼ 一 年 度、＼
、_

区 別 ～一
一 般 電 報

慶 弔 電 報

内
訳

慶 祝 電 報

弔 慰 電 報

合 十
二
一一
口

国民1人 当 た り通 数
(通)

56

11,025

(74)
30,936

17,036

13,900

41,961

0,36

57 58

10,61310,411

(75)
32,693

17,947

14,746

43,306

0.37

(77)
34,118

18,677

15,441

44,529

0.37

59 60

7,6475,273

(82)(87)
34,03735,383

17,96118,127

16,07617,256

41,68440,656

O,35 0.34

61

4,334

(89)
35,716

18,537

17,179

40,050

0.33

(注)()内 は,総 通数中に占める慶弔電報通数の割合である。

(イ)加 入 電 信

資料3-2加 入電信契約数の推移

(単位:契 約)
一～ 一 ～ _年 度 末　
区別 ＼

56 57 58 59 60 61

加 入 電 信 加 入 数 52,1。 ・146,756141,・64133,86・1・ 臥975「33,86・

(注)60年 度以降は旧電信型公衆通信回線使用契約数を含む。

㈲ 電 話

NTTが 提供している電話サービスは,加 入電話や公衆電話がその代表的

なものであるが,こ のほかにも移動体電話や着信用電話,内 部通話用電話,

支店代行電話,緊 急通報用電話等の種類がある。
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A加 入 電話

資料3-3加 入電話等契約数の推移

(単位:契 約)

τ漕 留 58 59 bO 61

一

般

加

入

電

話

等

単 独 電 話39,871,237 41,443,318 42,742,560

44,221,475 45,830,259

(再 掲)PBX局 線683,218 701,441 717,196

共 同 電 話1,231,780 1,011,331 799,187 639,283 494,26Q

地域団体加入電話8 6 6 6 6

有 線 放 送 電 話595
接 続 回 線

457 329 273 243

小 計41,103,620 42,455,112 43,542,082 44,861,037 46,324,768

集
団
電
話

事糎 舞 団野 話395
・27442・867416・32443・58844ろ18・

地域 集 団 電 話 1,974 314 互39 136 41

加 入 電 話 等 合 計141,5Q・,8684・879・2934・958・ ・454・ ・299・7614・ ・771・989

人口100人 当たり普及率 34.9 …1 36.9 38.O 39.2

(注)PBX局 線については,60年 度から単独電話とした。

B公 衆 電 話

公衆電話には,主 として街頭に 電話機を設置して提供する街頭公衆電話

と,主 として店頭に電話機を設置して提供する店頭公衆電話がある。

なお,こ れらの公衆電話について,利 用の少ないものは,設 置替等整理を

図る一方,57年 度から利用者の利便向上を図るため,テ レホンカー ドで利用

できるカー ド公衆電話への取替えを進めている。
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資料3-4 種類別公衆電話数の推移

(単位:個)

区讃
街頭公衆電話

店頭公衆電話

合 計

人口千人当た
り普及率

56

417,706

496,218

913,924

7.7

57

(300)
458,657

469,598

928,255

7.8

58

(3,117)
502,041

429,371

931,412

7.8

59

(18,807)
546,430

388,473

934,903

7.8

60

(61,301)
556,269

353,301

909,570

7.6

61

(148,698)
555,134

278,973

834,107

6.8

(注)()内 は,カ ード公衆電話の再掲である。

C移 動 通 信

無線を利用 した移動通信には,自 動車電話,無 線呼出し,

公衆電話,航 空機公衆電話がある。

資料3-5自 動車電話契約数の推移

船舶電話,列 車

(単位:契 約)

謹
契 約 数

サービス提供

地域数

56

13,275

149

57

19,804

203

58

27,198

329

59

40,392

453

60

62,103

474

61

95,131

506

資料3-6無 線呼出し契約数の推移

(単位:契 約)

＼ 犠 末56
区別 ＼

57 58 59 60 61

契

約

数

150MHz

帯 方 式
531,543 377,829 192,511 47,286 o 0

250MHz

帯 方 式
709,164 1,053,110 1,453,800 1,838,675 2,155,894 2,487,946

合 計 1,240,707 1,430,939 1,646,311 1,885,961 2,155,894 2,487,946

サービス提供

区域数
66 67 67 67 67 67



1電 気通信事業 一383一

資料3-7船 舶電話契約数の推移(単 位:契 約)

＼ ＼ぐ鞭 末

区 別 ＼ 一

契 約 数

56

11,264

57

11,864

58

12,203

59

13,862
(1,120)

60

14,921
(1,716)

61

15,806
(2,196)

(注)()内 は,利 用休止分の再掲である。

資料3-8航 空機公衆電話数の推移(単 位:台)

年 度 剥61

航空機公衆電副54

D各 種付加機能サービス

資料3-9電 話の付加機能サービス提供数の推移

謹
プ ッ シ ュホ ン

キ ャ ッチ ホ ン

〔通 話 中 着 信
サ ー ビス〕

ん
内
ぽ
案
〕

わ
澱
ん

不

一

で
〔

サ

転 送 で ん わ
〔自動着信転
送サービス〕

56 57 58

3,717,8894,523,2585,743,810

480,828586,636809,797

79,05797,651116,320

42 1465,585

59

7,068,547

1,lll,978

131,570

17,649

60

1,522,553

140,839

39,424

61

2,129,769

144,261

68,914

(注)60年 度 以降のプッシュホンの数は,不 明である。

資料3-10フ ァクシミリ通信網サービス契約数の推移

凝i墜 ～56 57 58 59 60 61

契 約 数

提 供 都 市 数

790

7

2,603

17

9,551

24

18,214

305

46,271

536

85,234

615
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㊥ 専用サ ー ビス

資料3-11
一 般専用サービス回線数の推移

＼ ＼
一 _鞭 末57

区別 ＼
58

帯

域

品

目

符

号

品

目

自

由

利

用

3.4kHz 101,019

3.4kHz(S) 513

48kHz 561

240kHz 39

目

的

利

用

音 声 伝 送 190,258

音 楽 放 送 215

AM放 送 286

FM放 送 40

そ の 他 3,869

小 計 296,800

50b/s 119,856

100b/s 660

200b/s 8,286

300b/s 8

1,200b/s 10,956

2,400b/s 8,429

4,800b/s 2,523

9,600b/s 786

そ の 他 111

小 計 151,615

436601

557

136

55

850聡02

032

303

72

726
ナ
3

023
コ
313

956621

106

3238

Ol

57301

966
ウ
8

7133

965
,
1

651

976
ラ
951

合 計 448,415472,999

59

715L21

081L

246

75

926
シ
302

712

0　3

33

4043

989
シ
033

499331

645

627
ウ
7

9

167
り9

649
り8

4673

7　7
り
2

381

646
り
76正

498,635

60

824
ウ
241

416
,
1

594

44

864
ケ
702

222

833

33

7592

995553

193341

984

O167

54

879
サ8

330
ウ
9

7554

8534

291

356871

534,252

61

601761

991
り
2

833

23

240212

022

443

33

5652

978
ウ
483

285451

663

6266

06

996
り
8

1748

2924

4676

541

500091

574,884
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資料3-12高 速ディジタル伝送ザービス等の回線数

(61年度末現在)

区 別 回線数等

高 速 デ ィジ タル伝 送 サ ー ビス

衛星ディジタル伝送サービス

64kb/s

192kb/s

384kb/s

768kb/s

1.5Mb/s

3Mb/s

6Mb/s

小 計

64、kb/s

I92kb/s

384kb/s

768kb/s

1.5Mb/s

6Mb/s

483

533

284

334

254

0

531

222

1

2

0

0

O

0

衛星 ビデオ通信サービス 0

テレビジョン放送中継(端 末回線数) 596

映像伝送サービス 815

無線専用サービス(契 約数) 536
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(オ)デ ータ通信

データ通信設備を他人の通信の用 に供す る電気通信サ ー ビス としてNTT

が 提 供す るものには,レ デ ィメイ ドのシステ ムをユ ーザが共同利用す る公衆

データ通信サ ー ビスと,ユ ーザの求 めに よ り対象業務 に応 じたオ ーダーメイ

ドのシステムを提供す る各種 データ通信 サー ビスが あ る。

資料3-13公 衆データ通信サービス(公 衆システムサービス)の 提供状況

(61年度 末現在)

(センター:6,サ ブセンター:72)

セ ン タ ー 名 サ ブ セ ン タ ー 名

(
D

E

M

O

S

)

第

-
種

サ
ー

ビ

ス

(
D
R

E

S

S

)

第

2
種

サ

ー
ビ

ス

東 京IV

東 京V

大 阪IV

東 京IV

大 阪IV

名 古 屋IV

釧 路,旭 川,帯 広,室 蘭,札 幌,函 館,青 森,八 戸,弘

前,秋 田,盛 岡,山 形,仙 台,福 島,郡 山,新 潟,長 野,

長 岡,松 本,水 戸,宇 都 宮,前 橋,浦 和,千 葉,甲 府,

立 川,国 分 寺,三 鷹,相 模 原,横 浜,川 崎,沼 津,静 岡,

浜 松,豊 橋,一 宮,四 日市,岐 阜,富 山,福 井,金 沢,

京 都,堺,八 尾,和 歌 山,神 戸,姫 路,寝 屋 川,西 宮,

鳥 取,松 江,岡 山,倉 敷,広 島,福 山,徳 山,高 松,松

山,徳 島,高 知,下 関,北 九 州,福 岡,佐 世 保,久 留 米,

佐 賀,長 崎,大 分,熊 本,宮 崎,鹿 児 島,那 覇

資料3-14公 衆データ通信サービス(公 衆システムサーピス)の 利用状況の推移ば
ユ ー ザ 数

端 末 数

1ユ ーザ当た りの平均

端末数

56

3,651

8,685

2.4

57

3,784

9,473

2.5

58

4,048

10,416

2.6

59

4,587

13,255

2.9

60

4,977

15,369

3.1

61

4,974

20,554

4,1
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資料3-15各 種データ通信サービスの対象業務別状況の推移訳
金 融 業 務

自 動 車 登 録 検 査 業 務

座 席 予 約 業 務

税 務 関 係 業 務

信 用・購 買・販 売 業 務

気 象 観 測 情 報 業 務

環 境'『青二 幸艮 業 務

生鮮食料 品流通情報業務

救急医療情報 ・病院情報業務

官 庁 会 計 業 務

保 険 業 務

自 動 遠 隔 検 針 業 務

新 聞 記 事 情 報 業 務

地 方 自 治 体 行 政 業 務

そ の 他

合 十
二
p一口

56

9

ー

ユ

ー

2

1

1

1

0

1

2

2

2

60

57

　3

2

1

1

1

1

1

2

1

2

1

65

58

■0

1

1

3

2

2

1

l

1

2

1

2

1

1

1

2

73

59

7

1

1

3

2

1

1

1

4

1

2

2

1

1

2

3

2

80

60

Ω
U

l

1

3

3

2

1

1

1

5

1

2

3

1

2

6

2

88

61

1

1

1

3

2

1

1

1

7

1

2

3

1

3

7

4

2

95

(注)金 融ANSERシ ステ ム,流 通ANSERシ ス テ ム,

ムを 含 む 。

ク レジ ッ ト情 報 シス テ
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㈲ データ伝送

ディジタル方式により主 としてデータを伝送交換する電気通信サービスと

して,NTTが 提供するものに回線交換サービスとパケ ット交換サービスが

ある。

資料3-16回 線交換サービス及びパケット交換サービスの利用状況の推移

讃
回

線

交

換

サ

ー

ビ

ス

パ

ケ

ッ
ト

交

換

サ

ー
ビ

ス

200b/s

300b/s

1,200b/s

2,400b/s

4,800b/s

9,600b/s

48kb/s

合 計

200b/s

300b/s

1,200b/s

2,400b/s

4,800b/s

9,600b/s

48kb/s

合 計

56

0

9

15

96

90

135

46

391

1

9

33

84

23

13

8

171

57

0

9

43

173

130

330

85

770

1

9

74

240

176

216

42

758

58

o

5

26

158

369

914

123

1,595

1

10

ll3

1,lO7

810

867

99

3,007

59

0

4

11

174

783

1,535

170

2,677

4

13

192

2,267

1,926

2,028

196

6,626

60

6

0

8

182

1,042

2,468

285

3,991

(4)
14
(723)
788
(175)
473

3,825

4,484

4,189

385

(9Q2)
14,158

61

8

0

18

170

964

3,517

544

5,221

(29)
39
(5,625)
5,698
(3,550)
3,950
(7)
4,562

5,965

6,955

633

(9,211)
27,802

(注)パ ケット交換サービスについては,60年4月 から電話網接続のサービス(第

2種)が 開始され,()内 は第2種 サービスの再掲である。



イ 国際電気通信事業

(ア)国 際 電 報

資料3-17

1電 気通信事業 一389一

国際電報取扱数の推移

(単位:万 通)

一56 57 58 59 60 61

国 際 電 報 取 扱 数 ・・41256レ15185 153 120

(注)発 信,着 信,中 継 信(シ ン グル ・カ ウ ン ト)の 合計 で あ る。

(イ)国 際テ レックス

資料3-18 国際 テレックス取扱数の推移

(単位:万 度)

「諜 」56 57 58 59 60 61

国際テレックス取 扱 数
巨 ・・71・,5684,962・21・1・ ・17・379

(注)発 信,着 信,中 継 信(シ ン グル ・カ ウン ト)の 合 計 で あ る 。

㊥ 国 際 電 話

資料3-19 国際電話取扱数の推移

(単位:万 度)

「商 「一 越,56 57 58 59 60 61

国 際 電 話 取 扱 数 ・973…8・974・,89・ ・56311・461

(注)発 信,着 信,中 継信(シ ングル ・カウン ト)の 合計である。

資料3-20国 際ダイヤル通話の利用状況の推移

一56 57 58 59 60 61

利 用 可 能 対 地 数 83い ・4【1131126 127 133

利 用 登 録数(回 線数) ・・826116・285181,48429・3211・ ・9,956721,463

全発信通話度数に占める
国際ダイヤル通話の割合(%) 38.4 54.4 61.9 71.1 80.1 85.5
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㊥ 国際専用回線

資料3-21 国際専用回線数の推移

謹
音声級回線

電

信

級

回

線

12.5b/s

25b/s

50b/s

75b/s

lOOb/s

200b/s

小 計

中速符号伝送
用回線

瀦 籟号伝送

合 卜二「両

56

211

113

137

206

135

2

32

625

836

57 58 59

237 299

108 94

116 111

209 195

140 137

2 5

30 33

605 575

407

77

96

208

135

5

32

553

1

0

842 874 961

60

538

65

77

201

142

6

29

520

8

1

1,067

61

654

46

49

193

137

9

36

470

12

13

1,149

(オ)国 際 テ レビジ ョン伝送

資料3-22国 際テレビジョン伝送取扱数の推移

鞭＼別

＼

区
国際テレビジョン伝送取
扱数

利 用 可 能 対 地 数

56

2,751

68

57

3,593

79

58

4,607

84

59

3,312

lO5

60

4,832

105

61

5,546

lO6



㈲ 国際通信回線

A国 際通信回線数

資料3-23

1電 気通信事業 一391一

対外直通回線数の推移

(単位:回 線)

区 別 ～ 鞭 到5615715815gl6Q161

国 際 電 報 回 線 71 71 71 72 75 74

国 際 電 話 回 線 2,306 2,673 3,171 3,870 4,496 5,642

国 際 テ レ ッ クス 回 線 1,776 1,938 2,123 2,339 2,460 2,501

電 信 級 専 用 回 線 625 605 575 553 520 470

音 声 級 専 用 回 線 211 237 299 407 538 682

そ の 他 180 196 203 214 190 210

合 計 5,169 5,720 6,442 7,455 8,279 9,579

(注)「 その他」は,国 際デーテル,国 際写真電報,国 際音声放送伝送,国 際ファ

クシミリ電報,海 事衛星通信等の回線の合計であ り,電 話回線との共用回線を

含む。

B伝 送 方 式

我が国の国際通信回線は,通 信衛星,海 底ケーブル,対 流圏散乱波通信及

び短波無線の四つの伝送方式により維持されている。

資料3-24伝 送方式別対外直通回線構成比

(61年度末現在)

伝送方式

構成比(%)

通信衛星

63.6

海 底
ケーフル

34.2

対流圏散
乱波通信

2.1

短波無線

0.1

合 計

100.0
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資料3-25伝 送方式別対外直通回線設定対地状況(61年 度末現在)

対 地

ア

ジ

ア

ア

メ

リ

カ.

アラブ首長国連邦
イ ス ラ エ ル
イ
イ
イ

ラ

ラ

ン

伝 送方 式

衛星

I

I

I

I

I

ク

ン
ド

イ ン ド ネ シ ア

オ
カ
韓
北

ク

マ ー

タ

朝
ウ ェ イ

サ ウデ ィ ・ア ラ ビ

ア

シ リ ア1

シ ン ガ ポ ー ル

ス リ ・ラ ン カ1

タ イ

台 湾

中 国
ネ パ ー ル
!キ ス タ ン

ノ ノ、 レ ー ン

ノ ン グ ラ デ シ ュ

I

I

I

I

ン
ル
国
鮮
ト

1ケーブル

OLUHO
OLUHOP

JKC

OLUHOP

OLUHOP

OKTP
JCIP

I

I

I

I

Iマ

ンピ
ル
リイ

ネ

パ
パ

パ

ビ

フ

イ
港

ネルブ
香

I

I

I

ア

ン

ン
オ

シ

ダ
ノ

イ

ル

カ

レ
バ

ヨ

マ
レ
ジ

マ

TPCP
OLUHO
P
TPCP
OLUHO
OLUHOP

'P

P

P

I

I

I

I

I

I

I

I

I

I

ン
ラ
ダ

ア

マ
イ

ル

国

【
コ
カ

リ

な

ビ

・
ジ

㍉

ン
ズ

ナ

ン

ナ
グ

ル

タ

罫

・

ラ
・フ

キ

ス

ノア

ヴ

カ

コ
パ

パ
ブ

米

ペ

メ

コ
チ

臨 稜 ラ,づ

JASC
TPC

}I」 。,cI

1喬の
対 地

英 国

伝送 方 式

鯛 ケーブル
1

I

I

I

I

I

I

I

I

I

I

I

I

I

I

I

I

I

I

I

I

I

I

ア
ダ

ヤ
ス

ン
ン
独
連

キ

リ

デ

ト

ン

シ

【
イ

イ

ス

ラ
リ

ェ
ペ

一

ウ

ア
ヴロスコツエ

ク

独

コ
ド

ス
ア

【
ド

ル

【
ア

グ

アイ

[マン

"
・
・
ギ
ン
ガ
匹
・
訊

ガ

ラ

ト

ル

マ

ン

ス

α
フ
ル
ル
・
ル
↓
桑

オ

オ

ギ

ス

ス

ス
西

ソ

チ
ア
デ

東

ト

フ

フ
ブ

ベ

ポ

ポ

ノ

ル
ル

ユ

欧

州

H
F

O
H

ア

フ

リ

カ

大

7

ジ

リ

リ
海

。
ウ

ボ

ニ

ニ

フ

ェ

ザ

シ

ユ
ア

ジ
牙

孔

フ

イ

エ
ガ

ケ

テ
南

ナ
象

タ

マ

ア ル ジ 弧 リ

ジ プ

I

I

T
ユ
ー

I

I

I

I

I

I

ア
ト

ン
ア

ア

カ

ア
岸

ア

イ

オ ー ス ト ラ リ
グ ア

サ イ パ

ア

ム

ン

4

一

ニギ一

ジ

ユ

ソ

ニ
.

イ

.ア
ブ

島

ア

オ

ァ

諸

ニ

シ

ル
ド
ヤ
レ

ラ
ネ

シ

カ

ロ

ニ

・

ハ
フ

パ
國ア

マ

ニ

パ

ミ

洋

.

州

ニ ュ ー 。ジ ー ラ ン ド

ワ イ

P

P

P

P

P

P

P

P
P

P

P

TPC

JASC

JASC

C
C
C

S
S
S

A
A
A

J
J
J

JASC

OLUHO
TPC

TPC

のぞ
他

(注)1:イ ン テル サ ヅ ト ・イ ン ド洋 衛 星P:イ ンテ ル サ ッ ト ・太 平 洋 衛 星

OLUHO:沖 縄 ・ル ソ ン ・香 港 ケ ーブ ルJASC:目 本 海 ケ ーブ ルOKT:沖

縄 ・台 湾 間 ケ ー ブ ルTPC:太 平 洋 横 断 ケ ー ブ ル(第1,第2)JKC:日

本 ・韓 国 間 ケ ー ブ ルOH:対 流 圏 散 乱波 方式HF:短 波JC:日 本 ・中 国

間 ケ ー ブル
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C通 信 衛 星

イ ンテルサ ッ トの世界通信 システムは,61年 度 末 におい てIV-A号 系 衛星

(電話級換算約6,000回 線 及 びテ レビジ ョン2回 線 の容量を もつ。),V号 系

衛星(電 話級換算約1万2,000回 線 及び テ レビジ ョン2回 線の容量を もつ。)

及 びV-A号 系 衛星(電 話 級換算約1万5,000回 線 及び テ レビジ ョン2回 線

の容量 をもつ 。)が,太 平洋,大 西洋及び イ ン ド洋上 に 計15個 が設定運用

(又は,予 備/非 常予備配置)さ れ てお り,世 界 の通信のかなめ とな ってい

る。

我が国では,KDDが 茨 城衛星通信所(茨 城県高萩市)と 太平 洋上 の衛星

を介 して,米 国,カ ナダ,オ ース トラリア及びア ジア諸国 との間に通信 回線

を設定 してお り(61年 度 末現在,2,457回 線),ま た 山 口衛星通信所(山 口県

山 口市)と イ ン ド洋上 の衛星を介 してアジア,欧 州,中 東及び アフ リカ諸 国

との問に通信回線 を設定 してい る(61年 度 末現在,1,689回 線)。

なお,イ ンテルサ ッ ト衛星にア クセスす るアンテナ総数は,62年2月 末現

在,790基(168の 国 及び地域)で ある。

D海 底 ケーブル

資料3-26我 が国が所有権を有している国際海底ケーブル

ケ ー ブ ル

区 別

第1太 平洋横断ケ
ーブル(TPCl)

日本海 ケ ーブ ル
(JASC)

第2太 平洋横断ケ
ーブル(TPC2)

日本 ・中 国間 ケ ー
プル(ECSC)

陸 揚 げ 地

エ

,

ウ
ィ
エ

,
ウ

ム

ド

ァ

ツ

グ

も
,

,
イ

宮

キ

ワ

一
=

ハ

直 江 津,ナ ホ トカ

沖 縄,グ ア ム,ハ ワ
イ

苓北(熊 本県),南 涯
(なんほい,上 海市
の南東)

回 線 容 量
(電話級換算)

回 線

(二 宮 ・グ ア ム間)
138

(グ ア ム ・ハ ワイ 間)
142

120

845

480

距 離

㎞

2,660

7,130

890

9,330

1,040

運用開始

39年6月

44年7月

51年1月

51年10月
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∵ 滋。婆∴ 陸揚げ地 写電禁級嚢毅 距 離
運用開始

沖 縄 ・ル ソン ・香

港 ケ ー ブル

(OLUHO)

沖縄,ル ソン,香 港

(沖 縄 ・ル ソ ン間)
1,200

(ル ソン ・香 港 間)
1,380

1,390

52年8月

880

沖縄 ・台湾間ケー
ブル(OKITAI) 沖縄,頭 城 480 68054年7月

ASEANケ ー ブ ル

(P-S)

(1-S)(
M-S-T)

ル ソン,シ ン ガ ポ ー

ル,イ ン ドネ シ ア,

マ レイ シ ア,タ イ

(集と鏑 シンガ)
1,380

(シ ンガポール ・インドネシア間)
480

シ ン ガ ポ ール ・
マ レイ シ ア ・タ

イ間
480

2,360

1,000

1,700

53年8月

55年4月

58年7月

目本 ・韓 国 間 ケ ー
ブル 浜田,釜 山 2,700 29055年11月

ANZCANケ ー ブ
ノレ

カ ナ ダ,ハ ワ イ,フ

ィ ジ ー

ノ

【

,

凸

ア

ニ

リ

ド
コ

ラ

ク

ン

ト

【
ラ

ス

ォ

一

【
フ

ジ

オ

[

。

ス

。
ン

一

ク

ラ

㎡

謝
二

㈹

ダ

ァ

L

フ

・

ナ
リ

一

【
)

カ

ラ

ノ

ユ
間

(

ト

(

ニ
ド

13,780

1,210

59年10月

沖縄 ケーブル 沖縄,二 宮 1,70059年12月

シン ガ ポ ー ル ・香

港 ・台湾 間 ケ ー ブ
ノレ(S・H・T)

シ ン ガ ポ ール,香 港,

台 湾

(シ ン ガポ ール ・

香 港 間)
1,380

(香 港 ・台 湾 間)
480

61年8月

60年10月

東南アジア・中東・
西欧間ケーブル
(SEA・ME。WE)

シ ン ガ ポ ー ル,メ ダ

ン,コ ロ ン ボ,ジ プ

テ ィ,ジ ェ ッ ダ,ス
ェ ズ,ア レキ サ ン ド

リ ア,パ レル モ,マ

ル セ イ ユ

・

ン
)

エ

ル

ロ
間

ジ

一

〇

コ

イ
0

・

ポ

)

26

・
テ

08

イ

エス

0

.

20

ダ

ガ

間

ら

ン
ブ

L

テ
)

L

ツ

ン

ン

ダ

ジ

ブ

間

工
)

シ
ダ

メ

・

ジ

ダ

ジ

間

(

メ

(

ボ

(

ツ

(

ズ

80ゆ2

640

6,790
61年6月

1,450

1,290
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＼ 区 別

。.＼ 陸 揚 げ 地
回 線 容 量 距 離
(電話級換算) 運用開始

(ス ェ ズ ・ア レキ
サ ン ド リア間)

2,060

(ア レキ サ ン ド リ
ア ・パ レル モ ・マ

ル セ イユ 間)

2,580

350

2,850

・
シ

[
)

ア

・
ケ

S

リ

ァ
間

.

ラ

シ

ル
4

ト

ネ

【
A

ス
ド

ポ
(

[
ン
ガ

ル

オ

イ

ン
ブ

オ ー ス トラ リア,イ
ン ドネ シア,シ ン ガ

ポ ール

1,380 3,12061年8月

資料3-27計 画 中の主な海底ケープル

ケ ー ブル

区 別

第3太 平洋横断ケー
ブル(TPC3)

第2グ ア ム ・フ ィ リ
ピ ンケ ー ブル

(GP2)

香 港 ・日本 ・韓 国 ケ
ー ブル(H・J・K)

第8大 西洋横断ケー
ブル(TAT-8)

ル

,

ブ

就
の

【
恥

㏄
監議
面

南
(

肱

陸 揚 げ 地

千 倉(千 葉県),グ ア
ム,ハ ワイ

グ ア ム,フ ィ リ ピ ン

香港,千 倉(千 葉県),
済州島

米 本土,英 国,フ ラ
ンス

グ ア ム,オ ー ス トラ

リア9ニ ュ ー ・ジ ー

ラ ン ド,ハ ワ イ

回 線 容 量
(電話級換算)

(千 倉 ・グ アム 間)
3,780

(千 倉 ・ハ ワイ問)
3,780

1,890

(千 倉 ・香 港 間)
1,890

(千 倉 ・済 州島 間)
1,890

(米 本土 ・英 国間)
3,780

(米 本 土 ・フラ ン ス間)
3,780

(グ ア ム ・オ ー ス ト

ラ リア 間)

3,780

(ニ ュ ー ・ジ ー ラ ン

ド ・ハ ワ イ 間)

3,780

運用開始
予定期日

63年

64年

65年

63年

(グ ア ム ・オ
ー ス トラ リア

間)

71年

(ニ ュ ー ・ ジ
ー ラ ン ド 。ハ

ワ イ 間)

68年
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資料3-28世 界の主な海底ケープル
(61年度末現在)

海域

太

平

洋

■

イ

ン

ド

洋

日

本

海

1名 称

第1ハ ワイ ケ ー ブル

第2・

第3"

第1太 平 洋 横 断 ヶ 一 ブ ル

第2太 平 洋 横 断 ケ ー ブル

グ ア ム 。フ ィ リピ ンケ ーブ ル

日本 海 ケ ー ブル

日 ・中 ケ ーブ ル

沖 縄 ・台 湾 ケ ー ブル

沖 縄 ・ル ソ ン ・香 港 ケ ーブ ル

台湾 ・フ ィ リピ ンケ ー ブ ル

ASEANケ ー ブル

日 ・韓 ケ ー ブ ル

台 湾 ・グア ム ケ ー ブ ル

イ ン ド洋 連 邦 ケ ー ブル

オ ー ス トラ リア ・ニ ュ ー ・ジ
ー ラ ン ドケ ー ブ ル

オ ー ス トラ リア ・パ プ ア ・二

_一 ギ ニ ア ケ ー プル

ANZCANケ ー ブル

シ ン ガ ポ ール ・香 港 ・台 湾 ケ
の一 フ ル

オ ー ス トラ リア 。イ ン ドネ シ

ア ・シ ン ガ ポ ール 間 ケ ーブ ル

1区 間

米本土～ハワイ

〃 ～ π

〃 ～ 「'

ハ ワイ～ グア ム

グァ ム～ 日本(二 宮)

ハ ワイ～ グア ム～ 日本(沖 縄)

グア ム～ フ ィ リピ ン

日本(直 江 津)～
ソ連(ナ ホ トカ)

日本(熊 本)～ 中 国(上 海)

日本(沖 縄)～ 台 湾(頭 城)

日本(沖 縄)～
フ ィ リ ピ ン(ル ソ ン)

フ ィリ ピ ン(ル ソ ン)～ 香 港

台 湾 ～ フ ィ リ ピ ン(ル ソ ン)

フ ィ リ ピ ン～ シ ンガ ポ ール

シ ンガ ポ ー ル～ イ ン ドネ シ ア

マ レノ シ ア ～

シ ンガ ポ ー ル～ タ イ

日本(浜 田)～ 韓 国(釜 山)

台 湾 ～ グ ア ム

イ ン ド～ マ レイ シ ア

オ ー ス トラ リア～
ニ ュ ー 。ジ ー ラ ン ド

オ ー ス トラ リア～
パ プ ア ・ヨ 訊 一 ギ ニ ア

カナ ダ～ ハ ワイ ～ フ ィジ ー～

ノ ー フ ォ ー ク島 ～ オ ース トラ

リア

ノ ー フ ォ ー ク島 ～

ニ ュー ・ジ ー ラ ン ド

シ ソ ガポ ール ～ 香港

香 港 ～ 台湾

オ ース トラ リア ～

イ ン ドネ シア

イ ン ドネ シア～ シ ンガ ポ ー ル

1距 副

㎞

4,080

4,420

4,410

7,130

2,660

9,040

2,720

890

1,040

680

1,390

880

900

2,840

1,000

1,700

290

3,150

2,500

2,230

870

13,780

i,210

2,920

2,080

1,040

容 量

電話級
回線
51

142

845

142

138

845

144

120

480

480

1,200

1,380

480

1β80

480

480

2,700

640

480

480

480

1,380

480

1,380

480

1,380

1,380
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大

西

洋

(地
中
海
等
を
含

む
。
)

東 南 アジ ア ・中 東 ・西 欧 間 ケ
ー ブル

第5大 西洋横断ケーブル

第6〃

第7・

第1カ ナダ大西洋横断ケーブ
ノレ

第2〃

ス コ ッ トラ ン ド ・

ア イ ス ラ ン ド間 ケ ー ブル

アイ ス ラ ン ド ・

カ ナ ダ間 ケ ー ブル

ブ ラジ ル ・

カナ リー群 島 間 ケ ー ブル

南 ア フ リカ ケ ー ブル

DIDONケ ー ブ ル

地 中海 ケ ー ブ ル

第1ス ペ イ ン ・
カ ナ リー群 島 間 ケ ー ブ ル

第2"

ヴ ェネ ズエ ラ 。

第1セ ン ト・

第2・

イ ス ラエ ル ・

ス ペ イ ン間 ケ ー ブ ル

トー マ ス ケ ー ブ ル

イ タ リア ケ ー ブ ル

南 ア メ リカ ・ア フ リカ ・
ヨ ー ロ ッパ 間 ケ ー ブ ル

シ ン ガ ポ ール ～ メダ ン

メ ダ ン～ コ ロ ンボ～ ジ ブ テ ィ

ジ ブ テ ィ～ ジ ェ ッダ

ジ ェ ツ ダ～ ス エ ズ

ス エ ズ ～ ア レキ サ ン ドリア

ア レキ サ ン ド リア～ パ レル モ
・マ ル セ イ ユ

米 本土 ～ ス ペ イ ン

〃 ～ フ ラ ンス

"～ 英 国

英 国 ～ カ ナ ダ

〃 ～ 〃

英 国(ス コ ッ トラ ン ド)～
アイ ス ラ ン ド

カナ ダ ～ グ リー ン ラ ン ド～

アイ ス ラ ン ド

ブ ラ ジ ル～ カナ リー群 島

ポ ル トガ ル～ 南 ア フ リカ

フ ラ ンス ～ テ ユニ ジ ア

イ タ リア～ ス ペ イ ン

ス ペ イ ン～ カナ リー群 島

"～ 〃

ヴ ェネ ズエ ラ～ ス ペ イ ン

米 本土 ～ ヴ ァー ジ ン群 島

〃 ～ 「'

イ ス ラエ ル ～ イ タ リア

ブ ラジ ル ～ セ ネ ガ ル

セ ネ ガル ～ ポ ル トガ ル

640

6,790

1,450

1,290

350

2,850

O

Q

O

O

2

9

7

4

4

2

0

8

6

6

6

3

O

O

7

7

2

2

「D

I

0323

0984

0

0

0

0

2

3

4

0

9

9

8

∠
.

∩
)

1

1

1

O

O

8

0

4

0

1

6

091
う
2

O

O

FD

「0

4

/0

2

2

Q243

0292

1,260

1,080

1,200

2,580

2,060

2,580

845

4,000

4,200

80

1,840

26

28

160

36Q

2,580

640

160

1,840

1,840

144

720

1,380

1,380

2,580
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㈲ 国際 データ通信

データ通信設備を他人の通信の用 に供す る電気通信サ ー ビスとしてKDD

が 提 供す る ものには,レ ディメイ ドの システ ムをユ ーザが共同利用 す る国際

オ ー トメ ックスサー ビス と,ユ ーザ の求めに よ り対象業務に応 じた オーダー

メイ ドのシステ ムを提供す る個別 システ ムサ ー ビスがあ る。

資料3-29国 際オー トメックスサーピスの利用状況の推移

轍＼　齢ユ ー ザ 数

回 線 数

56

22

184

57

22

179

58

19

155

59

22

18工

60

20

170

61

21

193

資料3-30個 別システムサーピスのシステム数の推移謹
シ ス テ ム 数

56

5

57

5

58

6

59

6

60

7

61

7

(ク)国 際 データ伝送

デ ィジタル方式に よ り主 としてデ ータを伝 送交 換す る電気通信サ ービスと

して,KDDが 提 供す るものには 国際公衆 データ伝送サ ー ビス(VENUS-P)

が あ る。

資料3-31 国際 公衆データ伝送サービス(VENUS・P)の 利 用状況の推移

(契約数)

扇 一く 墜56 57 58 59 60 61

国 際 コ ン ピュ ー タ ・ア ク869
セ スサ ー ビス

1,554

1,925 3,176 5,890 9,667

国際公衆データ伝送サー_
ビス

18

(注)国 際 コ ン ピ ュ ー タ ーア クセ スサ ー ビス は,58年7月 に 国 際 公 衆 デ ー タ伝送 サ

ー ビスに 統 合 され た 。
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資料3-32資 本金別企業数(61年12月 現在)

＼ 万嚥
2,0003,0004,0005,0001億 円5億 円

万 円未 満 万 円未 満 万 円未 満 万 円未 満 未 満 未 満

企 業 数17151814 18 33 55

構成 比(%)7.36.57.86.0 7.8 14.2 23.7

＼ 難 響 難 難円
1蹉 円 合 計

無回答

企 業 数 20 11 11 4 16 232 2

構成比(%) 8.6 4.74,71.7 6.9100.O

データ通信業実態調査による。

資料3-33売 上高別企業数(61年12月 現在)

＼1辮 響
10億 円20億 円30億 円40億 円

未満 未満 未満 未満

企 業 数1439 34 30 20 8

構成比(%)6.618.3 16.0 14.1 9.4 3.8

＼ 響1禦
1,000

億 円未 満 翻 晩 合 計 無回答

企 業 数 3 15 32 18

構成比(%) 1.4 7.O 15.0 8.5 計 丑
データ通信業実態調査による。

(注)情 報通信部門における売上高である。

資料3-34従 業員別企業数(61年12月 現在)

＼ 鶏鼎 籍 難 難 犬鶏 蝶蹴 耀 合計無回答
企 業 数62 39 38 21 18 21 18 12 229 5

構成比(%)27.1 17.O 16.6 9.2 7.9 9.2 7.9 5.2 100.0

データ通信業実態調査による。

(注)情 報通信部門における従業員数である。



一400一 第3電 気 通 信

資料3-35サ ー ビス提供地域別企業数(61年 工2月現在)(複 数回答)

＼ 東 京隊 ・1信 越 東 海[北 陸 近 畿1中 国1四 国
企 業 数

構成比(%) 謡匿
52

39.ブ

67

51.1

48

36.6

73

55,7

65

49,6

47

35.9

＼1九 刎 東北 北網 沖 継 部外 合 司 無回答
企 業 数

構成比(%)

61

46.6

62

47.3

57

43.5

24

18.3

10

7.6

131

100.0

103

*:東 京 を除 く。

データ通信業実態調査による。

資料3-36契 約先業種別顧客数(61年12月 現在)

対 象 業 種

業

業

業

動

動

業

店

業

業

業

業

業

業

ス

務

人

産

糊
魏

険

鯖

鱒

水

設

売

・

保

輸

ス

サ

画

サ

林

造
造

礫
∴

動
誓

農

鉱

建

製

製

卸

小

金

運

電

不

情

放

そ

公

個

顧 客 数

792

37

1,405

547

1,669

13,581

3,495

2,795

5,565

264

83

3,430

108

8,400

815

1,371

データ通信業実態調査による。



資料3-37
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提供サービスの種類(61年12月 現在)(複 数回答)

＼ 、

サ ー ビス

区 分

＼
デ ジ タル図 案 交 換

デ ジ タル ・パ ケ ッ ト交 換

パ ソ コ ン 通 信

電 子 メ ー ル

電 子 掲 示 板

フ ァ イ ル 転 送

フ ァ クシ ミ リ伝送

ボ イ ス メ ール

転 送 電 話

専 用 線 分 割 再販

デ ー タ 処 理

ビデオ テ ッ クス情 報 提 供

ビデ オ テ ッ クス画 像 伝 送

オ ン ライ ンデ ー タベ ース

デ ー タベ ー ス ・ネ ッ トワー ク

そ の 他

一般第二種電気通信事

業者

61年 度60年 度

(N=105)(N=80)

16(15,2)

13(12.4)

34(32.4)

33(31,4)

23(21.9)

54(51.4)

17(16.2)

5(4.8)

1(1.o)

31(29.5)

71(67.6)

ll(10.5)

12(ll.4)

40(38,亙)

21(20.0)

2(1。9)

01

一
7

一

91

25

「
8

一
52

一
3

一
4

15

皿
52

一
7

【
2

一
29

13

「

-

特別第二種電気通信事
業者

61年 度

(N=10)

3(30.O)

5(50.0)

5(50.0)

7(70.0)

6(60.0)

5(50.0)

1(10.O)

1(10.0)

6(60.0)

7(70.0)

2(20.0)

1(10.0)

6(60,0)

5(50.0)

1(10.0)

60年 度

(N=7)

3

一

3

一

5

一

5

一

3

一

5

一

1

一

-

一

1

一

5

一

5

一

2

一

2

一

4

一

5

一

1

データ通信業実態調査による。

資料3-38電 気通信役務別分類(6L年12月 現在)

役 務

企 業 数

音声伝送

44

画像伝送

40

データ伝送

255

複 合

38

十姜
ロ

377

(注)一 般第二種電気通信事業者の役務である。
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③ 安全 ・信頼性対策

安全 ・信頼性対策の実施は,一 般に多大の投資を必要とするにもかかわら

ず,直 接利益には結びつかないことから各事業者による具体的対策は遅れが

ちであるが,高 度情報社会の中核的インフラス トラクチャーとして,情 報通

信ネ ットワークの安全 ・信頼性の向上が重要な課題となっていることにかん

がみ,郵 政省では62年2月14日,「 情報通信ネ ットワーク安全 ・信頼性基準」

及び 「情報通信ネットワーク安全 ・信頼性対策実施登録規程」を制定した。

資料3-39 情報通信ネ ットワーク安全 ・信頼性基準の構成

(注)()内 は対策の数を表す。

第

-
設
備
基
準

(計

33
項

目

・
59
対
策
)

設
備
等
基
準

(計

51
項

目

・
鵬
対

策
)

1一 般基準(計10項 目 ・24対策)

(1)通 信 センターの分散(2)

(2)代 替接続系統の設定(1)

(3)異 経路伝送路設備の設置(1)

(4)電 気通信回線の分散収容(1)

(5)予 備の電気通信回線の設置

等(2)

⑥ 情報通信ネットワークの動

作状況の監視等(8)

(7)通 信の秘密保護及びデータ

の保護(5)

(8)通 信の途絶防止対策(1)

(9)応 急復旧対策(2)

㈲ 臨時の電気通信回線の設定

(1)

2屋 外設備(計12項 目 ・17対策)

(1)風 害対策(2)

(2)振 動対策(1)

(3)火 災対策(1)

(4)耐 水 等の対策(2)

(5)水 害対策(1)

(6)凍 結対策(1)

(7)塩 害対策(1)

(8)高 温 ・低温対策(2)

(9)高 湿度対策(1)

第
2
環
境
基
準

㈲ 高信頼度(1)

⑪ 第三者の接触防止(2)

㈱ 故障等の検知,通 報(2)

3屋 内設備(計6項 目・10対策)

(1)地 震対策(2)

② 高信頼度(2)

(3)故 障 等の検知,通 報(3)

(4)試 験機器の配備(1)

(5)予 備機器等の配備(1)

⑥ デ ータの復元(1)

4電 源設備(計5項 目 ・8対策)

(1)電 力の供給条件(3)

(2)地 震対策(1)

(3)高 信頼度(1)

(4)故 障等の検知,通 報(2)

(5)停 電対策(1)

1セ ンターの建築物(計4項 目

・11対策)

(1)立 地条件及び周囲環境への

配慮(4)

(2)建 築物の選択(3)

(3)入 出制限機能(2)

(4)火 災の検知 ・消火(2)

2通 信機械室等(計6項 目 ・18

対策)



(計

18
項

目

・
44
対
策

)

第

-
設
計
及
び
施

工
管
理
基
準
(
計

8
項

目

・
H
対
策
)

管

理

基

準

(
計

39
項

目

・
52
対

策

)

(1)通 信 機 械室 の位 置(4)

(2)通 信 機 械室 内 の設 備 等 の 設

置(2)

(3)通 信 機 械室 の条 件(4)

(4)入 出 制 限機 能(2)

(5)デ ータ類 の 保管(4)

(6)火 災 の検 知,消 火(2)

3空 気 調 和 設 備(計8項 目 ・15

対 策)

(1)空 気 調和 設 備 の設 置(3)

(2)空 気 調和 設 備室 へ の入 出 制

限(1)

(3)空 気 調和 の条 件(5)

(4)凍 結 防止(1)

(5)漏 水 防止(1)

(6)有 毒 ガ ス等(1)

(7)故 障 等 の検 知,通 報(1)

(8)火 災 の検 知,消 火(2)

1ネ ッ トワー ク設 計 管 理

(計3項 目 ・4対 策)

(1)体 制 の 明確 化(1)

(2)設 計 指針 の 明確 化 等(2)

(3)設 計 工 程 の 明確 化 等(1)

2ネ ッ トワー ク施 工 管 理(計4

項 目 ・5対 策)

(1)体 制 の 明確 化(1)

(2)作 業 工 程 の明 確 化 等(1)

(3)委 託 工 事 管 理②

(4)検 収 試 験 管 理(1)

3デ ー タ管 理(計1項 目 ・2対

策)

デ ー タ の記 録 物 の管 理(2)

1ネ ッ トワー ク保 全 管 理(計6

項 目 ・7対 策)

(1)体 制 の 明確 化(1)

(2)基 準 の設 定(1)

(3)作 業 の手 順 化(1)

(4)監 視 及 び保 守(1)

(5)委 託 保守 管理(2)

第

2
維
持

及
び
運
用
管
理
基
準

(
計

31
項
目

・
41
対
策
)

1電 気 通 信 事業 一403-

(6)保 守 試 験 管理(1)

2ネ ッ トワ ー ク運 用 管理(計4

項 目 ・4対 策)

(!)体 制 の 明 確化(1)

(2)基 準 の 設 定(1)

(3)作 業 の 手順 化(1)

(4)監 視 及 び制 御(1)

3デ ー タ管理(計5項 目 ・7対

策)

(1)体 制 の 明確 化(1)

(2)基 準 の設 定(1)

(3)作 業 の手 順 化(1)

(4)デ ー タ の記 録 物 の管 理(3)

(5)フ ァイ ル等 の遠 隔 地 保 管(1)

4非 常 事態 へ の対 応(計2項 目

・2対 策)

(1)体 制 の 明確 化(1)

(2)復 旧対 策 の手 順 化(1)

5環 境 管理(計2項 目 ・2対 策)

(1)建 築物 の保 全(1)

(2)空 気調 和 設 備 の保 全(1)

6防 犯 管理(計6項 目 ・6対 策)

(1)体 制 の 明確 化(1)

(2)管 理 の手 順 化(1)

(3)建 築 物,通 信 機 械 室 等 の入

出 管理(1)

(4)か ぎ,暗 証 番 号 等 の 管 理(1)

(5)防 犯装 置 の管 理(1)

(6)入 出管 理 記 録 の保 管(1)

7教 育 ・訓 練(計2項 目 ・8対

策)

(1)体 制 の 明確 化(1)

(2)教 育 ・訓 練 の 内 容(7)

8現 状 の調 査 ・分 析 及 び対 策

(計4項 目 ・5対 策)

(1)体 制 の 明確 化(1)

(2)基 準 の設 定(1)

(3)作 業 の手 順 化(1)

(4)改 善(2)
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(4)電 気通信に関する資格制度

ア 電気通信主任技術者

電気通信主任技術者は,電 気通信ネットワークの監督者として,質 の良い

電気通信サービスを維持する直接の責任を負 う立場にある。電気通信事業法

は,第 一種電気通信事業者及び特別第二種電気通信事業者に対 して事業用電

気通信設備の工事,維 持及び運用に関する事項を監督させるため,電 気通信

主任技術者を選任することを規定している。

資料3-40電 気通信主任技術者の種類

種 類 職 務 の 内 容

第一種伝送交換
主 任 技 術 者

第二種伝送交換
主 任 技 術 者

線路主任技術者

第一種電気通信事業者の伝送交換設備の工事,維 持及び運用を
監督するための電気通信主任技術者であり,伝 送 ・交換 ・無線通
信(衛 星通信を含む。)・データ通信 ・通信電力の分野に関する総
合的システムエンジニアである。
この資格を有する者は,大 規模VAN等 の特別第二種電気通信

事業者の電気通信設備の工事,維 持及び運用の監督を行うことも
できる。

特別第ご種電気通信事業者の電気通信設備の工事,維 持及び運
用を監督するための電気通信主任技術者であり,伝 送設備 ・交換
設備 ・データ通信 ・通信電力の分野に関する総合的なシステムエ
ンジニアである。

第一種電気通信事業者の線路設備の工事,維 持及び運用を監督
するための電気通信主任技術者であり,通 信線路 ・通信土木 ・水
底線路の分野に関する総合的エンジニアである。

資料3-41 昭和61年 度第1回 電気通信主任技術者試験の実施結果

(昭和6正年6月22日 実施)

区 分

第一種伝送交換
主 任 技 術 者

第二種伝送交換
主 任 技 術 者

線路主任技術者

合 計

試験申請老数

9,903

2,019

3,758

15,680

試験受験者数

8,540

1,646

3,243

13,429

科目合格者数

5,177(61%)

1,107(67%)

2,027(62タ6)

8,3iI(62弩)

合格者数

3,040(36%)

471(29%)

1,i87(37%)

4,698(35%)
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資料3-42昭 和61年 度第2回 電気通信主任技術者試験の実施結果

(昭和61年11月16日 実施)

区 分

第一種伝送交換
主 任 技 術 者

第二種伝送交換
主 任 技 術 者

線路主任技術者

合 計

試験申請者数

10,521

2,109

4,392

17,022

試験受験者数

8β83

1,591

3,721

14,195

科目合格者数

5,707(64タ6「)

804(51%)

2,498(67%)

9,009(63%)

合格者数

2,514(28%)

401(25タ6)

1,124(30%)

4,039(28%)

(注)電 気通信主任技術者試験の試験科目は,「電気通信システム」,「専門的能力」,

「伝送交換設備(又 は線路設備)及 び設備管理」及び 「法規」の4科 目であり,

そのうち1～3科 目に合格した者を 「科目合格者」,す べてに合格した者を「合

格者」という。

イ 工事担任者

工事担任者は,通 信回線 と端末機器とを接続する工事を行 うのに必要な専

門的な知識及び技能を有し,ネ ットワークの利用老がネットワーク端末設備

又は自営電気通信設備を接続する際に工事を実施し,又 はその工事を実地に

監督する者であ り,電 気通信事業者と利用者 との間にあって,利 用者が安心

して良好なサービスを受けるための仲介役としての機能を果たしている。

電気通信事業法は,ネ ットワーク利用者に端末設備の自由選択/設 置を認

める一方,ネ ットワーク保護の観点から,端 末設備をネットワークに接続す

る際には,工 事担任者の関与を要求している。
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・資料3-43工 事担任者の種類

工事担任者資
格者証の種類

アナログ第一種

アナログ第二種

アナログ第三種

デジタル第一種

デジタル第二種

関与が求められる工事の範囲

アナログ伝送路設備(ア ナログ信号を入出力とする電気通信回

線設備)に 端末設備等を接続するための工事

アナログ伝送路設備に端末設備等を接続するための工事(端 末

設備等に収容される電気通信回線の数が50以 下であって内線の数
が200以 下のものに限る。)

アナログ伝送路設備に端末設備等を接続するための工事(端 末

設備等に収容される電気通信回線の数が1の ものに限る。)

デジタル伝送路設備(デ ジタル信号を入出力とする電気通信回

線設備)に 端末設備等を接続するための工事並びにアナログ第三
種の工事の範囲に属する工事

デジタル伝送路設備(回 線交換方式によるものに限る。)に端末

設備等を接続するための工事並びにアナログ第三種の工事の範囲
に属する工事

資料3-44 昭和61年 度第1回 工事担任者試験の実施結果

(昭和61年8月20日 か らIO月14日 までに実施)

資格 区 分 試験申請者数 試験受験者数 合格者数

アナログ第一種

アナログ第二種

アナログ第三種

デジタル第一種

デジタル第二種

13,672

41,943

28,762

15,356

2,347

11,998

35,362

22,866

13,353

1,951

2,962(25%)

8,450(24%)

4,941(22%)

2,508(19タ6)

356(22%)

合 計 1。1,98・1 85,53・1 19,217(22%)
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資料3-45昭 和61年 度第2回 工事担任者試験の実施結果

(昭和62年3月3日 から4月10日 までに実施)

資 格 区分 試験申請者数 試験受験者数 合格者数

ア ナ ログ第 一 種

アナログ第二種

アナログ第三種

デジタル第一種

デジタル第二種

11,739

27,947

25,153

14,426

2,439

9,695

22,642

20,033

ll,876

1,821

2,276(23%)

4,659(21%)

4,764(24%)

3,001(25%)

331(18%)

合 計 81,704 66,。671 15,Q31(23%)

(注)工 事担任者試験の試験科 目は,「 電気通信技術の基礎」,「端末設備接続のた

めの技術」及び 「端末設備の接続に関する法規」の3科 目である。

(5)有 線放送電話事業

有線放送電話は,放 送と通話の二つの機能を兼ね備えたメデ ィアであ り,

農林漁村地域において簡易な広報連絡手段として利用されている。

ア 有線放送電話設備の状況

(ア)施設数及び端末設備数

資料3-46有 線放送電話施設数及び端末設備数の推移

＼ 区別
＼

年度末 ＼

56

57

58

59

0

1

6

■○

施 設 数

776

733

705

386

856

536

各年度中増減(△)の 内訳

綴 数 隣 止釧 増減(轍

2

1

4

4

5

3

42

44

32

26

30

26

△40

△43

△28

△22

△25

△23

端末設備数

1,672,148

1,596,474

1,554,683

1,528,000

1,478,316

且,438,431
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資料3-47都 道府県別有線放送電話施設数及び端末設備数

(61年度末現在)

都道府県 1施 設数1端 末設徽ll都 道府県1撮 数1端 末設鱗

糊

轟

鰯

叢

器

購

瀦

鍔

罵

欝
。

鵜
姻蝿㍉

25

11

1

32

6

18

2

21

16

14

30

21

19

16

7

7

1

2

9

2

。

5

2

晒

賀

都

阪

庫

良

山

取

根

山

島

口

島

川

媛

知

岡

賀

崎

本

分

崎

島

縄歌児滋京大兵奈和鳥島岡広山徳香愛高福佐長熊大宮鹿沖

計合

擬
騨

獺

鍔

驚

舞

諺

艦

灘

瀦
聯
鰍
珊

聯

2

5

1

16

9

2

9

15

11

9

23

16

13

5

9

10

26

71

7

5

8

17

32

26

23

道

森

手

城

田

形

島

城

木

馬

玉

葉

京

川

梨

潟

野

山

川

井

阜

岡

知

重海奈北青岩宮秋山福茨栃群埼千束神山新長富石福岐静愛三
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(イ)施設の規模

資料3-48有 線放送電話の規模別状況

(61年度末現在)

端 末 設 備 数

1,000個 未 満

1,000～2,QOO個 未 満

2,000～3,000個 未 満

3,000～4,000個 未 満

4,000～5,000個 未 満

5,000個 以 上

合 十二=
口

施 設 数

119

239

142

65

33

37

635

構 成 比(%)

18.8

37.6

22.4

10.2

5.2

5.8

100.0

㈲ 運 営 主 体

資料3-49有 線放送電話の運営主体別状況

(61年 度末現在)

運 営 主 体

体

体

体

人

営経

団

団

同共

法

業

共

の等

漁

公

賜

益

と

林

方

村町

農

地

市

公

合 計

施 設 数

462

128

25

20

635

構 成 比(%)

72.8

20.2

3.9

3,2

100.0

←)NTTと の接続施設

NTTと 接続通話契約を締結している施設は,61年 度末において施設数で

69,端 末設備数で約15万 個である。
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イ 有線放送電話の利用状況

(ア)利 用 者 数

資料3-50有 線放送電話の利用者数の推移

(単位:万 人)

区 別

年度末
56

利用 者 数 161

57

153

58

149

59

146

60

141

61

138

(イ)利 用 料

資料3-51 有線放送電話の利用料の状況

(61年 度)

利 用 料(月 額)

400円 未 満

400～600円 未 満

600～800円 未 満

800～1,000円 未 満

1,000円 以 上

合 十一曽口

施 設 数

32

99

208

148

148

635

構 成 比(%)

5。O

l5,6

32。8

23,3

23.3

100.O
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(6)事 業 経営状況

アNTT

(ア)収 支 状 況

資料3-52 NTTの 収支状況 (単位:億 円)

＼ 一＼ 一 年 度
、、

区 分 ＼＼

60 61
増減(△)

率(%)金 額 構成比(%) 金 額 構成比(%)
II 1

入
入
入
入
入
入
入
入
益

収
収
収
収
収

収
収
収
収
信
送
出
叢

話
信
報
用
囎
鰻

電
電
電
専
デ
デ
無
そ
附

営

業

収

益

収

42,337

145

380

2,514

1,532

103

702

1,597

1,601

合 計

益 営 業 外 収 益

50,914

427

合 計51,340

費

費

課

費

営

公

却

運

償

務

税

価

業

租

減

計合

営

業

費

用

営
業
外
費
用
用

合

金 融 費 用

その他の営業外費用

合 計

計

28,059

1,329

14,682

44,070

3,817

291

4,108

48,179

82,543,688

0.396

0.7394

4.92,751

3.Ol,623

0.2158

1.4809

3.1正,378

3.12,634

99.253,535

0.8 448

100.053,984

58.2

2.8

30.5

30,315

1,804

14,187

91.546,308

7.9

O.6

3,572

524

8,54,096

100.050,404

2

4

8

5

9

8

2

7

5

3

3

3

9

5

2

5

3

4

3

「D
-

ー

6

△

△

9

2

7

工

0

3

5

6

9

0

0

0

5

3

0

1

2

4

8

99.2 5。1

0.8 5.1

100.O 5.1

60.1

3.6

28.1

91.9

7.1

1.0

8.1

100.0

8.O

35.8

△3.4

5.1

△6.4

80.1

凸0,3

4.6

税 引 前 利 益 3,161 3,579 13.2

法人税 ・住民税 1,755 2,099 19.6

税 引 後 利 益 1,4Q6 1,480 5.3

(注)単 位未満は,切 り捨ててある。
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(イ)財 務 状 況

資料3-53NTTの 財 務状況

(単位:億 円)

区 別

＼
年 度

＼

資

産

の

部

負

債

及

び

資

本

の

部

固 定 資 産

(有形固定資産)

流 動 資 産

繰 延 資 産

合 十
二
一一ロ

負

債

資

本

固 定 負 債

流 動 負 債

合 十
二
一
一ロ

資 本 金

法定準備金

剰 余 金

合 十
二
=
口

合 十
"一曽面

60年 度 末

金 劉 轍 比(%)

99,981

(96,720)

8,731

552

109,265

59,776

14,821

74,597

7,800

25,460

1,406

34,667

109,265

91.5

(88.5)

8.0

0.5

100.0

54.7

13.6

68。3

7.1

23.3

L3

3L7

lOO.O

61年 度 末

金 側 轍 比(%)

98,837

(95,260)

9,435

458

108,732

58,752

15,004

73,756

7,800

25,577

1,597

34,975

108,732

90.9

(87.6)

8.7

0.4

100.0

54.0

13.8

67.8

7.2

23.5

1.5

32,2

IOO.O

増減(△)

率(%)

凸1.1

△1.5

8.1

△16.9

△0.5

凸1.7

1.2

△1.1

0.5

13.6

0.9

凸0.5

(注)1.()内 は,再 掲 で あ る 。

2.単 位未 満 は,切 り捨 て て あ る。
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イKDD

(力 収 支 状 況

資料3-54KI)Dの 収支状況 (単位:百 万円)

＼
区 別
＼

年 度

＼

60

金 劉 徽 比(%)

収

営

業

収

益

電 話 収 入14},097

テ レ ッ クス収 入45,019

電 報 収 入6,412

専 用 収 入10,858

デ ー タ通 信 収 入2,991

デ ー タ伝 送 収 入 亙,504

そ の 他 の営 業 収 入8,181

63.3

20.2

2.9

4。9

1,3

0.7

3.7

61

金 額融 比(%)

158,641

34,821

5,234

11,727

3,201

2,130

8,229

66.3

14.6

2.2

4.9

1.3

0.9

3.4

増減(△)

率(%)

益

費

用

12.4

△22.7

△18.4

8,0

7.0

41.6

0.6

合 計121・ ・669・ ・122・g879・ ・1・ ・

営 業 外 収 益

特 別 利 益

6,1192.7

8130.4

7,818

7,384

3.3

3.1

27.8

807.3

合 計222,999100.0239,190100.0 7.3

営

業

費

用

人 件 費

経 費

減 価 償 却 費

通信設備使用料

租 税 公 課

その他 の費用

59,454

41,444

35,226

31,298

7,076

12,179

31.4

21.9

18.6

16.5

3.7

6.4

62,136

41,900

39,529

35,729

7,007

13,666

29。4

19.8

18.7

16.9

3。3

6.5

4.5

1.I

l2.2

14.2

△1.O

l2.2

合 計186,677 98・ ・il99・9679・ ・1・ ・1

営 業 外 費 用

特 別 損 失

2,2201.1

4420.2

4,4782.1

7,0423.3

[01.7

1492,7

合 計189,339 1… 。211・48gレ … 。111・7

税 引 前 利 益 33,659 27,702 △17.7

法 人 税 ・住 民 税 16,504 15,679 ハ5.0

税 引 後 利 益 17,155 12,022 △29.9
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(イ)財 務 状 況

資料3-55 KDDの 財 務状況

(単位:百 万円)

＼ 年度末

区 別 ＼

流 動 資 産

固

定

資

産

資

産

の

部

負

債

及

び

資

本

の

部

有形固定資産

無形固定資産

投 資 等

、4 計

合 計

負

債

資

本

流 動 負 債

固 定 負 債

合 計

資 本 金

法定準備金

剰 余 金

合 十
二
一一ロ

合 十
二
一曽ロ

60

金 額 構成比(%)

93,751

216,949

29,824

23,964

270,738

364,489

55,188

81,995

137,183

33,922

16,968

176,415

227,306

364,489

25.7

59.5

8.2

6.6

74.3

100.0

15.1

22.5

37.6

9.3

4.7

48,4

62.4

100.0

61

金 剰 轍 比(%)

130,782

216,003

31,207

52,866

300,077

430,860

51,734

142,658

194,393

33,931

17,255

185,279

236,466

430,860

30.4

50,1

7.2

12.3

69.6

100.O

12.0

33.1

45.1

7.9

4.0

43.O

54.9

lOO.O

増減(△)

率(%)

39.5

△0.4

4.6

120.6

10.8

18.2

畠6.3

74.O

41.7

O.0

1。7

5.0

4.0

18.2
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ウ 有線放送電話事業

資料3-56有 線放送電話事業の収支状況

(単位:百 万円)

＼

区 別

年 度
、＼
＼
＼

収

入

支

出

事

業

収

入

料

料
料

料

数
数

本

度
手

送

話
続

基

通
接

放

入収の他のぞ

、4 十
二
=
口

事 業 外 収 入

合 計

事

業

支

出

人 件 費

物 件 費

減価償却費

その他の支出

、4 十量口

事 業 外 支 出

合 十
二
=
ロ

60

金 額 構成比(%)

13,936

113

650

1,991

16,690

2,036

18,726

9,047

5,833

1,424

696

17,000

1,156

18,156

74.4

0.6

3.5

10.6

89,1

10.9

100.0

49.8

32.1

7.9

3.8

93.6

6,4

100.0

遡 570

61

金 額 構成比(%)

13,737

153

622

2,400

16,911

2,106

19,017

8,918

6,051

1,400

404

16,712

1,456

18,168

72.2

0.8

3.3

12.6

88.9

11,1

100.0

49.1

33,3

7.4

2.2

92.0

8.0

100.0

849

増減(△)

率(%)

△1.4

35.4

△4.3

20.5

1.3

3.4

1.6

ol.4

3。7

^1.7

△42.O

凸1 .7

△26.0

0.1

48.9
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2自 営電気通信

(1)無 線通信の現況

ア 無線通信の種類

資料3-57各 種通信の概要

名称 概 要

固
定
通
信

衛

星
通
信

航
空
移
動
通
信

海

上

移

動

通

信

陸
上
移
動
通
信

固定地点間の無線通信は,企 業の合理化又は業務の省力化の手段として利
用されており,主 としてマイクロウェーブ回線によるほか,短 波回線,VHF
回線 等によって,全 国的又は局地的なネットワークとして構成されている。
また,災 害時における通信の確保に万全を期するため,重 要通信回線につ
いては,安 全性 ・信頼性の面で各種の対策が進められている。

衛星通信は,現 在,通 信衛星(CS-2)に よ り,離 島通信,災 害時通信な
ど地上通信系の補完 としての運用を中心として,全 国的又は局地的なネット
ワークの一環 として利用されている。

今後は第一種電気通信事業者たる民間企業のこの分野への参入が予想され
ることから,単 に地上通信系の補完的運用にとどまらず,衛 星通信の持つ広

域性 ・同報性 ・経済性等の利点を十分に生かした,画 像伝送,デ ータ伝送な
どの分野における多様な活用が期待される。

航空交通 航空機の安全かつ秩序ある運航を確保するため,国 が開設する管制
通信 航空交通管制用航空局と航空機局との間で行われる。

運行管理
通信

その他の 国の機関や報道機関等も航空機を運航してお り,
通 信 務に必要な通信を行っている。

航空事業者が航空機の運行 ・整備その他航空機の搭乗者に関す
る一般事務等に関し,航 空機の能率的運航を図るために,航 空事
業者が開設する航空局 と航空機局との間で行われる。

それぞれの業

船舶局と陸上の海岸局との間及び船舶局相互間で行われ,次 の三つの種類
がある。

貨
図
通

財

を
の

・
全

め

命
保
た

人

の
る
信

事業運営用
通信

海岸局及び船舶局に遭難周波数の聴守を義務付け,遭 難等の
非常事態の際は遭難周波数で通報するとい うシステムにより成
り立っている。遭難通報等を受信した海洋局及び船舶局は,即
時に遭難通信の取扱い等救助に必要な措置を執ることとなって
いる。

なお,「一九七九年の海上における捜索及び救助に関する国際
条約」(SAR条 約)が60年6月 から発効したこと等により,国
際的な捜索救助体制が確立されつつある。
一般海岸局を経由しての電気通信業務の通信によるほか

,漁
業においては漁業用海岸局との間で,内 航海運業等においては
内航用海岸局又は船舶運航用専用海岸局 との間で行われている。

港湾出入管 交通船舶量の多い主要港湾において,海 上保安庁又は港湾管
理用通信 理者により国際VHF無 線電話等を用いて行われている。

陸上移動通信は,事 業所と自動車その他陸上を移動する移動体との間の通
信,あ るいは移動体相互の通信手段として広範な分野において使用されてい
る。

陸上移動通信には,主 としてVHF帯 又はUHF帯 の電波が使用されてい
るが,そ の需要が急増してきていることから,郵 政省では,周 波数の有効利

用促進の観点から,MCAシ ステムの導入,ナ ロー化,準 マイクロ波帯の開発
等の施策を進めている。

(注)移 動通信(特 に陸上移動通信)に 対 し,基 幹的ネッ トワークを構成する通信

とい う意味で 「基幹通信」とい う用語が用いられることがあるが,こ れは,ほ

ぼ,固 定通信と衛星通信とを合わせた範囲に匹敵する概念である。
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船舶に開設された海上移動業務用無線局等の数

区 別

船
商 船

電 信

電信 ・電話併設

電 話

60年 度末

155局

1,358

4,279

61年度 末

149局

1,341

4,097

増減(△)率

舶

局

漁 船

凸3.9%

△1.3

△4.3

小 計 5,792 5,587 △3 .5

電 信

電信 ・電話併設

電 話

305

2,187

15,014

262

2,063

14,801

△14.1

△5.7

△1.4

小 計 1…6117,126}…

1ワ ッ ト以 下 の もの(電 話) 61,617164,000 3.7

無 線 航 行 移 動 局

遭 難 自 動 通 報 局

船 上 通 信 局

船 舶 地 球 局

合 計

4,893

996

2,250

450

93,504

5,136

815

2,344

573

95,581

5.0

△8 .2

4.2

27.3

2.2

資料3-59我 が国における遭難周波数及び聴守義務を有する船舶局

区 別

無 線 電 信

無 線 電 話

遭難周波数

500kHz

2,091kHz

2,182kHz

27,524kHz

156.8MHz

主たる対象船舶局

外航の義務無線電信局

漁船の義務無線電信局

義務無線電話局,外 航の義
務無線電信局,漁 船の無線
電話局

小型漁船の無線電話局

内航の義務無線電話局
外航の義務船舶局

備 考

国際遭難周波数

赤道以北第三地
域の安全周波数

国際遭難周波数

日本独自のもの

国際遭難周波数
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局線資料3-60無

船

上

通

信

局

遭
難
自
動
通
報
局

船

舶

局

陸
上
移
動
中
継
局

無

線

呼

出

局

携

帯

基

地

局

基

地

局

航

空

局

海

岸

局

放

送

試

験

局

放

送

局

航

空

固

定

局

固

定

局

合

計

無
線
局
の
種
類
年
度
末

235

652

734

1,016

1,403

1,575

2,048

2,112

2,165

2,250

2,344

3,063

2,482

2,296

2,172

1,891

1,691

1,486

1,305

1,120

996

815

12

14

19

53,847

57,767

63,936

69,248

73,084

74,858

77,091

79,300

82,466

84,915

86,713

1,049

1,212

1,362

1,732

1,780

1,770

1,959

2,173

2,439

2,622

2,626

1,607

1,683

1,869

2,019

2,133

2,245

2,281

2,356

2,416

2,422

2,524

24,665

27,226

29,511

31,700

34,088

35.553

38,322

41,167

44,859

47,899

52,251

 

脚

伽

鯉

窺

窺

晒

雅

螂

%

蜘

㎜

1

1

1

1

1

1

1

1

7

6

12

正,173

1,192

1,314

1,339

1,338

1,351

1,388

1,417

1,447

1,438

1,429

53

51

51

52

49

49

37

36

36

36

30

8,276

9,177

10,195

11,146

12,052

12,816

15,590

19,466

20,470

24,201

28,957

正,425,698121,626

22,921

25,185

27,230

29,243

31,201

32,876

34,784

36,427

37,764

41,758

1,519,344

1,658,967

1,816,115

1,982,785

2,121,247

2,012,822

2,686,664

3,303,783

3,813,604

4,155,554

 

51

52

53

54

55

56

57

58

59

60

61
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2

移推の数

特
別
業

務
の
局

標
進
周
波
数
局

気

象

援

助

局

構

内

無

線

局

簡

易

無

線

局

ア

マ

チ

一
ア

局

実
用
化
試
験
局

実

験

局

非

常

局

人

工

衛

星

局

宇

宙

局

船

舶

地

球

局

地

球

局

無

線

測

位

局

携

帯

局

陸

上

移

動

局

航

空

機

局

17

22

25

24

28

32

37

42

46

72

10

07

70

76

79

99

27

02

92

18

10

05

7

6

6

6

7

8

7

6

7

7

76

522,734

556,426

597,723

646,403

699,441

732,561

536,847

1,115,061

1,597,631

1,871,466

2,037,951

341,018

364,091

399,915

442,105

485,530

523,021

550β38

574,581

596,953

703,204

749,414

3

14

828

1,878

2,966

3,887

2,874

1,541

1,859

17,490

5,673

159

158

159

134

60

60

60

60

60

60

60

1,901

1,484

1,844

1,879

2,063

2,364

2,661

2,688

2,728

2,742

2,682

 

「

1

35

46

48

52

0

0

0

2

2

2

3

3

7 剛

脱

獅

聯

姻

鵬

10

72

97

14

29

31,786

20,815

24,588

29,235

33,211

35,995

24,973

28,148

30,755

33,397

35,414

21,397

22,266

23,391

24,417

26,766

28,561

29,727

30,700

31,722

32,261

34,369

388,655

427,262

471,473

519,578

572,654

628,425

688,966

746,216

844,424

944,439

1,066,196

1,146

1,164

1,226

1,392

1,419

1.431

1,507

1,539

1,598

1,627

1,711
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利用分野別無線局数

一420一

④

野分用利資料3-61

遭
難
自
動
通
報
局

船

舶

局

陸
上
移
動
中
継
局

無

線

呼

出

局

携

帯

基

地

局

基

地

局

航

空

局

海

岸

局

放

送

試

験

局

放

送

局

航

空

固

定

局

固

定

局

合

計

朧
＼
＼

鷲
4,155,55441,7583。28,957121,4291,03d52,2512,5242,62619186,713815

0

0

448

0

0

0

0

0

0

0

5

0
4,440

0

0

585

10

0

0

0

184

4

37

4

355

2,785

正9,297

71

175

412

4

0

0

683

0

 

7

0

0

0

0

3

8

0

0

0

5

0

0

0

0

0

28,957

0

0

0

0

12

4,403

786

31

56

917

合 計1

電気通信業務
陸 上 運 輸
海上水上運輸
航 空 運 輸
放 送

217,266

488,656
10,713

5,118

40,144

0
5

0

0
0

9

1

0

4

7

2

O

o

o

O

O

0

79,ll9
0

0

0

407

86

1

484

5

539

16

610

2,539

637

 

6

0

0

0

0

3　

ドノ

　

　

　

74

0

∩
)
0

0

0

0

0

0

0

0

55

158

416

3,255

882

0

0

0

0

0

4,492

07,020

12,223

40,461

9.526

 

聞
業
ス
気
道水下

新
漁
ガ
電
上

7

【
り

0

6

2

1

Q
〆

412
39

0

8

4

 

0

0

0

0

0

0

0

0

3

10

劣

鵬

6
3

O

o

o

0

0

llo

ll6

1,580

2,509

44

 

37

0

0

0

0

0

0

0

0

0

∩
V
∩
)

0

0

∩
V

16

78

7,824

51

106

0

0

o

O

o

6,666

4,621

22,801

181,277

1,224

 

務
事

・

設
業

工
姻

建

湾
阻
路
木

港
港
水
道
土
鉱

0

4
.
0

0

3

0

9
0

0

4

O

∩
V
∩
)
∩
》
0

0

0

8

1

0

1

只
)
5

0

4

∩
》
0

0

「0

6

0

0

0
0

5

378

7,426785

293
2.694

 

0

∩
V
O

∩
)
O

0

0
0

0

0

0

0
0

0

0

3

44

824

139

2,375

0

0

0

0

0

4,820

431,024

22,153

5,352

63.835

 

険
売
業
業
防

保
販
融
造
金
製
農
林
消

1

0

1

1

0

2

7

6

4

0

5

287

0

18

28

0

0

0

0

0

0

 

6

0
2

1

7

4

1

3

4
.

3

3

1

0

4
.

0

6

8

9

6

2

2

FD
3亀

0

0

9

0

0

0

0

3

4

0

∩
》
O

O

∩
》
0

0

0

0

0

0

82

224

91

446

10,553

0

0

0

0

0

4,828

1,365

4,060

10,141

53.980

 

療
象
育
政
政

医

行
行

急

方
災

救
気
教
地
防

0

0

0

7
`

0

2

0

0

56

0

4

0

0

0

0

0

0

1

0

19

0

0

0

4

62

0

4

39

994

6

2,443

0

O

o

O

283

0

O

o

2

250

0

 

0

0

0

0

∩
》

0

0

0

0

0

1,073

1,227

33

4,659

0

0

0

0

15

0

1,593

17,999

304

104,092

749,414

公 害 対 策
警 備
宇宙開発研究
上記以外の国
家行政
アマチ ーア

31

0

4

2,007

0

129

7

0

035

0

0

19

 

5

0

34

0

o

o

2

0

2,250

 

69

0

0

O

O

O

O

O

O

o

0

951

o

0

0

3,571

364,032

160,783

レ

ル
他

.

ナ

ツ

ソ
の

[

【

 ポ

ヤ

【

ス
ジ

パ
そ
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」1男 無 線 局 数 (61年度末現在)

船

上

通

信

局

2,344

0

0

4

0

0

3

0

0

0

0

0

2,068

0

0

O

O

O

l85

0

0

0

O

O

O

O

O

0

0

0

O

o

O

0

75

航

空

機

局

1,711

陸

上

移

動

局

1,066,196

8iム器;9含7
0879

1,4842,134
06,486

6

0

0

6

0

2

0

0

0

0

0

∩
V
O

O

O

81

0

0

PD
O

1

5

O

O

O

121

Q

o

O

O

1,995

168

11,125

30,386

7,978

1,132

1,968

12,393

39,946

498

3,769

99,377

10,488
4,009

54,922

2,123

512

349

8,522

40,888

R
)
2

■0

9

∩Q

2

88

80,941

0

121

0

33,516

携

帯

局

34,369

15,348

302

388

156
2,854

1,369

799

11

356

2

nO
2

!0

7

4

4

99

6

■0

7

1

0

480

2

0

3,728

141

51

116

124

122

313

0

61

5,203

0

117

0

1,195

無

線

測

位

局

35,414

21

360

3,443

337

34

6

25,502
0

7

8

2

4

8

2

2

■0

5

87

4

6

4

5

4

2

1

3

7

1

4

35

152

12

1

(ソ

2

r◎

3,379

0

307

0

!083

地

球

局

129

6

6

0

0

1

4

1

O

O

O

9

0

2

0

0

9

0

0

0

0

0

0

1

O

1

0

0

4

1

凡

0

0

7

4

0

O

0

1

船

舶

地

球

局

573

572

0

0

0

0

0

0

0

0

0

O

O

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

0

0

0

O

O

O

0

0

0

0

0

宇

宙

局

0

0

0

0

0

0

非

常

人

工

衛

星

局

52

2

2

0

0

6

O

Q

O

2

0

2

0

0

0

0

0

∩
)
0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

O

∩
》
0

0
0

2

0

0

O

O

O

O

2

局

60

0

0

0

0

0

O

O

O

O

O

O

O

o

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

6

0

3

0

0

0

0

0

9
〆

2

o

o

0

2

0

0

0

o

Q

Q

O

O

実

験

局

実
用
化
試
験
局

2,6825,673

8

4

5

9

3

5

2

6

0

〔Q

O

6

0

1

O

O

2

1

0

0
1,705

0
0

0

0

6

9

1

0

52

4

2

137

162

0

0

0

522

9

0

0

0

0

1

0

245

4

0

0

O

O

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

∩
V

5,401

0

o

0

4

ア

マ

チ
ユ

ア

局

749,414

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

O

O

O

O

O

0

0

0

0

0

0

0

0

0

749,414

0

0

0

簡

易

無

線

局

2,037,951

28

60,334

757

27

37

58

72

52

3,310

12

1,636
1,300

599

138,626

533

655

321,068

10,044

go9

0

1,937

20

2,619

306

0

只
)
1

只
)

4

496

132

0

905

1,364,032

120,949

特
別
業
務

の
局

標
準
周
波
数
局

気

象

援

助

局

構

内

無

線

局

6

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0
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0

0
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2
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1

130

o
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O
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0

0
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0

0

0
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O
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0

0

0

0

0

0

0
5

0

0

0

0

0

0
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0

0

0

0
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② 有線電気通信の現況

ア 設備の状況

資料3-62有 線電気通信設備数の推移

＼ 年度末＼ 一
設備区分 ＼

有線テレビジョン放送設備

有 線 ラ ジ オ 放 送 設 備

一般の有線電気 通 信 設 備

合 十
曽言
口

56

30,634

8,342

57

33,597

8,591

58

35,733

9,183

59

37,736

9,440

60

40,391

9,716

12,067

62,174

61

42,0且0

10,625

12,065

64,700

(注)60年4月1日 に有線電気通信法が改正され,従 来許可が必要であった設備の

共同設置,相 互接続及び他人使用が届出制に改められた。

イ 使用の状況

資料3-63使 用状況別設備数の推移

試 駈57 58 59 60 61

共 同 設 置9,488

相 互 接 続17

他 人 使 用464

9,585

18

501

9,673

19

532

9,818

21

581

9,817

22

577

9,975

26

610
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ウ 事業別 の利用状況

資料3-64使 用状況別事業別設備数

(61年度末現在)

＼ 事 業 鉄 道
＼

使用の状沁 ＼ 国 鉄 鰍

共 同 設 置3,951

相 互 接 続 7

他 人 使 用 21

210

7

55

軌

道

o

0

0

電 気

5,375

4

12

鉱

業

9

3

8

警

察

0

O

1

運

輸

7

1

2

誌 農林漁業
ガ ス ・ 卸 ・小

水 道 売
サ ー ビス そ の 他

共 同 設 置30 10 1 1 56

相 互 接 続1 0 0 0 3

他 人 使 用232 1 0 7 269

建

設

3

0

2

製

造

322

o

o

合 計

9,975

26

610
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⑧ 自営電気通信の分野別利用状況

ア 警 察 用

資料3-65警 察用自営電気通信の利用状況

名称1 概 要

固

定

通

信

移

動

通

信

提
供
用
通
信

交
通
情
報

通
信

国
際
警
察

そ

の

他

全国の警察機関相互間を結ぶ警察事務用の通信回線網は,警 察庁一管区

警察局一都道府県警察本部(北 海道における方面本部を含む。以下同じ。)

間の幹線系マイクロウェーブ回線並びに都道府県警察本部一警察署一派出

所 ・駐在所間のマイクUウ ェーブ回線及び専用回線(電 気通信事業者線)

に より構成されている。

災害時における通信の確保に万全を期すため,重 要通信回線については

2ル ー ト化が図られているほか,58年6月 からはCS-2を 利用した衛星

通信回線が使用されている。

移動通信系は,110番 への急訴によって事件現場へ急行するパ トロール

カー通信を主体として構成 されている。移動通信用機器としては,こ のほ

か,事 件現場の前進指揮所 とな る移動多重無線電話,各 種携帯用無線電

話,受 令機,秘 匿性の確保と高速画像伝送が可能なディジタル通信方式の

機器,ヘ リコプタ等に搭載される無線テレピジ。ン等が使用されている。

警察庁では,道 路交通に関する情報を ドライバーに提供して交通流を適

切に誘導するため,現 用のカーラジオを通じて,経 路選択が可能な特定区

間を走行する車両の ドライバーに道路交通情報を提供する路側通信システ

ムの運用を58年12月 に開始し,61年 度末現在東京都内4か 所及び大阪市と

堺市の2か 所において運用 している。

警察庁では,国 際間の犯罪情報の交換を迅速に行うため,各 国刑事警察

の相互協力を目的 として設立された国際刑事警察機構(ICPO)専 用通信網

に加入 し,東 南アジアの地域中央局として,パ リの事務総局をは じめ同通

信網に加入している東南アジア地域の各局 と短波通信を行っている。

警察事務用の電話は,全 国の警察機関の間を結ぶ専用の通信システムで

あり,警 察活動の円滑な運営を支える重要な情報連絡手段である。このた

め,警 察庁では電話交換機の機能の高度化,良 好な通話品質の確保,電 話

回線網の増強を推進している。



イ 航空保安用

(ア)航 空交通管制業務用通信

2自 営電気通信 一425一

航空交通管制業務用通信は,航 行中の航空機の衝突を防止し,航 空交通の

秩序正しい流れを保つために行われる通信であり,直 接管制を行 う移動業務

用と管制機関相互間に設定された固定業務用の無線電話に大別される。

資料3-66航 空交通管制業務用自営電気通信の利用状況

区別 概 要 国 内 用 国際(又 は洋上)用

移

動

業

務

用

固

定

業

務

用

地上の管制機関が航行中

の航空機に対し,航 空機相

互間の安全間隔の設定,離

着陸及び進入降下の指示,

レーダーによる誘導等を行

うもの。

管制機関が自己の管制空

域を飛行する航空機の管制

を,隣 接する次の管制空域

の管制機関へ移 管 す るた

め,隣 接管制区管制機関と

の間で行うもの。

東京,福 岡,札

幌及び那覇の各航

空交通管制部並び

に各空港の管制機

関に設定。

東京,福 岡,札

幌及び那覇の管制

機関相互 間に 設

定。

新東京国際空港及び那覇

空港の各管制機関に設定。

札 幌 とハ バ ロフ ス クの間

に 設 定 。
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(イ)飛 行情報業務用通信

飛行情報業務用通信は,航 行の過程において必要な気象情報・航空保安施

設の運用状況等を得るためのものであ り,飛 行場情報提供用通信及び航空路

情報提供用通信がある。また,こ れらの飛行情報は,他 の必要な通報ととも

に固定電信網により各空港及び管制部に送られている。

資料3-67飛 行場情報提供用通信及び航空路情報提供用通信の利用状況

区別

(
A
T
I
S
)

提
供
用
通
信

飛
行
場
情
報

(
A
E
I
S
)

提
供

用
通
信

航
空

路
情
報

概 要

航空機が特定の空港で離着陸する際に必

要な風速,風 向,視 程,飛 行場の状態,航

空保安用施設の運用状況及び使用滑走路等

の情報を連続して提供するもの。

飛行中の航空機(飛 行場に離着陸しよう

とする航空機を除 く。)に対して気象情報等

航行の安全に必要な情報を提供するもので,

航空機から要求された情報及び当該機に必

要と思われる情報を提供し対空送受信を行

うものと,連 続的に情報の提供のみを行 う

対空送信(放 送)を 行うものとがある。

無線局の種別

特別業務の局

特別業務の局

(対空送受信)

(対空 送 信)

施 設 数

・・犠 末161鞭 末

12

22

6

13

22

6

資料3-68航 空固定電信網の利用状況

概 要 1国 内 網1国 際 網

航空機が航行の安全上,飛 行
前にあらかじめ取得しておく必
要のある飛行経路上及び目的空
港に関する情報並びに管制機関
が航空管制上必要な情報を交換
するために行う固定地点間の電
気通信網。

各空港及び管制

部を接続する国内
テレタイプ通信網
を設定。

航空固定電気通信網(AF
TN回 線)と 呼ばれ,東 京と
モスクワ,ハ バロフスク,カ
ンサスシティ,香 港,ソ ウル

及び台北の間,那 覇と台北の
間に設定。
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㊥ 航空無線航行用通信

航空機は,パ イロットの目視によるほか,地 上の航空保安無線施設及び機

上の無線航行装置を利用することにより自機の針路,位 置,速 度,高 度等を

確認し,安 全航行を行っている。また,地 上では,航 空管制を行 うためレー

ダーにより航空機の種類,位 置,高 度等を確認している。

ウ 海上保安用

(ア)海 難救助及び航行の安全等に関する通信

海上保安庁では,全 国の海岸局及び行動中の巡視船艇の船舶局において,

中波帯,中 短波帯等の遭難周波数を常時聴守しており,遭 難信号等が受信さ

れたときは,直 ちに海難救助に当たる体制を とっている。

また,SAR条 約の発効に伴い船舶の動静を把握し,遭 難時における捜索

救助活動を容易にするための船位通報制度を,60年10月 から発足させ,遠 距

離海域の船舶との通信を行 うため短波海岸局を設置している。

さらに,海 上交通安全法に基づく巨大船等の航行管制のための通信,港 則

法等に基づく入出港,検 疫等に関する通信等を行 うとともに,NAVAREA

XI航行警報,日 本航行警報等の各種航行警報の送信を行 うほか,海 上の気

象 海象等の予報及び警報を全国の主要海岸局等から船舶へ送信するととも

に,無 線方位信号所(無 線標識局,特 別業務の局等)等 から局地的な気象 ・

海象の通報を行い.航 行船舶の安全に役立てている。

同庁では以上のような海上保安通信体制の充実強化及び施設の近代化を図

るため,海 岸局等の統合再編成及び固定回線網の拡充を順次進めており,61

年度には,北 海道東部地区の整備を完了し,62年 度からは南九州地区の整備

を開始した。

このほか,海 象観測を実施す るために洋上に設置した各種の海象観測装置

からの情報の伝達手段として,中 波 ・超短波帯の電波を利用している。

(イ)航行援助等に関する通信

海上保安庁では,電 波を利用 した各種の航行援助施設を設置し,船 舶交通

の安全に寄与している。特に,デ ッカについては,60年 度から,北 陸デッカ
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チェーンの運用が開始されたことにより,南 西諸島及び小笠原諸島を除 く我

が国周辺海域をカバーするに至った。

また,東 京湾及び瀬戸内海の備讃海域においてはレーダーとITVを 用い

て船舶の動静を把握し,こ れら海域を航行する船舶に対して国際海上VHF

無線電話,中 短波無線電話等により海一ヒ交通に関する情報の提供を行 うとと

もに,国 際海上VHF無 線電話により航行管制を行っている。さらに,関 門

海域においても同様な業務を行 うため,無 線施設の整備を進めている。

資料3-69航 行援助用無線局施設状況 (単位:局)

区 別1 方 式

無線航行陸上局
ン

ン
カ

ガ

コ

【

門ビ

ダ

ラ

ッ
メ

【ダ

【

円

ロ
デ

オ

レ

レ

1・・年隊161鞭 末

無 線 標 識 局

中 波 ビ ー コ ン

トー キ ン グ ビ ー コ ン

レ ー マ ー ク ビ ー コ ン

コ ー ス ビ ー コ ン

1

2

1

7

6

1

2

1

7

4

7

4

4
.

3

1

2

1

9

8

1

2

1

7

3

9

4

4

3

合 計 14・1 154

工 気 象 用

資料3-70気 象用通信の利用状況

名称1 概 要

観

測

用

通

信

気象観測機器は,単 に観測機能のみにとどまらず通信機能と一体となっ

た構造 となっており,デ ータはすべて自動送信されている。

ラジオロボヅトは,雨 量,風 霧,潮 汐,波 浪等の観測に,ラ ジォゾン

デは高層大気の気圧,気 温,湿 度等の観測に,レ ーウィンは高層の風速,

風向の観測に,レ ーダーは台風,前 線,雨 域等の観測に,海 洋気象ブイロ

ボットは気象 ・海象の自動観測にそれぞれ使用されている。
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名称 概 要

気
象
通
報
用
通
信

静
止
気
象
衛
星

災
害
対
策

気
象
資
料
伝
送
網

気象通報用通信は,気 象予報,警 報,実 況報,解 析報,天 気図等全国か

ら収集されたデータに基づいて作成される情報を伝えるものであり,主 と

して短波帯の特別業務の局から,毎 日一定時に電信 ・電話あるいはファク

シミリ等によって国内外の気象官署,航 行中の船舶,航 空機等に対して伝

送されている。

静止気象衛星は,同 衛星に関する技術の開発に資するとともに,世 界気

象機関(WMO)が 推進する世界気象監視計画(WWW)の 全球観測シス

テム(GOS)の 整備の一環として我が国及び関係地域各国の気象業務の改

善に資するものであり,西 太平洋,ア ジア及びオセアニア地域における雲

画像の取得 ・配布,気 象データの収集,配 布等を目的としている。

気象観測資料収集 ・連絡通信用専用回線(電 気通信事業者線)の バ ック

アップ回線として,VHF帯 による電話回線が使用されるほか,気 象庁本

庁と主要官署との間には,気 象業務維持と防災指定機関としてその役割を

果たすため,短 波の電信回線が設定されている。

気象庁は,世 界気象監視計画(WWW)等 に基づく業務を円滑に遂行す

るための気象通信システムとして,国 内はもとより全世界で観測される気

象資料の収集,処 理,配 信等を行 うC-ADESS(全 国中枢気象資料自動編

集中継装置)を,ま た,国 内6か 所にL-ADESS(地 方 中枢気象資料 自動

編集中継装置)を 配置し,C一ADESSと 接続した気象資料伝送網を構成し

ている。

これらのほか,静 止気象衛星の円滑な活用を図る上から,57年 度以降,

国内各地に小規模利用局(受 信局)を 設置する整備計画を推進している。

オ 防 災 用

⑦ 水防 ・道路用通信

建設省では,河 川,ダ ム及び道路整備事務の円滑な遂行を図 るた め,水

防 ・道路用無線局を開設 し,災 害の予防,応 急対策,復 旧,そ の他維持管理

等に関するデータの収集,状 況連絡,指 示等の情報伝達用として活用してい

る 。
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資料3-71水 防 ・道路用通信の利用状況一
固

定

通

信

系

信

系

移
動
通

マイクロウェーブによる多重無線通信回線網は,建 設本省か ら各地方建

設局(8か 所),北 海道開発局及び沖縄総合事務局に至る一級回線,各 地

方建設局等か ら各工事事務所又は各ダム管理所等(232か 所)に 至る準一

級回線,各 工事事務所から各出張所等(600か 所)に 至る二級回線で構成

されている。

また,洪 水予報,水 防警報,ダ ム管理等に必要な水位,雨 量情報等をテ

レメータ回線等により伝送,収 集するとともに,ダ ムの放流警報を通報す

るための回線 としてVHF帯 に よる無線回線が整備されている。

なお,地 上のマイクロウェーブ回線の補完等を目的として,CS-2を 利

用 した衛星通信回線が58年11月 か ら導入されており,可 搬型地球局も配備

されている。

移動通信系は,河 川,道 路における危険箇所の早期発見,応 急措置又は

災害時における情報収集,伝 達を行 うため,工 事事務所,出 張所等を基地

局 として,VHF帯 又はUHF帯 で通信網が構成されている。

(イ)中 央防災用通信

国土庁では,防 災対策の一環 として,平 素における災害関係事務の調整,

非常災害時における災害情報の収集,伝 達のため,防 災関係の指定行政機関

等(国 土庁,内 閣官房(総 理官邸)等30省 庁)及 び指定公共機関(日 本国有

鉄道,NTT等18機 関)相 互を多重無線回線で結ぶ中央防災無線網固定通信

系の整備を53年 度から進めてきた ところであるが,59年 度末をもっておおむ

ね完成した。

中央防災無線網固定通信系のシステム構成は,国 土庁に設置 した自動交換

機を介して,各 関係機関に設置した ファクシ ミリ及び電話機相互で ダイヤル

自動即時通話が可能となっており,自 動交換機 と端末装置を結ぶ回線は,同

一庁舎内等の近距離回線を有線 とす るほかは,無 線化されている。

また,同 庁は機動性の高い防災無線網を確立すべ く,固 定通信系に加え,

移動通信系の整備を図っている。

㈲ 防災行政用通信

防災行政用無線には都道府県が開設するもの,政 令指定都市が開設するも
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の及び市町村が開設するものがある。いずれも防災関係業務に利用するのみ

ならず,平 常時には一般行政事務に利用することが認められている。

資料3-72防 災行政用通信の利用状況

名称1 概 要

都

道

府

県

防

災

行

政

用

無

線

防
災
行
政
用
無
線

政
令
指
定
都
市

市
町
村
防
災
行
政
用
無
線

都道府県防災行政用無線局は42都 道府県で運用中(一部運用中を含む。),

5府 県で計画中等となっており,一 般的には次のような構成とな っ て い

る。

〔a)防 災業務上必要な指示連絡を電話,フ ァクシ ミリ等により行うため,

災害対策本部が設置される都道府県庁と災害対策地方本部が設置される

機関,土 木事務所等の出先機関,市 町村及び気象台,放 送局,陸 上 自衛

隊等の関係機関との間を結ぶ固定系無線

{b)被 害状況等を直接把握するため,都 道府県庁,出 先機関と被害現場に

出動した車載用,携 帯用の無線機 との間及びこれらの無線機相互間を結

ぶ移動系無線

(c)降 雨量等の観測データを伝送するため,水 位,雨 量等を監視する観測

所とダム管理事務所等との間を結ぶテレメータ系無線

政令指定都市防災行政用無線は,市 庁と市の出先機関(区 役所等),気

象台等関係機関との間を結ぶ固定系無線及び市庁と市の出先機関,市 内の

集落に設置された屋外スピーカ等を結ぶ同報通信方式の固定系無線,市 庁

又は市の出先機関と車載用,携 帯用の無線機との間及びこれら無線機相互

間を結ぶ移動系無線並びにテレメータ系無線で構成されている。

62年3月 末現在,4市 で運用中,1市 で予備免許中である。

市町村防災行政用無線局は,一 般的には固定系無線,移 動系無線及びテ

レメータ系無線で構成されている。固定系無線は,市 町村内の住民に対す

る災害情報等の周知徹底を図るため市庁,町 村役場と市町村内の各集落に

ある出先機関,路 上の屋外スピーカ等を結び,災 害の予警報等の内容を知

らせる同報通信方式のものであり,移 動系無線,テ レメータ系無線の機能

は,都 道府県防災行政用無線とほぼ同様である。

なお,62年3月 末における整備状況は,2,178市 町村である。

㊥ 消防防災用通信

消防防災用無線は,国 の地方公共団体との間で地震予知情報等 の 一 斉 伝

達,災 害報告,火 災速報等の消防情報の収集及び伝達を行 うためのものであ

る。

消防庁は,水 防 ・道路用 無線 として建設省が開設 した全国 マイ クロウェー
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ブ回線の一部を共用 し,全 国47都道府県との間に,そ れぞれ直通の消防防災

用の通信回線(電 話及び高速ファクシミリ)を 設置している。

また,消 防庁では,上 記通信回線の多ルー ト化対策の一環として59年 秋か

らCS-2を 利用した衛星通信回線を導入 している。

け)消 防 ・救急用通信

地方公共団体は,消 防の常備化を進め,広 域化する消防 ・救急 ・救助活動

を円滑に遂行するため,消 防本部と消防署等の間に専用回線(電 気通信事業

者線)に よる消防事務用電話を設置するとともに,消 防本部,消 防署等に基

地局,固 定局等を,消 防車,救 急車,ヘ リコプタ等には陸上移動局又は携帯

局を開設 している。

㈲ 防災相互通信用通信

防災相互通信用無線局は,石 油コンビナー ト,市 街地等で災害が発生した

場合に災害現場で行政機関,公 共機関,地 方公共団体及び地域防災関係団体

の防災関係機関が協力して防災対策に必要な情報を迅速に交換し円滑な防災

活動を実施するためのもので,61年12月 末現在全国で1万2,257局 の無線局

が運用されてお り,す べて移動系である。

力 航空運送事業用

資料3-73航 空運送事業用通信の利用状況一
業
務
用
通
信

定
期
航
空
運
送
事
業
者
の

固

定

通

信

系

送
事
業

航
空
運

信
系
移
動
通

国内路線

国際路線

定期航空運送事業老は,本 社,支 店,営 業所及び旅行代理

店の各部門の端末機と計算機センターの大型コンピュータと

を専用線で結ぶデータ通信システムを導入 し,座 席予約,運

航情報,フ ライ トプラン,気 象情報等の各情報を伝送するほ

か,資 材管理や営業統計の分析等にも利用している。

海外の国際路線就航機の乗 り入れ地については,国 際電気

通信回線又はSITA(国 際航空通信協同体)の 回線を利用し

て,テ レタイプ系を含めたデータ通信網が形成されている。

航空運送事業者は,国 内では自己の事業用としてそれぞれ航空局,航 空

機局を開設し,VHF帯 の周波数により運航管理通信を行っている。ま

た,国 際間ではエア リンク社(米 国),ブ リティッシュェァゥェィズ社
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名 称1 概 要

移

動

通

信

系

管
理
通
信

用
の
運
航

務
用
通
信

事
業
等
の
業

航
空
機
使
用

陸
上
移
動
通
信

空
港
内
に
お
け
る

(英国),ケ ーブルアン ドワイヤレス社(香 港)等 の 無線 局 を介 して

VHF帯 及び短波帯の周波数により行っている。

なお,新 東京国際空港及び那覇空港においては統合通信方式が採られ

ており,航 空運送事業者は,航 空局の免許を受けた電気通信事業者から

通信サービスを受けることにより運航管理通信を行っている。

警察庁,海 上保安庁等の国の機関は治安維持,捜 索救難等を目的とし

て,ま た,各 種の航空機使用事業者等は広告宣伝,農 薬散布,写 真撮

影,報 道取材等を 目的としてそれぞれ航空機を運航しており,い ずれも

航空局及び航空機局を開設し,業 務又は事業の遂行に必要な通信を行っ

ている。

航空運送事業者や空港関係機関等は,航 空機の整備,駐 機場の管理,

搭乗者の誘導,積 載物の取扱いその他空港の管理運営等に関する通信を

行うことを目的として,管 理部門(主 として基地局)と 作業現場(移 動

局)と の間等で移動通信を行っている。

なお,新 東京国際空港,那 覇空港及び大阪国際空港(一 部)に おいて

は統合通信方式が採られており,航 空運送事業者や空港関係機関は,基

地局等の免許を受けた電気通信事業老から通信サービスを受けることに

より移動通信を行っている。

キ 海上運送事業用

資料3-74海 上運送事業用通信の利用状況

名称1 概 要

外

航

海

運

用

通

曇
口{

外航船舶は,一 般に,中 波電信 ・中波電話,短 波電信,短 波電話の周波

数を使用した大電力の無線通信設備,世 界の主要港湾において使用されて

いるVHF無 線電話(国 際VHF)設 備のほか,レ ーダー 無線方位測定

機,無 線船位測定機,フ ァクシ ミリ受信機等各種の無線設備を備え,航 行

の安全及び貨物の輸送 ・手配等に関する通信を内外の海岸局と行うととも

に,船 舶向けに送信されている気象,海 象その他航行の安全に必要な情報

を受信している。

1982年2月,国 際海事衛星機構(イ ンマルサ ット)条 約に基づくインマ

ルサ ット。システムが運用を開始し,ほ ぼ,全 海域をサービスエ リアとし

て電話,テ レックス,デ ーテル(高 速度テレックスに画像通信機能を加え

たもの。)等の電気通信業務の通信サービスが提供されており,短 波通信

に比べ安定した高品質の通信が確保されるようになった。
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名称1 概 要

内
航
海
運
用
通
信

日本周辺海域を航行する内航船舶は,NTTが 提供する沿岸無線電話に

より事業運営や乗組員のための通信を行っているほか,海 運事業を能率的

に行 うことを目的として専用の海岸局を開設し,船 舶との通信を行ってい

るものがある。

また,無 線設備の設置が強制され る業務船舶局では,中 短波無線電話や

VHF無 線 電話等を設置し,航 行の安全のための通信を行っている。

ク 港湾通信業務用

港湾通信業務はVHF帯 無線電話を用い,港 湾内又はその付近における船

舶 の交通整理,び ょう地の指定,並 びに検疫に関する通信のほか,船 舶の移

動に不可欠な水先業務,ひ き船事業等を含む船舶の移動を安全かつ能率的に

遂行するために行われるものであ り,61年 度末現在,海 上安保庁の海岸局67

局のほか,港 湾管理者たる地方公共団体の開設する海岸局(ポ ー トラジオ)

ユ9局がこの業務を行っている。

また,港 湾内における水先業務及びひき船事業に使用す る船上通信局に対

しては,近 年の需要増に対処すべ く狭帯域化 された設備の導入を図ることと

されている。

ケ 漁 業 用

漁業用通信は,僚 船相互間の情報交換については,漁 船に開設されている

無線局(船 舶局)を 介して行われ,ま た船主等に対する報告及び船主等から

の指示等については,陸 上に開設されている無線局(漁 業用海岸局)を 介し

て行われる。

(ア)船 舶 局

資料3-75漁 業用通信(船 舶局)の 利用状況

名称i 概 要

沖
合
漁
業

沿
岸
漁
業
及
び

沿岸漁業に従事する小型漁船には,26MHz帯 及び27MHz帯 の周波

数を使用する空中線電力1ワ ットのDSB(両 側波帯通信方式)の 無線設

備が主に設置されている。この無線設備のみの船舶局数は,他 の船舶局に

比して顕著な増加を続け,61年 度 末現在63,834局 に達し,漁 船の船舶局総

数に占める比率は80.7%で ある。
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名称1 概 要

び
沖
合
漁
業

沿
岸
漁
業
及

遠
洋
漁
業

母

船

式

漁

業

また,沿 岸あるいは沖合の漁場で,底 びき網,ま き網,さ んま棒受け網,

いかつ り等の漁業に従事する漁船には,中 短波帯,短 波帯及び26MHz帯 ・

27MHz帯 の周波数を使用するSSB(単 側波帯通信方式)の 無線電話設

備が設置されている。

遠洋漁業の中 ・大型漁船には,中 波帯無線電信,中 短波帯の無線電信 ・

電話,短 波帯の無線電信 ・電話,26MHz帯 及び27MHz帯 の無線電話,

VHF帯 の無線電話等が設置されている。

母船式漁業における無線通信は,母 船と独航船 との間,独 航船相互聞,

母船 と基地海岸局との間等で行われ,こ れら漁船の船舶局には,遠 洋漁業

の漁船 と同様な無線設備が設置されている。

また,母 船の船舶局においては,取 り扱われる通信量が膨大であ り,一

方で,電 波伝搬条件により基地海岸局との間の通信可能時間が短いため,

短時間に大量の通信を疎通させなければならないことから,母 船には,人

手による無線電信の数倍の高速度伝送の可能な狭帯域直接印刷電信装置が

設置されている。

(イ)海 岸 局

漁業用海岸局は,漁 船の船舶局を通信の相手方として無線電信又は無線電

話により漁業通信を行 う無線局であって,漁 業協同組合等が免許人となって

国内の漁業根拠地に開設されてお り,61年 度末現在747局 である。

近年は,総 トン数10ト ン未満の小型漁船の船舶局の増加に対応して,空 中

線電力5ワ ット以下のDSBの 漁業用海岸局が増加しており,61年 度末現在

513局 と,海 岸局総数の69%を 占めている。

漁業用海岸局の中には,国(水 産庁)又 は地方公共団体が開設する漁業指

導用の海岸局を併せ開設し,我 が国の沖合,遠 洋の漁場で操業する漁船との

間で中短波帯,短 波帯の周波数を使用 して無線電信又は無線電話による漁業

通信等のほか,漁 船向けのファクシミリによる漁 ・海況通報の放送を実施し

ているものがある。

㈲ そ の 他

A漁 業における無線利用の特殊な設備
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漁業における無線利用の特殊な設備として,遠 隔制御魚群探知用無線設備

(テレサウンダ),ラ ジオ ・ブイ,レ ーダー・ブイが活用されている。テレサ

ウンダは,40MHz帯 の周波数を使用 して網の中に入った魚群の情報を得る

装置であ り,定 置網漁業又びまき網漁業に使用されている。 ラジオ ・ブイは

2MHz帯 又は40MHz帯 の周波数を使用して漁具等の位置確認の情報を得

る装置であ り,は えなわ漁業,流 し網漁業等に使用されている。

B中 短波 ・短波帯漁業用海岸局の統合

近年,米 ソをはじめ とする沿岸国の200海 里水域の設定に伴 う操業水域の

縮小や漁獲割当量の減少等により,沖 合及び遠洋漁業に従事する中 ・大型の

漁船が減少し,漁 業用海岸局の運営はますます困難にな りつつある。

これらのことから,漁 業関係者においては,運 営の合理化と通信需要への

対応を図るための施策の一環として,既 設漁業用海岸局の統合,整 備を推進

している。

C沿 岸漁業における無線通信の需要増 とその対策

沿岸漁業に従事する総 トン数10ト ン未満の小型漁船の船舶局は年 々増加す

る傾向にあるが,こ れ らの船舶局が 利用 している26MHz帯 及び27MHz

帯の周波数はひっ迫 してお り,増 波は困難な状況にある。

このような状況に対処す るため,58年6月,新 たに40MHz帯 の周波数を

使用する無線通信 システムを制度化 し,今 後 も積極的にその普及促進を図る

こととしている。

コ 海上スポーツ・レジヤー用

近年,国 民の海洋性 レクリェーシ ョンの進展,栽培漁業,養 殖漁業の活発化

に伴い遊漁船や ヨット等に船舶局を開設するものが増えてお り,こ れに対処

すべ く,59年 度には40MHz帯 を導入し,引 き続 き61年度には400MHz帯

の周波数を使用した可搬型の無線設備を認めている。

これらの船舶局は専用の海岸局との間又は船舶局相互間で安全等に関する

通信を行っている。

サ 報道機関(新 聞社,通 信社)用
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新聞社及び通信社では,事 件現場から本社,支 社,支 局等に対する記事,

写真伝送等の取材活動に主にVHF帯 又はUHF帯 の陸上移動業務又は携

帯移動業務の無線局を使用している。

また,通 信社が経済ニュース等を,金 融機関,商 社等に通報す る場 合 に

は,同 報無線を利用している。

シ 道路管理用

日本道路公団,首 都高速道路公団,阪 神高速道路公団等の高速道路を含む

道路一般における維持管理,交 通管理等のための通信系としては,現 在,非

常通信系,指 令通信系,業 務通信系,移 動通信系,道 路情報伝送系,映 豫伝

送系,防 災連絡用通信系等がある。

これらの道路のうち高速道路では,移 動通信系を除き,有 線回線を主体と

しているが,名 神高速道路及び中央自動車道の一部については,マ イクロウ

ェーブ多重無線回線を使用 している。

日本道路公団,首 都高速道路公団及び阪神高速道路公団においては道路管

理の一層の高度化 ・多様化を図るため,60年 度から光ファイバケーブルを活

用した新情報システムの整備に着手 した。

日本道路公団では,災 害対策基本法による指定公共機関として,大 災害等

における迅速かつ正確な情報収集とこれに基づ く的確な情勢判断及び指揮命

令伝達体制を確立するため,本 社と地震防災対策強化地域を管理する各管理

局及び各管理事務所間を無線回線で結ぶ防災対策用無線局を開設している。

また,建 設省,日 本道路公団,首 都高速道路公団及び阪神高速道路公団で

は,道 路交通情報をカーラジオを通じて車両の ドライバーに提供する路側通

信システムを,そ れぞれ55年12月,58年12月,60年1月 及び59年6月 から運

用開始しており,62年3月 末現在までに開設された無線局数はそれぞれ18局

(国道25号 線等),24局(東 名 ・名神高速道路等),1局(首 都高速道路6号

線),21局(阪 神高速道路大阪東大阪線等)と なっている。

ス 鉄道事業用

ω 旅客鉄道株式会社及び 日本貨物鉄道株式会社
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旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社(以 下 「旅 客 会 社 等」とい

う。)の通信回線は,対 列車通信に代表 される移動通信システムと循星通信

システムとに よって構成 されてい る。

資料3-76旅 客会社等の鉄道事業用通信の利用状況

区別 名 称1 概 要

移

動

(
4
0
0
M
H

z
帯
)

新
幹
線
用
列
車
無
線

M
H

z
帯
)

(
4
0
0無
線

乗
務
員

通

信

シ

ス

テ

ム

M
H

z
帯

)

(
4

0
0

構
内
無
線

M
H

z
帯
)

(
1
5
0

自
動
車
無
線

M

H

z
帯
)

(
1
5
0

防
護
無
線

列
車
無
線

在

来

線

そ
の
他

新幹線用列車無線は,新 幹線列車の運転に必要な運転指令,旅

客営業に関する旅客指令,業 務通信,電 気通信業務の通信を行う

ため,指 令所 と乗務員,乗 務員 と駅等の関係機関,乗 客と一般加

入電話 との間を結び使用されている。

東海道 ・山陽新幹線は空間波方式を,ま た,東 北 ・上越新幹線

はLCX(漏 えい同軸ケーブル)方 式を採用 し,よ り安定した高品

質の通信回線を設定 しており,特 にLCX方 式 は,デ ータ伝送に

適していることから列車の運行,管 理に必要なデータの伝送を行

っている。

乗務員無線は,列 車の運転,保 安等に関する情報連絡のため,

運転士 と車掌 との聞及び乗務員と駅との間の通信に使用されてい

る。

構内無線は,操 車場等において,貨 物列車の貨車の分解,編 成

を行 う際,構 内作業員相互間の業務連絡に使用されている。

自動車無線は,鉄 道に関する事故,災 害等の際,そ の現場から

関係機関への情報連絡に使用されるもので,通 常は,保 線作業等

の連絡用として使用されてお り

る。

交換電話に接続することもでき

防護無線は,線 路等に異常が発生した場合に,車 上,踏 切又は

携帯用の装置から電波を発射し,対 向,続 行列車を停止させるた

めのものであ り,新 幹線の全線等で使用されている。

列車無線は,各 指令と乗務員間において直接指示連絡を随時行

うことを目的としている。この無線は多チャンネルを使用し,列

車を個別に呼び出し,常 時同時通話を行うことができるものであ

り,山 手線,京 浜東北線等で使用 されている。

無線設備としては,こ のほか船舶無線,作 業連絡用無線,レ ー

ダースピー ドメータ,列 車接近警報用無線等がある。
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区 別 概 要

衛
星
通
信

シ
ス
テ

ム

東 日本旅客鉄道株式会社及び東海旅客鉄道株式会社では,CS-2を 利

用した衛星通信システムを運用している。

このシステムの 目的は,① 新幹線地震検知システム,② 非常災害時に

おける地上回線のバ ックアップ,③ 被災地 ・事故現揚との回線設定を実

行することで東京,静 岡,仙 台,新 潟及び三浦半島に固定型地球局を設

置している。

また,東 海旅客鉄道株式会社では,被 災地及び事故現場と対策本部の

間の回線設定に用いるために,静 岡に車載型地球局を配備している。

(イ)旅 客会社等以外の鉄道事業者

旅客会社等以外の鉄道事業者各社では,無 線通信を列車の運転指令用,事

故発生時における運輸指令所 と駅及び列車乗務員間,近 接列車相互間の緊急

連絡用,踏 切事故発生時における二重衝突等の事故防止のための警報用,操

車場内での車両の入換編成作業用等に使用している。

このほか,線 路上あるいは踏切道上の障害物を発見した場合,近 接列車に

警報信号を送信するための防護警報用の無線局を踏切付近に設置しているも

の及び踏切道上の障害物を電波を利用して検知する障害物検知用の無線局を

交通量の多い踏切道上に設置しているものもある。

セ 電気 ・ガス ・水道事業用

資料3-77電 気 ・ガス ・水道事業用通信の利用状況

名称1 概 要

電

気

事

業

用

通

信

電力会社では,無 線又は有線による通信回線を,本 店,支 店,発 電所,

変電所等の間に設置し,電 力設備の系統運用,系 統保護及び管理,給 電等

の情報伝送を行っている。

また,全 国的な電力の需給調整を図ることを目的セご設立されている中央

電力協議会では,同 協議会の中央給電連絡指令所と電力各社,地 域給電連

絡指令所間に通信回線を設置し,電 力各社間の電力融通,需 給調整等電力

の広域運営に必要な情報伝送を行っている。

これら通信回線で無線を使用するもののうち,固 定通信系としては,主

として,本 店及び支店並びに大規模な発電所及び変電所等の相互間にマイ

クロゥェーブによる多重無線通信回線網を構成している。このほか,水 力
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名称 概 要

電
気
事
業
用
通
信

ガ
ス
事
業
用
通
信

水

道

事

業

用

通

信

発電所のダム管理に必 要な雨量,水 位の観測及びダムの放流 警 報 用 に

VHF帯 の通信回線を使用 している。

また,移 動通信系としては,送 電線,配 電線等の保守,点 検用に,VHF

帯又はUHF帯 の移動通信網を使用している。

さらに,地 上の通信回線の補完用として,CS-2を 利用した衛星通信回

線を58年6月 から使用している。

ガス事業者では,施 設の維持及び緊急時の処置等を行うため,主 に陸上

移動業務の無線局を導管管理事業所,支 社等に配置している。

また,一 部の大手ガス事業者では,本 社,製 造工場,整 圧所等相互間に,

主 としてマイクロウェーブによる多重無線通信回線網を設置し,ガ スの供

給指令又はガス工作物の建設工事若しくは保安を確保するために必要な情

報伝送等を行っている。

水道事業者は,本 部と各水道事業所 との間に無線回線(固 定通信系及び

移動通信系)を 設置 している。固定通信系は,取 水,浄 水,送 配水等の情

報伝送に使用 している。

送配水設備に事故が発生した場合には,移 動通信系により事故現場 と本

部間に緊急連絡体制を確立して,応 急復旧作業に万全の対策を 講 じてい

る。

地方公共団体の開設する水道事業用無線局は,61年 度末現在9,526局 と

なっている。

ソ 自動車運送事業用

自動車運送事業用の通信は,営 業所等に設置した基地局と車両に設置した

陸上移動局 との間で通信系を構成し,配 車指令,荷 物の集配指令等を行 って

い る 。

また,車 両の一層の効率的運行を図るため,走 行中の車両の現在位置や活

動状況(動 態)を 基地局(運 行管理センター)に おいて常時把握できる 「車

両位置等自動表示システム(AVMシ ステム)」 が全国の主要都市に普及 し

ている。

貨物運送事業では,主 として,貨 物の集配指示,配 車指令等を 行 っ て い

る。近年,小 口貨物の宅配部門の需要増加に伴い,ト ラック業者のこの部門

への進出は目覚ましく,無 線設備を装備した トラックは増加の一途をた どっ
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て い る。特 に,貨 物運送事業者 が集 中す る大都市においては,通 信需要 の増

大に対処す るた め,MCAシ ス テムを57年 か ら導入 している。61年 度には,

既 にサ ービスが行われている東京等14地 区に加 えて,宇 都宮,三 河,熊 本,

岡 山及 び仙 台の各地区で もこのシステムのサ ービスが開始 された。

タ アマチュア業務用

アマチ ュア業務用 の無線局は,「 金銭上の利益 のためでな く,専 ら個人 的

な無線技術 の興味に よって,自 己訓練,通 信及び技術 的研究の業務」を行 う

ものであ り,世 界的に共通の周波数帯を使用 して,通 信技術 の研究あ るいは

国際親善 に役割を果た してい る。最近 のアマチ ュア局は 自動 車に設 置 して運

用するモー ビル ・ハ ムが急増 してい ることから,VHF帯,UHF帯 の 周波

数を利用す るものが急速に増加 してい る。 また,高 度 な技術を要す る人工衛

星を利用 した通信 も行われ てお り,61年8月 には我が 国で初めて人工 衛星に

アマチ ュア局が開設 された。そ の他,大 電力(500W)に よ る月面反 射利用 の

通信(EME),ラ ジオ ・テ レタイ プ(RTTY),ア マ チ ュアテ レビ通信(ATV)

等 も行われてい る。

さらに,ア マチ ュア業務用 レピータ局(自 動 中継局)と して,日 本 アマチ

ュア無線連盟(JARL)が28MHz帯,430MHz帯 及 び1,200MHz帯 を使

用す る レピータ局を各地 に設置 してお り,ハ ンデ ィ型 の小出力の無線設備を

使用す るアマチ ュア局 の交信範囲の拡大 を図ってい る。

チ 簡易無線業務用

資料3-78簡 易無線業務用通信の利用状況

区 別 利 用 状 況

一般簡易無線局 主として
,業 務用に使用されてお り,全 国的に普及している。

パー・ナル無副 ・ボー… ジ・一・個人的用瀦 広範囲に利用されている.

50GHz帯 を使

用する簡易無線
局

音声伝送だけでなく,短 距離間のデータ伝送や画像伝送とい

った各種の情報通信を手軽に行 うことができ,道 路や河川を隔

てたデータ伝送や工事現場における画像伝送等に使用されてい

る。
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ツ そ の 他

上記各項のほか,自 営の無線通信は次のとお り広 く各分野にわ た っ て い

る。

これらの無線通信は一部が固定通信であるほか,ほ とんどが陸 上 移 動 業

務,携 帯移動業務又は無線標定業務等の移動通信である。

(ア)国 の業務用

①

③

⑥

⑨

①

④

⑦

⑩

⑬

検察,矯 正管理,出 入国管理用

南極観測用 ④ 検疫,麻 薬取締用

干拓事業用 ⑦ 林野事業用

地質調査用 ⑩ 電波監理,電 波監視用

(イ)国の業務以外の事業用

水 防 用 ② 港湾建設事業用

造船事業用 ⑤ 石油採掘事業用

金融事業用 ⑧ 警備業務用

無線呼出業務用 ⑪ 農 業 用

そ の 他

② 税 関 用

⑤ 港湾工事用

⑧ 漁業指導用

③ コンテナ荷役用

⑥ 測 量 用

⑨ 医 療 用

⑫ 学校教育用
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第4放 送

1放 送

我が国の放送は,国 内放 送につ いてはNHK,放 送 大学学園及び民間放送

148社(61年 度 末現在)に よって行われ てお り,国 際放送についてはNHK

が 実施 している。

放送 の種類 としては中波放送,短 波放送,超 短波放送(FM放 送),テ レ

ビジ ョン放送,テ レビジ ョン音声多重放 送,テ レビジ ョン文 字多重放送及び

衛星放送があ る。

なお,民 間放 送148社 の 内訳は,ラ ジオ ・テ レビジ ョン兼営社36社,ラ ジ

オ単営社35社,テ レビジ ョン単営社67社 及び文字放送単営 社10社 である。

(1)放 送 網の形成

ア 放送局 の置局

資料4-1放 送種類別放送局の置局状況

中 波 放 送

短 波 放 送

●NHKに っ いては,第1放 送は報道,教 育,教 養,娯 楽の

各分野の番組を放送し,第2放 送は教育番組を中心 とした全

国同一番組の放送を行うこととしている。

・民間放送については,主 要な地域にお い て は複数の放送

が,そ の他の地域においては一の放送が可能となるようにし

ている。

・周波数は,526.5kHzか ら1,606.5kHzま での周波数帯

を使用している。

・NHKに つ い ては,国 際 放 送 の実 施 が 可 能 とな る よ うに し

て い る 。

・民 間放 送 に つ い て は,1社 に対 し全 国 放 送 の実 施 が可 能 と

な るよ うに し てい る。

・周波 数 は,3,6,7,9,11,15,17及 び21MHz帯 の 各

周 波 数 を使 用 して い る。
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超 短 波 放 送

テ レ ビジ ョン

放 送

・NHKに ついては,全 国1系 統の放送の実施が可能となる

ようにしている。

・民間放送については,県 域放送を原則として,な るべ く早

い機会に全国普及を図る方針を明らかにし,こ の方針に基づ

いて周波数割当を行ってお り,61年 度末現在,40地 区(41都

道府県)に 周波数割当が行われている。また,東 京及び大阪

地区については,2波 目の周波数割当が行われている。

・放送大学学園については,関 東地方において放送の実施が

可能となるよう周波数の割当てを行っている。

・周波数は,76～90MHz帯 の周波数を使用している。

・NHKに ついては,総 合番組局の放送及び教育専門局の放

送がそれぞれ全国的に可能となるようにしている。

・民間放送については,次 の放送が可能となるようにしてい

る。

① 北海道,関 東広域圏,中 京広域圏,近 畿広域圏及び岡

山県と香川県を併せた地域においては五つ以上の放送

② 宮城県,福 島県,新 潟県,長 野県,静 岡県,広 島県,

福岡県,熊 本県及び鹿児島県においては四つの放送

③ 青森県,秋 田県,岩 手県,山 形県,富 山県,石 川県,

鳥取県と島根県を併せた地域及び長崎県においては三つ

の放送

④ 上記以外の地域においては,県 の区域ごとに二つの放

送

・放送大学学園については,関 東地方において放送が可能 と

なるようにしている。

・周波数は,VHF帯12チ ャンネル(第1～ 第12チ ャンネ

ル),UHF帯50チ ャンネル(第13～ 第62チ ャンネル)及 び

SHF帯18チ ャンネル(第63～ 第80チ ャンネル)の 合計80

チ ャンネルを使用することとしている。
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イ 放送局等の設置

資料4-2放 送種類別放送局数の推移

送 一445一

＼ 年度末
＼
区別 ＼～

56 57 58

中 波 放 送

NHK

第1放 送177179181

第2放 送141141141

計 318320 322

59 60

183185

141141

324 326

61

短 波 放 送

超 短波放送

テ レビジ ョ ン

放 送

188

141

329

民 間 放 送
195正98203207208210

(48)(48)(48)(47)(47)(47)

十
二
曽一口 513518525531534539

NHK 1 1 1 1 1 1

民 間 放 送
222222
(1)(1)(1)(1)(1)(1)

計 3 3 3 3 3 3

NHK 489494497500503505

放送大学学園 2 2 2

民 間 放 送
1034406193106
(5)(10)(10)(15)(21)(23)

十
昌
曽一ロ 499528537563598613

NHK

総 合 3β54 3,437 3,491 3,493 3,495 3,497

教 育 3,280 3β60 3,414 3,420 3,419 3,421

計 6,634 6,797 6,905 6,916 6,914 6,918

放送大学学園 2 2 2

民 間 放 送
5,1675,5625,8836,0686,2626,408
(98)(99)(102)(1Q2)(IO3)(103)

計 11,80112,35912,788且2,98613,178且3,328
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壮
ン
送
ヨ
放
ジ
重
ビ
多
レ
声
テ
音

テレビジョン

文字多重放送

合 計

NHK

民 間 放 送

計

NHK

民 間 放 送

計

NHK

放送大学学園

民 間 放 送

合 計

56

7,442

5,374

12,816

57

201

1,981
(29)

2,182

7,813

7,777

15,590

58

1,907

3,706
(61)

5,613

9,632

9,834

19,466

59

2,459

3,928
(63)

6,387

10,200

4

10,266

20,470

60

2,694

4,252
(71)

6,946

887

61

3,497

4,444
(73)

77941

3,497

2,0553,036
(12)(19)

2,942

11,325

4

12,872

24,201

6,533

14,747

4

14,207

28,957

(注)1.局 数には中継局数を含む。

2.民 間放送の欄の()内 は社数を示す。



② 放 送時 間

アNHK

1放 送 一447一

資料4-3N皿Kの 放送種類・放送事項別放送時間及び放送時間比率

区 別

中

波

放

送

超
短
波
放
送

テ

レ
ビ

ジ

ョ

ン
放

送

衛

星

放

送

第

-
放
送

第

2
放
送

報
教
教
娯

道
育
養
楽

合 計

教
教
報

育
養
道

合 計

報
教
教
娯

道
育
養
楽

合 計

総
合
番
組
局

教
育
専
門
局
衛
星
第

一
放
送
衛
星
第
二
放
送

報
教
教
娯

道
育
養
楽

合 計

教
教
報

育
養
道

合 計

報
教
教
娯

道
育
養
楽

合 計

報
教
教
娯

道
育
養
楽

合 計

60年 度

1週 間当

た り平均
放送時間

時 間 分
6102

350

3819

3047

13358

9031

2337

1522

12930

1741

456

5623

4911

12811

5138

1700

3337
2635

12850

9651

2457

412

12600

4712

1651
3941

2700

13044

放送時間1日 当た
り平均放

比 率 送時間

%

45.6

2.8

28。6

23。O

lOO,0

9

2

9

Q
/
8

1

∠Q

l

l

100.0

13.8

3.8

44.0

38.4

100.0

40.1

13.2

26,1
20.6

100.0

9

8

3

/0
9
!
3

7

1

100.O

36.1

12.9
30.4

20.6

100.O

時 間 分
1908

1830

1819

1824

1800

1841

61年 度

当
均
間

間
平
時

週
り
送

1
た
放

時 間 分
6224
341

3719

3046

13410

9009

2352

1529

12930

1747

339

5833

4802

12801

5445

1554

3251
2600

12930

9653

2439

428

12600

4925

1614
3920

2453

12952

715

7925

3622

324

12646

放送時間

比 率

%
46.6
2.7
27.8
22.9

100.O

69.6

18.4

12.0

100.0

13.9

2.9

45。7

37.5

100.0

42.3

12.3

25.3
20.1

lOO.0

76.9

19.6

3.5

100.0

38.O

l2.5
30.4

19.1

100.0

5.9

62.7

28.7

2.7

100.0

1日 当た
り平均放
送時間

時 間 分
1910

1830

1817

1830

1800

1833

1807

「放送番組統計」(NHK)に よる。
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イ 民 間 放 送

資料4-4 民間放送の放送種類別1日 当たリ放送時間

(各年1～3月 平均)

区 別

1日 当た り平均放送時間

〃 最高放送時間

〃 最低放送時間

61年

・ ジ 列 ・ ・ビジ ・ン

時間 分
2219

2400

1712

時間 分
1829

2051

749

62年

・ ジ オ1・ ・ビ ジ ・ン

時間 分
2159

2339

1917

時間 分
1845

2144

1046

「番組統計」(㈹ 日本民間放送連盟)に よる。

(注)中 波放送,短 波放送及び超短波放送の合計70社(61年 は69社),テ レビジコ

ン放送の合計103社 の平均である。
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資料4-5 民間放送の放送種類 ・放送事項別放送時間比率

(昭和62年1～3月 平均)

＼ 商 業
自主別 商 業 番 組 自 主 番 組 十=両

番組別
＼ ＼ 放送時間 百分率 放送時間 百分率 放送時間 百分率

報
分%分

道4,00214,1791

ラ 教 育1,841 6.5395

ジ 教 養5,24318.41,531

オ 娯 楽17,03259.95,694

%

03

分

3794

%

39

4.62,236 6.1

18.06,77418.3

66.922,72661.5

放
広 告 253 0.9 28 0,3 281 0.8

送
そ の 他 51 0.2 75 0.9 126 0.3

計 28,422100.08,514100。036,936100.0

商業 ・自主 百 分 率 /・6・ ・/23・1./1・ …

テ

レ

ビ

ジ

ョ

ン

放

送

報 道 4,47917.OI,02719.95,50617.5

教 育 3,21912.255810.83,77712.0

教 養 6,46224.51,19423.27,65624。3

娯 楽 11,93045.32,09540.714,02544.5

広 告 2170.8440,82610.8

そ の 他 480.22364.62840.9

計 26,355100.05,154100.031,509100.0

商業 ・自主 百 分 率 /…/1・ ・/1…
「番組統計」(㈹ 日本民間放送連盟)に よる。

(注)1.中 波 放送,短 波放送及び超短波放送の合計70社,テ レビジョン放送の合

計103社 の平均である。

2.「 商業番組」とは放送番組のうち広告主に売られている番組をいい,「 自

主番組」とはその他の番組をいう。
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③ 放送 の受 信状 況

資料4-6ラ ジオ及びテレビジョン接触者率の推移

(各年11月 調査 単位:%)

「一 」56 57 58 59 60 61

平 日 31 31 31 31 32 30

ラ ジ オ

日 曜 21 19 21 20 21 19

テ レビジ ョン

平 日 92 91 92 89 90 90

日 曜 93 91 91 89 90 91

「全国視聴率調査」(NHK)に よる。



資料4-7

1放 送 一451一

ラジオ及びテレビジョン平均視聴時間量の推移

(各年ll月 調査)

「苅 「一 乏.56 57 58 59 60 61

時間 分 時間 分 時間 分 時間 分 時間 分 時間 分

ラ
ジ
オ
平
均

午

午

夜

一
-

平

日

前

後

間

181718

151314

9910

181919

141314

998

目 41 39 41 40 41 41

聴
取
時
間
量

目

曜

午 前

午 後

夜 間

11

9

7

10

8

6

11

10

7

9

8

6

12

10

7

lo

9

7

1日 27 23 23 23 28 26

テ
レ
ビ
ジ

ョ
ン
平
均
視
聴
時
間
量

平 午午

夜 2

前

後

間

434244414644

454445424143

03152153145151149

目1
日330317321306315314

午

午

夜

日

1

2

前

後

間

474546

15101111

10203200

4

6

4

4

0

FD

4946

04109

58201

曜! 日411347356342350355

「全 国視 聴 率 調 査 」(NHK)に よ る。

(注)「 午 前 」 とは6:00～12:00(ラ ジオ に つ い て は5:00～12:00),「 午 後」

とは12:00～18:00,「 夜間 」 とは18:00～24:00を い う。

資料4-8NHKの 放送受信契約数の推移

＼ 区別
年度末 、＼

6

7

8

q
/

0

1

FO

FO

FD

【
》

ノ0

■0

普 通 契 約 数

2,661,330

2,474,761

2,264,337

2,155,820

2,055,142

1,954,888

カラ ー契 約 数

27,128,065

27,928,285

28,534,269

28,905,772

29,454,146

29,999,747

合 計

29,789,395

30,403,046

30,798,606

31,061,592

31,509,288

31,954,635

(注)「 普通契約」とはテレビジ ・ン放送のカラー受信を除 く放送受信契約をいい,

「ヵラー契約」とはテレビジョン放送のカラー受信を含む放送受信契約をいう。
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(4}テ レビジ ョン放送 の難 視聴解 消

ア 難 視聴 の現 状

資料4-9難 視聴の現状

辺 地 難 視 聴

都市受信障害

(態 様)

既設のテレビジ耳ン放送局の送信アンテナから遠隔の地に

あるため,あ るいは自然地形によって電波が遮 られるためテ

レビジ ョン放送の良好な受信が困難な状態

(難視聴推定世帯数)

全 国でNHKに つ いては約10万 世帯,民 間放送については

約40万 世帯

(注)59年 度 及び60年 度辺地難視聴の実態調査に基づ く推定

(態 様)

都市化の進展に伴い,中 高層建築物,高 架鉄道,高 架道路,

送 電線等によりテレビジョン放送電波が遮られたり,反 射し

たりすることが原因となって,画 面にスノー・ノイズと呼ば

れ る細かいはん点が現れたり,ゴ ース トと呼ばれる多重像が

現れる状態

(受信障害推定世帯数)

61年 度末現在,全 国で約67万 世帯

(注)NHK資 料による。

イ 難視聴の解消

(ア)辺 地難視聴の解消

辺地難視聴については,こ れまで中継局及び共同受信施設の設置により措

置されてきたが,難 視聴の解消が進むにつれ,残 存難視聴地域は散在,狭 域

化し,解 消効率が低下してきたことから,NHKの 難視聴については59年 度

以降は衛星放送によって全国的規模で解消を図ることとしている。

また,民 間放送についてはNHKと 比べ中継局の置局の格差がなお大きい

ことから,引 き続き中継局の設置により解消することとなっている。

資料4-10民 間放送の中継局建設数の推移

「宝～房ド ～ 竺56 57 58 59 60 6L

中 継 局 建 設 数 4833954121911・94146
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(イ)都市受信障害の解消

郵政省は,51年 「高層建築物による受信障害解消についての指導要領」を

策定し,建 築主,受 信者等の当事者が受信障害解消について協議する際の当

面の基本的考え方を明らかにし,当 事者間に紛争が生じないよう指導を行っ

ている。また,受 信障害の解消手段としては,主 として共同受信施設が利用

されているが,受 信障害の態様によっては,SHF帯 の周波数による放送が

有効であることから,52年,SHFテ レビジョン放送局の免許方針等を策定

し,受 信障害の解消に無線も活用できる道を開いた。

一方 ,地 方公共団体においても,受 信障害の予防と解消に関する条例,指

導要綱等を策定するものが多 くなってお り,62年3月 末現在,11都 道県312

市区町(323団 体)に 及んでいる。

資料4-11都 市受信障害世帯数の推移

(単位:万 世帯)

「商「避56 57 58 59 60 61

都市受信障害世帯数 ・・162 64 65 66 67

NHK資 料 による。



一454一 第4放 送

⑤ 多重放送

資料4-12テ レビジョン音声多重放送の実施状況

(61年 度末現在)

鳶 戦NHK 民 間 放 送

実 施 社 数

放 送 局 数(中 継局を含む。)

カ バ レ ー ジ

週平均放送時間(括 弧内は,テ レ
ビジョン放送時間に対する割合)

放送事項別週

平均放送時間

(括弧内は比率)

ス テ レ

2か 国

そ の

オ

語

他

全 国

3,497

全 国

23時 間59分

(18.5%)

18時 間52分

(78.7%)

5時 間05分

(21.1%)

2分

(O.2%)

73

4,444

41都 道府県

17時 間37分

(13.4%)

9時 間30分

(53.9%)

7時 間03分

(40.0%)

1時 間04分

(6.1%)

(注)1.NHKの 週平均放送時間は,61年4月 から62年3月 までのものである。

2.民 間放送の週平均放送時間は,62年1月 から同3月 までのものである。



資料4-13

1放

文字放送の実施状況

送 一455一

(62年4月 末現在)

地区 事 業 形 態 事 業 者 数 放送番組数
()は 字幕番組数

禽 日 本 放 送 協 会
1 20(3)

関

東

テ レビ ジ 。ン兼 営 社 5 71(5)

文字 放送 単 営社
5

(うち1社 は甲信越地区を放送区域に含む。)
243

中 テレビジョン兼営社 1 14(1)

　区
。

地
む

2
陸
含
北
に
は
域
社
区
1
送
ち
放
う
を(社営単送放

字文京
107

近

畿 文 字放 送単 営社

(うち1社 の放送区域は大阪地区のみ)

3

(うち1社 の放送区域は大阪地区のみ)
176

(6)緊 急警報放送システム

緊急警報放送システムとは,受 信者が緊急警報受信機を用意 し,あ らかじ

め待受受信の状態にしておけば,放 送局が災害に関する放送の前に送出する

緊急警報信号によって自動的に受信機が動作し,災 害に関する放送を受信で

きるものであ り,60年6月 に同システム導入のために関係省令が改正され,

同年9月1日 からNHK及 び一部の一般放送事業者により運用されている。
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資料4-14緊 急警報放送システムの実施状況

(61年度末現在)

放送事業者 1実 施地域
使用する放送メディア

日 本 放 送 協 会

青 森 放 送 ㈱

青 森 テ レ ビ

日本テレビ放送網㈱

㈱ 東 京 放 送

㈱フジテレビジョソ

全 国 朝 日放 送 ㈱

㈱ 文 化 放 送

㈱ ニ ツボ ソ放 送

㈱ エ フ エ ム 東 京

㈱ 山 梨 放 送

㈱ テ レ ビ 山 梨

信 越 放 送 ㈱

㈱ 新 潟 放 送

静 岡 放 送 ㈱

㈱ テ レ ビ 静 岡

静 岡 県 民 放 送 ㈱

㈱静岡第 一 テ レ ビ

静岡エフエム放送㈱

中 部 日本 放 送 ㈱

東海テレ ビ放 送 ㈱

中京テレ ビ放 送 ㈱

東海ラジ オ放 送 ㈱

㈱ 毎 日 放 送

朝 目 放 送 ㈱

関西テレビ放 送 ㈱

讃費テレビ放 送 ㈱

岡 山 放 送 ㈱

四 国 放 送 ㈱

全 国

青 森 県
〃

関東広域圏
〃

〃

〃

〃

〃

東 京 都

山 梨 県

〃

長 野 県

新 潟 県

静 岡 県

〃

〃

〃

〃

中京広域圏
〃

〃

〃

近畿広域圏

〃

〃

〃

岡山 ・香川

徳 島 県

衛星放送を含むすべての放送メデ ィア

中波放送,テ レビジョン放送

テレビジョン放送

テレビジョン放送,テ レビジョン音声多重放送

中波放送,テ レビジョン放送,テ レビジョン音
声多重放送

テレビジョン放送,テ レビジョン音声多重放送

テレビジョン放送,テ レビジ。ン音声多重放送

中波放送

中波放送

超短波放送

中波放送,テ レビジ。ン放送,テ レビジ。ン音
声多重放送

テレビジョン放送

中波放送,テ レビジ耳ン放送,テ レビジ耳ン音

声多重放送

中波放送,テ レビジョン放送,テ レビジョン音

声多重放送

中波放送,テ レビジョン放送,テ レビジ。ン音
声多重放送

テレビジョン放送,テ レビジョン音声多重放送

テレビジョン放送

テレビジョン放送,テ レビジョン音声多重放送

超短波放送

中波放送

テレビジョン放送,テ レビジョシ音声多重放送

テレビジョン放送,テ レビジョン音声多重放送

中波放送

中波放送,テ レビジョン放送,テ レビジ。ン音
声多重放送

中波放送,テ レビジ。ン放送,テ レビジョン音

声多重放送

テレビジ。ン放送,テ レビジ ョン音声多重放送

テレビジ ョン放送,テ レビジ ョン音声多重放送

テレビジ 司ン放送,テ レビジョン音声多重放送

中波放送,テ レビジョン放送



(7)放 送 大学学 園

資料4-15

1放

放送大学の学生数の推移

送 一457一

(単位:人)

区 分 灘 童 覆健 灘 星 特修生 特別聴講 合 計
学 生

昭
和
61

年
度

第1学 期 10,455 4,ll5 1,290 1,352 一 17,212

第2学 期 10,202 4,263 277 1,145 3 15,890

第3学 期 10,412 4β68 222 1,082 4 16,084

第

-

学

期

昭
和

62
年
度

在 学 生10,332 389 614 11,335

入 学 者2,8143,8452,451 534 80 9,724

計 13,1464,2342,451 1,148 8021,059

(注)1.全 科履修生とは,六 つの専攻のいずれか一つの専攻に所属し,4年 以上

在学 して,所 要の124単 位以上を履修した場合に卒業が認定され,「 教養学

士」の称号が得られるものをいう。

2.選 科履修生(期 間1年),科 目履修生(期 間1学 期)と は,卒 業 を 目的

とせず,自 分の学習したいテーマに基づいて一定の科目を選択して履修す

るものをい う。

3.特 修生とは,全 科履修生としての入学資格を得るため,基 本科目,基 礎

科目のうちから16単 位以上の修得をするものをいう。

4.特 別聴講学生とは,他 の大学,短 期大学の学生で,当 該大学 ・短期大学

と放送大学 との協議の結果,履 修を認められたものをいう。

(8)国 際 放 送

国際放送には,郵 政大 臣の命令に よる国際放送 とNHKの 業 務 としての国

際放送 とが あ り,NHKは これ らを一体 として行 ってい る。

放送番組は,ニ ュース等報道番 組,国 情紹介番組及び娯楽番 組か ら構成 さ

れている。使用周波数帯は,6,7,9,11,15及 び17MHz帯 で ある。
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資料4-16 国際放送の状況 (62年 度)

放 送 区 域

放 送 時 間

使 用 語

中 継 放 送

(地 域 向け 放 送)

欧 州,欧 州(ロ シ ア),北 米 東 部,北 米 西 部,中 米,ア フ

リカ,中 東 ・北 ア フ リカ,南 米,ハ ワイ,ア ジ ア 大 陸(北

部),ア ジ ア大 陸(中 部),ア ジ ア大 陸(南 部),豪 州'一 凸

一 ・ジ ー ラン ド,東 南 ア ジ ア,南 西 ア ジ ア,比 島 ・イ ン ドネ

シ ア,東 ア ジ ア,朝 鮮(18)

(一 般 向 け放 送)

世 界全 区域

(地域向け放送)

1目20時 間

(一般向け放送)

1日20時 間

(地 域 向 け 放 送)

英 語,ド イ ツ語,フ ラン ス語,ス ウ ェー デ ン語,イ タ リア

語,ス ペ イ ン語,ポ ル トガ ル語,ロ シ ア語,中 国 語,イ ン ド

ネ シ ア語,マ レ ー語,タ イ語,ビ ル マ語,ヴ ィエ トナ ム語,

ヒン デ ィ語,ウ ル ドゥ語,ベ ンガ ル 語,ア ラ ビア 謡 ス ワ ヒ

リ語,朝 鮮 語,日 本 語(21)

(一 般 向け 放 送)

日本 語,英 語(2)

(ガ ボ ン共 和 国 ・モ ヤ ビ送 信所)

1日11.5時 間

(カ ナ ダ ・サ ック ビル 送 信 所)

1日4時 間
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⑨ 事業経営状況

アNHK

(ア)NHKの 事業収支状況

資料4-17NHKの 収支状況 (単位:百 万円)

別 16。 年 度161年 度1増 減(・)

 

区

4,521

335

448

5,304

2,084

64

668

al9

△67

ハ37

4,243

1,081

62G

6,ll4

233

14,984

△9,680

257

154

411

71

 

△

482

△9
,198

341,552

且,578

2,937

346,067

91,561

2,394

35,766

1,186

1,509

3,768

n6,037

33,810

9,434

35,262

10,007

340,734

5,333

7,037

567

7,604

5,203

2,4Q1

7,734

337,031

1,243

2,489

340,763

89,477

2,330

35,098

1,205

1,576

3,805

1i1,794

32,729

8,814

29,148

9,774

325,750

15,013

6,780

413

7,193

5,274

1,919

16,932

 

料

入

入収収信金付次受交副

計合

費

費

費

費

費

費

与

費

費

費

費却送送納策究生理却償厚損放放収対報研・管償欠当料内際約信査賭般価朧国国契受広調給退一減未

計合

-
」

金差支収業事常経

入

入収収務財雑

計合

出支外業事常経

金差支収外業事常経

経
常
事業

収
入

経

常

事

業

支

出

外

収

入経常事業

経

常

事

業

収

支

経
常
事
業
外
収
支

金差支収常経

7651,28Q515

 

入収別特

1,8563,2091,353

 

出支別特

収

支

特

別

△10,2895,80516,094当 期 事 業 収 支 差 金
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資料4-18 NHKの 経常事業収支の推移

(単位:百 万円)

濃 経常事業収入 経常事業支出 経常事業収支差金

ノ◎

7

8

9

0

1

FO

FO

5

5

6

6

2フ5,356

282,284

287,466

336,114

340,763

346,067

263,719

277,214

295,934

313,599

325,750

340,734

11,637

5,070

△8
,468

22,515

15,013

5,333

(注)58年 度以前の数値については,放 送法施行規則の改正による59年 度以降の科

目に合わせて補正を行っている。

(イ)NHKの 財務状況

資料4-19NHKの 財務状況

(単位:百 万円)

区 別 60年 度 末 . 61年 度未 増 減(△)

資

産

の

部

負
債
及
び
資
本
の
部

産

産

産

産

資

資

資

資

動

定

定

延

流

固

特

繰

60,263

255,913

16,446

355

66,194

261,837

工7,427

272

5,931

5,924

981

△83

合 十
畳
一口 332,977 345,730 12,753

債

債

負

負

動

定

流

固

負
62,321

88,803

63,966

94,107

1,645

5,304

債 小 十
…
口 151,124 158,073 6,949

資

本

資 本

積 立 金

当期事業収支差金

147,698

18,061

16,094

165,160

16,693

5,804

17,462

△1
,368

△10 ,290

小 計 181,853 18・65一 臥・。・

合 計 332,977 345,730 12,753



イ 民 間 放 送

1放

資料4-20民 間放送の収支状況

送 一461一

(単位:百 万円)

＼ 一 項目
＼事業別 、
＼

営業外営業収益
収 益 計 営業費礪 鴛 計 利 益

害欝 誉}灘 一1・ 一 御 一 ・

繍 潴 顯 ・ン …5591・62・5・ ・17946・999

羅 駁 漏 ・ン ・8372419,・ ・8・513

7,399477,91134,346

6,849468,84834,331

5509,063 15

テ レ ビジ ョン放 送 単

営 社(67社)

(VHFテ レビジ ョン

単 営 社)(14社)

(UHFテ レ ビジ.ン

単 営 社)(53社)

8U,599

577,822

233,777

18,124

13,179

4,945

829,723

591,001

238,722

756,500

550,520

205,980

13,772

6,990

6,782

770,272

557,510

212,762

59,451

33,491

25,960

文字放送単営社

(lo社)
1,528 331,5611,718 321,750△189

籍講 養}灘
(中波放送単営社)

(11社)

(短波放送単営社)

(1社)

(超短波放送単営社)
(23社)

110,5252,436112,961102,2982,234104,5328,429

70,三881,76371,95166,5941,21767,8114,140

4,291

36,046

148

525

4,439

36,571

合 計(148社)1,422,04834,454 1,456,502

3,997

31,707

664,063 376

95132,6583,913

1,331,02823,4371,354,465102,037

(注)本 表は,各 民間放送事業者の62年3月 期を最終とする最近の1か 年間の収支

状況を集計したものである。



資料4-21民 間放送の営業収入等の推移

(単位:百 万円)

＼ 年 度＼
.51

区 別 ＼＼
52 53 54 55 56 57 58 59

;兼 社 数
オ ラ ジ オ 収 入

諺 テ・ビジ・ン収入
ビ 営 業 収 入 計

ジ
ヨ
営 業 利 益ン社

363636363636363636

45,22749,93755,90764,62870,19973,54975,09577,23979,757

224,601244,778274,605307,126318,648334,460349,408364,111379,154

274,909301,662333,356381,903400,033419,839437,237457,23夏476,303

33,86934,60843,23551,49646,85638,03435,50334,84434,281

60

-

心
①
卜⊃

滋

幽

61

3636

80,74979,529

391,915399,756

491,128498,396

27,67627,877

社 数ラ

ジ ラ ジ オ 収 入

オ

善 営 業 収 入 計
社 営 業 利 益

1717171717182223

36,34343,62549,57757,44763,35669,00475,14283,131

40,16646,99053,43761,78267,32473,28479,58088,446

3,6594,8566,2798,0658,6398,5028,2389,269

253334

88,25994,073102,801

94,131101,388110,525

9,3547,0788,330

騨

5営

」社

社 数

テレビジョン収入

営 業 収 入 計

営 業 利 益

54

350,405

356,203

49,787

54

394,750

405,532

55,885

55

447,751

459,915

62,691

57

507,614

522,342

68,280

58

534,239

546,500

60,181

62

578,504

591,046

61,437

63

630,213

644,276

62,949

66

683,686

702,981

68,425

66

726,フ45

750,158

68,105

67

748,020

776,885

53,333

67

773,250

811,599

55,095

-

(注)営 業収入には,ラ ジオ収入,テ レビジョン収入以外のその他営業収入を含む。
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2有 線テレビジ。ン放送

(1)概 要

引込端子数が501以 上の有線テレビジョン放送施設の設置については,郵

政大臣の許可を要し,引 込端子数が51以 上の施設及び引込端子数が50以下の

施設で自主放送を行 うものは,業 務開始の届出を要 し,ま た,引 込端子数が

50以下の小規模施設でテレビジ ョン放送の同時再送信のみを行 うものは,業

務開始の届出を要せず有線電気通信法に基づ く設備設置の届出を要する。

資料4-22規 模別有線テレビジョン放送施設数及び受信契約者数の推移

＼ 区別隅 艦)
＼

年度末＼ 搬 嬬 霰

6

7

8

9

0

1

5

rD

5

5

6

6

453

483

824

484

055

336

575,956

627,751

699,962

828,549

987,654

1,175,960

　
設

51

施
謬
出
蝶
5

届
引(
撮蠣 蝦

17,801

19,428

20,592

21,788

23,118

24,064

2,420,952

2,662,720

2,841,194

3,032,484

3,175,714

3,320,883

小規模施設

(引込端認 下)

施麟 瀧 蓑

12,833

14,169

15,142

15,949

16,735

17,493

337,627

365,284

387,110

404,997

422,161

438,261

合 十
二
ニ
ロ

搬数僑 簸

30,988

33,981

36,162

38,221

40,403

42,190

3,334,535

3,655,755

3,928,266

4,266,030

4,585,529

4,935,109

(注)引 込端子数50以 下の施設で自主放送を行 うものは,小 規模施設として計上せ

ず,届 出施設に含めた。
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資料4-23都 道 府県別有線テレビジョン放送施設数

(61年度末現在)

都道府県 許可施設
届出
施設
小規模
施 設 計 都道府県

許可
施設
届出
施設
小規模施
設 計

1 Il 1

道

森

手

城

田

形

島

城

木

馬

玉

葉

京

川

梨

潟

野

山

川

井

阜

岡

知

重

海

奈

北

青

岩

宮

秋

山

福

茨

栃

群

埼

千

束

神

山

新

長

富

石

福

岐

静

愛

三

145299601,503

9124126259

7245176428

20234261515

-178150328

1171233405

15295252562

6231105342

7201121329

3250201454

581,0954681,621

249403401,304

723,8102,5766,458

531,5089172,478

15160130305

3353299655

12394459865

-65122187

1185347533

4143229376

6514374894

31410331772

451,0874551,587

7324101522

賀

都

阪

庫

良

山

取

根

山

島

口

島

川

媛

知

岡

賀

崎

本

分

崎

島

縄

歌

児

滋

京

大

兵

奈

和

鳥

島

岡

広

山

徳

香

愛

高

福

佐

長

熊

大

宮

鹿

沖

1235200436

117515391,301

672,8091,0623,938

501,5239602,533

4222242468

5309279593

-153183336

2284273559

11487400898

9582379970

5346320671

15197202414

810951168

2342404748

2275326603

7596180783

712172200

2281128411

-232461693

6244532782

1154159314

3299219521

26799168

合 計63324,06417,49342,190
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② 許 可 施 設

資料4-24 有線テレビジョン放送許可施設許可件数等の推移

密 膜 託 留158砂 ・。iα

許 可件 数 32 41 51 65 76 94

廃 止件 数 2 H 7 9 10 11

施 設 数 354 384 428 484 550 633

ア 施設の規模及 び運営主体

資料4-25規 模 ・運営主体別有線テレビジョン放送許可施設数

(61年度末現在)

施 設 の 規 模(引 込端子数)

区 別
501～1,001～2,001～3,001～5,001～10,0Q1～20,001

1,0002,0003,0005,00010,00020,000以 上

合 計

営 利 法 人 34 48 27 28 22 12 13
(29.0)
184

任 意 団 体 130 88 20 11 6 1 1 (40.6)257

国・地方公共団体 26 17 7 6 一 1 一 (9.o)
57

特 殊 法 人 6 5 3 312 一 一 (3.o)
19

公 益 法 人 22 31 14 16 7 4 2
(15.2)
96

協同 ・共済組合 3 3 1 i 1 1
一 (L6)

10

個 人 2 一 一 一 一 一 一 (o.3)
2

そ の 他 2 3 2 一 一 一 1 (1.3)8

合 計 225 195 74 65 38 19 17 (100.0)633

(注)1.()内 は,構 成比を示す。

2.運 営主体の 「その他」には,共 同設置(運営主体が営利法人と任意団体,

NHKと 任意団体等)の もの,学 校法人及び管理組合法人を掲上した。
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イ 業 務 内 容

資料4-26業 務内容別有線テレビジョン放送許可施設数及び構成比の推移

誤
同時再送信

施設数 構成比

同時再送信と
自主放送

施設数 構成比

56

57

58

59

60

61

306

331

366

404

452

525

%
86.4

86.2

85.5

83,5

82.2

82.9

46

52

57

75

94

106

%
13.0

13.5

13.3

15.5

17.1

16.7

合 計

施訓 構成比 撮 数睡成比

2

1

5

5

4

2

%
0,6

0.3

1.2

1.0

0.7

0.3

354

384

428

484

550

633

%
100.0

100.0

100.O

100.0

100.0

lOO.0

(注)「 同時再送信と自主放送」を行 う施設には,他 の有線テレビジョソ放送事業

者に施設を提供して自主放送を行 う施設(以 下 「チャンネルリース」という。)

が 含まれている。

資料4-27自 主放送を行う有線テレビジョン放送施設数及び受信契約者数の推移

区分

隻度末

許 可 施 設 届 出 施 設 合 計

施設数瞬 契約者数 施設数 受信契約者数1施設数 受信契約者数

56

57

58

59

60

61

43

48

53

62

72

88

140,661

183,835

209,769

245,232

286,332

343,262

28

34

44

58

64

63

3,685

4β14

5,995

9,028

9,631

8,811

71

82

98

120

136

151

144,346

188,149

215,764

254,260

295,963

352,073

(注)1.自 主 放送を行うものとして許可を受け又は届出を行っているが,現 に自

主放送を行っていないものは除いてある。

2.チ ャンネル リースにより自主放送を行 うものを含めてある。
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ウ 料 金

有線テレビジ ョン放送の役務の料金としては,契 約料(加 入金)及 び利用

料(維 持管理費)を 徴収しているのが一般的であるが,営 利事業として番組

の多様化のための区域外再送信を行 う施設に比較的高額な料金を徴収してい

るものがみられるのに対し,都 市におけるいわゆる補償施設では,契 約料は

無料,利 用料は無料又は比較的低額なのが一般的である。

なお,会 社形態で経営されている有線テレビジョン放送施設の最近の例を

みると,契 約料は5万 円から6万 円,利 用料は2,000円 か ら3,000円 までの

ものが多 くなっている。

資料4-28 有線テレビジョン放送許可施設の料金の状況

(61年度末現在)

区 別 構 成 比

契 約 料

利 用 料

(月 額)

1万 円以下のもの

1万 円を超え3万 円までのもの

3万 円を超え4万 円までのもの

4万 円を超え5万 円までのもの

5万 円を超えるもの

合 計

200円 以 下 の もの

200円 を 超 え500円 ま で の も の

500円 を 超 え1,000円 ま で の も の

1,000円 を 超 え る もの

合 」号爵

13.8%

34.9

9.8

20.1

21、4

100.0

32.5

32。2

18,3

17.0

100,0

(注)料 金を徴収する施設のみを対象とした。
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③ 届 出 施設

送

資料4-29届 出施設の現況

(61年度末現在)

運 営 主 体 届出施設の設置運営主体の大半(55.4%)は 受信者によっ

て構成された任意団体(主 として地元受信者組合)で あるが,

それらの任意団体のうち48.1%は 辺地難視聴のためにNHK

と共同で施設を設置運営しているものである。

業 務 内 容 同時再送信のみを行 うもの2万3,998施 設(99.7%),同 時

再送信と自主放送を行 うもの35施 設,自 主放送のみを行 うも

の31施 設となってお り,テ レビジゴン放送の難視聴の解消を

目的とするものがほとんどである。

料金を徴収するものについてみると,契 約料は70.6%の 施

設が2万 円以下であ り,ま た,利 用料は84.0%の 施設が月額

200円 以下である。

なお,都 市におけるいわゆる補償施設を任意団体が管理運

営しているものにあっては,契 約料は無料,利 用料は無料又

は月額200円 以下が大部分を占めている。
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3有 線ラジオ放送

有線ラジオ放送は,当 初 ラジオ放送を共同で聴取するもの か ら始まった

が,そ の後,農 山漁村において地域情報を伝達するためのもの,都 市におい

て飲食店等に音楽を放送するためのものなどが次第に発達してきた。

資料4-30有 線 ラジオ放送施設数の推移

謹56 57 58 59 60 61

施 設 数 ・12・ ・326・636巨795 10,03711,028

有線ラジオ放送業務は,共 同聴取業務(ラ ジオ放送を受信して再送信する

もの),告 知放送業務(ラ ジオ放送以外の音声その他の音響を送信するもの)

及び街頭放送業務(道 路,広 場,公 園等公衆が通行し又は集合する場所で,

音声その他の音響を送信し,又 はラジオ放送を受信して再送信するもの)に

分類される。

資料4-31 業務内容別有線ラジオ放送施設数及び構成比

(61年度末現在)

業 務 別

共 同 聴 取 業 務

【施設数 構成比

%
5344.8

告知放送業務

① 農山漁村において地域情報や農事関

係ニュース等を放送するもの

② ①とラジオ放送の共同聴取を併せて

行うもの

③ ② と電話業務を併せて行うもの

④ 有線音楽放送を行 うもの

、4 十
二
=
口

街 頭 放 送 業 務

合 卜昌二
口

6,378

1,182

639

921

9,120

1,374

11,028

57.8

10.7

5.8

8.4

82.7

12.5

100.0
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第5周 波数管理及び無線従事者

1周 波数管理

電波は,「周波数スペ クトラム」 として時間的,空 間的に占有性を有する

一種の有限な資源であ り,無 秩序に使用すると混信を生ずるという性質があ

る。そのため,周 波数スペク トラムの有効利用を図り,ま た,無 線通信業務

を円滑に行 う必要があることから,古 くから国際的にちみつな管理が行われ

ている。

周波数の割当てに関しては,国 際電気通信条約附属無線通信規則で各種の

無線通信業務に国際的な分配が行われ,こ の枠内で各国が国内分配を定め,

それに従って個別の無線局の割当てが行われている。

我が国における周波数管理は,こ れらの国際的な枠組みの中で電波法及び

関係法令の規定に基づき,次 のような事項を考慮 して適切に行 うこととなっ

ている。

① 国際電気通信条約及び同附属無線通信規則のほか,国 際民 間 航 空 条

資料5-1電 波 の 周 波 数

周 波 数1・kH・
に

30kHz
昌

　
300kHz
【

3,000kHz
3MHz

波 長/・ 。・m
　
10km
l

m

ー
レ
晶
1

1
100m
1

名 称

各周波数帯ご
との代表的な
用途

VLF

超 長 波

オメガ(無 線航

行)

L
長

F
波

デッカ(無 線航
行)

船舶,航 空機の
航行用 ビーコン

M
中

F
波

中波放送

船舶,航 空機の
通信

ロラン(無 線航

行)

H
短

F
波

短波放送

船舶,航 空機
の通信

アマチュア無

線

国際通信

(注)マ イ ク ロ波,準 マ イ ク ロ波,

て用 い られ て い る こ とが 多 い。

準 マ イ ク ロ波:1～3GHz

ミリ波,準 ミリ波等の周波数帯の呼称につい

マ イ ク ロ波:2～10GHz
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約,海 上人命安全条約等の周波数に関する国際的な規律に従 う と と も

に,国 際協調を図ること。

② 周波数需要の動向を把握し,周 波数の計画的な使用を図ること。

③ 円滑な無線通信業務を維持し,か つ,周 波数スペク トラムを有効に利

用するため,適 切な技術的基礎に基づいた周波数の使用を図ること。

④ 周波数スペク トラムの開発及び有効利用に関する技術の調査研究を推

進すること。

資料5-2割 当周波数の数及び無線局数の推移

讃56
割当周波数の数

無 線 局 数

9,703

2,121,247

57

10,270

2,012,822

58

11,891

2,686,664

59

12,784

2,303,783

60

13,326

3,813,604

61

13,697

4,155,554

(注)58年1月1目 から市民 ラジオの免許制度が廃止されたことにより無線局数か

ら除外した。

帯 別 の 代 表 的 な 用 途
　

30MHz
I

ユ

300MHz
I

3,000MHz

3GHz

　
30GHz

皿0 m

1
10cm
I

l

lcm
I

VHF

超 短 波

テレビジョン放
送,FM放 送

無線呼出し

ア マ チ ュ ア無 線

業務用の通信

UHF

極 超 短 波

テ レ ビジ ョ ン放 送

自動車無線電話
航空機無線電話

パーソナル無線

業務用の通信

SHF

市外電話回線

各 種 レー ダ ー

衛星通信,衛 星放
送

業務用の通信

EHF

電波天文

各種 レーダー
簡易無線

衛星通信

業務用の通信

ては,統 一された定義はないが,そ れぞれ次の程度の範囲の周波数の電波を指し

準 ミ リ波:20～30GHz ミ リ波:30GHz以 上
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資料5-3 各業務に対する周波数の

周波 数 帯

0～4MHz

(専 用)

(共 用)

4～30MHz

(専 用)

(共 用)

30～1,000MHz

(専 用)

(共 用)

1～17.7GHz

(専 用)

(共 用)

17.7～40GHz

(専 用)

(共 用)

40～275GHz

(専 用)

(共 用)

周 波 数

固定業務

(kHz)

45

1,318.3

3,699

8,835

(MHz)

9

266

400

6,900

(GHz)

11.95

120.65

放送業務

(kHz)

1,080

50

3,130

(MHz)

84

300

500

(GHz)

0.5

4

陸上移動
業 務

(kHz)

1,505

9,132.3

(MHz)

38.5

725.75

96

4,582

(GHz)

9.45

164.15

海上移動
業 務

(kHz)

49

1,940.3

4,650

6,895.3

(MHz)

18。4

375.65

(GHz)

航空移動業 務

(kHz)

405

215

1,591

3,445

(MHz)

22.025

343,1

(GHz)
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分配状況(宇 宙無線通信業務を除く。)

帯 }晶

無線測位業務

無線航行 無線標定

(kHz)

127.6

635

(MHz)

57.2

1.3

982.5

2,200

(GHz)

1.4

1.2

44.5

(kHz)

10

368.5

(MHz)

3

34

2,750

2,735

(GHz)

l

l.8

56,95

気象援助
業 務

(kHz)

のH伽

一

4

31.6

(GHz)

O.8

ア マ チ ュ

ア 業 務

(kHz)

104

2.850

(MHz)

6

10

50

540

(GHz)

0,05

21。7

波
業
周
時
準
報
標
数
務

(kHz)

10.1

100

(MHz)

(GHz)

電波天文
業 務

(kHz)

120

50

(MHz)

ll.25

427

(GHz)

1.19

49
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資料5-4宇 宙 無 線 通 信

周 波 数

周 波数 帯 固 定 衛
星 業 務

放 送 衛
星 業 務

気 象 衛
星 業 務

海 上 移
動 衛 星
業 務

宇 宙 研
究 業 務

1 1

35～1,000MHz

(専 用)

(共 用)

1～17.7GHz

(専 用)

(MHz)

800

(共 用)5,775

17.7～40GHz

(専 用) 500

(共 用)9,500

40～275GHz

(専 用)3,000

(共 用)66,000

(MHz)

750

500

4,000

(MHz)

13.85

80

(MHz)

33

33

(MHz)

3.35

10

3,459.9

4,39Q

69,800

(注)1.本 表(資 料5-3及 び5-4)は,国 際分配の範囲内で我が国が定めて

波数の有効利用の点について検討する必要がある。

2.本 表で 「専用」 とは,そ の業務のみに分配 されていることを示 し,「 共

使用することを意味しない。
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業 務 用 の 周 波 数 分 配 状 況

帯 一晶
【

中

宇 宙 運
用 業 務

(MHz)

4.35

282

探
星
球
衛
務

地
査
業

(MHz)

12

1,856

4,340

69,800

無線航
行衛星
業務

(MHz)

0.3

96

44,500

移動衛
星業務

(MHz)

0.1

102

2

300

3,500

52,000

移
星
空
衛
務

航
動
業

(MHz)

27.5

267

周
報
星

準
数
衛
務

標
波
時
業

(MHz)

0.1

608

4,050

チ
衛
務

マ
ア
業

ア

ユ
星

(MHz)

5

150

50

21,70Q

いる各業務ごとの分配状況を示したものであり,実 際に使用するには混信排除及び周

用」とは,複 数の業務に分配されていることを示し,必 ずしも同一周波数を共用して
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(1)周 波 数 の割当て

ア 固 定 業 務

資料5-5固 定業務への周波数割当状況

30MHz以 下の

周波数帯

30～1,000MHz

の周 波 数 帯

1～10GHzの

周 波 数 帯

10GHz以 上 の

周波数帯

30MHz以 下 の周波数帯は,国 際通信用としては,通 信衛

星,海 底ケーブルの導入により,減 少の一途をたどっている

が,我 が国と相互に開設を認めあ う外国の大使館等における

使用は漸次増加している。

国内通信用としては,市 況情報等の同報通信,離 島通信,

災害対策用の通信,保 安用の通信等に割 り当てられている。

30～1,000MHzの 周波数帯は,経 済的,技 術的に手軽に

使用できることから,単 一又は小容量多重通信路の局地的な

通信に割 り当てられてお り,災 害対策用,放 送番組中継用,

移動通信用等に使用されている。

この周波数帯は移動業務に適していることから,同 業務の

需要に対処するため,多 重の固定業務用回線については順次

1GHz以 上 の周波数帯に移行していくこととなっている。

1～3GHzの 周波数帯は,電 気通信業務用,行 政用,公 益

事業用等の支線系小容量回線に,ま た,3～10GHzの 周波数

帯は,そ れらの幹線系長距離大容量回線等及び放送番組中継

用の回線に割 り当てられている。

我が国は世界有数のマイ クロ波帯利用国であ り,こ の周波

数帯は高密度に使用されてきたが,今 後通信需要の増大に伴

い,こ の傾向はますます強まるとともに,通 信網のデ ィジタ

ル化,大 容量化も進むものと予想される。

lOGHz以 上 の周波数帯は,固 定業務用として広 く使われ

るようにな り,現在では40GHz程 度 まで実用化されている。

この周波数帯は,電 気通信業務用の幹線系又は支線系の短距

離大容量回線,行 政用及び公益事業用の支線系短距離回線及

びテレビジョン放送番組中継用の短距離回線等に割り当てら

れている。

この周波数帯は,通 信需要の増大に伴 う使用密度の増加及

び通信衛星の導入に伴い周波数の共用を一層図っていくこと

が重要になる。さらに,準 ミリ波帯,ミ リ波帯等の未利用周

波数帯の開発を進めていくこととしている。
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イ 放 送 業 務

資料5-6放 送業務への周波数割当状況

短 波 放 送

中波放送は,526.5～1,606.5kHzの 周波数帯を使用して

いる。

この周波数帯の割当てについては,LF/MF帯 放送に関す

る地域主管庁会議(1975年 ジ ュネーヴ)の 協定に基づいて,

「中波放送用周波数割当計画」を作成して行われており,我

が国としては9kHz間 隔105波 の割当てを行っている。

短波帯では,放 送業務の専用として全世界的に6,7,9,

ll,13,15,17,21及 び25MHz帯 にお い て 合 計617波

(5kHz間 隔)が 分配されており,こ のほかに3MHz帯 が

他の業務と共用で分配されている。我が国では,国 内放送用

として6波 の割当てを行っているほか,国 際放送用として伝

搬状況等を考慮し,随 時約30波 程度を割 り当てている。

超 短 波 放 送

いわゆるFM放 送のための超短波放送用の周波数としては,

76～90MHzが 分配 されてお り,「超短波放送用周波数割当

計画」に従い割当てを行っている。

テ レ ビジ.ン 放

送

テ レビジ ョン放 送 はVHF帯(90～108MHz及 び170～

222MHz)の12波,UHF帯(470～770MHz)の50波 及 び

SHF帯(12.092～12,200GHz)の18波 を 使 用 し,「 テ レビ

ジ ョン放 送用 周 波 数 割 当計 画 」 に 従 い割 当 てを 行 って い る。

テレビジョン多

重放送

テレビジ ョン音声多重放送には,テ レビジョン放送の音声

周波数を割 り当てており,ま た,テ レビジョン文字多重放送

には,テ レビジ.ン 放送の映像周波数を割 り当てることとし

ている。
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ウ 陸上移動業務

陸上移動業務に分配されている周波数帯は,中 短波帯から準 ミリ波帯まで

広範囲にわたっているが,電 波の特性上から陸上移動業務に適している周波

数帯は,一一般にVHF帯 及びUHF帯 が中心である。中でも,150MHz帯

及び400MHz帯 は,最 も混雑してお り,従 来から割当周波数間隔の縮小,

セルコール方式の採用等による周波数共用,集 中基地方式の採用,マ ルチチ

ャンネル通信方式の導入等による周波数の有効利用を図ってきている。

陸上移動業務では,自 動車無線電話,MCA陸 上移動通信等,都 市部を中

心に今後ますます需要の増加が考えられることから,800～900MHz帯,準

マイク巨波帯等,よ り高い周波数の利用技術開発が推進されている。

資料5-7VHF帯 及びUHF帯 陸上移動業務用の周波数の数

(61年度末現在)

主 な 用 途

務

急

ス

政

道

道

一

信

バ

業

救

・

行

水

通

.

道

.

シ

動

信
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VHF帯

単一通信路
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UHF帯

単一通信路 多 重

1,680

167

75

74

27
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232

798

2
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7
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Q
!

3
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工 海上移動業務

海上移動業務は人命の安全に直接関係のある業務であ り,世 界的ベースで

専用周波数帯が分配されている。 また,500kHz,2,182kHz及 び156,8

MHzの 周波数は,遭 難及び呼出周波数として国際的な保護が与えられてい

る。

短波帯の専用周波数帯は,無 線電信用と無線電話用とに大別され,割 当周

波数及び割当基準が国際的に定められている。
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156～162MHz帯 海上移動無線通信業務用周波数は,国 際海上移動無線電

話の業務に使用してきたが,59年4月 から150MHz帯 を使用する日本沿岸

海域(港 湾内を含む。)で運用する専用通信用(漁 業用を除 く。)無 線 局 に

も,こ の周波数帯を使用することができるようになっている。

また,小 型船舶に対する近距離通信用の26MHz帯 及び27MHz帯 の需

要が増大していることから,こ れに対処するとともに,船 舶 と陸上の公共機

関等との直接通話の要望にもこたえるために,58年6月 か ら新漁業通信シス

テムを導入し,40MHz帯 を割り当て,さ らに,61年 からは レジャー用ボー

ト等の通信需要に応じるため,400MHz帯 を割り当てている。

オ 航空移動業務

航空移動業務は,海 上移動業務と同様,人 命の安全に直接関連のある業務

であり,か つ,著 しく国際性を有するので,原 則として世界的ベースで専用

周波数帯が分配されている。

航空移動業務は,主 として民間航空路に沿 う飛行の安全に関する通信のた

めの航空移動(R)業 務とそれ以外の航空移動(OR)業 務 に大別される。

資料5-8航 空移動業務への周波数割当状況

航
空
移
動

(R
)
業
務

(
O
R
)

航
空

移
動

業
務

航空移動(R)業 務専用に分配されている周波数帯の使用に際しては,

航空機の安全に関する通信が優先することになっている。また,航 空移動

(R)業 務の使用に関しては,各 国は国際民間航空機関(ICAO)に おい

て定められた技術基準,国 際航空の周波数使用計画等に従っている。

短波帯については,無 線通信規則附録第27号 にSSB方 式 を基礎とした

世界的な周波数区域分配計画が定められている。

また,管 制通信の主力は,VHF帯 の118～136MHz帯 を使用している。

航空移動(OR)業 務には,主 として短波帯,138～142MHz,235～328.6

MHzのVHF帯 及びUHF帯 が分配されてお り,海 上保安用,防 衛用,

新 聞 ・報道用等に使用されている。短波帯においては,無 線通信規則附録

第26号 に区域分配計画があるが,我 が国ではSSB化 に より周波数の有効

利用を図っている。

力 無線測位業務

無線測位業務は,電 波の伝搬特性を利用して,位 置の決定又は位置に関す
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る情報の取得を行 う業務であり,船 舶及び航空機の航行のための無線測位を

行 う無線航行業務及び無線航行以外の目的のための無線測位を行 う無線標定

業務がある。

資料5-9無 線測位業務への周波数割当状況

無

線

航

行

業

務

無

線

標

定

業

務

無線航行用の周波数帯は,短 波帯を除 く全周波数帯にわたって分配され

ている。

長 ・中波帯は,船 舶及び航空機の位置決定のシステムのために割り当て

ている周波数帯であり,オ メガ,ロ ラン,デ ッカ,海 上 ビーコン及び航空

ビーコンに使用されている。

30～1,000MHz帯 は,主 として航空機の航行のため,VOR(VHF全

方 向無線標識施設),ILS(計 器着陸用施設),DME(距 離 測定用施設),

TACAN(UHF全 方 向方位距離測定施設)等 に使用されている。また,

マイクロ波帯は レーダー,マ イクロ波 ビーコン等に割り当てられている。

このほか,ミ リ波帯は高精度の監視 レーダーにも使用 されている。

無線標定用の周波数(短 波帯を除 く。)は,各 周波数帯にわたって分配

されている。中波及びVHF帯 は,ラ ジオ ・ブイ等に使用 されている。

400MHz帯 は船速計,AVM(車 両位置等 自動表示)シ ステム等に使用

されている。

1～lOGHzは,気 象 レーダー,空港監視,ロ ケット運行,漁 場監視等の各種

レーダーに使用されてお り,こ の周波数帯が最も多 く割 り当てられている。

10GHz以 上は速度 ・侵入検知用,港 湾用,波 高波浪観測用等の各種 レ

ーダーに割り当てられている。

キ 宇宙無線通信業務

資料5-10宇 宙無線通信業務への周波数割当状況

固
定
衛
星
業
務

放
送
衛
星
業
務

固定衛星業務用の周波数は,2～275GHz帯 の広範囲にわたって分配さ
れてお り,こ の うち,4GHz,6GHz,llGHz,14GHz帯 の 各500
MHzは イ ンテルサットの国際通信用として世界的に使用されている。

我が国では,CS-2の 使用周波数 として,離 島通信,災 害対策通信用と
しての4GHz,6GHz帯 のほか,地 上系との周波数共用が比較的容易な20
GHz,30GHz帯 が割 り当てられてお り,特 に20GHz,30GHz帯 が積

極的に使用されている。
また,衛 星通信の提供を行 う第一種電気通 信 事 業 者 は,12GHz,14
GHz,20GHz,30GHz帯 を使用する計画である。

WARC-BSに おいて,12GHz帯 の放送衛星業務用の周波数として我
が国は東経110度 の対地静止軌道位置に8波 の割当てを受け,こ の割当計
画に従ってBS-2で は このうち2波 を使用している。
なお,上 り回線の周波数については,14.5～14,8GHz及 び17.3～18.l
GHzが 放送衛星業務の上り回線用として分配され,ま た,14～14.5GHz
等が 固定衛星業務の通信網との調整を条件として放送衛星業務の上 り回線
に使用できることとなってお り,BS-2で は14GHz帯 を使用している。
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星
業
務

気
象
衛

衛
星
業
務

海
上
移
動

究
業
務

宇
宙
研

用
業
務

宇
宙
運

そ宇通
の宙信
他無業
の線務

気 象 衛星 業 務 に は,40QMHz帯 及 び1.7GHz帯 を 中心 に 周 波 数 帯 が

分配 され て お り,我 が 国 で は,静 止 気 象衛 星GMS,GMS-2,GMS-3

が400MHz帯 及 び1.7～2GHz帯 を使 用 して い る。

海上移動衛星業務には,1.5～1.6GHz帯 において周波数帯が分配され
ており,こ の周波数帯を用いたインマルサット・システムが世界的に使用

されている。
また,我 が国でも国内の海上移動通信衛星の実用化に向け,技 術試験衛

星ETS-Vに おいて実験を行う計画である。

SHF,EHF帯 でそれぞれ分配がな宇宙研究業務には,VHF,UHF,
され ているが,特 に40GHz以 上 の周波数帯で受動用 として大幅な分配が
なされている。

宇 宙 運 用 業 務 は,衛 星 の 本 来業 務 用 の 周 波 数 に お い て使 用 で き るほ か,
136MHz,150MHz,400MHz及 び2GHz帯 が 同業 務 に分 配 され,使 用

され て い る。

航空移動衛星業務,地 球探査衛星業務,無 線航行衛星業務,標 準周波数
報時衛星業務,ア マチュア衛星業務等に対しても周波数の分配が行われて
いる。我が国では,海 洋観測衛星MOS-1がL7GHz,2GHz及 び8GHz

帯を,ア マチュア衛星JAS-1が145MHz及 び435MHz帯 を使用して
いる。

ク その他の業務

資料5-11そ の他の業務への周波数割当状況

助
業
務

気
象
援

ア ユ務
マ ア

チ業

時
業
務

波
数
報

標
準
周

線
業
務

簡
易
無

出
業
務

無
線
呼

業
務
電
波
天
文

動
業
務

携
帯
移

気 象 援助 業 務 に 分 配 され て い る周波 数 帯 の うち,400MHz帯 の4MHz

とi.6GHz帯 の31,6MHzは,ラ ジ オ ゾン デ用,気 象 デ ー タ を伝 送 す る

ラジ オ ・ロボ ッ ト及 び ロボ ッ ト中継 用 に 割 り当 て られ て い る。

ア マ チ ュア業 務 用 には,1,810kHzか ら250GHzま で の周 波 数 帯 に お

い て,21周 波 数 帯 の分 配 が 行 われ て い るが,こ の うち 現 在使 用 され て い る

の は47.1GHzま で の14周 波 数 帯 で あ る。

周波 数,時 刻,時 間 間 隔 の 標 準 を一 般 に 供 す る こ とを 目的 と して,2。5,

5,8,10及 び15MHzを 割 り当 て てい る。

簡 易 無 線 業 務 と して は,26MHz帯 に4波,150MHz帯 に9波,400
MHz帯 に20波,90MHz帯 に158波(パ ー ソナ ル無 線)及 び50GHz帯

に38波 を 割 り当 て て い る。

無線呼出業務用としては,半 径約1km以 内の狭い地域で専用に使用す
るものに対 しては,26MHz帯 で4波 を割り当てている。また,電 気通信

事業者が提供するものに対しては,250MHz帯 を割 り当てている。

我が国では,電 波天文業務用に専用に又は優先的に分配した周波数帯を

受信する設備であって,一 定の基準に適合するものについて指定を行い,
受信の保護を行っており,325.75～328.25MHzの 周波数を受信する名古
屋大学の受信設備が指定されている。

大部分の携帯移動業務は,陸 上移動業務その他の業務と周波数を共用し
ている。
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② 周波数の国際通告等

無線局に対し周波数割当を行 うに際し,次 の場合,各 国は,IFRB(国 際

周波数登録委員会)に 周波数の通告を行わなければならない。

① 当該周波数の使用が他の国の業務に有害な混信を生じさせるおそれが

あるとき。

② 当該周波数が国際無線通信に使用されるとき。

③ 当該周波数の使用について国際的承認を得 ようとするとき。

IFRBは,無 線通信規則等の基準に従 って,各 国から提出された周波数割

当通告を審査する。一定の条件に適合するものは周波数登録原簿 に 記 録 さ

れ,そ の周波数割当の国際的地位が確立され ることになる。

61年度我が国が行った周波数割当通告件数は,228件(う ち変更 ・削除は19

件)で ある。

なお,短 波放送用周波数割当通告については,1年 を4期 に分けた特殊な

通告形式をとっているため,件 数から除外している。
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資料5-12宇 宙通信関係の周波数の通告等の流れ
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資料5-13地 上局の周波数の通告等の流れ

寺ヨ 期 郵 政 省 IFRB
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資料5-14短 波放送の通告等の流れ

郵 政 省IFRB

(郵政 省,NHK,KDD)

季節 別短波放送 季節別計画表締

計 画 表 の 作 成 切期限と大陽黒

点 数 の 通 知

[重 二玉 二}一 一 予備髄

崔石 認

検

季節別仮計画表
作 成

審 査

討 勧 告

週刊回章で公表

上
数
査

施
波
実
周
び
な
調

及
足
信
満
混
不

の

各季節別短波放
送計画表の公表

年次短波放送周
波数表 の発行
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2電 波監視等

電波監視の内容としては,電 波利用の秩序を確保す るため,発 射電波を通

じて行 う電波の監査,混 信の排除,不 法無線局の探査並びに電波の有効利用

を図るための発射状況及び利用状況の調査があるほか,外 国主管庁等から要

請 されて行 う電波の監視がある。

(1)電 波監視結果

ア 電波の監査

電波の監査 とは,無 線局から発射される電波を受信して,電 波の質(周 波

数偏差,占 有周波数帯幅,ス プリアス発射の強度)及 び電波の使用方法が国

鷺灘隻懇臆鋳灘餐 麗重婁禦 二灘 査
の方法としては,無 線局単位で行 う質及び運用の監査 と国内無線局のみを対

象に通信系単位で行 う運用の監査 とがある。

資料5-15国 内無線局の電波の監査状況

(61年度)

区 別
質 の 監 査 運 用 の 監 査

通信系単位の
運用監査

実施 違反 違反率
局数 局数

実施 違反 違反率
局数 局数 灘 鷹 極率

30MHz以 下 の もの20,127

30MHzを 超 え る もの11,738

O%24,8231590.64%

0.20%21,6181650.76%

・4・ 。・%1・軋4413241…%il5,3641・279・32%

資料5-16外 国無線局の電波の監査状況

年 度

57

58

59

60

61

質 の 監 査 運 用 の 監 査

実撒 諏 騰 諏 率 実撒 陸反局数 違反率

1,761

2,035

2,246

20,798

14,652

4

2

1

1

0

。.23%13,618

0.10%「4,738

・.・4%1・,72・

・.・。・%1 15,703

0%12,363

117

108

25

20

13

3.23%

2.28%

0.67%

o.13%

0.Il%
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イ 混信状況調査

混信状況調査は,既 設無線局等に対する混信妨害の原因を究明して,混 信

波を排除し,無 線局等の正常な運用を確保するために実施している調査であ

って,混 信の発生原因は,周 波数帯別に見ると,短 波帯(3MHz～30MHz)

においては外国の無線局,超 短波帯(30MHz～300MHz)以 上の周波数帯に

おいては国内の無線局に起因するものが多い。

資料5-17周 波数帯別混信状況調査件数

(61年度)

区 別 i件 数

30MHz以 下 の周波数帯

30MHzを 超 える周波数帯

54

239

合 十
二
=
ロ

293

ウ 不法無線局の探査

61年度は,不 法無線局の多 くを占めている不法市民ラジオの根絶を図るた

めに,6月1日 から10日間を 「電波法違反防止旬間」と定め,電 波法令違反

を未然に防止するための広報活動を全国で集中的に実施するとともに,捜 査

機関の協力を得て,路 上及び海上における強力な取締 り等を行った。この結

果,不 法市民 ラジオは大幅に減少してきているが,依 然として相当数が残存

しているものと推定されるので,引 き続き強力な取締 り等を行 うこととして

いる。

また,不 法市民ラジオ以外に,ハ イパワーの不法コー ドレス電話,不 法改

造パーソナル無線,37MHz帯 不法無線局,不 法 ミーFM局,不 法 ミニTV

局等,新 しい形態の不法無線局が出現 してきてお り,こ のため,一 般不法局

の摘発件数が著しく増加している。 これらの不法無線局は,防 災行政無線等

の重要無線通信に混信妨害を与えるおそれがあるため,今 後とも広報活動に

ょり国民の注意を喚起するとともに,悪 質なものに対しては,捜 査機関へ告

発するなどの措置を行 うこととしている。
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資料5-18不 法無線局の措置状況

(61年度)

区 別 措置局数

不法市民 ラジオ

不法アマチュア局

不 法 コー ドレス電 話

不法改造パーソナル無線

37MHz不 法無線局

その他の不法無線局

1,587

194

591

447

9

760

合 十蓄
ロ 3,588

工 電波の発射状況等の調査

電波の発射状況調査は,必 要 とする周波数帯について,そ のスペク トルの

空間的占有状況を把握し,周 波数の効率的な利用を図るために実施している

調査である。

電波の利用状況調査は,特 定の周波数を対象として,そ のスペクトルの時

間的な占有状況を把握し,電 波が効率的に利用されているか,ま た,通 信の

疎通状況に問題がないか どうかを調査するものである。

両調査 とも無線局の分布状況及び電波の伝搬特性を考慮 して固定及び移動

により実施されているが,移 動による調査においてはその大部分が超短波帯

(30MHz～300MHz)以 上であ り,特 に150MHz帯 及び400MHz帯 が多 く

なっている。



2電 波監視等 一489一

資料5-19周 波数帯別電波発射状況調査及び

電波利用状況調査件数

(61年度)

区 日男

発射状況調査

利用状況調査

固 定

雫溺ち以膿 塁魑
6

2

5 ∩
》

O

Q
ノ

ー

移 動

雫麗ち以膿 毫窃
11

8

6

7

5

2

合 計

213

47

オ 国 際 監 視

IFRBか らの協力要請に基づく通常国際監視及び短波放送専用周波数帯の

監視を行っている。

資料5-20国 際監視の実施状況

(61年 度)、「ド 旦」
調査波数 件 数

通 常 国 際 監 視

短波放送専用周波数帯の監視

15,571

692

8

8

4

② 電波障害の防止

ア 電波障害防止協議会活動 ・受信障害対策

放送の受信及び無線通信に対する電波障害を防止 し,電 波の円滑な利用を

図ることを目的として,関 係省庁,放 送事業者,そ の他の関係団体によって

構成される電波障害防止協議会が設置されている。同協議会は,電 波障害の

防止に関する思想の普及,防 止措置の促進等を行っている。

また,テ レビジョン放送等の受信障害に関する苦情等の申告に対 して,適

切かつ円滑な処置を行 うため,55年9月 から,地 方電気通信監理局及び沖縄

郵政管理事務所に,受 信障害対策官(沖 縄郵政管理事務所にあっては,受 信

障害担当官)を 設置し,申 告の一元的な受付 ・処理を行 う体制を とっ て い

る。
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資料5-21電 波障害原因別処理件数及び構成比

(61年 度)

区 別 処 理 件 数 構 成 比

建

造

物

無

線

局

ル
線
橋

電
路道

配

.道

ビ
送
鉄

小 十
二
=
ロ

局
オ
他

線無

ジ
ア
ラ
の

ユチ
民
マァ
市

そ

小 計

21,480

6,388

1,403

29,271

1,188

1,607

657

3,452

%3
9
2

3
9
2

3

45.4

R
り
FO

∩
)

1

2

1

5.3

高 周 波 利 用 設 備 266 0.4

ブ ー ス タ ー 4,326 6,7

電

気

雑

音

線
道
等
器
器
器
器
他

鉄
射

機

く

電

●
ふ
機
機
機
レノ

要

の

配
課

転
崩

タ

動
機

ジ

信

送
自
受
回
接
照
デ
そ

小 計

4,577

774

120

283

2,310

585

586

正,215

10,450

1

2

2

4

6

9

9

9

7

1

0

0

3

0

0

1

16.2

そ の 他 の 障 害 源 1,331 2.1

原 因 不 明 15,388 23.9

合 十二=
ロ 64,484 100

電波障害防止協議会資料による。

イ 不要電波問題

高度情報化の基盤となるマイクロエレクトロニクス技術の進展に伴い,外

部からの電磁波の影響を受けやす く,ま た,そ れ自体不要な電磁波を輻射す

る高集積化されたディジタル機器が広範に利用されるよ うに な り,そ の結

果,不 要電波により様々な障害が発生するようになってお り,何 らかの抜本

的対策が要請されている。

不要電波問題懇談会が,実 態調査により収集した不要電波による障害事例
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は,150件(同 種の ものは1件 とした 。)程 度 であ り,軽 微 なテ レビジ ョン等

の受信障害か ら重大 な人身事故 まで多岐にわた ってい る。 これ らの事例 の中

か ら社会的に問題 となった もののい くつかを次に挙げ る。

①60年8月,工 場用布地 の加工 メーカーにおいて,布 地製品を検査す る

検反機のそばに配置 していたパ ソコンが誤動 作 した。調査の結果,布 地

に帯電 して いた静電気に よる火花が電磁波を発生 した ものと判明 した。

②59年12月 及 び61年3月 に駅構 内において列車無線 の運用が不可能にな

るほ どの雑音が入 った。調査 の結果,40mほ ど離れた ゲームセ ンターの

テ レビゲーム機か ら漏れた電磁波 と判 明した。

③58年10月,空 港監視用 レー ダーのモニター ・デ ィス プレーに スポ ーク

状の妨害が入 った。調査の結果,近 隣の一般住宅 の屋 根に設置 されたテ

レビジ ョン用 ブースターが発振 したものと判 明した。

④57年3月,工 事用 クレーンのだす火花か らの電磁波に より,産 業用N

C旋 盤 の主軸が突然 回転 し,巻 き込まれ た作業員が死亡 した。

⑤50年2月,オ レフ ィンプ ラン ト原料 ガス圧縮機 の出口に設定 してある

温度警報設定機が,至 近距離で使用 していた携帯型無線機 の電波 に感応

して動作 し,プ ラン トを停止 させた。
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資料5-22不 要電波による障害の発生状況(62年5月)

電磁波により障害を受けている機器 障害を与えている機器等 調査件数

無線受信設備

計 算 機 等 19

交 通 機 関 4

高周波エネルギー利用設備 8

各 種 検 知 器 5

電 力 設 備 4

家 電 機 器 等 19

有線放 送設備 3

無線送信設備(合 法) 2

有線電気通信設備

無線送信設備(不 法) 4

制御機器

工業用プロセス制御機器

無線送信設備(合 法) 2

工業用各種設備 ・機器 6

各種制御機器

(自動車,電 車等)

放送送信設備 2

無線送信設備(不 法) 6
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電磁波により障害を受けている機器

計 算 機 等

家 電 機 器

医療用機器

そ の 他

ペ ー ス メ ー カ ー

その他の医療機器

タ ク シ ー メ ー タ ー

各種電子機器

障害を与えている機器等

放送 送 信 設 備

各種 電 子 機 器

高周波エネルギー利用設備

放送送信設備

計 算 機 等

無線送信設備(合 法)

無線送信設備(不 法)

各 種 電 磁 波

無線送信設備(合 法)

医療用機器等

新幹線のノイズ

原 因 不 明

調査件数

2

一

FD

一

1

1

一

3

一

6

一

-

3

[

3

(注)不 要電波問題懇談会資料による。



一494一 第5周 波数管理及び無線従事者

資料5-23国 内における

妨害原因雛 等1被妨害鯛 電 波 法 電 気 用 品 取 締 法

無線設備以外の
電子機器

免許を要しない
無線局

受信設備

無線設備

高周波利用設備

無線設備以外の電
子機器その他
の設備

免許を要しない
無線局

受信設備

無線設備

高周波利用設備

無線設備

無線設備以
外の電子機器

以
機
備
子
設
電
線
の

無
外
器

無線設備

備 考

省
電
機

る

,気

め
機
電

定
動
る

度強界電

を
電
す
項
音

準
子
有
事
雑

基
流
を
通
の

の
整
子
共
具

上
①
素

一
器

術
号
体
プ
技

技
8
導
ソ
遊

の
第
半
ラ
用

品
表

,光
応

用
別
点
蛍
子

気

,接
②
電

電
令
気
器

・

黙
)舗罐灘製畠鷺・占

・法 第30条(安 全 施設設置義 務一

施行規 則22条 ～27条 へ委任)

・法第82条(設 備の所有者又は占

有者に対する障害除去命令)

・法第82条(設 備の所有者又は占

有者に対する障害除去命令)

・法第28条(電 波の質適合義務)

無線設備規則へ委任(5条 ～7条)
・法第38条(技 術基準適合義務)

無線設備規則へ委任(第4章)
・法第72条(28条 違反に よる電波

の発射の停止命令)

騎薪撃寄纏朧響麟籔案
45条への委任)技 術基準(無 線設
備規則58条一66条へ委任;電 界強
度の許容値,混 信防止義務等)
・法第101条(設 備の所有者又は

占有者に対する障害除去命令)

・ラジオ受 信機,雑音電 界強度 テレビ受信機等の

・所有者又は占有者に対する障害

源除去(法)及 び受信障害防止の
指針(指 導)あ り。
。無線設備の機能の保護が優先。

・高周波 ウエル ダーの電 界強度
・電子 レンジの漏洩電波 の電 力密度

・対象機器は一般家庭,小 規模事業者が使用す
るもの(法的限界なし),

情報処理機器は含めていない。
・基準を満足する場合であっても,使用状況等

によっては問題を起こす
場合もある。
・使用者責任はない。製造者が障害

防止のために執った措置の報告は義
務付け
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不要電波の対処状況

道路運送車両法 そ の 他

・道路運送車両の保安基準第

17条の2(電 気装置は無線設
備の機能に障害を与えないこ
と)

・道 路運送車両の保安基準第

17条 の2

請灘 鱗 犠 端王

・道 路運送車両に用い られる

鯉稽鑛議騒齢庚
の性能等に関する一般規定は
あるが,雑 音妨害排除能力に
関する具体的な規定はない。

・電気事業法第48条(電 気工作物は,他 の電気的設備その他の物件
の機能に電気的又は磁気的な障害を与えないようにすること)
(電気通信技術審議会答申)
(VCCI等 の自主規制)
(受信障害全般についての電障協による解消)

糊 懸 圭翻舞駿(蔽 翻愛磐騎醗 騨.クを
発する機械の使用禁止)

・電気事業法第48条(電 気工作物は,他 の電気的設備その他の物件
の機能に電気的又は磁気的な障害を与えないようにすること)
・新幹線鉄道における列車運行の安全を妨げる行為の処罰に関する

特例法第2条 運行保安設備の損壊等の罪
・医療用具等の基準一薬事法第42条,特 に規定はない。

・心臓ペース メーカーの基準はあ るが

い。
・その他のME機 器 の基準はない。

・産業用 ロポ ッ ト,ク レーソについては,特 段 の規定は ない。

雑音妨害排除能力規定はな
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資料5-24諸 外国における不要電波対処状況

不要電波を出す側への規制 不要電波を受ける側への規制

国際規格
IEC/
CISPR

勧告 ・
規格

の
等
)

国
格
国

外
規
米

諸

ー

・IEC(国 際電気標準会議)の 特別委員会

である
CISPR(国 際無線障害特別委員会)で 勧

告
・無線 の受信障害を対象 と して,各 種機器
か らの不要 電波の発射 を制限 す る勧 告
は,以 下 のとお り。
Publ.11:工 業用,科 学用及び医療用高周

波利用設備 に関す る妨害波 の許

容値及び測定法(外 科用 ジアテ
ル ミ装置を除 く。)

Publ.12:自 動車,モ ーターボー ト及び火

花点火エ ンジン駆動 の装置か ら
の妨害波 の許容値及び測定法

Publ.13:音 声及 びテ レビジ ョン受信機か

らの妨害波 に関す る許容値及 び
測定法

Publ.14:家 庭用電気機器,携 帯用電動工

具及 び類似電気器具か らの妨害波
の許容値及び測定法

Pub1.15:蛍 光 ランプ及び蛍光灯器具か ら

の妨害波 の許 容値及び測定法
PubL16:妨 害波測定 器及 び測定法 に関す

る国際無線障 害特別委員会 の規

格P
ubl.22:情 報 技術装置か らの妨 害波の許

容値及び測定法

蝦蒲鑛齢 穂 壬蓼麹
定め てい る,IECPubL801シ リー
ズがあ る。
・CISPRの 規 格 としては,次 の もの

があ る。
PubL20=

電流 注入法}こよる周波数範 囲1・5
MHz～30MHzで の,音 声 及び テレ
ビジ ョン受信機並 びに関連機器のイ
ミュニテ ィ測定

OFCC規 則
・通信法に よ り,不 要電波の発 射及び イ ミュニテ ィについて規則を定め ることができる
。

・通信法では,製 造,販 売,輸 入 規制 を含んでい る。

・FCC規 則のうち,不 要電波に関係する

主な項目は以下のとおり。
第15章 無線周波装置
第18章 工業用,科 学用及び医療用高
周波利用設備

(これらの各種機器からの妨害波の許容
値及び測定法等に関する事項)

OMIL規 格
・米軍 の調達電子機器 に対 して適用 され る規格 である。

MIL-STD-461B:す ぺての電子機器 ・自動車等 に対 し,不 要電波 の発 射及びイ
ミュニテ ィについ て規制 してい る。本規格 は,軍 関係はい う

に及ぼず,船 舶,航 空機,宇 宙関連機器 のイ ミュニテ ィの基
礎 とな ってい る。

○米 国電子工業会(EIA)の 自主規制
・テ レビ及び ビデオのイ ミュニテ ィに
つい て自主規制
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ウ 電磁環境問題

電磁波の生体に及ぼす影響においては,未 解明の点が多いが,近 年,高 度

情報社会を迎えて多種多様な電磁波利用設備が増大してきたことに伴い,生

活環境や労働条件にかかわるものとして検討を行ってい く必要が 生 じて い

る。世界保健機構(WHO)で も,1981年 「環境健康基準16」 を勧告し,電

磁波の生体への照射による健康への影響についての疫学的研究の必要性を指

摘している。

我が国においては,電 磁波の生体に及ぼす影響に関して郵政省電波研究所

及び一部の大学で基礎的な研究が進められているにとどまってお り,放 射さ

れる電磁波についての国の基準としては電子 レンジを除いては設けられるに

いたっていない。

資料5-25諸 外国における電磁環境の安全基準

国 名 周 波 数 許 容 値

米国(国家規格協会) 30～300MHz

300～1,500MHz

1mW/㎝2

f/300mW/cm2

カ ナ ダ 10MHz～300GHz 1mW/cm2(1分 間 平 均)

ス ウ ェ ー デ ン … 一…GH・1 lmW/cm2(6分 間 値)

ソ 連 30～300MHz

300MHz～300GHz

3V/m

O,1W/㎡

㈲ 高周波利用設備

高周波利用設備は,電 波が外部に漏れて放送の受信や他の無線通信に妨害

を与えるおそれがあるため,電 波法に基づく許可が必要である。許可の対象

となる設備は,10kHz以 上の周波数を使用する通信設備(電 力線搬送及び誘

導式通信)及 びISM設 備(産 業用,科 学用,医 療用,家 庭用その他これ と

類似の用途に利用する通信設備以外の設備で,高 周波出力が50Wを 超える

もの)で ある。
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資料5-26用 途別高周波利用設備許可件数(累 計)の推移

＼
区 別

年度末
＼_56
＼ ＼

57

電 力線 搬 送 設 備12,99414,915

58 59 60 61

通信用

設 備

15,47015,69816,27917,179

誘導式通信設備 650 661 662 668 679 691

小 言十13,64415,57616,13216,36616,95817,870

医 療 用 設 備 13,07913,33813,07413,30613,49213,649

1 1 II 1 1

工 業 用 加 熱 設 備 35,029 35,948 36,459 37,189 37,926 38,379

「

各 種 設 備 79,85786,85596,797102 ,654106,136107,750

許可を要する高周波利用設備のうち,搬 送式インターホン,一 般搬送式デ

ィジタル伝送装置,特 別搬送式ディジタル伝送装置,電 磁誘導加熱式調理

器,超 音波洗浄概 超音波ウェルダー及び超音波加工機については
,型 式指

定の制度を導入 してお り,郵 政大臣が定める技術基準に適合する型式である

と認められた設備は,許 可を受けなくても使用できる
。

また,電 子 レンジについては,従 来型式指定の対象となっていたが,60年

12月4日 から製造業者等が自ら型式確認を行 う制度が導入され
,製 造業者等

が郵政大臣の定める技術基準に適合していることを確認した機器 に つ い て

は,許 可を受けな くても使用できることとなった
。
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資料5-27機 種 別型式指定 ・確認件数(累 計)

(61年度末現在)

機 種 型式指定 ・確認件数

搬 送 式 イ ン タ ー ホ ン

電 子 レ ン ジ

電磁誘導加熱式調理器

超音波洗浄機,超 音波ウェ
ルダー及び超音波加工機

78

126(692)

ll2

127

合 ー二】一口 443(692)

(注)()内 の数字は旧制度における電子 レンジの型

式指定の件数

3無 線従事者

無線局の無線設備の運用,保 守,管 理は,電 波の属性及び無線局に割 り当

てられた電波の有効かつ能率的な使用を図る見地から,専 門的な知識技能を

有する者が行 う必要がある。このため,無 線設備の操作は,原 則として一定

の無線従事者の資格を有する者でなければ行ってはならないことと して お

り,無 線局には,特 にその必要がないと認められる場合を除き,無 線従事者

がその操作範囲に従ってそれぞれ配置されている。

無線従事者は,無 線通信士(5資 格),無 線技術士(2資 格),特 殊無線技

士(8資 格)及 びアマチュア無線技士(4資 格)の4種 別に分かれ,そ の免

許は,無 線設備の操作に必要な知識及び技能について行 う国家試験に合格 し

た者及び郵政大臣が認定した養成課程(特 殊無線技士又は電信級若しくは電

話級アマチュア無線技士のものに限る。)を修了した者であって,一 定の条件

に適合したものに与えられることになっている。

なお,一 定の船舶局の無線設備の操作は,無 線従事者の資格のほかに,船

舶局無線従事者証明を有する者でなけれぽ行ってはならないこととなってい

る。
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(1)無 線 従事者 国家試験

資料5-28資 格 別 無 線

区 分

無 線 通 信 士 無

第一級第二級第三級 小計 航空級電話級 小計 合計 第一級

申 請 者 数2,7761,9522,5917,3192,0582,8424,90012,2197,674

棄 権 者 数395101監24620

予

免 除 者 数1,3202,2061,2354,761

備

受 験 者 数AI,0615091,2322,802

試

合 格 老 数B3452654341,044

験

合 格 率(%)B/A32.552,135,237.3

一620657

-4
,7614,837

-2
,8022,180

-1
,044780

-37 .335.8

本

試

験

受験有資格者数

棄 権 者 数

受 験 者 数C

合 格 者 数D

合格率(%)D/C

1,558

549

1,009

105

10.4

1,607

268

1,339

116

8.7

1,669

402

1,267

153

12.1

4,834

1,219

3,615

374

10.3

2,058

461

1,597

749

46.9

2,842

536

2,035

831

40.8

4,900

997

3,632

1,580

43.5

9,734

2,216

7,247

1,954

27.0

5,617

1,082

4,535

1,047

23.1

全 科 目 免 除 者 数1151,015931,223 223 1,446121

(注)航 空級及び電話級無線通信士,特 殊無線技士並びにアマチュア無線技士につ
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従 事 者 国 家 試 験 施 行 状 況

(61年 度)

線技術士

第二級

7,589

852

3,566

3,171

462

14.6

4,263

922

3,341

448

13.4

15

合計

15,263

1,509

8,403

5,351

1,242

23.2

9,880

2,004

7,876

1,495

19.0

互36

殊

線

士

特

無

技

14,770

14,770

3,346

11,424

5,891

51.6

17

ア マ チ 凶 ア 無 線 技 士

第一級

2,704

2,704

884

1,820

523

28,7

第二級

7,91i

7,911

2,528

5,383

1,646

30.6

小計

10,615

10,615

3,412

7,203

2,169

30.1

電信級

lO,246

10,246

2,910

7,336

3,967

54.1

電話級

115,705

115,705

32,831

82,874

37,440

45.2

小 計

125,951

125,951

35,741

9Q,210

41,407

45。9

合 計

136,566

136,566

39,153

97,413

43,576

44.7

総 計

178,818

2,129

13,164

8,153

2,286

28.0

170,950

46,719

123,960

52,916

42.7

1,599

いては,予 備試験,本 試験の区別がない。
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② 免 許 付 与

資料5-29無 線従事者資格別免許付与数

(61年 度)

資 格 別 付 与 数

無 線 通 信 士

無 線 技 術 士

特 殊 無 線 技 士

アマチュア無線技士

第 一 級 無 線 通 信 士

第 二 級 〃

第 三 級 〃

航 空 級 〃

電 話 級 〃

小 計

第 一 級 無 線 技 術 士

第 二 級 〃

小 計

【

話

甲

乙

丙

丁

備

信

電

話

ダ

線無

電

【

際

線

レ

国

無

設

電

線

線

〃
無

無

重

内

多

国

小 十
帽言
ロ

第一級アマチュア無線技士

第二級 〃

電信級 〃

電話級 〃

、4 計

231

1,013

3U

795

1,209

3,559

1,049

468

1,517

11,974

1,146

5,039

29,318

1,416

7,538

3,662

80

60,173

523

1,643

5,472

95,460

103,098

合 十二ニ
ロ

168,347
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(3)無 線 従事者数

資料5-30 資格別無線従事者数の推移

年度末
-「
動 一_57 58 59 60 61

無線

通
信
士

第一級無線通信士

第二級 〃

第三級 〃

航空級 〃

電話級 〃

11,893

14,064

26.92

16,738

38,889

12,082

14,334

27,277

17,380

39,744

　

12,238

且4,545

27,553

17,860

40,898

12,397

14,749

27,845

18,355

41,933

12,627

15,760

28,147

19,146

43,138

小 計 108,505 110,817 ll3,094 115,279 118,818

1

小

第

無
線
技
術
士

第一級無線技術士

二級 〃

[1,87912,44813,04013,66314,711

21,43522,01022,53823,07623,538

十雪
ロ 33,31434,45835,57836,73938,249

特

殊

無

線

技

士

レ ー ダ ー

国 際 無 線 電 話

無 線 電 話 甲

〃 乙

〃 丙

〃 丁

多 重 無 線 設 備

国 内 無 線 電 信

簡 易 無 線 電 話

陸 上 無 線 電 信

国 際 無 線 電 信

160,254

203,453

503,063

10,998

57,823

9,871

295

635

221

170,041

2,007

213,159

530,884l

l2,311

61,337

9,944

2951

6351
2211

、4 十言
ロ 946,6131,000,834

無
線
技
士

ア

マ
チ

ュ
ア

第一級アマチュア
無線技士

第二級 〃

電信級 〃

電話級 〃

小 十
二
=
ロ

9,82410,430

39,83541,559

65,28567,753

974,6461,057,163

1,089,5901,176,905

179,286

4,285

218,135

564,2191

L3,65511
11,048
1

64,910

9,9951
1
2951

635

1
2211

188,794200,745

5,7026,845

222,704227,703

592,786622,025

【5,02216,434

19,76627,302

68,40172,057

10,07810,157

295295

635635

221221

Il
,066,6841i,124,4041,184,419

ll,036

43,425

7Qβ72

1,145,331

1,270,164

11,54812,070

45,10846,749

78,93484,399

1,232,4931,327,895

1,368,0831,471,113

合 計2,178,0222,323,0142,485,5202,644,5052,812,599
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㈲ 学校等 の認定

資料5-31認 定学校等の状況

(61年 度末現在)

区 別

大 学

短 期 大 学

高等専門学校

高 等 学 校

専 修 学 校

各 種 学 校

職業 訓練校

そ の 他

合 十邑両

認

定

学

校

数

35

6

7

〔0

1

1

2

1

L

6

4

121

認 定 部 科 数

無 線 通 信 士

第 一 級 第 二 級

備

語

予

英

備
語
術信

予
英
通

備

語

予

英

1

3

2

2

4

2

2

8

予 備
英 語
通信術

2

3

4

2

!

12

第 三 級

備
語
術信

予
英
通

備

語

予

英

9

9

22

6

1

29

無線技術士

第一級

予備

100

5

105

第二級

予備

3

9

1

1

1

3

2

58

合計

301

0

2

7

1

2

2

3

3

1

8

4

226
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㈲ 無線従事者 の養成課程

資料5-32資 格別無線従事者養成課程の実施状況

(61年度)

合

計

アマチュア

無線技士

 

士技線無殊特

小

計

電

話

級

電

信

級

小

計

国
内
無
線
電
信

多
重
無
線
設
備

無
線
電
話

丁

無
線
電
話

丙

無
線
電
話

乙

無
線
電
話

甲

国
際
無
線
電
話

レ

ー

ダ

ー

資
格
別

騎＼

2,488107Q,1,023472i1,418561922566213730314

 

実
施
件
数

ll6,61661,ll659,6721444,46155,5002β127,5231,12127,0435,2431033,11,179

 

履
修
老
数

115,16460,09Q58,7281362,55,0746- 
29β27,4351099,26,9305,1911,02711,ll7

 

修
了
者
数

(6)船 舶局無線従事者証明書

61年 度末現在,発 給した船舶局無線従事者証明書数は,10,142件 である。
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第6技 術 開 発

1研 究開発機関及び審議会

(1)研 究開発機関

資料6-1 研究開発機関の規模

(61年度末現在)

機 関 名

郵 政 省電波研究所

NTT研 究 所

KDD研 究 所

NHK放 送技術研究所

研 究 者 数(名)

257

3,400

187

331

予 算 等(億 円)

41

1,775

86

57
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② 電 気通信技術審議会

資料6-2電 気通信技術審議会答申(61年 度)

答 申月日 答 申 事 項

61.4.25

61.4。25

61.6.23

61.6.23

61.7.28

61.9.29

国際無線通信諮問委員会(CCIR)総 会への対処について
(一部答申)・CCIR第16回 総会への対処

自動車無線電話通信を行う無線局の無線設備の技術的条件

光通信の技術的諸問題について

電気通信システムの安全 ・信頼性対策の在 り方

800MHz帯 移動通信方式における狭帯域化無線設備に関す る技 術

的条件

妨害電波及び妨害高周波電流による受信障害防止に必要な技術的諸
問題

61.10。27 地域防災無線網を構成する無線局の無線設備の技術的条件

62.1.26 非電話系サービスのための電気通信網の高度化に係る技術的諸問題
について

62.3.23 静止プラットフォーム型通信衛星に適用する技術

62.4,27

62。4.27

62.5.25

陸上に開設する無線局の自動識別装置の技術的条件
(一部答申)・VHF帯 以上の周波数を使用する陸上移動業務の無線

局,携 帯移動業務の無線局及び簡易無線局の自動識別装
置の技術的条件のうち,デ ィジタル通信方式の無線設備
を使用するもの

港湾地域における小型船舶等のための簡易な無線電話システム(マ
リネット電話)の 技術的条件

効率的な電気通信を確保するための望ましい通信方式について(
一部答申)・ 電子 メール通信推奨通信方式

2基 礎 技 術

資料6-3主 な基礎技術の研究動向

超 大 規 模
集 積 回 路

(解説)
超大規模集積回路は,一 つの半導体結晶片あるいはセラミ
ックス基板上に トランジスタ,抵 抗,コ ンデンサ等をIO万 素
上集積したものである。

礫 究動向)
lMbLSIメ モ リの情報処理装置への導入が進んでお り,
さらに4Mb以 上の大容量メモ リの開発が進められている。
加工技術としては,最 小パターン幅O.5μmの 微細化プロ
セスに適した高速の電子 ビーム露光技術などの加工技術の研

究 と併行して,素 子 ・回路設計,製 作技術の高度化自動化等
の研究が進められている。
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新 機 能 素 子

光 波 通 信
・ 光 交 換

光 集 積 回 路

(解説)

現在,LSIの 素材としてはシリコンを中心に利用されてい
るが,よ り高速で低消費電力が要求される分野ではガリウム
ひ素(GaAs),超 格子等新しい素材が必要となっている。

(研究動向)

・ガリウムひ素

ガリウムひ素はシリコンより電子が動きやすい素材で,
よ り高速の領域で利用可能である。ガ リウムひ素の高速性

を更に引き出すため トランジスタの電流制御用電極(ゲ ー
ト)幅 を狭 くするとともに,内 部の抵抗を小さくする技術

及び電子の動きをさらに高速にする素子構造の研究が進め
られている。

・超格子

超格子とは半導体多層薄膜結晶 といわれ,2種 類の化合
物半導体を数十オングス トロームとい う極めて薄い膜にし
て,そ れを交互に何十層も積み重ねた半導体であり,ガ リ
ウムひ素よりも更に高速,低 消費電力化が期待できる。超

格子構造を利用した超高速素子の研究が進められている。

(解説)

光波通信は,光 の波 としての特性を利用(周 波数 ・位相の
変化により情報を伝達)し,中 継距離の長延化,通 信容量の大
容量化を可能にするものであり,光 交換は,光 信号を電気
信号に変換せずに,光 信号のまま交換する方式であり,共 に
将来の基幹通信網形成に必要 となるものである。

(研究動向)

光波通信を実現するには光源のスペク トル(光 の周波数の広が
り)を 安定化し,か つその幅を狭 くすることが重要であ

り,こ の面の研究が進められている。

光交換については,光 ファイバ単位で交換する空間分割形
と回線単位の交換が可能な時分割形の研究が進め られ て い
る。

(解説)

従来の光回路では,レ ンズ等の受動素子や レーザダイオー
ド等の個別の能動素子を組み合わせて所要の機能を実現して
いたが,こ れらの素子を光導波路を介して同一基板上に構成

し,小 型化,経 済化,高 信頼化を図ったものが光集回路であ
る。

(研究動向)

光集積回路として,薄 膜光導波路と個別の光素子を組み合
わせたハイブリッドタイプのものがあるが,さ らに小型化,
効率化を図るために,化 合物半導体ウエハに受発光素子と制
御回路用電子素子を一括製造する光電子集積回路の研究が進
められている。



2基 礎 技 術 一509一

光 記 録 媒 体

パ タ ー ン

情 報 処 理

知 能 処 理

(解説)

光ディスクは,単 位面積当たりの記憶容量が極めて大きく,
ゴ ミほこりに強いなどの利点があ り,デ ータセンター用ある

いは端末用の大容量ファイルとして期待できる。現在読取 り

専用については市販され,追 記型も実用化されているが,さ
らに利用分野を広げる書換技術,情 報転送の高速化等につい
て光磁気記録媒体,相 変態記録媒体の研究が進め られ て い

る。
光磁気媒体は,書 換えができるという磁性体の特徴と,高
密度記録ができるという光ディスクの特徴を兼ね備えた高密
度大容量 メモ リを実現できるものである。
相変態媒体は,物 質の結晶状態 と非結晶状態に対応し情報
記録を行うもので,記 録 ・消去ヘッドの簡略化,媒 体の経済
性等の点で優れている。

(研究動向)

第一世代光磁気ディスクドライブのサンプル供給の体制が

整い,シ ステム応用が検討されている。また,デ ータ転送速度
の向上,ア クセスタイムの短縮,オ ーパライ トを実現する

第二世代 ドライブを目標とする開発が進められている。
相変態媒体については,消 去特性,オ ーバライ ト特性につ
いて研究が進められている。

(解説)
パ ターン情報処理は,さ らには画像人間の自然なコミュニ
ケーション手段である音声や文字を用いてコンピュータの入
出力や交換機への信号送出等を可能にするための処 理 で あ
る。
(研究動向)
音声認識については,入 力された音声の周波数スペクトル
パターンを標準パターンと比較分析し,単 語を認識する方式

が研究されている。さらに連続音声の文節単位認識の研究が
進展している。
音声合成については,声 の個人性の消去やめい りょう度を
改善する研究,漢 字 ・仮名混じり文を解析して,読 みやアク
セン ト,イ ントネーションを付与し,朗 読できる装置が既に

実現されてお り,明 瞭度を改善する研究や男声,女 声等の表
現範囲を拡大する研究が進められている。文字認

識については,活 字漢字,手 書き漢字の認識技術が
急速に進歩し,現 在では筆跡の順序に着 目したオンライン手
書き漢字認識装置等の開発が進められている。さらに基礎的
に生物の視覚神経系をヒン トにして,高 度なパターン認識能
力と学習能力をもつシステムの研究も進められている。
画像認識については,二 次元情報から奥き行情報を抽出す
る研究や動画像認識の研究などが進められている。

(解説)
現在のコンピュータのように人が機械に合わせるのではな
く,言 語理解,学 習,問 題解決等の人間の知的行動の一部を

機械に代行させようとするのが知能処理である。(研
究動向)
知能処理技術の一貫として,推 論,自 然言語理解等の研究
が進められている。また,こ れらの技術を利用し,機 械翻訳
や,専 門家に代わるような高度な判断能力をもつエキスパー
トシステムの効率的な構造を可能とするエキスパー トシステ
ム構築支援システムの開発が進められている。



一510一 第6技 術 開発

3宇 宙通信システム

(1}宇 宙通信の現状

ア 国内の運用中の人工衛星及び打上げ計画(無 線局を開設す るもの)

資料6-4実 利 用 分 野

区 別

宇

宙

開

発

事

業

団

運

用

中

衛 星 ミ ッ シ ョ ン

技術試験衛星H型

(ETS-∬)

「きく2号 」

静止軌道への投入技術の習得,軌 道姿勢の測定

及び保持技術の習得,衛 星搭載機器の性能試験

等

静止気象衛星

(GMS)

「ひ まわ り」

地球大気開発計画(GARP)へ の参加協力,気

象衛星に関する技術開発

静止気象衛星2号

(GMS-2)

「ひ まわり2号 」

気象衛星に関する技術開発,気 象業務の改善

通 信 衛 星2号 一a

(CS-2a)

「さ く ら2号 一a」

通信衛星に関する技術開発.通 信需要に対処

通 信 衛 星2号 一b

(CS-2b)

「さ く ら2号 一b」

〃

放 送 衛 星2号 一a

(BS-2a)

「ゆ り2号 一a」

放送衛星に関する技術開発,

の難視聴解消等

静止気象衛星3号

(GMS-3)

「ひまわ り3号 」

気象衛星に関する技術開発,気 象業務の改善

放 送衛 星2号 一b

(BS-2b)

「ゆ り2号 一b」

放送衛星に関する技術開発,テ レビジョン放送

の難視聴解消等



3宇 宙 通 信 シ ス テ ム ー511一

の 人 工 衛 星 (61年度末現在)

重 量
軌 道

(kg)形 状 高
(、m則 傾(鍵)角

打 上 げ 打上げ時期
ロケット

130
静 止 軌 道

(東経1300)

N-152,2.23

315
静 止 軌 道

(東経160。)

デ ル タ

291452.7.14

(米)

296

道

　

軌

o。12経

止

東(

静

N-H56.8,11

347
静 止 軌 道

(東経132。)

〃 58.2.4

347
道

　

軌

ぴ13経

止

東(

静
〃 58.8.6

356

道

　

軌

ぴ経

止

東(

静
59.1.23

303
静 止 軌 道

(東経140。)

〃 59.8.3

350
静 止 軌 道

(東経110。)

〃 61.2.i2
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区 別

宇

宙

開

発

事

業

団

十二=ロ

画

衛 星 ミ ッ シ ョ ン

アマ チ ュ ア衛 星

(JAS-1)

(H-1ロ ケ ット性能確認用ペイ ロードの一部)

複数衛星打上げに関する基礎実験,ア マチュア

無線の中継

海 洋 観 測 衛 星1号

(MOS-1)

「も も1号 」

海洋面の色及び温度を中心とした海洋現象の観

測,地 球観測のための人工衛星共通技術の確立

技術試験衛星V型

(ETS-V)

静止三軸衛星パスの基盤技術の確立,次 期実用
衛星開発に必要な自主技術の蓄積,航 空機の洋
上管制,船 舶の通信,航 行援助,捜 索救難等の
ための移動体通信実験

通信衛星3号 一a

(CS-3a)

CS-2に よる通信サービスの継続,増 大 す る

通信需要に対処,通 信衛星に関する技術開発

通信衛星3号 一b

(CS-3b)

〃

静止気象衛星4号

(GMS-4)

気象衛星に関する技術開発,気 象業務の改善

放送衛星3号 一a

(BS-3a)

BS-2に よる放送サービスの継続,増 大かつ多

様化する放送需要に対処,放 送衛星に関する技

術開発

地球資源衛星1号

(ERS-1)

放送衛星3号 一b

(BS-3b)

合成開ロレーダーを用いた能動型観測技術の確

立,資 源調査,国 土調査等

BS-2に よる放送サービスの継続,増 大かつ多

様化する放送需要に対処,放 送衛星に関する技

術開発

技術試験衛星VI型

(ETS-VI)

H_Hロ ヶ ット試験機の性能確認,大 型静止三

軸衛星パス技術の確立,固 定通信及び移動体通
信並びに衛星間通信に関する高度の衛星通信の
ための技術開発及びその実験



3宇 宙 通 信 シ ス テ ム ー513一

重 量
(kg)

50

740

約550

約550

約550

約330

約550

約1,400

約550

約2,000

軌 道

形 状 磯、m馴 傾(斜度)角1

打 上 げ
ロケ ッ ト

円

〃

1,500

900krn

太 陽 同期

50

99

道

　

軌

ぴ15経

止

東(

静

道

　

軌

プー3経

止

東(

静

道

　

軌

ぴ13経

止

東(

静

静 止 軌 道

(東経140。)

静 止 軌 道

(東経llO。)

円
約565km

太 陽同期
約98

静 止 軌 道

(東経110。)

静 止 軌 道

H-1

2段 式

試験機

N-H

H-1

3段 式

試験機

H-1

〃

"

〃

〃

〃

H-H

試験機

打上げ時期

61.8.13

62.2.19

62年度

63年度

64年 度

65年 度

65年 度

66年度

67年 度
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資料6-5科 学 研 究 分 野

区 別

宇

宙

科

学

研

究

所

運

用

中

計

画

衛 星

第9号 科学衛星

(EXOS-C)

「おおそら」

試験惑星探査機

(MS-T5)

「さきがけ」

第lo号 科学衛星

(PLANET-A)

「す いせい」

第11号 科学衛星

(ASTRO-C)

「ぎ ん が」

第12号 科学衛星

(EXOS-D)

第13号 科学衛星

(MUSES-A)

第14号 科学衛星

(SOLAR-A)

磁気圏観測衛星

(GEOTAIL)

ミ ッ シ コ ン

中層大気の地球環境に及ぼす影響の究明及び大

西洋上の電離層プラズマ特異現象解明

M-3SHの 性 能 確 認,プ ラズ マ,ハ レーす

い星 の一 部 観測 等

惑星間プラズマ,ハ レーすい星の紫外領域にお

ける観測研究

活動銀河中心核のX線 源,X線 天体の精密な観

測

地球磁気圏におけるオーロラ粒子の加速機構及

びオーロラ発光現象等の精密観測

将来の惑星探査計画に必要となる軌道の精密標

定 ・制御等の実験的研究

太陽活動極大期における太陽フレアの高精度画

像観測

地球の磁気圏尾部の構造とダイナ ミックスに関

する観測研究



の 人 工 衛 星

3宇 宙 通 信 シス テ ム ー515-

(61年 度 末 現 在)

重 量
(kg)

210

工38

140

420

約300

約190

約400

約750

軌 道

高 度形 状
(km)

傾 斜 角(度)

だ 円
350

870

75

太 陽 周 回

〃

だ 円

長 だ 円

510

670

400

10,000

31

準極軌道

月 面 近 接 軌 道

略 円 600 31

二重月スイング・バイ軌道

打 上 げ
ロケ ッ ト

M-3S

M-3SH

〃

〃

〃

〃

ノ'

スペ ー ス

シ ャ トル

(米)

打上げ時期

59.2,14

60,1.8

60,8.19

62.2.5

63年 度

64年 度

66年 度

67年 度
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イ 諸外国の主要 通信 ・放送 衛星打上 げ実 績及 び計 画

資料6-6諸 外国の主要通信 ・放送

国 名 衛 星 名 打上げ
年 月

静 止
位 置 運 用機 関 目 的

ウ ェ ス タ ー ∬I

IV

V

1979.8 91。W

ウ ェ ス タ ン

ユ ニ オ ン 国 内 通 信1982.2 99。W

1982.6 123。W

サ トコ ム 皿R

IV

V

IR

■R

1981.11 132。W

RCA

ア メ リコ ム
〃

1982.1 83。W

1982.10 143。W

1983.4 139。W

1983.9 72。W

コ ム ス タ ー 皿1978.687。W

1981,2127。W

コ ムサ ッ ト

ゼ ネ ラル
"

米 国

A

C

D

3

3

3

1984.5120。W

1984。11

コ

シ

一

【

ズ

ケ
一

ニ
ズ

ユ

ユ
ン

ヒ

ミ

ヨ

ス
砂

更

ネ

G

ス

Gス タ ー 一ll985.5103。WGTE

-21986.3101。Wサ テ ラ イ ト 〃

ASC 一11985.8128。WASC 〃



3宇 宙通信システム 一517一

衛星の諸元(運 用中) (61年度末現在)

重 量

279kg

585kg

364kg

364kg

810kg

545kg

659kg

476kg

670kg

673kg

周 波 数 帯

(上 り)6GHz

(下 り)4GHz

(上 り)6GHz

(下 り)4GHz

(上 り)6GHz(
下 り)4GHz

(上 り)6GHz

(下 り)4GHz

(上 り)6GHz

(下 り)4GHz

(上 り)14GHz

(下 り)12GHz

(上 り)6GHz

(下 り)4GHz

(上 り)6GHz

(下 り)4GHz

(上 り)6,14GHz
(下 り)4,12GHz

(上 り)14GHz

(下 り)12GHz

(上 り)6,14GHz

(下 り)4,12GHz

中 継
器 数

12

24

24

24

24

10

24

24

24

16

24

姿勢安
定方式

ス ピ ン

〃

〃

〃

〃

〃

三 軸

〃

〃

打 上 げ 機

デ ル タ2914

デ ル タ3910/PAM-D

デ ル タ3910/PAM-D

デ ル タ3924

ア トラス/セ ン トール

デ ル タ391Q/PAM-D

STS/PAM-D

デ ル タ3910/PAM-D

STS/PAM-D

デル タ3910/PAM-D

ア リアン

ア リア ン

STS/PAM-D
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国 名 衛 星 名 打上げ 静 止
年 月 位 置 運用 機 関 目 的

サ ト コ ム Ku-21985.11

Ku-11985.12
ASC 国 内 通 信

TDRS 一11983
.441。W

追跡 ・データ中
NASA継(衛 星間通信)

及 び国内通信

マ リサ ッ ト

米 国

11976.215。W

■1976.6176.5。E

皿1976.1073。E

コムサ ット 海事通信及び
ゼネラル 政府用通信

ATS 一61974.5162。E NASA 通 信 実 験

ア ニ ク A31975.5104。W
テ レサ ッ ト

カ ナ ダ 国 内 通 信

カ ナ ダ

B1978.12109。W

3
2
1

C
C
C

〃 〃

1982.ll

1983.6

1985.4

117.5。W

繍1
〃 〃

DII982.8104。W

D21984.11109。W
〃 〃

ソ 連

ラ ドガ 1979.4

1980.2

1981.3

1981.10

85。E

35。E

35。E

85。E

ソ 連 政 府 〃

ゴ リゾ ン ト 1979.7

1980.2

1981.3

1981.10

85。E

35。E

14。E

53。E

ソ連 政 胤 イ
ン タ ー ・ス プ
ー トニ ク

国際及び国内
通信

エ クラ ン 1976～

1980
99。E ソ 連 政 府 放 送

モ ル ニ アI

H

皿

1965～

1982

1971～

1977

1974～

1982

周回軌道

〃

〃

ソ連 政 府,イ

ン タ ー ・ス プ
ー トニ ク

国内及び国際
通信

イ ン ドネ

シ ア

!、 フ ノ 、 A11976・783。E国 営 電 気 通 信 国 内及 び地 域

A21977.377。E公 社 通 信

B11983.6 108。E " 〃



3宇 宙通信システム 一519一

重 量 周 波 数 帯 中 継
器 数
姿勢安
定方式 打 上 げ 機

1 1 1 1

1,170kg (上 り)14GHz
(下 り)12GHz

16三 軸STS/PAM-D

2,268kg

327kg

(上 り)2.2,6,14,15GHz

(下 り)2,4,12,14GHz

(上り)16旙¥z

(下り)翻 盟z

STS/IUS

5ス ピ ン デ ル タ2914

1,347kg (上 り)6GHz,149MHz
(下 り)4GHz,135MHz

3 〃 タ イ タ ン皿C

296kg (上 り)6GHz
(下 り)4GHz

12 〃 ア ル タ2914

440kg (上 り)6,14GHz

(下 り)4,12GHz
18三 軸 デ ル タ3914

522kg (上 り)14GHz

(下 り)22GHz
16ス ピンSTS/PAM-D

635kg (上 り)6GHz

(下 り)4GHz

デ ル タ3920/PAM-D

STS/PAM-D

2,0Qokg (上 り)6GHz
(下 り)4GHz

6三 軸

2,000kg (上 り)6GHz
(下 り)4GHz

6 〃

2,000kg
(上 り)6GHz

(下 り)0.7GHz
正 〃

1,000kg
(上 り)1,4,1GHz

(下 り)0.8,3.4GHz

1,250kg(上 り)6GHz

1,500kg(下 り)4GHz

301kg
(上 り)6GHz

(下 り)4GHz
12ス ピン デ ル タ2914

625kg
(上 り)6GHz

(下 り)4GHz
24 〃 STS/PAM-D
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国 名 衛 星 名 葦男 静 止位 置 運 用機 関 目 的

イ ン テ ル サ ッ ト
1971。1～IV

1975.5

1975～】VA

1978

イ ン テ ル サ ッ
ト

国 際 通 信

イ ンテ ル

サ ッ ト
イ ソ テ ル サ ッ トV1980～

(海 事 用 中継 器1982～
も搭 載)

VA1985～

〃 〃

〃 〃

マ レ ッ ク ス

2

A

B

1981.1226。W ESA 海 事 通 信

1984,9176.5。E 〃 〃

ESAOTS 一21978 .510。E 〃 通 信 実 験

ECS-1

-2

1983.6 10。E
ユ ー テ ル サ ヅ

ト
地 域 通 信

1984.8 13。E

i 」

テ レ コムフ ラン ス 1-A1984.8

1-B1985.5

10。WPTT

7。W 国 内 通 信

ス
独
ンラフ

西
シ ン フ ォ ニ ー 11974.1211.5。W

HI975.855。E

フランス国立

宇宙開発セン
ター/西 独研

究技術省

地 域 衛 星
通 信 実 験

イ タ リア シ リオ ll977.8 ・兜 撃 研究鐡 通 信 実 験

イ ン ド イ ン サ ッ ト lBl983.894。Eイ ン ド宇 宙 省

放
観,象
信
気
通
び
内
及
国
送
測

SBTSブ ラジ ル 一11985 .270。W
-21986 .365。W

EMBRATEL国 内 通 信

ア ラ ブ
ア ラ ブサ ッ ト ー1Al985.219。Eア ラブ サ ッ ト 地 域 通 信 及 び

一1Bl985 ,626。E機 構 放送

MORELOSメキ シ コ
=錦;ll:11}}1:翻 ・キ・・政府 国 内 通 信

ナ ー ス ト

ラ リア

Aussat 一ll985 .8156。E
-21985 .lll60。E

Aussat 国内通信及び
放送
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重 量 周 波 数 帯 中 継 姿勢安
器 数 定方式 打 上 げ 機

720kg(上 り)6GHz

825kg(下 り)4GHz

12 ス ピ ン

20
ア トラ ス/セ ン トー ル

970kg (上 り)6,14GHz(
下 り)4,11GHz

27

(上 り)1.6,6,14GHz

(下 り)1.5,4,11GHz
29

ア トラス/セ ン トー ル三 軸

ア リア ン

1,100kg (上 り)6,14GHz

(下 り)4,11GHz
32 ', ア トラ ス/セ ン トー ル改

572kg
(上 り)1.6,6GHz

(下 り)1.5,4GHz
2 〃 ア リア ン

563kg

444kg
(上 り)14GHz

(下 り)12GHz
6 〃 デル タ3914

610kg (上 り)14GHz
(下 り)11GHz

9 〃 ア リア ン

650kg (上 り)6,8,14GHz
(下 り)4,7,12GHz

12 〃 ア リア ン

230kg
(上 り)6GHz

(下 り)4GHz
2 〃 デル タ2914

210kg (上 り)18GHz

(下 り)12GHz
ス ピン デ ル タ2313

1,150kg (上 り)6GHz

(下 り)4,2.6GHz
14三 軸STS/PAM-D

635kg (上 り)6GHz
(下 り)4GHz

24ス ピン ア リア ン

655kg
(上 り)6,6GHz

(下 り)4,2.5GHz

21{翻 三 軸 ア リア ン
STS/PAM-D

(上 り)6,14GHz

(下 り)4,12GHz
16ス ピンSTS/PAM-D

655kg
(上 り)14GHz

(下 り)12GHz

11(通 信)

4(放 送)
〃 STS/PAM-D
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資料6-7諸 外国の主要通信 ・

国 名

米 国

ソ 連

衛 星 名 打上げ 静 止
時 期 位 置 運 用 機 関 目 的

SBS-5 1988.5 SBS 国 内 通 信

ウ ェ ス タ ー
ウ ェ ス タ ン

87。W
ユ ニ オ ン

"

サ トコム
Ku-31989,10

Ku-41990.10

RCA

ア メ リコ ム

"

ABC
I

H

一

一

85。Wア ドバ ン ス ト

125。Wビ ジ ネ ス通 信

〃

ASC 一2
128。W

81。W
ASC 〃

Gス タ ー 31987.12 GTEサ テ ライ ト 〃

ア レ コ ム IC 〃 PTT 〃

スペ ー スネ ッ ト3Rl988.5 GTE
スペ ー ス ネ ッ ト

〃

ACTS 1992 NASA 通 信 実 験

ISI ll:鴫 瀞;鉛

RCA

ア メ リコム社

国 内 通 信

パ ンナ ムサ ヅ ト 1988.157。W
パ ンナ ムサ ッ ト

社
〃

Finansat
47。Wフ ァイ ナ ンシ ャ

178。Wル サ テ ライ ト社
〃

ColumbiaCQm
ミ

ン

コ

ヨ

ア

シ

ビ

【

ン

ケ

ロ

ニ

コ

ユ
社

Wび16

ユ
社

ミ

ン

コ

ヨ

【
シ

コ

【

ン

ケ
マ

ニ

E

E

O

O

O

O

7

ワ
`

1

〃

MaCawSpaceTech

ス タ ッ シ ョ ナ ー ・ 連 政 府 鵬 及び国際
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放送衛星の諸元(計 画中) (61年度末現在)

重 量

584kg

1,170kg

1,270kg

周 波 数 帯

(上 り)14GHz

(下 り)12GHz

(上 り)6GHz

(下 り)4GHz

(上 り)14GHz

(下 り)12GHz

(上 り)14GHz

(下 り)12GHz

(上 り)6,14GHz

(下 り)4,12GHz

(上 り)30GHz

(下 り)20GHz

(上 り)14GHz

(下 り)12GHz

(上 り)6GHz

(下 り)4GHz

(上 り)6,7GHz

(下 り)4,12GHz

(上 り)6GHz

(下 り)4GHz

中 継
器 数

10

24

16

20

24

姿勢安
定方式

ス ピン

〃

三 軸

24

6

12

打 上 げ 機

ア リア ン3

ソ連政府

STS/PAM-D

ア リア ン3

〃

〃

STS
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国 名

ソ 連

イ ンテ ル
サ ッ ト

フ ラ ン ス

西 独

英 国

イ タ リア

ス ウ ェー

デ ン

ESA

コ ロ ン ビ

ア

オ ー ス ト

ラ リア

イ ン ド

衛 星 名

ラ ウチ

ボ ル ナ

イ ンテ ル サ ッ トVA

イ ンテ ル サ ッ トVI

TDF 1

2

一

一

TV-Sat 2

DFS 1

2

一

一

UNISAT

ITALSAT

TELE 一X

オ リン パ ス

ECS 4

ECS 5

SATCOL I
H

Aussat 一3

INSAT
〃

C

D

I

I

打上げ
時 期

1988

1989～

1988.4

1989.9

1987.10

1990.2

1989。2

1988.3

1988

1988.11

1989.1

1987.8

1988.6

1987.8

【198・ ・

静 止
位 置

450E

58。E

85。E

90。E

l40。E

170。W

14。W

l5。W

25。W

26。W

45。E

58。E

85。E

l40。E

170。W

19。W

19。W

23.50E

28.5。E

31。W

13。E

5。E

19。W

10。E

75。W

754。W

164。E

運 用機 関

ソ 連 政 府

〃

イ ン テル サ ッ ト

〃

TDF

ド イ ツ 政 府

ユ ナ イ テ ッ ド

サ テ ラ イ ト

イタ リア政 府

ESA

ユ ー テ ル サ ヅ ト

〃

コロンビア電気

通信公社

Aussat

目 的

国際及び政府
用通信

海 事 通 信

国 際 通 信

〃

放 送

〃

国 内 通 信

通信及び放送

国 内 通 信

国内通信,放
送

通信 ・放送実
験

1地 域 通 信

〃

通信 ・放送実
験

国内通信及び
放送

通信 ・放送 ・
気象
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重 量

1,100kg

1,800kg

約

1,000kg

約

1,000kg

850kg

690kg

1,200kg

1,400kg

700kg

655kg

周 波 数 帯

(上 り)14GHz

(下 り)lIGHz

(上 り)1.6GHz

(下 り)1.5GHz

(上 り)6,14GHz

(下 り)4,11GHz

(上 り)6,14GHz

(下 り)4,11GHz

(上 り)17GHz

(下 り)12GHz

(上 り)17GHz

(下 り)12GHz

(上 り)14,30GHz

(下 り)12,20GHz

(上 り)14GHz

(下 り)12GHz

(上 り)30,50GHz

(下 り)20,40GHz

(上 り)14,18GHz

(下 り)12,12GHz

(上 り)14,17,30GHz

(下 り)12,12,20GHz

(上 り)14GHz

(下 り)11GHz

(上 り)6GHz

(下 り)4GHz

(上 り)14GHz
(下 り)12GHz

中 継
器 数

32

48

3

3

11

4(通 信)
2(放送)

9

2
(14/12)

8

14

24

11(通 信)
4(放 送)

姿勢安定
方式

三 軸

ス ピ ン

三 軸

〃

〃

〃

〃

〃

〃

ス ピン

打 上 げ 機

ア リア ン又 は ア トラス/セ
ン トール 改

ア リア ン

〃

〃

ア リア ン

ア リア ン3

〃

STS又 は ア リア ン

ア リア ン3
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資料6-8主 要な通信 ・放送衛星の静止軌道上配置

(61年度末現在)

メ

嵐

ゴ鳥 轟
ギャラクシー㌻ サ トコム

謬襟
難 ノノノ

㌧気
ノ/

、＼

へ

へ ・〆 ・
ノタ
ノムザ
ン み

＼み
,も

㍉ λ
蜴

イ

＼

.、㌔



② 宇宙通信の実用化

アCS-3及 びBS-3の 概 要

3宇 宙 通 信 シス テ ム ー527一

資 料6-9CS-3及 びBS-3の 概 要

区 別 CS-3 BS-3

開 発 の 目 的

①CS-2に よる通信サー

ビスを継続すること。

② 増大かつ多様化する通

信需要に対処すること。

③ 通信衛星に関する技術

の開発を進めること。

①BS-2に よる放送サー

ビスを継続すること。

② 増大かつ多様化する放

送需要に対処すること。

③ 放送衛星に関する技術

の開発を進めること。

静 止 軌 道 位 置 東 経132。 及 び136。 東 経llOの

重 量 約550kg 約550kg

トラン ス ポ ン ダ数12台(マ イ ク ロ波 帯2台,

(中 継 器 数)準 ミ リ波 帯10台)

3台+予 備3台

(いずれも14/12GHz帯)

伝 送 容 量
電話 級 換 算 約6,000チ ャ ン

ネ ル

カ ラ ー テ レビジ ョン

3チ ャン ネル

中 継 器 出 力4W 120W以 上

姿 勢 安 定 方 式 スピン安定方式 三軸安定方式

サ ー ビ ス エ リ ア

マイクロ波帯(日 本全土)

準 ミリ波帯(日 本本土(沖 日本全土

縄を含む。))

寿 命 約7年 約7年
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イCS-3及 びBS-3の 開 発ス ケジュール

資料6-10CS-3及 びBS-3の 開発スケジュール

鹸 55 56 57 58 591 60 61 62 63 64 65 66
67

CS-3

概念
設計
予備
設計

開

(基本・詳細繍 製作)倉
発

運 用
可

3a

至
げ

哩

倉.,

3b

至
げ

運 用

BS-3

概念
設計
予備
設計

一

開

(基本・詳細設計,製作)

発

倉
咽 圏 暉 咽

3a嘲

皇
げ

運

往
3b

用

運用
、

打上げ

ウ 通信 ・放送衛星機構

通信衛星及び放送衛星の利用推進に当たっては,有 限な資源である

静止衛星軌道及び周波数の計画的かつ効率的な利用を図ることが必要

であること,衛 星の管理等を行 うには資金及び技術力を結集すること

が効率的であること,ま た,衛 星の利用老の利害調整を図る必要があ

ることから,通 信 ・放送衛星機構法に基づき,54年8月,郵 政大臣の

認可を得て通信 ・放送衛星機構が設立された。

機構の主要業務は,次 のとおりである。

① 通信衛星及び放送衛星を他に委託 して打ち上げること。

② 通信衛星及び放送衛星の位置,姿 勢等を制御すること。

③ 通信衛星及び放送衛星に搭載された無線設備を,こ れを用いて

無線局を開設す る者に利用させること。

現在,機 構は,君 津衛星管制センターにおいて,CS-2及 びBS-2

の管制を行 っている。



㈲ 衛星通信の研究

3宇 宙通信システム

資料6-11衛 星通信の研究状況

一529一

通信方式

管 制

姿
及
テ

度
出

ン
御

精
検

ア
制

高
勢
び

ナ

マ ル チ ビ
ー ム ア ン

テ ナ

航空 ・海
上衛星技
術

壁分割多元 接続方式(TDMA)に 関 しては,降 雨減衰を考慮にいれた可変速度TDMAや 小容量
のためのTDMA方 式 が閉発されつつあ

る。小中容量通信に関しては,CS実 験期間(53～61年)に30/20GHz帯
で0.6～5mの システムが開発され,SCPC(FM,PSK),MCPC,TDM
さらにSSMA等 の方式により実験され,CS-2時 代に入ってからはそ
れらのうち一部が実用化された。実験としては,PSK-SCPC方 式 によ
りコンピュータ・ネットワーク実験が行われ,伝 送効率の向上や,誤 り
訂正(FEC,ARQ)等 ソフト面において種々の工夫がなされている。ま
た,同 報通信の分野として,新 聞紙面伝送の実験,CATV等 への画像
伝送の実験が行われてお り,こ の一環として,超 小型地球局(0,3m)シ
ステムが開発されている。さらに,衛 星自体の開発に関しては,来 るべ

き大容量大形衛星時代,ま た,高 度利用化の時代へ向けて,各 種マルチ
ビーム方式や トランポンダホッピング方式等の開発が行われている。

電波研究所は,周 回型の電離層観測衛星ISIS-1,2号,電 磁圏観測衛
星DE-1の 運用を行う一方,62年8月 に打ち上げられた静止衛星ETS
-Vの 管制設備の整備を行った。
ISISは,高 度50Qkmか ら3,500kmを,DEは500kmか ら26,000km
を飛 しょうする衛星であ り,電 波の伝搬に影響を与える伝搬媒質等の研

究を行うために,電 離圏から電磁圏に及ぶ観測データを取得するものであ
る。
61年 度は,ISIS衛 星の無人運用に加えてDEに ついても無人運用を

行った。
全世界測位システムGPS衛 星を利用した精密測位実験の準備として,

軌道及び測位解析のためのソフトウェアの基本開発を行った。

衛星通信,科 学探査の分野における通信需要の増大 と通信形態の多様
化に伴って,宇 宙通信にもミリ波～光波帯の狭ビームアンテナが用いら
れるようになると,従 来以上に精度のよい姿勢検出とアンテナ制御が必
要となる。高精度の姿勢検出 ・制御を行えば電波 ビームを狭めた リンク
ができるので,周 波数の空間的再利用となり,宇 宙空間での光通信等が

可能になる。
高精度姿勢検出は,レ ーザビーコンを用いることによって可能であり,
地上 レーザビーコンは静止衛星の高精度姿勢検出のみならず,光 宇宙通
信や高分解能地球観測での絶対位置較正にも利用できる。

マルチビームアンテナは,地 球局送受信設備の簡易化 ・経済化ととも

に,異 なるビーム間で同一周波数の多重利用により,通 信容量の増大を

実現できるアンテナである。
現在,電 波研究所においては,技 術試験衛星VI型 に搭載し,衛 星間デ
ータ中継実験を行うための2GHz帯 マルチビームフェーズ ドァレーアン

テナ及び将来の高度移動体衛星通信に必要な展開マルチビームアンテナ
の研究開発を進めるとともに,今 後の衛星用アンテナの高精度試験 ・解
析に必要な近傍界測定法に基づくアンテナ特性解析システムの開発を進
めている。

洋上にある船舶,航 空機 との通信には,主 として短波帯の電波が利用
されているが,こ れらの周波数帯は,電 離層反射を利用しているため,
電波伝播状態が不安定であり,デ ータ通信等新たな通信需要並びに通信
量の増大に対処することが困難である。

航空 ・海上衛星技術は,こ れらに対処するため,船 舶通信,航 空管制
通信等において,衛 星通信により安定かつ高品質な回線を確保するシス
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海
技
・
星
空
衛
航
上
術

ユ
ネ

一

ピ

・
ワ

ン

タ

ト

コ

一

ッ
ク

衛星によ
る高精度
時刻比較

衛 星 間
通信技術

テムであり,こ れまでに衛星搭載中継器,船 舶地球局,航 空機地球局及
び海岸/航空 地球局等 の開発を終了し,基 本特性試験等を行った。さら
には,超 小型メヅセージ通信機の開発を行った。また,陸 上移動地球局
についての開発も行っている。
62年8月 に打ち上げられた技術試験衛星V型(ETS-V)を 用いた通
信実験は,衛 星静止化後の同年秋から実験を行 う。

コンピュータ ・ネットワークの通信回線に衛星回線を用いると,地 球

局を設置するだけでどこからでもネットワークに参加でき,地 域格差の
ないネットワークを構成することができる。また,小 型地球局を用いる
ネットワークは,経 済的で構築が 容易であり,今 後の発展が期待 でき
る。

電波研究所では,ア ンテナ直径2rn程 度 の地球局及び通信制御装置に
マイクロプロセッサを用い,準 ミリ波帯SCPC1チ ャンネルを利用する多
元接続形衛星パケヅトネットワーク(MASPnet)シ ステムを開発し,衛
星通信の特徴である多元接続方式,同 報通信機能等を活用する通信 プ
ロトコルの開発及びネットワーク性能評価についてCS-2に よ り実験

研究を行っている。

国際原子時(TAI)の 高確度維持及び科学技術各分野における精密時
刻同期の必要性の増加等のため,国 際無線通信 諮問委員会(CCIR)や
国際電波科学連合(URSI)等 の場でも高精度時刻 比較への衛星利用研

究開発の促進が提唱されている。 電波研究所では,54年 以来,BS,CS
を用 いた国内での時刻比較実験を行ってきてお り,ま た,世 界測位シス
テム(GPS)に よる国際時刻比較を59年8月 から実施している。さらに,

静止気象衛星(GMS)に よる時刻比較 実験を60年6月 から豪州連邦産
業研究機構(CSIRO)と 開始している。
GPSは,米 国で開発中の測位衛星 システムで,原 子時計が搭載され
測距信号等を送信している。 また,GMSの 測距信号も時刻比較のため
に利用でき,ア ジア,オ セアニア地域内の国際比較が可能である。中国
上海天文台,韓 国標準研究所ともGMSに よる時刻比較実験を開始した。

今後はインテルサ ット通信衛星を利用したより高確度の国際時刻比較実験
を予定している。

宇宙通信に対するニーズの多様化及び高度化が進み,人 類の宇宙活動
が宇宙ステーション等を足掛か りにして一層拡大してゆ く状況下で,衛
星や宇宙機の間の情報通信システム,す なわち衛星間通信システムが重
要なインフラス トラクチャとなる。
そこで,67年 度 に 打 上 げ が 予定され てい る技 術 試験衛星VI型
(ETS-VI)に よ り,Sパ ン ド(2GHz帯)マ ルチビームアレイアンテナ
を用いた衛星間データ中継及び追跡実験,ミ リ波衛星問通信実験,及 び

光衛星間通信実験を行 うため,61年 度 からETS-W搭 載機器の開発研究
に着手 した。Sパ ン ドデータ中継 ・追跡実験システムはNASA及 び
ESAの デ ータ中継衛星 との適合性を図る こととしている。 ミリ波実験

装置は衛星間通信実験のみならず,衛 星を介して,地 上間のパーソナル
通信等に 関する実験も行 うことができ,新 しい 周波数帯の開拓に 資す
る。光は,将 来の大容量衛星間通信の手段として重要視されてお り,光
ビームの高精度指向技術などの基礎技術の確立を目指した実験を行 う計

画である。
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(1)デ ィジタル陸上移動通信方式

デ ィジタル陸上移動通信方式は,秘 話性の確保,信 号伝送の高速化,伝 送

路の透明性,シ ステム設計の柔軟性等の特徴を有 しており,ま た適用分野は

音声通信,非 音声通信,音 声 と非音声の複合通信に大別される。

実用化に当たっての課題は,次 のとお りである。

① フェージング対策技術の完成

② ディジタル通信固有の周波数有効利用技術の完成

電波研究所は,56年 度か ら研究に着手し,61年 度には,デ ィジタル信号処

理技術を活用した干渉波除去装置の開発並びに適応等化技術及び誤 り訂正技

術の検討を行 った。また,音 声符号化に関しては,各 種効率的な方式を実験

的に検討するとともに,陸 上移動通信に適した音声符復号装置を開発した。

② 準マイクロ波帯における陸上移動通信システム

郵政省では陸上移動通信用の 周波数帯 と して,準 マイクロ波帯(1～3

GHz)の 開発を59年 度から進めている。陸上移動用として準マイクロ波帯を

使用するためには,電 波伝搬特性,シ ステム構成等について技術的検討を行

う必要がある。このため,準 マイクロ波帯を使用した移動通信システムの一

例として 「蓄積交換機能を備えたマルチゾーン方式によるFDMAシ ステム」

を構想し,こ のシステムのネットワーク構成,回 線制御方式等の技術的条件

について検討を行 った。また,電 波伝搬データの収集,フ ェージング対策技

術等について,実 地試験,ハ ー ドウェアの試作等を検討している。

㈲ スペク トラム拡散地上通信方式

スペク トラム拡散通信方式は,無 線通信における電波の占有周波数帯幅を

積極的に拡大 させて伝送する通信方式であ り,送 信側では,情 報伝送のため

の通常の変調(1次 変調)を 行った信号を,さ らに,通 信の相手方 との間で

あらかじめ約束された一定の符号によって変調(2次 変調)し て伝送し,受

信側では,約 束された符号を用いて検波する場合にのみ,は じめの情報が受

信できるような方式である。特徴としては,秘 話性に優れ,千 渉に極めて強
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いことが挙げられる。

電波研究所は,59年 度から,車 載実験用周波数ホ ッピング方式スペク トラ

ム拡散通信装置(1次 変調:8周 波FSK)を 用 い て,都 市内野外走行実験

を実施している。その結果,マ ルチパスフェージング下において,良 好な誤

り率特性を示す こ とを 確認 した。また,多 元接続,初 期捕捉特性も測定し

た。これらの結果は従来の理論検討を裏付けるもので,ス ペクトル拡散方式

の様 々な特長を確認 した。

(4)40GHz以 上の電波利用の研究

40GHz以 上の周波数の電波は,降 雨により著しい減衰を受けるた め,こ

の周波数帯電波の利用には,降 雨減衰推定法の開発が必要である。

電波研究所では,52年 度から10か年計画で,こ の周波数帯における伝搬実

験を実施し,降 雨減衰特性の解明を進めてお り,本 研究 の 一部は,既 に50

GHz帯 の電波を使用す る無線局制度の新設に反映されている。61年 度 は,

ミリ波 ・光波伝搬実験データの解析公表を行った。また,ミ リ波帯電波のセ

ンシングシステムへの利用のための基礎散乱実験に着手 した。

個 高機能型無線呼出

高機能型無線呼出は,こ れまでの単なる呼出音による呼出しに加えて,数

字,文 字等の表示によりメッセージを伝送することが可能なものである。

高機能型無線呼出の信号方式には,諸 外国で実用化されているPOCSAG

方式,GSC方 式,D3方 式等があり,い ずれの方式 も信頼性,加 入者収容

能力において使用可能である。

資料6-12諸 外国で使用されている信号方式の概要

＼ ＼

＼
度

容

数

速

内

たけ

号

示

示

信

表

表

GSC

600b/s

英 数 字

10～20

GOCSAG

512b/s

英 数 字

10～20

D3

200b/s

数 字

10～20
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㈲ 大 容量 自動車電話 の導入

自動車電話 サー ビスは,現 在NTTに よ り提供 され,加 入者数 は 全国で

約10万(61年 度 末)に 達 してい る。 しか しなが ら,現 行 の方式 では,首 都圏

の収容能力の限界に近 づきつつあ る状況 にあ ることか らNTTは1988年 度

に大容量の 自動車電話 を導入す る予 定である。 また,新 規参入者 も1988年 度

サ ー ビス開始を 目指 し作業をすすめてい る。

(7}構 内無線局

構 内無線局は,工 場敷地 内,ピ ル内等,一 の構 内で行 う無線通信の需要に

こたえ るため創設 された ものであ り,需 要 の顕在化 した次の四つの システム

につい て導入 された。

① テ レメータ ・テ レコン トロールシステ ム

② データ伝送 システ ム

③ 構 内ペ ージングシステ ム

④ 移動体識別装置

構 内無線 局は,通 信可能な電 波の到達距離を200m程 度 とし,周 波数の繰

り返 し利用効率を高め るとともに,混 信がな く,公 平 に使用で きるよ うにす

るための装置(キ ャ リアセ ンス,送 信時 間制限装置,送 信装置識別装置)を

有 してい る。

(8}テ レビジ ョン同期放送

テ レピジ 。ン同期放送 とは,隣 接する複数 のテ レビジ ョン放 送局相互間で

互いの送信周波数 を一致 させ て放送す るシステムである。

郵政省は,テ レビジ ョン同期放送の実 用化 を検討 中であ り,61年 度は,同

期放送実用 モデル局 での実験を行い,同 期放送実 用のため の技術的条件を と

りま とめた。

(9)フ ァクシ ミリ放送

ファクシ ミリ放送 とは,写 真等階調 のあ る画像や文字情報を放送 し,受 信

端 末の記録紙に再生 させ るシステムで あ る。電気通信技 術審議会 で は,現

在,テ レビジ ョン放送の音声 第二副搬送波にフ ァクシ ミリ信号を重畳す る方
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式について審議を行 っている。61年 度は,デ ィジタル伝送方式によるファク

シミリ放送方式の開発を行った。

⑩EDTV(高 画質化テレビ)

EDTVと は,現 行のテレビジョン方式と両立性を保ちながら,ち らつき,

ゴース トをなくし,画 質を改善するテレビジョン方式である。放送技術開発

協議会(BTA)で は,EDTVの 技術方式について審議が行われてお り,63

年度中に開発完了 ・実用化を図る予定である。

側FM多 重放送

FM多 重放送とは,FM放 送電波にもう一つの独立した音声又はデータを

多重して放送するシステムであ り,米 国,欧 州では,専 門情報放送,デ ータ

放送等に使用されている。

電気通信技術審議会では,60年 度から技術的条件について審議を行ってお

り,こ れまでにFM多 重放送がFM放 送の受信に与える影響,多 重信号の

伝送特性等の調査等を行い,音 声放送1チ ャンネル及び文字放送1チ ャンネ

ルの伝送が可能であることが明らかにされた。

囮 放送衛星によるテレビジョン放送の有料方式

有料方式は,放 送視聴者が,特 定の放送番組の視聴を希望し,放 送事業者

と対価的契約を結ぶことによって放送サービスを受ける方式であり,衛 星放

送に適用が考えられている。

有料方式は,放 送信号にスクランブルをかけて送信するため,放 送電波を

そのままテレビジョン受像機で受信しても正常な放送受信ができない。その

信号を正常な画面に復元す るためには,放 送電波とともに送られて くる情報

を用いてスクランブルを復号す る必要があるが,こ の情報は,不 正に利用さ

れることを防 ぐため,通 常,暗 号化 され る。そして,契 約受信者のみが この

暗号を解 くためのか ぎをもつことによって,有 料放送番組を正常に受信でき

ることによる。

スクランブル方式等の有料方式に関する技術的条件については,BS-2b

を用いた実験の成果等を踏まえて電気通信技術審議会の答申が行われること
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となっている。

資料6-13有 料放送システムの概要

放 送 局

盤罷
コ ン ピュ ー タ

収納料金 (未納)

㈲ 放送衛星に よるデー タ伝送

我が国の衛星 テ レビジ ョン放送の方式 においては,音 声 を副搬送波方式 の

デ ィジタルチ ャンネルで伝送 してい る。 このデ ィジタルチ ャンネル(伝 送容

量2,048kb/s)で は テ レビジ ョン音声以外のデータも伝送で きる能 力を有 し

てお り,こ の伝送容量上 の余地(以 下 「データチ ャンネル」 とい う。)を 利用

して,他 の用途 のサ ービスに適用す る ことが技術的に可能 とな ってい る。

将来,こ のデータチ ャンネルを利用 したサ ー ビス としては,有 料 テ レビジ

ョン放送を実施す る際に必要 とな る 関連情報(料 金情報,加 入者情報),市

況情報,電 子新聞,パ ソコンソフ ト等 の伝送が考え られる。

デー タチ ャンネルを使用す る場合 の共通 データフ ォーマ ッ ト等 の共通的伝

送規格等 の技術条件については,BS-2bを 使 用 して行われる実験 の成果等

を踏まえて電気通信技術審議会の答申が行われ ることとなっている。
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資 料6-14デ ィ ジ タル チ ャ ンネ ル の 構 成

Aモ ー ド:FM放 送並 の品質,最 大4チ ャンネル(ス テレオ2チ ャンネル)

御

64

湘 音声1
320

音声2
320

音声3
320

音声4
320

固有 データ部

480

誤 り制 御

224

一(単 位kピ ソト/秒)　
最 少480kビ ッ ト/秒1

(音声4chを 伝 送 してい る状態)

一

最大1,760kビ'ト 、秒 〔TV音 声の ない状態)

Bモ ー ド コンパ クトディスク並 の品質,最 大2チ ャンネル(ス テレオ1チ ャンネル)

御

64

制 音声1

768

音声2
768

固有データ

224

誤 り制御

224

實最少224kピ
ット/秒i

(単位kビ ット/秒)

(音 声2chを 伝送 している状 態)

最 大1,760kビ ・・ト/秒(TV音 声 の な い 状 態)

〔14)ハ イ ビジ ョン

ハイ ビジ ョンは,現 行 のテ レビジ

く鮮 明で,

る テ レビジ ョン放 送であ る。

コン放送に比べて,は るかにきめが細か

しかもワイ ドな画面により迫力と臨場感にあふれた画面が得られ

ハイビジョンの規格については,国 際電気通信連合(ITU)の 国際無線通

信諮問委員会(CCIR)で 検討が行われてお り,こ れを受けて我 が 国でも電

気通信技術審議会でスタジオ規格,伝 送規格について審議を進め,CCIRに

対 して多 くの寄与をしてきた。61年5月 のCCIR総 会においては,日 本が提

案したハイビジョンのスタジオ規格が報告書の付録に 「新勧告の提案」 とし

て盛 り込まれることとな り,今 後はこれを基礎としてできる限 り早期に国際

規格の結論が得られるよう研究を促進することとなった。

電気通信技術番議会においても,CCIRの 検討状況をみなが ら,さ らに実

用化に向けての技術課題について審議を行 うこととしている。
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資料6-15現 行テレビジョン方式とハイビジョンのスタジオ規格の比較
～

ハ イ ビジ ョンの 勧 告提 案 現 行 テ レビジ.ン

走 査 線 数

ア ス ペ ク ト(横 縦)比

イ ン タ レ ー ス

フf一 ル ド周 波 数

1,125本

16:9

2:1

60Hz

525本

4:3

2:1

60Hz

(15)VLBIに よ る高精 度測位技術

VLBIは 同 じ電波源か ら輻射され る電波を遠 く離れ た二つの アンテナで独

立,同 時に受信 して,電 波が二つの アンテナに到達す る時間差 を超精密に測

定す るものであ る。

電波研究所は,58年 度 まで完成 したVLBIシ ス テムを用いて,59年 度 か ら

61年 度 の3年 度にわた り,日 米共同実験を実 施し,史 上初 めて,太 平洋上の

島 々が 日本列島へ接近 していることを確認 した。

この成果は,プ レー トテク トークス理論 の検証 として,長 期 的地震予知に

役立つ ものであ る。

圃 電波音波共用大気隔測装置(RASS)

RASS(RadioAcousticSoundingSystem)は,音 源 と ドプ ラ ・レーダと

で構成 されてお り,音 波面か らの レー ダ ・エ コーを受 信 し,そ の ドプラ周波

数 と音波面移動速 度の関係式か ら風 と気温 の高度分布を算定す る遠隔測定装

置であ る。

61年 度は,夏 期 と冬期 の2回 の実 験を行 い各 々最大 高度22.6km,11.5km

か らの レーダ ・エ コーの受信に成功 し自己の世界記録を更新 した。 また,冬

期の実験 では,高 度範囲4.7km～9.Okmの 気 温高 度分布を30分 毎 に 測定す

る43時 間連続観 測に成功 した。

これ らの成果か ら,RASSは 対 流圏 ・成層圏 の大気物理現象を解明する装

置 として有用であ り,天 気予報 等に も役立つ事が明か とな った。

㈲ マイ クロ波 リモー トセ ンシング
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電波によるリモー トセンシングは,通 信の分野 と並んで,電 波の利用分野

の大きな柱である。特にマイクロ波帯の電波を用いると,可 視 ・赤外域の光

を利用する場合とは異な り,昼 夜の別な く,天 候にもほとんど影響され るこ

とな く観測が可能 となる。

電波研究所では,電 波の有効利用の立場か ら,① 当所が開発 した航空機搭

載マイクロ波散乱計/放 射計等による宇宙からの降雨観測に関 す るNASA

との共同研究,② 海洋の油汚染監視用の小型 ・高性能な航空機搭載側方監視

レーダー(SLAR)の 研究開発,③ 海洋観測衛星(MOS-1)搭 載 マイクロ

波放射計(MSR)を 用いた検証実験,④ 多周波FM-CWレ ーダーによる

稲,雪 氷等のマイ クロ波散乱特性の研究等を進めている。

(18レ ーザ リモー トセンシング

レーザ リモー トセンシングとは,レ ーザ光と物質 ・物体や原子 ・分子等と

の相互作用を利用し,種 々の物質 ・物体や大気中の原子 ・分子等を測定する

ものである。

電波研究所では,光 化学スモヅグ発生時に,オ ゾンの三次元分布を測定す

る航空機搭載型炭酸ガスレーザ レーダーの開発と,レ ーザを局発光として,

太陽,光 のヘテロダイン検波を行い成層圏の大気汚染分子 と検出するための

基礎技術の研究を進めている。

5有 線伝送及び交換技術

(1)デ ィジタル伝送方式

ディジタル伝送方式は,音 声はもとより画像通信,デ ータ通信等の多様な

情報を経済的かつ高品質で伝送できる特長を有している。

ア ディジタル符号化方式

音声信号や映像信号の符号化方式として,PCM方 式の他伝送情報の帯域

圧縮を行 うADPCM方 式,フ レーム内,フ レーム問符号化方式,直 交変換,

ベクトル量子化等が開発されている。
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資料6-16符 号化方式等

方 式

PCM符 号 化

ADPCM符 号 化

フレーム内符号化

フレーム間符号化

直 交 変 換

ベ クトル量 子化

駒 落 し

可 変 長 符 号 化
ランレングス符号化

扱 う 信 号

音 声 信 号

映 像 信 号

概 要

音 声 信 号(電 話O.3～3.4kHz)を
64kb/s存 こ変換

音声信号を冗長度圧縮技術を利用し,
32kb/s以 下 または64kb/s(高 品質音

声)に 変換

本方式の適用により,約1/2に 圧縮

直接PCMで 符号化した場合(NT
SCカ ラーTV信 号で約100Mb/s)
に比較し,約1/5に 圧縮

本方式の適用により,約1/5に 圧縮
(コサイン変換の場合)

本方式の適用により,約1/10に 圧縮

本方式の適用により,約1/2～1/6に

圧縮(用 途により異なる)

本方式の適用により,約3/5に 圧縮

イ 多重化変換方式

資料6-17多 重化変換方式

装 置 概 要

スタッフ多重変換

同期 多重 変 換

デ ジ タル1次 群(1.5Mb/s)か ら2次 群(6.3Mb/s),2次

群 か ら3次 群(32Mb/s),3次 群 か ら4次 群(98Mb/s),4

次群 か ら5次 群(397Mb/s)へ 多 重 化 す る際 に適 用

交換機やデータ端末等からのディジタル信号を複数対地に
設定された各種伝送路に効率的 ・経済的に収容する際に適
用
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ウ 中継伝送方式

資料6-18主 な中継伝送方式

方 式 名 陣 用ケーブルの鞠1 チ ャ ン ネ ル 数

DP-1,5M

F-6M

F-32M

F-100M

F-400M

FS-400M

メ タ リ ッ ク ケ ー フ ル

光 フ ァ イバ ケ ー ブル

光 フ ァ イバ ケ ー ブル

光 フ ァ イバ ケ ー ブル

光 フ ァ イバ ケ ー ブ ル

海 底 光 フ ァイバ ケ ー
ブ ル

電話換算 24チ ャ ン 不ル

〃 96チ ャ ン ネ ル

〃 480チ ャ ン ネ ル

〃 1,440チ ャ ン ネ ル

〃 5,760チ ャ ン ネ ル

〃 5,760チ ャ ン ネ ル

工 加入者線伝送方式

資料6-19デ ィジタル加入者線伝送方式の種類

方 式 ケーブルの種類

2線時分割伝送方
式

加入者線ディジタ
ル多重伝送方式

メ タ リ ッ ク ケ ー ブ ル

光 フ ァイ バ ケ ー ブ ル
メタ リッ クケ ー ブ ル

概 要

2線 メタ リッ クケ ー ブ ル を使 用 し

た 信 号 速 度144kb/sの デ ィジ タ ル

双 方 向伝 送 方 式

(1イ ン タ フ ェー ス64kb/s×2十16
kb/s)

信号速度144kb/sの デ ィジタル加
入者線を最大60回 線多重化 してデ
ィジタル伝送を行う方式

オ データ伝送方式

資料6-20デ ータ伝送方式の種類

種 類 概 要

タ【デルタ
式
ジ
方
イ
送
デ
伝

高速ディジタル伝
送方式

デ ィジ タル デ ー タ交 換 網 及 び専 用 網 に よ り,
Mb/s)以 下 の デ ー タ伝送 を 行 う。

1次 群(1.544

高 速 デ ィジ タル 回線 に よ り,64kb/s～6.3Mb/sの デ ー
タ伝 送 を 行 う。
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② デ ィジタル交換

資料6-21 デ ィジタル交換機の開発経過

方 式 開発時期 概 要

D60

D70

XElO

57年 度

58年 度

58年 度

大局用の中継線交換機

加入者線交換機及び中継線交換機の両機能を
併合

西日本地域用の国際電話中継交換機

この他,開 発済又は開発中のディジタル交換機及び各種装置は,次 のとお

りである。

① 高度化 ・経済化したD60形 及びD70形 自動交換機(開 発済)

② ディジタル加入者線インタフェース機能を有するD70形 自動交換機

(開発済)

③ 小規模領域に適用できる遠隔制御交換装置(開 発済)

④ 通信処理用関門交換機(開 発済)

⑤ 大容量共通線信号中継交換機(開 発済)

⑥ 相互接続用関門交換機(開 発済)

⑦ 汎用マイクロプロセッサによる分散制御方式を採用したデ ィジタル国

際中継交換機(開 発中)
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6デ ー タ通信 システ ム

(1)デ ー タ交換

データ交換サ ー ビスには回線交換サ ービス とパ ケ ッ ト交換サ ー ビ ス が あ

り,い ずれ も通信速度は200b/s～48kb/sで あ る。

資料6-22デ ータ交換の種類と概要

種 類

回 線 交 換

パ ケ ッ ト交 換

概 要

加入者からのディジタル信号を,そ のまま多重化し,こ れを時

分割交換するもので,比 較的長電文,高 密度のデータ通信やファ
クシ ミリ通信に適している。

蓄積交換方式により加入者からのディジタル信号を,網 内でパ
ケ ットと呼ばれるあて名情報等を付した一定長のデータブロック
として転送するもので,比 較的短電文,低 密度の通信に適してい
る。

(2)情 報処理技術

ア ハ ー ドウ エ ア

資料6-23デ ータ通信システムのハー ドウェア技術の動向

種 類 概 要

本 体 系 装 置

通信制御処理装
置

周 辺 装 置

分散化,高 性能化がますます進展している。高速演算のために
はパイプライン方式,並 列処理方式等が用いられ,さ らにスルー
プット向上,保 守運用性,信 頼性等の向上のため,一 つのシステ
ムの中に複数のプロセッサをもつ複合 コンピュータ方式が開発さ

れている。
記憶装置にはVLSIが 用いられ,2段 バ ッファの記憶階 層 方
式が採用されるなど性能が向上している。

データ通信システムの融通性 ・拡張性に対処するために通信制
御機能を個別に実行する通信制御処理装置の開発が進められてい
る。

周辺装置は,大 別してファイル記憶装置と入出力装置に分けら
れる。ファイル記憶装置については,高 速化 ・大容量化が進めら
れてお り,1ス ピソ ドル当た り2ギ ガバイ ト以上の磁気ディスク
記憶装置や1装 置当た り数十～数百ギガパイ トの超大容量磁気記
憶装置, さらに低廉化の著しいLSIメ モ リを使用した半導体フ
ァイル記憶装置等の実用化が進められている。

また,高 密度化,小 型化による経済化を図った数百メガバイ ト
級の小型の磁気ディスク記憶装置が開発されている。
入出力装置は,さ らに,高 速化を目指す とともに,マ ンマシン
インタフェースの改善を目指 し,文 字 ・図形 ・音声等による入出

力装置の開発が進められている。
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資料6-24デ ータ通信システムのソ7ト ウェア技術の動向

種 類 概 要

技ス[ベタ【デ
術

ソフトウェア作

成及び維持管理
の効率化

不 ッ ト ワ ー ク ・

ア ー キ テ クチ ャ

複雑,大 量のデータを一元的に管理するためのデータシステム

の実現に当たって,デ ータの蓄積についての物理的配置や論理的

関係付けを行うデータベース定義機能,デ ータの検索,更 新及び

加工を行うデータペース操作機能等を備えたデータベース管理シ

ステム(DBMS)の 開発が進められている。

ソフトウェア量の飛躍的増大,保 守費の急増,プ ログラム要員

不足等の要因により,"ソ フ トウェアの危機"が 叫ばれて お り,

プログラムの生産性向上及び維持管理の効率化が重要となってい

る。

最 近 の デ ー タ通 信 シ ス テ ムは,各 種資 源 の分 散 及 び 共 用,シ ス

テム全 体 と し て の価 格 性 能 比 の 向上 等 をね らい と した ネ ッ トワー

ク化 の進 展が 著 しい 。

郵政 省 では 異 機 種 の コ ン ピ ュー タ相 互 間,コ ン ピュ ー タ端 末 間

の 相 互通 信 を容 易 に す るた め の ネ ッ トワー ク ・ア ーキ テ クチ ャ と

して コン ピ ュー タ ・コ ミ凸 ニケ ー シ ョン ・ネ ッ トワ ー ク ・プ ロ ト

コル(CCNP)を55年 郵 政 省 告 示 と して発 表 し,59年 に 改 正 を 行

っ た。

ウ 機 密 保 護

コン ピユータが社会活動 の中で ますます重要性を高めてい く中で,コ ンビ

凸一タシステ ムの安全対策が大 きな関心を呼んで お り,従 来の閉鎖 的システ

ムでは考え られ ない ような各種 の事故や障害が懸念 されてい る。

この よ うな事故 を未然に防止す るため,セ ンター,回 線 端末にわた り安

価で効果的な暗号化方 式,ま たDES(DataEncryptionStandard)方 式 や

公開鍵暗号化方 式等を含めた高度な暗号化方 式をは じめ,各 種 の技術開発が

積極的に進め られている。

㈲ デ ータ宅内装置

データ宅 内装置は,従 来は文字を中心 としていたが,現 在,文 字 のみでは
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な く図形,音 声,画 像機器等 の各種 メデ ィアを複合的に扱 う装置,さ らには

処理機能,蓄 積機能を充実した装置へと多様化してきている。

資料6-25デ ー タ宅内装置の開発動向

種 類1 概 要

出 力 装 置

文字認識装置

図形入出力装置

音声入出力装置

プリンタについては,情 報利用の高度化 ・多様化に向けて階調

記録,カ ラー記録技術の研究開発が進められている。

表示装置については,プ ラズマディスプレイパネル,発 光ダイ

オー ド,液 晶等を利用 した平板形ディスプレイの研究開発が進め

られている。

印刷及び手書きの英数字,カ ナ文字を読み取る光学式文字読取

装置が既に実用化されており,さ らに,高 性能化,低 価格化が進

められている。また,印 刷漢字や手書き漢字の読取装置について

も実用化に向けて研究が進められている。

カラー図形の出力が可能なカラーグラフィックディスプレイや

直線,円 等のような線図形の入力が可能な図形入力装置等が実用

化され,ビ ジネス用グラフィックスやCAD/CAMの 分野 で 利

用されはじめている。

音声入力装置については,荷 物の仕分けや数字情報の入力に用

いるもののほか,ワ ードプロセッサの入力装置等が実用化されて

お り,認 識率も十分なものとなっている。

音声出力装置については,電 話座席予約システムや銀行の振込

通知サービス等に活用 されている。これらは単音節編集の方式を

採用しているものがほとんどであり,めいりょう性に優れている。



7各 種通信 システム ー545-

7各 種 通信 システム

(1)フ ァ クシ ミリ通信

ファクシ ミリは,文 字,図 表,絵 画,写 真等を電気 的手段に よ り画素 に分

解 して伝送 し,そ の形 状,濃 淡等を原画 とで きるだけ近い状態で記録再現す

る通信方式 であ る。 ファクシ ミリは,原 画の再現 状態 によ り分類 され,原 画

を白情報 と黒情報の二 つの情報に分解 し,伝 達す る ものを模写伝送,白 情報

と黒情報の他に中間調情報を もつ ものを写真伝送 といい,さ らに最近では,

色 情報 も伝送す るカラー伝送が登場 して きた。

フ ァクシ ミリ通信 については,端 末一 端末 間で会話形通信を行 う一般 のフ

ァクシ ミリ通信 に加 えて,端 末一ネ ットワー ク,ネ ッ トワークー 端末 と一度

ネ ッ トワークに ファクシ ミリ信号を蓄積 して通信 を行 うファクシ ミリ通信網

システ ムが構築 され ている。 この蓄積形通信 に より,同 報通信,再 呼等 の多

彩 な機能の提供が可能 となるとともに,メ デ ィア変換に よ りコン ピューター

フ ァクシ ミリ間 の通信 も可能 とな った。

ファクシ ミリの標準通信方式に関 し て は,CCITTがG1,G2,G3,G4

機 に 関する勧告 を定めてお り,郵 政 省では,CCITT勧 告 に対応 し,G2(54

年10月),G3(56年12月),G4(60年3月)機iに 関す る推奨通信方 式を告示

してい る。

資料6-26フ ァクシミリ装置の分類

分 類 内 容

G2機

電話回線を使用 し,送 出する信号の帯域を圧縮する手段をもた
ない両側帯波変調を使用する方式

電話回線を使用し,符号化又は残留側帯波変調等の帯域圧縮技
術を使用する方式

G3機 電話回線を使用し,フ ァクシミリ信号の冗長性を抑圧する手段
をもつ方式

G4機
ディジタル回線を使用し,冗 長度抑圧符号化機能をもち,誤 り

制御技術を使用する方式
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② ビデオテ ックス通信

ビデオテ ックス通信 システムは,電 気通信 回線を利用 して文字図形等に よ

る豊富 な情報 を提供す るシステ ムである。

資料6-27ビ デオテ ックス通信方式の種類

種 類 概 要

CAPTAIN方 式

NAPLPS方 式

CEPT方 式

我が国が発表した方式で,フ ォトグラフィック図形表示,ジ オ
メ トリック図形表示及びモザイク図形表示が可能である。

北米標準案として発表された方式で,ジ オメトリック図形表示
を基本 としている。

ヨーロヅパ統一案として発表された方式で,モ ザイク図形表示

を基本としている。

③ テ レテ ックス通信

テ レテ ックス通信 は,文 書作成 ・編集機能及び通信機能を有す る端末装置

相互 間の文書通信 であ り,ワ ー ドプロセ ッサに通信機能を付加 して行 う通信

といえる。

テ レ ックスに比べた主な特徴は,次 の とお りであ る。

① 情 報の伝送速度が速い(電 話網で2,400b/s又 は4,800b/s,テ レ ッ

クスは50b/s)。

② 使用で きる文 字数が多い(約7千 字)。

③ 文 書体裁が優れてい る(伝 送す る文書がペ ージ単位)。

郵政省では,58年11月 に,CCITTが 定 めた欧文 テ レテ ックスの勧告を基

に,日 本語文書を も取 り扱 える日本語 テ レテ ックス装置に関す る推奨通信方

式を告示 している。

さらに,60年3月 に,文 書情報 と画像情報 の混在 した文 書の伝送が可能な

ミクス トモー ド通信につい て,CCITT勧 告 に準拠 した推奨通信方 式を告示

した。

(4)テ レ ライテ ィン グ

テ レライテ ィングは,電 話回線を用い,通 話 しなが ら同時に手書 きの任意
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の文字 ・図形を伝送す る新 しい通信サ ービスである。

テ レライテ ィングの特徴は,次 の とお りである。

① ファクシ ミリ,テ レテ ックスに比べ,そ の操作が容易である。

② 装置の構成が簡 易であ り低価格が期待で きる。

③ 伝送路 として加入電話回線が使用 できる。

我が国で発表 されている主 なテ レライテ ィング装置には,行 政用 オーデ ィ

オ グラフィー(郵 政省),ス ケ ッチホ ン(NTT),レ タ ーホン(KDD)が あ り,

こ のほか,電 子黒板 の ような大型の もの も開発 されてい る。郵政省では,60

年4月 に,テ レライテ ィング装置の標準 通信方式案を取 りま とめている。

〔5)電 子 メール通信

電子 メール通信 は,通 信網の蓄積 交換 機能 を利用 して,デ ー タ,文 書,画

豫等の メ ッセ ージ情報を伝達,配 布す るものであ り,し か も同報通信,時 刻

指定通信,メ デ ィア変換等高度な通信処理 を も可能 とす るものである。

国際的には,CCITTで メ ッセージ通信 システム(MHS)と し て 検討が

行われてい る。

郵政省では,59年 度 か ら電子 メール通 信方式 に関す る検討を行 ってお り,

60年10月 に,電 気通信技術審議 会において,CCITTのMHS勧 告 を基に,

パ ーソナル ・コン ピュータ用の電子 メール通信方式が取 りまとめられた。 こ

の通信方式は,網 経 由のメ ッセ ージの自動配送に加え,網 内の メールボ ック

スの利用 も可能な ものであ り,現 在,NTTPCコ ミュニケーシ ョンズ等 によ り

サ ービスが行われ てい る。 さらに,電 子 メール通信網 の網間接続 のため の通

信方 式が,昭 和62年5月 に,電 気通信技術審議会においてと りまとめ られた 。

{6)パ ー ソナ ル ・コンピュータ通信

パー ソナル ・コン ピュー タは,こ れ までそ の多 くが単体 と して使用 されて

きたが,最 近では電気 通信網 を介して通信端末 として利用 しよ うとす る動 き

がある。

このた め,郵 政省はパー ソナル ・コン ピュー タ通信 について検討を行 い,

59年 度 に,パ ー ソナル ・コン ピュー タ通信装置推奨通信方式を告示 した。
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この通信方 式は,OSI(開 放 型 システ ム相互接続)の 概念に準拠 して レイヤ

5ま でを規定 した ものであ り,パ ー ソナ ル ・コン ピュータ間 の通信 のみな ら

ず,フ ァクシ ミリや 日本語 テ レテ ックス装置,さ らには大型 コン ピュータと

の整合性 も考慮 したものであ り,異 機種パ ーソナル ・コン ピュータ間の通信

を可能 とした汎用性の高い ものであ る。

郵政 省では,パ ー ソナル ・コン ピュータ通信の普及,発 展を 図るため,60

年5月 に,パ ー ソナル ・コン ピュータ通信装置 の相互接続試験を実施 し,参

加12社 の 装置 間で相互通信が可能な ことを確認 した。

(7)画 像 応答 システム(VRS)

画 豫応 答システム(VRS)は,プ ッシュホ ン又は キーボー ドか ら画像 セン

タを呼び出 し,広 帯域 ケーブルを介 してセンタに蓄積 され てい る各種情報を

音声 付 カラー静止 画又は動画 テ レビジ ョン受像機 に映 し出す画像情報 システ

ムで ある。

資 料6-28

画 像 セ ン ク

静 止 画

ファイル

ム
リ
竃

ト
モ
フ
メ
装

画像応答システムの概要

入 力
装 置

音 声

フアイル

ム
リ
置

吟

一 一

映_P交

像

孟 換

動 画

フアイル

装

置

口
目
声

切

替

系

映像+音 声(下 り)

希ljそ缶P(上}♪)

端末

0モ ニタ

…:…。。 キ ー

パ ツ ド

⑧ テ レビ電話

音声 とともに映 像を用 いて通信を行 うテ レビ電話 については,45年 以 降モ

ニタテス ト等を実施 して きた。現在,ISDN時 代 の 有力な新サ ー ビス と し

て,各 種機能 の充実,経 済化等 システ ム全般にわた る技 術開発,検 討が進め

られ てい る。

(9)テ レ ビ会議

テ レビ会議は,双 方 向の映像,音 声,フ ァクシ ミリ,書 画 カメラ等の通信
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手 段 を利用 して,遠 隔地間で会議や打合せ等を行 うものであ る。CCITTに

お いては,今 研究会期(1984-1988年)か ら,テ レコンフ ァレンスの名称 で

研究が行われ てい る。 映鍛信号 の符号化方 式につ い て は,現 在6.3Mb/s,

1.5Mb/sの も のが実用化 されているが,さ らに符号圧縮 を 行 う384kb/s,

56～64kb/sの ものについても研究開発,国 際標準化作業が行 われ ている。

郵政 省では,昭 和61年 度 に,「 テ レコンファレンスシステムに関す る 調査

研究」 を実施 し,今 後 のテ レコンファレンスシス テムのイ メージ,シ ス テム

構築のための技術開発課題を と りま とめる とともに,こ れ らの成果 も踏 まえ

て,CCITTの 国際標準化活動に積極的に寄与を行 ってい る。

⑩ ホ ームバ スシステム

ホームバスシステムは,家 庭 内に現在 ある,ま たは今後導入 され るであろ

う各種情報通信機器 〔電話機,家 電 機器,AV(AudioVisual)機 器,セ キ

ュリテ ィ関連機器 等を含む〕を共通の伝送路に接続 して機器相互 間を有機的

に結びつけ,単 に家庭 内にとどまることな く,進 展す る社会の様 々な機能 と

融合 して,家 庭をネ ットワー クの一部 と位置づけて,家 庭 内外 のあ らゆ る情

報 を どこか らで も,い つで も,だ れで もが 自由に選択で きるシステ ムであ る。

資料6-29ホ ームバスシステムの概念図

ホームバス 情報コンセント
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8オ フ ィス ・オ ー・トメーシ ョン ・ネ ッ トワーク(OAネ ッ トワー ク)

(1)概 要

企業 等においては,事 務作業 の効率化を 図るため,フ ァクシ ミリ,ワ ー ド

プ ロセ ッサ,パ ー ソナル ・コンピュー タ等が導 入され,OA化 が 積極 的に推

進 され てお り,こ れ らOA機 器 をLAN(ロ ーカル ・エ リア ・ネ ッ ト ワ ー

ク)等 で結 んだ システムを実現 しよ うとす る動 きが活発 である。

資料6-300Aネ ・7トワークの形態

① スター ノー ド ② ループ 制御装置

③ リング

制御装置

接続装置等

④バス

② 動 向

ネ ットワークの構成に当たっては,PBX(構 内交換機)とLANが 重要な

構成要素 となっている。

PBXに ついては,そ の標準化 と通信網 の統合化,デ ィジタル 化 に伴 う

PBXと 通信網問の信号方式の高度化が課題 となっている。

LANに っいては,情 報流通の広域化に伴い,電 気通信網 との接続が重要

な課題となっている。

郵政省では,OAの ネ ットワーク化に関し,「OAネ ットワークに関す る

調査研究」を57年 度から2か 年計画で実施した。 この調査研究威果を受け,

59年度から,電 子メール通信方式に関する検討に着手するとともにLANと

電気通信網との接続についての検討を行った。
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9そ の 他の技術

(1)電 話 サー ビスの多様化技術

ニーズの高度化 ・多様化 に対応 し, 新 しい電話サービスの提供がされてい

る 。

資料6-31電 話サービスの多様化

サービスの多様

化

・ク レジ ッ ト通 話 サ ー ビス(自 動式)

。地 域 指 定着 信 課 金 サ ー ビス(フ リー ダ イ ヤ ルサ ー ビス)

・電 話 会議 サ ー ビス ・三 者 通 話(ト リオ ホ ン)

・PBXダ イ ヤ ル イ ンサ ー ビ ス ・高 度 電 話 番 サ ー ビス

・航 空機 電 話 サ ー ビス ・伝言 ダ イ ヤ ルサ ー ビス

・電 話 網 一 パ ケ ッ ト網 間 接 続 ・音 声 蓄 積 サ ー ビス

・電子化電話機(電 話機回路のLSI化)

・磁気カード専用公衆電話機 ・留守番電話機

・国際自即公衆電話機 ・コー ドレス電話機

・セキュリティ機能付ホームテレホン

・複合宅内機器(手 書 き文字情報や図形情報等マルチメディア

による情報伝達が可能)

② 通信網の安全 ・信頼性向上技術

情報化の進展に伴い,そ のインフラス トラクチャーとして電気通信ネット

ワークの安全 ・信頼性対策がますます重要となってきてお り,そ の対策とし

て,種 々の技術的検討及び施策が進められてきた。

地域災害,ビ ル単位の災害等による通信の途絶を回避iするため,通 信施設

の分散設置,伝 送路の多ルー ト化等の施策が進められている。

特定加入者への着信ふ くそ うや,災 害時等における特定地域への電話の異

常ふ くそうに対し,網 機能が最大限に発揮できるように,通 過する トラヒッ

クを制御する トラピック制御方式が導入されている。

また,難 燃化 ケーブル,非 常用可搬形交換装置,孤 立防止用衛星通信方式

等の開発も行われている。電気通信技術審議会から 「電気通信システムの安

全 ・信頼性対策の在 り方」についてのガイ ドラインが61年6月 に答申され,

これに基づき 「情報通信ネットワークの安全 ・信頼性基準」が62年2月 に制

定されたが,今 後はこれに沿って安全 ・信頼性対策が進められていくことと

な ろ う。
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(3)通 信用電源

電気通信ネットワークのデ ィジタル化の進展に対応して,よ り高品質で信

頼性の高い電力が必要とされるとともに,省 資源 ・省エネルギーの見地から

通信用電源システムの変換効率の向上,小 型 ・軽量化も強 く要望 さ れ て い

る 。

資料6-32通 信用電源の技術開発

ディジタル化へ
の対応

省資源 ・省エネ
ルギー対策

商用電源以外に
よる装置の開発

災害 防災対 策

保守作業の効率
化対策

・遠隔交換制御装置(RCS)の 可搬局で使用する電源装置と

して,高 周波整流技術を採用し,小 型 ・軽量化,高 効率化

を図った小容量整流装置の実用化が行われた。
・ディジタル交換機用コンバータとして用いられている変換

周波数の高周波化(200kHz),制 御回路のIC化 等の技術

を適用したパッケージコンバータの経済化を行い,導 入を

図った。

・インバータの経済化,効 率向上,小 型化を図るため,中 小

容量領域において,転 流点弧サイ リスタ・インバータに代

わ り,大 容量 トランジスタを主素子としたインバータの本

格導入が進められた。
・大容量領域において,GTOサ イ リスタを主素子としたイ
ンバータが実用化された。

・既に開発されている太陽電池式電源装置に加えて
,風 力エ

ネルギーを利用したダ リウス形風力発電装置について,試

験が実施された。

・高周波整流技術を採用し
,小 型軽量化を図った可搬形整流

器が実用化された。
・火災の発生延焼を防止するため,従 来の油入変圧器に代わ

り,小 型 ・軽量 ・高効率で,耐 燃性の高いモール ド変圧器

の導入が図られた。

・無人局舎の電力システムを遠隔で監視するための電力遠隔

集中監視システムの本格導入が進められた。
・自動試験運転機能や 自己診断機能を付与 した新 しいディー

ゼル機関発電装置の導入が図られている。

・停電時のバックアップ電源として用いられている鉛蓄電池

の容量を自動的に測定できる蓄電池容量試験装置の導入が

図られた。
・鉛蓄電池のメンテナンスフリー化を図るため

,爆 発性ガス

や酸霧が発生せず,補 液が不要な陰極吸収式シール鉛蓄電

池を実用化した。
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〔4)通 信 用土木

通信用ケーブル等を収容し保護するための通信土木施設には,管 路,マ ン

ホFル ・ハ ン ドホ ール,と う道等があ る。 これ らに関 しては,通 信事業 の進

展に伴 う量 的拡 大に加 えて,光 ファイバヶ 一ブル等 の新 しい技術の導入に伴

って,今 後 とも社会環境 との調和,信 頼性の向上,経 済性の向上 等を図る必

要があ り,そ れに対応した通信土木技術の開発が行われている。

資料6-33通 信用土木の技術開発

管 路 技 術

シー ル ド トン ネ
ル の施 工 技 術

ケーブルの敷設
・修理技術

路面を開削せずに管路の建設が可能な管推進工法(推 進管

径10～60cm),早 強性 レジンモルタルを使用 した自動 ライニ

ングによる自動推進方式が開発された。

開削による管路建設については,土 砂崩壊による人身事故

を絶滅するため,路 上から管接続の可能な差込式継手管路を

開発 し,掘 削構内に入らず,施 工できる工法の実用化が図ら

れた。

加入者地下配線方式についても,ハ ン ドホールの小型化,

長尺可とう管等が実用化され,さ らに地域環境との調和や工

事の経済化効率化について開発が進められている。

また,既 設の不良管路をエポキシ系樹脂により内面を充て

んし,設 備を不老化,長 寿命化する管内面ライニング工法の

実用化が図られた。

崩壊性地盤に適用可能な圧力平衡式シール ド工法の実用化

を図 り,ま た,管 路ととう道とを有機的に接続する管路分岐

工法の開発が進められている。

さらに,と う道内作業者の安全確保及び設備の維持 ・管理

を目的として,災 害の早期感知,設 備管理,入 出管理等が可

能なとう道管理システム(大 都市用,中 都市用)の 導入が進

められている。

海底ケーブルの敷設技術に関しては,航 行制御,ケ ーブル

敷設,工 事データ記録等をコンピュータで制御する敷設自動

化システムや,海 底調査装置を兼ねるケーブル埋設装置が実

用化されている。また,大 型化する漁具の使用に対して埋設

可能深度を水深50Qmま で拡大し,埋 設深度を増大するとと

もに,中 継器埋設用に海底掘削幅を可変とした新型埋設機が

開発された。
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㈲ 電波予報 ・警報

電波研究所は,あ らゆる太陽活動度,あ らゆる季節に適用できる月間電波

予報を総合して提供する 「日本中心の短波伝搬曲線集」を61年3月 に発行し

た。伝搬曲線の選択に必要な太陽活動度予報は,毎 日の伝搬状況を速報する

電波警報とともに,61年4月 に開始した自動応答電話サービスにより提供し

ている。

電波予報 ・警報の基礎となる太陽電波観測,電 離層観測等の資料は電離層

月報で出版公表するとともに,所 要の研究を引き続き行っている。

㈲ 周波数,時 刻及び時間間隔の標準

時間間隔及び周波数は,物 理基本量の一つであることと,こ れらの標準が

他の標準に比べ,高 確度化が達成されていることから,科 学,産 業,通 信,

交通,測 地等多 くの分野での利用も高度化しつつある。電波研究所では,国

家標準である原子周波数標準及び標準時(協 定世界時,日 本標準時)を 維持

し,こ れらの高確度高安定化 と精密計測及び国際比較法,標 準電波その他に

よる高精度供給並びに利用法等の研究開発を引き続き行っている。

(7)無 線設備の較正 ・性能試験

無線測定器の較正及び性能試験は,無 線局検査用,型 式検定用及び一般か

らの委託によるものなどを対象 としており,較 正範囲の拡大と精度の向上は

ますます必要 となっている。

資料6-34無 線設備の較正 ・性能試験の処理件数

(61年度)

区 別 件 数

較 正 正30

性 能 試 験 4

10基 準認証制度

認証制度は,通 信機器が技術基準に適合していることをあらかじめ確認す

ることにより,国 民が 通信機器を 利用する際に 必要 となる行政手続の簡素

化,通 信機器利用の促進及び行政事務の効率化を図るための制度であ り,電
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気通信に関 しては,技 術基準適合認定,技 術基準適合証明及び型式検定の認

証を実施している。

(1)技 術基準適合認定

端末機器を電気通信回線に接続するためには,そ の機器がある一定 レベル

の機能 ・特性を有す ることが要求される。その具備すべき機能 ・特性をとり

まとめたものが 「技術基準」及び 「技術的条件」で あ り,「技術基準」は,

郵政省令によって定められ,「技術的条件」は,第 一種電気通信事業者が 郵

政大臣の認可を受けて定められる。郵政大臣の指定を受けた指定認定機関で

ある(財)電 気通信端末機器審査協会が,端 末機器がそれらに適合 している

か否かを申請に基づいて審査し,適 合していることを確認することを 「技術

基準等適合認定」 と称している。

本認定を受けた端末機器は,そ の旨を表示するものとされてお り,こ の表

示が付された機器はネットワークへの接続に際して第一種電気通信事業者に

資料6-35端 末機器技術基準等適合認定状況

(61年度末現在)(累計)

分 類 件 数 分 類
t件 数

技術基準適合認定 2,071

電 話 機

構 内 電 話 機

ボ タ ン 電 話 機

そ の 他 の 機 器

658

lOO

291

1,022

技術的条件適合認定 796

専 用 回 線 端 末

フ7ク シ ミ リ通 信 端 末

回 線 交 換 端 末*

加 入 電 話 端 末

テ レ ビ 会 議 端 末

自動 車 電 話 端 末

船 舶 電 話 端 末

空 港 無 線 端 末

371

2

287

62

4

正9

6

7

そ の 他 の 機 器1 38

総 計2,867件

*パ ケ ッ ト交 換端 末 を含 む 。
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よる検査を受ける必要がない。

なお,機 器の設置及びネットワークへの接続のための工事については,原

則として工事担任者の資格が必要である。

(2)技 術基準適合証明

技術基準適合証明とは,小 規模な無線局に使用するための無線設備であっ

て,個 々の無線設備が電波法第3章 に定める技術基準に適合していることを

証明する制度であり,郵 政大臣の指定を受けた指定証明機関である(財)無

線設備検査検定協会により14種の無線設備を対象に実施されている。

技術基準適合証明には,無 線機器製造事業者が指定証明機関に無線設備を

持ち込んで証明を受ける方法(試 験申請)と,無 線機器製造事業老自らが作

資料6-36 技術基準適合証明(試 験申請)の 証明台数

(61年度末現在)(累 計)

機 種 台 数

船舶電話

航空機電話

自動車電話

MCA

SSB

デfジ タル無線

F3E等

無線標定

市民ラジオ

パ ー ソナ ル無 線

50GHzCR

コー ド レス 電 話

構内無線

合 計

6,150

88

IO2,373

122,326

135

o

53,069

1,248

413,954

1,571,378

917

65,202

856

2,237,696
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成 した技術基準適合説明書等の書類を指定証明機関に提出して証明を受ける

方法(書 面申請)と がある。

資料6-37 技術基準適合証明(書 面申請)の 証明台数

(61年度末現在)(累 計)

機 種 件 数

デ ィジタル無線 4

③ 無線機器の型式検定

無線機器の型式検定は,無 線機器製造事業者の製造する無線機器(1型 式

1台)に ついて試験し,国 の定める検定の条件に適合していることを確認し

て,同 一型式で製造された無線機器の性能を保証する制度であり,郵 政大臣

の行 う検定に合格することが義務付けられている義務検定と無線機器製造事

業者からの委託による任意検定の別がある。
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資料6-38無 線機器の型式検定合格機器の件数

(48年1月 ～61年12月)(累 計)

区 分 機 器 件 数

義務検定機器

任意検定機器

周波数測定装置

警急自動受信機

救命用無線設備の機器

航空機用無線設備の機器

無線方位測定機

船 舶用 レー ダ ー

気象援助用無線設備の機器

ミニサテライ ト局用送信装置の機器

公共 用 トラ ンシ ー バ ー

航空機無線電話用送受信機

自動車電話用送受信機

MCA陸 上移動局用送受信機

沿岸無線局用無線設備の機器

簡易無線局用無線設備の機器

遭難自動通報設備の機器

ラジ オ ・ブ イ の機 器

単側波帯送受信機

FM送 受信機

合 計

52

10

10

1

31

266

51

5

7

1

24

49

2

626

26

102

133

1,227

2,623

*船 舶用 レーダーには,義 務検定に該当するものと任意検定に該当するものとがあ

る。
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第7国 際機関及び国際協力

1国 際 機 関

(1)万 国郵便連合(UPU)

ア 概 要

UPUは,国 際連合の専門機関の一つで,郵 便業務の効果的運営によって

諸国民間の通信連絡を推進 し,文 化,社 会及び経済の分野における国際協力

に寄与することを目的とする政府間国際機関であり,1874年 に設立された。

我が国は,1877年 に これ に加盟 した。

イ 組 織

資料7-1UPUの 構成

(1987年3月 末 現 在)

大会議(総 会)

全加盟国(169)の 全権代表で

構 成され る最高の意思決定機

関,UPU諸 条約の改正,執 行

理事会及び郵便研究諮問理事

会の理事国等の選挙(原 則と

して5年 ごと)

執行理事会(CE)

大会議 から大会議 までの間に

おけるUPU頭 業の継 続 を確

保す るための機関(40か 国,

年1回)

委 貝 会

(10)

国際事務局

(※事務局長,※ 次長)

加盟国郵政庁のための

連絡,通 報及び諮問の

機関

口 ・常設・・
※印は選挙 され る職 にある者

郵便研究諮問理事会(CCEP)

郵便に関する技術上,業 務上,

経済上及び技術協 力上の諸問

題の研究機 関(35か 国,年1

回)

委 員

(7)
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ウ 活 動 状 況

資料7-2UPUの 活動状況

会 議陣 剛 場洲 討 議 事 項 等

執行理事会年次

会合

郵便研究諮問理

事会年次会合

1986年

4,23～5.8

1986年

10.20～31

ベ ル ン

(ス イ ス)

ベ ル ン

(ス イ ス)

1987年 連合予算の決定,国 際事務局職員

に対する俸給の調整,航 空運送基本料金

率の現行維持決定,そ の他大会議から付

託された研究の進ちょく状況の報告

大会議から付託された研究の進ちょく状

況の報告,ハ ンブルク宣言に基づき実施

された国際郵便送達日数調査 結果 の公

表,国 際 ビジネス郵便 シンポジウム及び

同サービスの実施に関する各種勧告の採

択

エ アジア=太 平洋郵便連合(APPU)

APPUは,UPU憲 章に基づき設立されている九つの限定郵便連合(地 域

的な郵便連合)の 一つで,ア ジア ・太平洋地域内における郵便業務の改善及

び協力関係の緊密化をその 目的としている。

現在,域 内のUPU加 盟国中21か 国が加盟 してお り,我 が国は,1968年 に

これに加盟 した。

(2)国 際電気通信連合(ITU)

ア 概 要

ITUは,国 際連合の専門機関の一つで,電 気通信の分野において広 く国

際的責任を有する政府間国際機関である。1865年 に万国電信連合として発足

し,我 が国は,1879年 にこれに加盟した。本部は,ス イスのジュネーヴにあ

る。
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イ 組 織

資料7-31TUの 組織図

(L987・年3月 末現 在)

無線通信主管庁会議

`世界及び地域}

全権委員会議

全加盟国政府(162か 国}の 会

議で最高の意思決定機関。条

約改正,管 理理事会の理事国

の選出等

管理理事会
41か国の代表で構成
侮 年会合)

匠 コ ・・繍
姿印は選挙される役員

電信電話主管庁会議

(世界及び地域)

調整委員会

事務総局畏を補佐する機関。

事務総局長,次 長,IFRB議 長

及び副議長,CCIR,CCITTの

両委員長で構成

国際無線通信諮問

委員会(CCIR)

無線通信技術上の問題を研
究,勧告をf1≡成〔※委員長)

専門事務局

総 会

(通常4年 ごとに開催1

各種研究委員会の会合

国際周波数登録
委員会 αFRB)

周波数及び静止衛星位置の
割当ての記録,登 録等を行
う(※委員5名1

専 門事 務 局

プ ラ ン 委 員 会

(世界及び地域)

国際電信電話諮問

委員会〔CCITT)

技術,運 用,料 金の問題を

研究,勧 告を作成催委員長)

耳門事務局

総 全

(通常4年 ごとに開催)

各種研究委員会の会合

現在の理事国〔41)

アルゼンティン,ブ ラジル,カ ナダ,コ ロンビア,米 国,メ キシコ.ベ ルー、

ヴェネズエラ,西 独,ス ベイン,フ ランス,イ タリア,英 鳳 スウェーデ7.
スイス,束 独,ル ーマニア,ソ 辺,ユ ーゴースラヴfア,ア ルジェリア.ヘ ナン,

カノルーン,エ ジプト,エティオビア,ケ ニア,モ ロッコ,ナ イジェリア,セ ネガル,

タンザニア,ザ ンビア,サ ウディ・アラピァ,オ ーストラリア,中 国,イ ンド,

インドネシア,[1本,ク ウェイト,レバノン,パ キスタン,フ ィリピン,タ イ
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ウ 活 動 状 況

61年 度においては,第41会 期管理理事会が1986年6月16日 から同27日 まで

の間,ス イスのジュネーヴ(ITU本 部)で 開催され,1987年 予算案,会 議 ・

会合計画,技 術協力等について審議が行われた。また,電 気通信 と宇宙空間

の平和利用に関する報告,電 気通信開発センターのア ドバイザ リー ●ボー ド

に関する報告等が行われた。

工 世界無線通信主管庁会議(WARC)

ITUの 主管庁会議の一つである 「放送業務に 分配された短波帯の計画作

成のための世界無線通信主管庁会議(WARC-HFBC)」 第二会期は,連 合

員116か 国等から約650名 が参加し,1987年2月2日 から3月8日 までの間,

スイスのジュネーヴで開催された。本会期は,第 一会期の結果を踏まえ,短

波放送の各国ごとの周波数割当計画を審議するものであったが,全 周波数の

40%に ついてのみ計画化することとし,そ の実施時期については1992年 の世

界無線通信主管庁会議(予 定)で 検討することとなった。また,将 来の単側

波帯方式(SSBシ ステム)の 導入が検討され,こ れについては,1990年 から

順次導入 し,2015年 までに完全に移行することを決定した。

オ 世界電信電話主管庁会議(WATTC)

世界電信電話主管庁会議準備委員会(PC/WATTC)は,1988年 のWA・

TTCで 採択が予定されている国際電気通信規則の草案を作成しており,第

3回 会合が1986年12月15日 から12月19日 までの間,ス イスのジュネーヴで開

催された。 この会合においては,現 在及び将来の電気通信技術の進歩,新 サ

ービスの導入等を考慮し,現 在の電信 ・電話規則の抜本的な見直しを行って

いるが,新 規則の適用範囲及び被適用主体等をめ ぐって各国の間で議論が交

わされた。



1国 際 機 関 一563一

力 国際無線通信諮問委員会(CCIR)

資料7-4CCIRの 活動状況

(61年 度)

会議名[期 間

第16回1986

総 会5.12～5,23

場 所

ドブ ロ フ ニ ク

(ユ ー ゴ ー

ス ラ ヴ ィ ア)

内 容

本研究期(1982～1986年)に 取 り

まとめられた勧告案,報 告案等の承

認,委 員長選挙及びSGの 議長,副

1謙 の指鱒

キ 国際電信電話諮問委員会(CCITT)

資料7-5CCITTの 活動状況

(61年 度)

会 議 名 期 間 場 所 内 容

SG皿1986

作 業 部 会 会6。17～6.26

合

神 戸 市 新業務規則及び付加価 値 業 務,

(日 本)ISDNの 料金と計算の原則に関する

検討

SGH1986

第2回 会 合9.8～9.1g

ジュネーヴ 電話網とISDNの 運用に 関 する

(スイス)検 討

SGXHl986

第2回 会 合9.9～9.11

ジュネーヴ 電気音響測定,電 話端末,伝 送品

(スイス)質 とオピニオンモデル,伝 送計画と

目標特性の審議

SGV旺1986

第2回 会 合9.2g～10.10

ジ ュネ ー ヴ デ ー タ通 信 網 に 関す るWP1-W

(ス イ ス)P5及 び スペ シ ャル ・ラポ ー ク ・グ

ル ー プの作 業 結 果 の 検 討及 び承 認

SGXV

第2回 会合

1986

10.20～10.31

ジ ュ ネ ー ヴ

(ス イス)

各種伝送方式の研究,WP1-W

P6の 作業報告の承認

SGXI1986

第2回 会 合IL3～1U4

ジュネーヴNo.7信 号方式並びに交換方式を

(スイス)担 当するWP1-WP6の 報告の検

討及び承認
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会 議 名

IGS

台会回2第

SG1皿

第2回 会合

SGX

第2回 会合

SGVI

第2回 会合

SGV

第2回 会合

WGS

合会回第

期 間

1986

11,18～Il.28

1986

12.1～12.12

1987

1.12～1.23

1987

3.9～3.i3

1987

3.16～3.20

1987

3.23-3.27

場 所

ヴ

)

一

ス

ネ

イ

ユ

ス

ジ

(

ジ ュ ネ ー ヴ

(ス イ ス)

ヴ

)

一

ス

ネ

イ

ユ

ス

ジ

(

ジ ュネ ー ヴ

(ス イ ス)

ジ ュネ ー ヴ

(ス イ ス)

ジ ュネ ー ヴ

(ス イ ス)

内 容

PC/WATTCの 検討。SG"S"の

活動の検討,WP1-WP4の 報告

の検討及び承認

SG"S"の 検 討 結 果 の 審 議,報 告

Rl-R2の 承 認,ISO,IEC等 関

連 組 織 との リエ ゾ ン

WP1-WP4の 進 ち ょ く状 況 の確

認,課 題4(AdvancedTermina1)

の 勧 告 草 案 の 審 議 。 課 題5(MML

フ ァン クシ ョ ン)の 勧 告 草 案 の審 議

屋外施設に関する課題に対する寄

書の検討,SGVIの 最終会合の準備

課題の進ちょく状況の確認,今 後

の作業計画

議長会合の報告,自 動 ・半自動網

の保守に関するWP1-6の 報告の

検討

ク 国際周波数登録委員会(IFRB)

資料7-61FRBの 活動状況

(61年 度)

会 議 名

WARGORBイ

ン フ ォ メー シ ョン会

合(第1回)

IFRBの 長期的将

来の見直しのための

専門家パネル

期 間

1986

5.5～5.7

1987

3.9～3.13

場 所

ジ ュネ ー ヴ

(ス イ ス)

ヴ

)

一

ス

ネ

イ
ユ

ス

ジ

(

内 容

WARC-ORBの 会期間作業の

進ちょく状況の報告,検 討等

電気通信の高度の発展に対応 し

たIFRBの 将来の見直 しのため

の検討
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(3)国 際 電気通信衛星 機構(INTELSAT)

ア 概 要

インテルサ ッ トは,国 際 公衆電気通信業務 に必要な宇宙部分(衛 星及びそ

の管制 等に必要な関連地上設備)を 加盟国,非 加盟国を問わず世界 のすべて

の地域 の政府,又 は政府が指定 した電気通信事業 体に提供す ることを主 たる

目的 とす る国際機関であ り、1987年3月 末現在の 加盟 国数 は113か 国 であ

る。

1964年8月 に暫定 的制 度として発足 した後,1973年2月,「 国際電気通信

衛星機構(イ ンテルサ ット)に 関す る 協定」及 び 「国際電気通信衛星機構

(イ ンテルサ ッ ト)に 関する運用協定」が発効 して恒 久的制度 と な っ て い

る。

両協定の うち,前 者は,イ ンテルサ ッ トに加盟す る国の政府が締結す る政

府 闘協定で,機 構の組織 等の基本的事項を規定す るものであ り,後 者は,イ

ンテルサ ッ トに 出資 してその運営 に参画す る国の政府,又 は政府が指定 した

電気通信事業体が署名す る協定 で,機 構の財政 ・運用 に関す る事項を規定す

るものである。我が国は,こ の電気通信事業体 としてKDDを 指 定 してい る。

インテルサ ットに対す る我が国の出資率は,1987年3月 末現在,最 も多い

米国(25.646408%)か ら数 えて4番 目の4.411518%と な っている。

イ 組 織

資料7-7イ ンテルサ ット構成機関の概要

機 関 概 要

締約国総会

署名当事者
総 会

主権国としての締約国に関する事項,イ ンテルサットの一般方針

及び長期目標等を審議することなどを任務としており,原 則的に2

年に1回 開催される。

インテルサ ットに出資してその運営に参画する国の政府,又 はそ

の国の政府が指定する電気通信事業体で構成されるものであり,イ

ソテルサ ットの事業活動に関する一般規則の制定,埋 事会から提出

される年次報告の審査,理 事会への代表資格の決定等を行うことを

任務としてお り,毎 年1回 開催される。
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機 関 概 要

理 事 会

事 務 局

インテルサ ットの宇宙部分の企画,開 発,建 設,運 用,維 持等,

イ ンテルサ ット運営に関する事項を遂行する中心的な機関であり,

少なくとも年に4回 の会合を開催することとなっている。

理事会の構成員は,1987年3月 現在,イ ンテルサットへの出資率

の大きさによって選出される署名当事者又は署名当事者の集団の代

表23名 と,出 資率に関係な く,ITUが 定 めた五つの区分地域にお

いて同一地域に属する5以 上の署名当事者からなる集団の代表5名

の計28理 事,103署 名当事者から構成されている。

インテルサ ットを法的に代表する事務局長を長として,理 事会の

方針及び決定に従ってインテルサ ット業務を管理,執 行する機関で

ある。

ウ システム構成

イ ンテルサ ッ ト・システムは,イ ンテルサ ッ トが所有す る宇宙部分 と各国

の政府又は政府が指定した電気通信事業体が所有する地球局とで 構成 され

る 。

資料7-8 インテルサ ット運用衛星の配置及び使用状況

(1987年2月 末現在)

区別 一一一一～ 一庭 剰 大 西 洋

衛 星

軌 道 位 置

V-A号

(F-10)

西 経
24.5度

V号

(F-4)

西経
34.5度

V号

(F-6)

西 経
18。5度

イ ン ト 洋

V-A号

(F-12)

東経
60度

V号

(F-5)

東経
63度

太平洋

V号

(F-1)

東経
174度

ア ン テ ナ 数 521 205 64

使 用 ユ ニ ッ ト 数 51,978 21,836 15,ll6

(注)ユ ニットとは,二 つの標準地球局間に4kHz相 当の電話双方向回線を設定す

るために必要な衛星の電力と帯域の単位であって,2ユ ニットをもって1双 方

向回線が設定される。
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工 活 動 状 況

資料7-9 インテルサ ットの活動状況

(61年 度)

会 議 期 間 場 所 討 議 事 項 等

署 名 当 事 者1986パ ナ

総 会4 .7～4,10(パ ナ マ)

第16回 会 合

マ ・理事会への代表資格を与える最小

出資率の決定

・年次報告の審査

理 事 会1986リ オ デ ジ ャネ イ ロ

第67回 会 合6.18～6.25(ブ ラ ジル)

・理事会議長にKDDの 西本氏選任

・軌道位置及びIFRBの 登録の検討

●パンナムサ ットシステムのシステ

ム間調整

理 事 会1986ワ シ ン トンD.C.

第68回 会 合9.ll～9.17(米 国)

・課金方針作業班会合報告

●パンナムサットシステムのシステ

ム間調整

理 事 会1986ワ シ ン ト ンD.C,

第69回 会 合12.4～12.11(米 国)

・1987年宇宙部分使用料の決定

璽パンナムサットシステムのシステ

ム間調整

・事務局長等の解任

理 事 会

第70回 会合

1987

2.17～2.20

ワ シ ン トンD.C.

(米 国)

・特別委員会の報告

・新事務局長立候補者の検討

理 事 会1987ワ シ ン トンD.C.・ 事 務 局 長 の選 任

第71回 会 合3.11～3.18(米 国)・1986年 決 算報 告

(4)国 際海事衛星機構(INMARSAT)

ア 概 要

インマルサ ットは,海 事通信を改善するために必要な宇宙部分(衛 星及び

その管制等に必要な関連地上設備)を すべての国籍の船舶による使用のため

に開放 し,こ れにより海上における遭難及び人命の安全に係る通信,船 舶の

効率及び管理,海 事公衆通信並びに無線測位能力の改善に貢献することを目

的とした国際機関であ り,1987年3月 末現在の加盟国は48か 国である。

1979年7月 の 「国際海事衛星機構(イ ンマルサ ット)に 関する条約」及び



一568一 第7国 際機関及び国際協力

「国際海事衛星機構(イ ンマルサ ット)に 関する運用協定」の発効に伴い発

足 した。

同条約は,イ ンマルサ ットに加盟する国の政府が締結す る政府間条約で,

機構の組織等の基本的事項を規定してお り,ま た,同 運用協定は,イ ンマル

サ ットに出資してその運営に参画す る国の政府,又 はその国の政府が指定 し

た権限ある事業体が署名す る協定であ り,機 構の財務 ・運用に関する事項を

規定している。 我が国は,こ の権限ある事業体としてKDDを 指定してい

る。

インマルサ ッ トに対す る我が国の出資 率は,1987年3月 末現在,最 も多い

米 国(28.59735%)か ら数えて4番 目の8.67129%と な ってい る。

イ 組 織

資料7-10イ ンマルサット構成機関の概要

機 関i 概 要

総 会

理 事 会

事 務 局

「インマルサ ットに関する条約」を締結 したすべての国の政府で

構成されるものであり,原 則として2年 に1回 開催 される。

主として機構の一般方針,長 期目標等を審議す ることなどを任務

としている。

1987年3月 末現在,イ ンマルサ ットの出資率の大きさによって選

出された署名当事者又は署名当事者の代表18名 と,地 域代表の原則

を尊重することを確保するよう出資率にかかわりな く総会によって

選出された署名当事者の代表4名 とで構成 されている。

理事会は,イ ンマルサッ ト宇宙部分の企画,開 発,建 設,運 用,

維持等,イ ンマルサ ット事業の運営について責任 と権限をもつ機構

の中心的機関である。

インマルサ ットを法的に代表する事務局長を長 として,理 事会の

方針及び決定に従ってインマルサット業務を管理,執 行す る機関で

ある。
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ウ システム構成

イ ンマルサ ッ ト・システムは,大 西洋海域 を欧州宇宙機 関(ESA)か ら リ

ースしたマ レックス衛星 ,イ ン ド洋及び太平洋海域をイ ンテルサ ッ トか ら リ

ースしたイ ンテルサ ッ トV号 衛星に搭載 の海事通信サ ブシステム(MCS)で

各 々カバ ーしている。

なお,イ ンマルサ ッ ト・システムを利用 して海事通信を行 ってい る船舶等

は,1987年3月 末現在 で,87か 国 の5,442隻 で ある。

資料7-11 イ ンマルサット運用衛星の配置

(1987年3月 末現在)

扇　一讐
衛 星

軌 道 位 置

大 西 洋

マ レ ヅ クスB2

西 経26度

イ ン ド 洋

イ ンテ ルサ ッ ト

V号(F-5)

東 経63度

太 平 洋

イ ンテ ル サ ッ ト

V号(F-8)

東 経180度

工 活 動 状 況

資料7-12イ ンマルサットの活動状況

(61年 度)

会 訓 期 間 場 所 討 議 事 項 等

会事理

合会回24第

会事理

合会回25第

会事理

合会回26第

1986

7,3～7.10

1986

10.29～ll。5

1987

3.25～4.1

ロン ドン

(英 国)

京 都

(日本)

ロン ドン

(英 国)

・第2世 代衛星運用計画

・航空衛星通信サービス

・第2世 代衛星運用計画

・宇宙部分の課金方針

・使用量に基づ く出資率の決定

・1986年 決算報告

●システム間調整
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(5)ア ジア ・太平洋電気通信共同体(APT)

ア 概 要

APTは,ア ジア ・太平洋地域における電気通信の開発促進及び地域電気

通信網の整備を主たる目的としており,1976年3月 の第32回ESCAP総 会に

おいて設立憲章が採択された。我が国は1977年11月25日 に同憲章の受諾書を

寄託した。同憲章は,APT本 部所在国であるタイを含む7か 国の批准書又

は受諾書が寄託されて1979年2月 に発効した。

APTは 国際電気通信条約(1982年 ナイロビ)の 規定に合致する地域的電

気通信機関であ り,1987年6月 末現在,加 盟国21か 国,準 加盟国1か 国及び

賛助加盟員11事業体から構成されている。

イ 組 織

資料7-13APT構 成機関の概要

機 関 概 要

総 会

管 理

委 員 会

事 務 局

APTの 最高機関であ り,す べての加盟国及び準加盟国で構成 され,

3年 ごとに通常会期として,ま た,必 要がある場合には臨時会期 とし

て会合する。

APTの すべての加盟国及び準加盟国で構成され,総 会が決定する

方針及び原則並びに総会が与える特定の指示を実施に移す機関であり,

毎年1回 会合が開催される。通常の活動の一つとして現在九つの常設

スタディ・グループ(SG)と 二つの特設スタディ・グループ(SSG)

を設置してお り,電 気通信に関する調査 ・研究を行っている。

APTの 首 席の管理職員である事務局長並びに事務局次長及び管理

委員会が必要と認める他の職員で構成されている。我が国は,APT

の創立以来引き続き事務局次長を派遣するとともに,政 府ベースの長

期専門家2名 を事務局に派遣 している。
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資料7-14APTの 活動状況

会 議 等 期 間 場 所 我 が 国 の 貢 献 等

光 フ ァイ バ ケ ー

ブル伝 送 シ ス テ

ム ・セ ミナ ー

PC-WATTC'88

セ ミナ ー

1986

4.1～4.3

1986

7.8～7.11

パ タ ヤ

(タ イ)

バ ン コ ク

(タ イ)

日本 の寄 与 文 書:

・日本 にお け る光 フ ァイ バ設 備 の建

設 ・保 守

・OS-280M光 フ ァイ バ海 底 ケ ー ブ

ル ・シ ス テ ム

・高 速 光 フ7イ パ 伝送 シ ス テ ム

・光 ファ イバ 海 底 ヶ 一ブ ル ・シ ス テ

ム

・国 内伝 送 路 の 光 フ ァイ バ 伝送 の 応

用

・海 底 ケ ー ブル に お け る光 ファ イバ

伝 送 の 応 用

・地 域 網 に お け る光 フ ァイ バ伝 送 の

応 用

・最 近 の 光 フ ァイ バ技 術

・軸 調 整 型 単 一 モ ー ド ・フ ァイ バ 融

着 器

・分 散 シ フ ト・フ7イ バ の近 年 の 発

達

・高 信 頼度 光 フ ァイ バ ケ ー ブル とパ

ワ ー分配 網 シス テ ム

1988年 に開催される世界電信電話主

管庁会議に向けて新たな電気通信規則

を審議するために設置された準備委員

会に向けての準備のための会合として

開催,我 が国は,次 の事項について解

説を行った。

・収納料金の不均衡排除努力

・計算料金の見直し

・貨幣単位

・計算料金に対する税金

・業務用及びフランキング ・プリビ

レツジ通信
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会 議 割 期 剛 場 所 我 が 国 の 貢 献 等

デ ー タ 通 信 セ ミ1986ハ ン コ ク

ナ ー826～8.28(タ イ)

基調講演:APT諸 国におけるデータ

通信の発展方策

日本の寄与文書:

・NTTの デ ータ通信システムの現

状と将来展望

・地方におけるCAPTAINシ ステ

ム

・公衆電話網経由の公衆パケットデ

ータ網のアクセス

・ISDNに おけるデータ通信

・日本のビデオテ ックス・サービス

と"HITPAX"

第1ス タデ ィ ・

グ ル ー プ会 合

(第6回)

1986!・ ン コ ク

10.13～(タ イ)

10.18

日本の寄与文書:

・国際電気通信網のデ ィジタル化戦

略に関する質問書についての報告

・地域衛星通信に関する質問書につ

いての報告

・パケット交換技術とその応用

・通信システムの地上 ・衛星間 リン

クに関する電波伝搬特性

・ルーラル通信網の構築

・伝搬実験後のデ ィジタル ・マイ ク

ロ波の導入

第2ス タ デ ィ ・

グル ー プ会 合

(第6回)

1986

10。13～

10。18

バンコク 日本の寄与文書:

(タ イ) ・ディジタル網の運用 ・保守の哲学

・NTTに おける電力線からの誘導

効果に対する電気通信線の保護方

法

第lo回 管理委員

会

1986

11,19～

11.26

パ ソ コ ク

(タ イ)

i

1987年 の業務計画が決定されるとと

もに,九 つの研究委員会(SG)及 び二

つの特別研究委員会(SSG)の 設置が

決定された。また,次 期事務局長及び

管理委員会副委員長が選出された。
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16)国 際 連合 アジア ・太平洋経済社会委 員会(ESCAP)

ア 概 要

ESCAPは,国 連経済社会理 事会 の監督下にあ る地域経済委員 会 の 一 つ

で,1947年3月 に設立され た国連 アジア極東経済委員会(ECAFE)の 名称

が 変更 され(1974年9月),現 在 に至 っているものであ る。

ESCAPの 本 部は タイのバ ンコクにあ り,ア ジア ・太平洋地域の経済 ・社

会 開発 の促進のための協力をは じめ,こ れに関する調査 ・研究 ・情報交換等

を行 ってい る。1987年6月 末現在の加盟国は,域 内国42か 国(う ち準加盟 国

9か 国),域 外 国5か 国の計47か 国である。

なお,我 が国は1952年 に準加盟国,1954年 に加盟 国 とな った。

イ 組 織

ESCAPに は,総 会の下部機構 として,九 つの常設委員会があ う,そ の一

つである海運 ・運輸通信委員会 の運輸 ・通信 ・観光 ウイ ングは,隔 年 ごとに

開催 され,そ こでは域内の電気通信及び郵便 の開発 に関す る技術及び経済関

係の諸 問題 の討議及び勧告を行 い,そ の実施状況について検討が行われ てい

る。

ウ 活 動 状 況

61年 度においては,第43回 総 会が1987年4月21日 か ら4月30日 ま での間,

タイのバ ン コクにおいて開催 された。 同総会においては,「 ア ジア ・太平洋

におけ る人造 り:政 策選択」 を主要 テーマとして採 り上げ,地 域の経済 ・社

会 開発 のための人造 りの重要性,技 術を十分に使 いこなせ る人 材の層を厚 く

す る 「人材養成」,開 発途上国におけ る経済 ・技 術協 力のあ り方等 について

討議が行われ,今 後,こ れらの活動の実現及び一層 の促進を図 ることが合意

された。
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(7)国 際海事機関(IMO)

ア 概 要

IMOは,海 運に影響のあるすべての種類の技術的事項について国際協力

を促進す ることを目的として設立された国際連合の専門機関の一つであ り・

政府間海事協議機関(IMCO)の 名称が変更され(1982年5月),現 在に至っ

ているものである。

我が国は1958年3月 に加盟 してお り,1987年3月 末現在の加盟国数は準加

盟国を含め130か 国である。

イ 組 織

IMOは,総 会,理 事会,各 種委員会及び機関が必要と認める補助機関並

びに事務局で構成されている。無線通信に関する事項は,主 として,海 上安

全委員会及び無線通信小委員会で審議されてお り,現 在,1991年 の導入に向

けて,「 全世界的な海上遭難安全制度(GMDSS)」 の審議に重点を置いてい

る。

ウ 活 動 状 況

資料7-151MOの 活動状況

(61年度)

会 議 期 間 場 所 討 議 事 項 等

第31回

無線通信小委員

会

第53回

海上安全委員会

第32回

無線通信小委員

会

1986

4.14～4,18

1986

9.8～9.17

1986

12.1～12.5

ロン ドン

(英 国)

ロ ン ドン

(英 国)

ロ ン ドン

(英 国)

・FGMDSSの 搭載要件案の一部修正

・FGMDSSの 段階的導入計画案の作

成

・無線設備の性能基準案の作成

・無線設備の性能基準案の承認

・FGMDSS導 入の法的手続の検討

・SOLAS条 約新IV章 改正予備草案の

作成

・GMDSSの オペレータの職務の検討

一Lバ ン ドEPIRBの 検討
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(8)国 際民間航空機関(ICAO)

ア 概 要

ICAOは,国 際民間航空の安全かつ秩序ある発展及び国際航空運送業務の

健全かつ経済的な運営を目的に設立された国際連合の専門機関の 一 つ で あ

る。

我が国は1953年10月 に加盟国となってお り,1987年3月 末現在の加盟国数

は156か 国である。

ICAOの 主要な任務には,航 空通信の要件,無 線設備の技術基準,航 空通

信に分配された周波数の使用等について,国 際的な統一基準を設定すること

が含まれてお り,こ れらの具体的な内容は,国 際標準 ・勧告方式として国際

民間航空条約の附属書に規定されている。

イ 組 織

ICAOの 組織は,総 会,理 事会,事 務局のほか,そ れぞれの分野における

専門的な活動を行 う各種委員会や,地 域航空会議等の補助機関により構成さ

れてお り,無 線通信に関する事項は,主 として,航 空委員会及びその下部機

関である通信部会等で審議され,そ の結果を理事会に勧告,助 言することに

なっている。

ウ 活 動 状 況

資料7-161CAOの 活動状況

(61年度)

会 議 期 間 場 所 討 議 事 項 等

第ll2回

航 空 委 員 会

第3回

将来の航法シス

テム特別委員会

会

回

事
m第

理

1986

4.28～6.27

1986

11.3～

ll.21

モ ン ト リオ

ー ノレ

(カ ナ ダ)

モ ン ト リオ

ー ノレ

(カ ナ ダ)

1987モ ン ト リオ

2.23～3.27一 ノレ

(カ ナ ダ)

・通信手続に関する国際民間航空条約

第10附 属書第2巻 の改正の検討

・将来の航空通信 ・航法 。監視システ

ムの国際標準化の検討

・航空通信に関する国際民間航空条約

第10附 属書第1巻 及び第2巻 の修正

案採択
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(9)経 済協力開発機構(OECD)

ア 概 要

OECDは,1961年 に発足した西側先進工業国間の経済に関する国際協力

機関であ り,我 が国(1964年 加盟)を 含む24か 国が加盟している。その目的

として,経 済成長,開 発援助,貿 易の拡大の三つを掲げてお り,こ れを達成

するため,加 盟国相互の情報及び経験の交換,政 策の調整,共 同研究等を行

っている。

イ 組 織

OECDの 組織は,正 式意思決定機関であ り,全 加盟国によって構成さ

れる上部機構である理事会のほか,経 済政策委員会,開 発援助委員会,貿 易

委員会等約30の各種委員会及び事務局等から構成されている。また,民 間の

諮問機関として,経 済産業諮問委員会(BIAC),労 働組合諮問委員会(TU

AC)が 設けられている。

専門委員会の一つであ る情報 ・コンビ晶一タ ・通信政策(ICCP)委 員会

では,情 報通信の経済的側面を中心とした検討を行ってお り,デ ータの国際

的自由流通の問題について研究を行 うTDF作 業部会が設置されているほか,

「ICC統 計」,「情報技術と経済発展」,「テレコム機器貿易」等各種のア ド

ホック会合が開催されている。また,1986年11月 には,ト ルコのイスタンブ

ールにおいて 「情報技術と経済発展に関するセ ミナー」が開催されている。

なお,1987年12月 には,情 報通信分野に関する今後のOECDの 活動内容を

決定することを 目的とする 「ハイ レベル会合」の開催が予定されている。

その他の委員会においても,電 気通信に関する諸問題が注目されるように

なっている。貿易委員会では,サ ービス貿易の自由化に関する検討が行われ

てお り,情 報通信分野についてもICCP委 員会のレポー トをベースに検討が

進められている。また,国 際投資 ・多国籍企業委員会においては,電 気通信

事業をはじめとするサービス分野における外資企業の投資活動への規制措置

について レビ凶一が行われている。さらに,資 本移動貿易外取引委員会では,

オーディオ ・ビジュアルの分野について 「経常貿易外取引自由化 コー ド」の
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改定作業が行われている。

ウ 活 動 状 況

資料7-17 OECD/1CCP委 員会の活動状況

会 議 期 剛 場 列 討 議 事 項 等

ICCP委

第9回 会合

1986

10.29～10.31

ICCP委1987

第10回 会 合13.30～4.1

1

1

パ リ

(フ ラ ン ス)

パ リ

(フ ラ ン ス)

TDF・WP,各 種 アドホック会合の報告

及び検討が行われた。

今後1年 間のICCP委 員会の活動内容が

検討されたほか,1987年12月 開催予定のハ

イレベル会合の概要等が討議された。

OΦGATT(関 税及び貿易に関する一般協定)

ア 概 要

GATTは,関 税及びその他の貿易障壁を実質的に軽減し,国 際貿易にお

ける差別的待遇を廃止することにより,自 由貿易体制を維持 ・発展させるた

め,1947年 に成立し,1948年 に発効した国際的取極である。GATTに は,

1987年現在,我 が国を含む94か 国が加盟(こ のほか,仮 加入国1か 国,協 定

適用国30か国)し ている。

イ 組 織

GATTの 組織は,総 会(締 約国総会),閣 僚会議,理 事会のほか,政 府

調達委員会等各種専門活動を行 う委員会及び事務局(ジ ュネーヴ)等 から構

成されている。

ウ 活 動 状 況

GATTは,発 足以来,東 京ラウンドまで7回 にわたる関税交渉を通じて

加盟国の関税水準の引き下げ及びダンピング ・補助金等の非関税障壁の撤廃

を進めてきたが,1986年9月 に開始が宣言された ウルグァイラウンドでは,

サービスの貿易自由化のための交渉を行 うことが決められた。電気通信サー

ビスは,金 融,運 輸と並んで交渉の主要な分野となるものと見られてお り,

交渉の進み方次第では,国 際的にこの分野の自由化が進むことが 予 想 され
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る。 第1回 会合 は,1987年2月 に開催 され,サ ー ビス貿易 の定義,統 計等に

っいて各国の意見 が交 換され た。
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2国 際 協 力

〔1)開 発途上国に対する国際協力

開発途上国に対する国際協力を大別すると,研 修員の受入れ,専 門家の派

遣等を行 う技術協力と,開 発プロジェク トに対 して資金を供与する資金協力

との二つに分けられる。

ア 技 術 協 力

技術協力の形態には,研 修員の受入れ,専 門家の派遣,機 材供与,開 発調

査,プ ロジェクト方式技術協力等があり,こ れら政府ベースの技術協力は,

主として国際協力事業団(JICA)を 通じて実施されている。

(ア)研 修員の受入れ

研修員の受入れは,開 発途上国の通信 ・放送関係技術者等を我が国に受け

入れて,我 が国の進んだ技術を習得させることを目的とするもので,受 入れ

方式には,大 別して集団研修と個別研修 とがある。

集団研修は,開 発途上国におけるニーズの高い分野を選定し,あ らかじめ

研修コースを設定し,集 団的に研修を行 うものである。

個別研修は,開 発途上国から個々に要請される専門分野について研修を行

うもので,単 発要請,特 定地域あるいは特定国を対象 とする特設 コースへの

参加,カ ウンターパー トの受入れ,UPU,ITU等 の国際機関からの要請に

よる受入れが含まれる。研修対象者は,開 発途上国の政府機関,公 共機関及

び民間の通信 ・放送関係の技術者,行 政官,研 究者等で,当 該国政府から推

薦された者である。
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資料7-18研 修員の受入れ人員の推移

　
方式

年度56
＼ 一

57 58 59 60 61

集 団 研 修

個 別 研 修

合 計

政府全体の受
入れ数

31Q 324 3351
1-

U1

323

9且

401

正05

429

・・7721・ ・858

lOO

446 423

4,363 5,165

328

97

425

4,897

337

106

443

5,134

(注)政 府全体の受入れ数はJICA実 績 表による。ただし,58年 度以降は,新 規分

のほかに前年度から継続のものを含む。

資料7-19郵 政箏業関係研修員の受入れ人員の推移

芳£ ～一 ～運 些56 57 58 59 60 6正

ア ジ ア ・大 洋 州 地 域

中近東 ・ア フ リカ地 域

中 南 米 地 域

UNDP/UPU計 画

APPU職 員 交 換 計 画

そ の 他

合 詔

1

3

11

11

=0

〔」

4

3

0

■◎

13

2

2

1

i

2

7

7

1

11

rD

戸◎

3

11

36145 29 38 36 34

資料7-20郵 政事業関係集団研修の実施状況

凡例:① 実施回数 ②受入れ期間

⑤研修実施機関 ⑥研修概要

③参加員数 ④参加国数

(61年 度)

コ ー ス 名 実 施 状 況

郵政幹部セ ミナー ①19回 ②62.3.1～3.15③12名 ④12か 国 ⑤郵政省

⑥中近東及びアフリカ地域の郵便事業に携わる幹部を対象

として,地 域内に共通する郵便業務の管理,運 営等の諸問

題 とその解決策について討論し,参 加国の郵便事業の発展

に寄与することを目的とする。
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資料7-21電 気通信関係研修員の受入れ人員の推移
』～}～ … ～ ～_年 度i56

方式 ～一一～～～1
57 58 59 6Q 61

ア ジ ア ・大 洋 州 地 域

中近東 ・ア フ リカ地 域

中 南 米 地 域

国 連 計 画(ITUほ か)

APT計 画

そ の 他

107

67

76

20

1

8

3

2

0

3

4

9

7

9

1

2

115

87

72

4

15

23

103

82

66

4

16

2

100

85

67

10

16

1

Q
!

5

1

6

8

ハ∠

Q
/

7

10

1

1

合 計 271 300 316 273 279 271

資料7-22電 気通信関係集団研修の実施状況

凡例:① 実施回数 ②受入れ期間 ③参加員数 ④参加国数

⑤研修実施機関 ⑥研修概要

(6正年度)

コ ー ス 名 実 施 状 況

ディジタル交換

技術(基 礎)

国際通信業務

衛星通信技術

(普通)

ディジタル有線

伝送技術

通信線路技術

マイクロ波通信

技術

①20回 ②61.4.3～7,13③16名 ④13か 国 ⑤NTT

⑥ デ ィジ タル 交 換機 の 基礎 知 識,シ ス テ ム計 画,施 設 設 計 及

び 保 守 に 至 る知 識 及 び技 術 の 習得 を 目的 とす る 。

①25回 ②61.4.24～7.7③13名 ④13か 国 ⑤KDD

⑥ 国際電報,電 話,テ レックス等国際電気通信業務全般の運

用及び管理に関する知識の習得を目的とする。

①19回 ②61,4.24～7.28③12名 ④12か 国 ⑤KDD

⑥ インテルサット衛星通信方式の基礎及び全般について,理

論と設備の知識の習得,さ らに衛星通信地球局設備の運用及

び保守の実務の習得を目的とする。

①22回 ②6L5.5～8.10③16名 ④15か 国 ⑤NTT

⑥搬送電話回線網の設計,建 設,保 守等に関する最新の技術

と知識の習得を目的とする。

①22回 ②61.6.12～9。21③18名 ④15か 国 ⑤NTT

⑥ 電 話 線路 施 設 の 計 画,設 計,建 設,保 守 に 関す る一 連 の知

識 と技 術 の 習得 を 目的 とす る。

①23回 ②61.7.10～10.19③18名 ④16か 国 ⑤NTT

⑥ マ イ ク ロ ゥ ェー ブ通 信 に 係 る一 速 の 技 術 及 び 知識 の習 得 を

目的 とす る 。
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コ ー ス 名 実 施 状 況

ディジタル交換

技術(上 級)

電 波 監 視

衛星通信技 術

(上級)

国際テレックス

通 信 技 術

無線通信技術

通信網計画設計

データ通信技術

電 気通 信幹 部

セ ミ ナ ー

国 際 デ ー タ

通 信 技 術

国 際 電 話

通 信 技 術

①9回 ②61.8.1～ll.9③i6名 ④16か 国 ⑤NTT

⑥ デ でジ タ ル交 換 機 の 応 用 知 識,シ ス テ ム計 画,施 設 設 計 及

び 保 守 に つ い て の知 識 及 び 技 術 の 習 得 を 目的 とす る 。

①13回 ②61.8.11～10.4③11名 ④11か 国 ⑤郵政省

⑥無線周波数の監視に関する基礎知識の習得とともに,我 が

国の監視機器の運用 と保守に関する最新の知識及び技術の習

得を目的とする。

①15回 ②61.8.25～11.3③12名 ④12か 国 ⑤KDD

⑥ イ ンテルサット衛星通信技術の経験者に対し,そ の技術及

び知識を補足 ・更新 し,さ らにその新技術に関する知識を与

えるとともに,衛 星通信地球局の管理,運 営についての知識

及び技術の習得を目的 とする。

①25回 ②61。8.25～11.IO③Il名 ④11か 国 ⑤KDD

⑥ 国際テレックス通信システムの建設,保 守技術に必要な交

換方式一般及び電子交換システムの理論 と設備とテレックス

網の知識及び保守技術の習得を目的 とする。

①13回 ②6L8.21～1L30③13名 ④llか 国 ⑤NTT

⑥ マイクロウェーブ通信を中心に,ル ーラル無線通信及び移

動通信にわたる一連の技術及び知識の習得を目的とする。

①14回 ②61,lO.13～62,1.25③21名 ④20か 国 ⑤N

TT⑥ 電 話 網 等 の計 画 と設 計 に 必 要 な 知 識 及 び技 術 の 習得

を 目的 とす る。

①4回 ②61.lQ.30～62.2,8③14名 ④10か 国 ⑤NTT

⑥ データ通信業務に携わる者に対し,最 適なデータ通信網の

構築及びシステムの円滑な運用 ・保守を図るためのデータ通

信システム全般に関する技術及び知識の習得を目的とする。

①22回 ②61.10.12～10.26③10名 ④10か 国 ⑤郵政

省 ⑥電気通信主管庁又は電気通信事業体の幹部を対象とし

て,電 気通信事業運営上の諸問題について討論し,参 加国の

電気通信事業の発展に寄与することを目的とする。

①6回 ②62.L12～3.23③13名 ④10か 国 ⑤KDD

⑥国際データ通信システムの建設,保 守技術に必要な通信方

式一般及びデータ通信システムの理論,並 びに設備とデータ

網の知識及び保守技術の習得を目的とする。

①10回 ②62.1.12～3.30③13名 ④13か 国 ⑤KDD

⑥国際電話システムの建設,保 守技術に必要な交換方式一般

及び電話電子交換システムの理論,並 びに設備と電話網の知

識及び保守技術の習得を目的とする。
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資料7-23放 送関係研修員の受入れ人員の推移

祉 ～く 讐」56 57 58 59 60 61

ア ジ ア ・大 洋 州 地 域

中近東 ・ア フ リカ地域

中 南 米 地 域

国 連 計 画(ITUほ か)

そ の 他

0

6

4

4

4
.

2

2

0

8

6

5

1

1

EQ

【り

ー

FD

2

2

4

4

4

10

2

2

Q
/

2

(∠

PD

2

4

3

2

3

3

7

3

2

6

∠
耳

2

合 計 94 84巨 ・1 ll2 lIO 138

資料7-24放 送関係集団研修の実施状況

凡例:① 実施回数 ②受入れ期間 ③参加員数

④参加国数 ⑤研修実施機関 ⑥研修概要

(61年 度)

コ ー ス 名

テ レビジ ョン

放 送 管 理

ラジオ放送技術

テ レ ビ ジ ョ ン

放 送 技 術

(1)

実 施 状 況

①20回 ②61.5.8～6.20③10名 ④9か 国 ⑤郵政省

⑥放送法制,世 論調査,番 組制作,テ レビジョン放送技術の

概要等テレビジ。ン放送の管理,運 営に携わる中堅幹部職員

として必要な知識及び技術の習得を目的とする。

①14回 ②61.7.21～9.15③11名 ④9か 国 ⑤NHK

⑥ ラジオ送信システム,FM・ 中波及び短波放送を含む音声

放送技術全般についての最新の技術及び知識の習得を目的と

する。

①24回 ②61.7.21～10.6③16名 ④15か 国 ⑤NHK

⑥ ヵ ラ ーテ レ ビジ ョン放 送 技 術 の基 礎 知 識 及 び テ レ ビジ ョン

放 送機 器 の運 用,保 守 等 に 関す る最 新 の 技 術 の 習得 を 目的 と

す る 。
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コ ー ス 名 実 施 状 況

教 育 テ レ ビ

ジ.ン 番 組

(1)

放送幹部セミナ

テ レ ビジ ョン

放 送 技 術

(H)

ビ

組

レ

番

テ

ン

育

ヨ
)

教

ジ

但

①24回 ②61.8.4～IO.6③12名 ④12か 国 ⑤NHK

⑥ 教 育 テ レ ビジ ・ン番 組 に 関す る映 像 効 果,ア ニ メー シ ・ン

技 術,番 組編 成,番 組 制作 の企 画,演 出等 の知 識 及 び技 術 の

習得 を 目的 とす る。

①16回 ②62.3.15～3.29.③19名 ④10か 国 ⑤郵政省

⑥放送行政及び放送事業に携わる幹部職員を対象とし,我 が

国の放送の現状紹介と併せて放送事業運営上の諸問題につい

て討論し,参 加国の放送事業の発展に寄与することを 目的と

する。

①13回 ②62.1.19～3.9③13名 ④12か 国 ⑤NHK

⑥ カラーテレビジョソ放送技術の応用知識及びテレビジョン

放送機器の運用,保 守等に関する最新の技術の習得を目的と

する。

①3回 ②62.1.19～3.9③15名 ④14か 国 ⑤NHK

⑥教育テレビジ。ン番組に関する映像効果,ア ニメーション

技術,番 組編成,番 組制作の企画,演 出等の上級の知識及び

技術の習得を目的とする。
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資料7-25第 三 国研修の実施状況

凡例:① 実施回数 ②実施期間 ③参加員数

④参加国数 ⑤研修実施機関 ⑥研修概要

(61年 度)

墜 饗 劉 実 施 状 況

タ イ

電気通 信技 術

フ ィ ジ ー

電気通 信技 術

メ キ シ コ

無線 伝送技 術

ペ ル ー

デ ィ ジ タル通 信

ケ 島 ア

マ イ ク ロ ウ ェー

ブ 通 信 技 術

マ レ イ シ ア

テ レビ カ メ ラ と

ビデ ナ 装 置 に よ

る ニ ュ ース 取 材

及 び 番 組 制 作

①10回 ②62.1.14～62.3.ll③21名 ④12か 国 ⑤ モ ン

ク ッ ト王 工 科 大学 ⑥ ア ジ ア諸 国 を対 象 に,電 気通 信 分 野 全

般 に わ た る技 術 水 準 の 向上 を 目的 と し て実 施 。 我が 国 か ら は,

2名 の 専 門 家 を 派 遣 し,無 線,線 路 の 新 技 術 に つ い て講 義 を

行 った 。

①4回 ②61.8.18～61,9.26③19名 ④8か 国 ⑥電気

通信訓練セソター ⑥太平洋諸国を対象に,電 気通信全般に

わたる技術水準の向上を目的として実施。我が国からは,4

名の専門家を派遣 し,交 換,無 線,線 路の新技術について講

義を行った。

①11回 ②61.9.2～61.11.14③22名 ④9か 国 ⑤電気

通信学園 ⑥中米 ・カリブ諸国を対象に,無 線伝送技術の技

術水準の向上を目的として実施。我が国からは,1名 の専門

家を派遣し,無 線の新技術について講義を行った。

①4回 ②6L互o.13～61.11,2!③27名 ④nか 国 ⑤ 電

気 通 信 訓 練 セ ン タ ー ⑥ 南 米諸 国 を 対 象 に,電 気通 信 全 般 に

わ た る デ ィジ タル技 術 の 向上 を 目的 と して実 施。 我 が 国 か ら

は,2名 の 専 門 家 を 派遣 し,線 路,伝 送,デ ー タ通 信 の新 技

術 に つ い て 講i義を 行 った 。

①7回 ②61。10.6～61.12.5③19名 ④12か 国 ⑤郵電

公社中央訓練学校 ⑥アフリカ諸国を対象に,無 線技術の向

上を目的として実施。我が国からは,専 門家を3名 派遣し無

線の新技術について講義を行った。

①4回 ②62.2.23～62・4.4③21名 ④9か 国 ⑤AIBD

(アジァ ・太平洋放送開発研究所)⑥ アジア・太平洋諸国

を対象に,番 組制作技術の向上を目的 として実施。我が国か

らは,専 門家を3名 派遣し,番 組制作,制 作技術の手法にっ

いて講義を行った。
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資料7-26帰 国研修員巡回指導(公 開技術セミナー)

(61年 度)

対 象 分 野1派 遣人員 派 遣

電 気 通 信 3名

国1派 遣 期 間

放 送 3名

ブ ラジ ル,メ キ シ コ

ペ ル ー,パ ラ グ ァ イ

61.[1.29～12.16

622.5～2.24

(注)帰 国研修員巡回指導(公 開技術セミナー)は,帰 国研修員に対するフォロー ・

アップ事業の一環として,彼 らの所属機関等を訪問し,当 該研修の効果測定,

問題点及びニーズの把握,セ ミナー開催による新技術の紹介等を行うことを目

的 として実施するものである。

(イ)専 門家の派遣

専門家の派遣は,開 発途上国の郵政事業 ・通信 ・放送関係の主管庁,事 業

運営体,研 究機関,教 育訓練機関等へ専門家を派遣し,郵 政事業 ・通信 ・放

送開発計画の企醐 言 施設蝦@運 用塵面の指輔 員の訓鱒

を行 うことにより開発途上国の人材育成に貢献す ることを目的として実施す

るものである。 像

A郵 政事業関係

資料7-27郵 政事業関係専門家の派遣人員の推移

一.～ ～ 年度56方式 ～ 一一 57 58 59 60 61

1亥{轟欝1
0ECFペ ー ス

1 3 5 2

1

7

1

2

1

合 1言
ロ 一 ・i・-i・}・

(注)な お,APPU(ア ジア=太 平洋郵便連合)職 員交換計画に基づき,中 国に5

名,韓 国,タ イ,イ ン ドネシアにそれぞれ2名 ずつ職員を派遣し,郵 便等に関

する技術交流を行った。
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資料7-28郵 政事業関係専門家の派遣状況

1ア ジア ・大洋州地域 合計2名

一587一

(61年 度)

派 遣 方 式 派 遣 地 隊 遣人則 任 務

JICAベ ース タ イ ・陣 便

2国 際機関 合計1名

派 遣 方 式 派 遣 酬 派遣人員 任 務

JICAベ ース APPTC(タ イ) 1陣 便

(注)APPTC:ア ジ ア ・太 平 洋 郵 便 研 修 セ ンタ ー

B電 気通信関係

資料7-29電 気通信関係専門家の派遣人員の推移

二寂 ＼ 一～ 遡56 57 58 59 60 61

域

域

地

域

等

地

力

州

リ

地

関

ス

洋

フ

一

大

ア

米

機

べ

匹
斎
南
際
蝦

婚

.駅

4

0

4

7

7

3

3

り
Q

9

4

1

6

8

2

2

3

9

4
.
4

9

6

1

2

3

O

FO

6

8

2

2

4

2

8

2

2

3

6

5

1

2

4

8

0

9

7

6

3

1

2

3

合 卜二=
ロ 112 98 92 101 96 93

C専 門家派遣要請背景調査

専門家派遣要請背景調査は,専 門家の派遣を実施す るために必要な情報を

入手 し,併 せて,日 本の専門家派遣制度の説明を行 うために実施している。

資料7-30専 門家要請背景調査の実施状況

(61年度)

派 遣 地 派遣人員 派 遣 期 間

パ ナ マ,パ ラ グ ァ イ,ホ ン デ ュ ラ ス 4 62。3.9～3.22
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資料7-31電 気通信関係専門家の派遣状況

(61年 度)

1ア ジア ・大洋州地域 合計24名

派遣方刈 派 遣 地 派遣人員 任 務

JICAベ ー ス

APTベ ー ス

ITUベ ー ス

イ ン ドネ シ ア

マ レ イ シ ア

フ ィ リ ピ ン

タ イ

ナ ウ ル

タ イ

ス リ ・ラ ン カ

イ ン ドネ シ ア

イ ン ド

ス リ ・ラ ン カ

8

2

2

6

交 換(3),伝 送,国 際 電 気 通 信

電 波(3)

交 換(2)

交 換,無 線

交 換(3),線 路(2),そ の 他

換

換

路

交

交

線

その他

その他

交換

2中 近 東 ・アフリカ地域 合計23名

派遣方 式 派 遣 地 派遣人員 任 務

JICAベ ー ス ジ ョ ル ダ ン

ク ウ ェ イ ト

サ ウデ ィ ーア ラ

ビ ア

エ テ ィ オ ピ ア

ケ ニ ア

ル ワ ン ダ

ス ワ ジ ラ ン ド

ジ ン バ ブ ェ

7

4

1

1

3

1

2

1

交換(2),伝 送,衛 星通信,線 路

(2),電 波

交換(4)

交換

交換

交換(2),線 路

衛星通信

線路(2)

衛星通信

ITUベ ー ス

リ

ト

タ

イ

ソ

エ

ガ

ウク

ウ

1上 級専門家

2そ の他
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3中 南地域 合計39名

派遣 方 式 派 遣 地

JICAベ ー ス ド ミ ニ カ

グ ァ テ マ ラ

ホ ン デ 凸 ラ ス

メ キ シ コ

パ ナ マ

ア ルゼ ン テ ィン

ボ リ ヴ ィ ア

チ リ

コ ロ ン ビ ア

エ ク ア ド ル

パ ラ グ ァ イ

ペ ノレ ー

ヴ ェ ネ ズ エ ラ

派遣人員 任 務

2

3

1

4

3

2

1

2

2

2

7

9

1

交 換,無 線

交 換,伝 送,線 路

交 換

交 換,衛 星 通 信,デ ー タ通 信(2)

交 換,伝 送,無 線

交換,デ ー タ通 信

交換

交 換,デ ー タ通 信

交 換,伝 送

交 換,伝 送

交 換(3),無 線,衛 星通 信,線 路,

電 波

交 換(4),伝 送,線 路(2),電 波

(2)

交 換

4国 際 機 関 合計7名

派遣 方 式 派 遣 地1派 遣損 任 務

∫ICAベ ー ス AP T 7交 換,無 線,そ の他(5)

資料7-32放 送関係専門家の派遣人員の推移

　 　
方式

年度56
一 57 58 59 60 61

域

域

地

域

等

地

力

勢

地
関
・

疹

米
機
よ

ア

東

南

際

U

ベ

ジ

近

π

p

礁

.
㎝
㎜

9

4

3

1

1

2 0

8

阿D

3

2 !0

5

5

FD

9

4

1

1

5

7

8

2

4

6

8

1

合 十二ニロ 38 36 31 35 32}29
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資料7-33放 送関係専門家の派遣状況
(61年 度)

1ア ジア ・大洋州地域 合計14名

派遣方式1派 遣 地 瞬 損 任 務

JICAペ ー ス 中 国

イ ソ ドネ シ ア

シ ン ガ ポ ー ル

ス リ ・ラ ン カ

タ イ

ネ パ ー ル

3

2

2

3

2

2

送信技術,そ の他(2)

制作技術,そ の他

制作技術(2)

番組制作,制 作技術(2)

番組制作,制 作技術

番組制作,制 作技術

2中 近東 ・アフリカ地域 合計6名

派遣方 式1派 遣 地 派遣人員 任 務

JICAベ ー ス ジ ゴ ル ダ ン

アラブ首長国連邦

ザ ン ビ ア

1

2

3

制作技術

制作技術

制作技術(2),送 信技術

3中 南米地域 合計8名

派遣 方式 派 遣 地

JICAベ ー ス メ キ シ コ

パ ナ マ

パ ラ グ ァ イ

ペ ノレ ー

派遣人員 任 務

2

2

2

2

番組制作,制 作技術

制作技術,送 信技術

番組制作,制 作技術

番組制作,そ の他

4国 際 機 関 合計1名

派遣方 式 派 遣 地 派遣人員 任 務

JICAベ ー スAIBD 1制 作技術
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㈲ プロジェクト方式技術協力

プロジェクト方式技術協力とは,開 発途上国における技術者の養成,技 術

の研究開発等を 目的とする プロジェクトに対し,我 が国政府が 専門家の 派

遣,研 修員の受入れ,機 材の供与を有機的に関連付けて,事 業計画の立案か

ら実施,評 価までを通常5か 年の協力期間をもって計画的かつ総合的に行 う

協力形態である。

現在協力中のプロジェクト及び過去5年 間の協力状況は,次 のとお りであ

る。

資料7-34プ ロジェク ト方式技術協力の実施状況

プ ロジ ェ ク ト名 協 力 期 間 協 力 分 野

中国北京郵電訓練センター

イ ン ドネ シ ア ラ ジオ ・テ レ ビ

放 送 訓 練 セ ソ タ ー

フ ィ リピ ン電気 通 信 訓 練 セ ン

タ ー

インドネシア電話線路保全訓

練センター

日本 ・シ ンガ ポ ール ソフ トウ

占 ア技 術 研 修 セ ンタ ー

(PHASEH)

マ レイシア国立電算機研修所

シ ンガ ポ ー ル生 産 性 向上 プ ロ

ジ ェ ク ト リソー ス セ ン タ ー

61.2.5～66.2.4

58.10.21～63.10.20

56.4.2～61.4.1

(61.9.30ま で フ ォ

ロ ー ア ッ プ)

61.4.1～65.3.31

60.1.13～66.1.互2

60.1Ll3～65.IL12

58.6.1!～63。6.IO

デ ィジ タル 交 換,光 フ ァ

イバ 通 信,デ ータ通 信

番組編成,番 組制作,報

道,制 作技術,運 行技術,

送信技術

交 換,無 線,線 路,搬 送,

電 信,電 力

電話線路保全モデルセン

ターの保全体制の確立,

関係要員の訓練

ソ フ トウエ ア要 員 の 養成

政府,公 共機関職員のソ

フトウエア要員の訓練

生産性向上のためのビデ

オ教材の制作
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資料7-35プ ロジェク ト方式技術協力による実績の推移

蒙項 一一 竺 」 ・・ 58 59

・1

11

鴛

lll

60

7

3

11

30

35

28

487

61

協 力中 の プ ロジ ェ ク ト

事 前 調 査 段 階 の プ ロジ ェ ク ト

調査団の派遣

専門家の派遣

研修員の受入れ

機材の供与

(件)

(件)

(件)

(名)

(名)

(名)

(百 万 円)

6

2

8

34

64

20

366

8

8

3且

52

24

471

7

3

10

27

63

23

573

(⇒ 開 発 調 査

開発調査とは,開 発途上国の公共的な通信 ・放送開発計画に関して,調 査

団を派遣し,開 発途上国の電気通信開発計画に関して,現 地調査及び国内作

業を行い,そ の開発計画の推進に寄与する報告書を作成するものである。

資料7-36開 発調査件数及び派遣人員の推移

齢 一～竺 」56 57 58 59 60 61

件 数

派 遣 人 員

8

ll2

ll

114

7

105

11

ll1

9

123

8

122

資料7-37通 信分野における開発調査の実施状況

(昭和61年 度)壁 一__
イ ン ドネ シ ア 電気通信システム長

期開発計画

22名

新サービスの導入,ISDNの 導入を考慮に

入れた2004年 までの電気通信長期開発計画を

策定するとともに,第5次,第6次5か 年計

画で実施すべ き重要 プロジェク トの詳細検討

を行うもの

・61年5月 ～62年2月 本格調査

プログレスレポー ト提出

61年6月

インテ リムレポー ト提出

61年9月

ドラフ トファイナル レポー ト提出

61年12月
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国 名

イ ン ドネ シア

シ ン ガ ポ ール

マ レ イ シ ア

ア ル ゼ ン テ ィ

ン

調査名 ・派遣員数
(延べ員数)

ス ラバ ヤ～ バ ン ジ ャ

ル マ シ ン海 底 ケ ー ブ

ル建 設 計 画

8名

セ ントサ衛星地球局

補修計画

5名

クア ン タ ン～ コタキ

ナ パ ル海 底 ケ ー ブル

建 設 計 画

41名

メン ドーサ州電気通

信 ・放送網整備拡充

計画

23名

事 業 概 要

ジ ャ ワ,カ リマ ン タ ン両 島 間 の今 後 の 通 信

需 要 増 大 と,新 サ ー ビ ス導 入 に対 処 す るた め

に,ス ラバ ヤ～ パ ン ジ ャル マ シ ン間 に 海 底 ケ

ー ブ ルを 建 設 す るた め の フ
、一ジ ビ リテ ィ調

査 を 行 うもの

・60年12月 ～61年3月 本 格 調 査

ドラ フ トフ7イ ナ ル レポ ー ト提 出

61年7月

61年7月 に設計寿命を迎えるインテルサッ

ト・イン ド洋衛星向け地球局について,設 備

の劣化状況及び設計寿命終了後の再利用計画

について調査を行い,補 修計画を策定するも

の

・61年4月 ～7月 本格調査

ドラフ トファイナル レポート提出

61年6月

東 西 マ レイ シ ア間 回 線 需 要 の著 しい 需 要 増

加 に対 処 す る ため,ク ア ン タ ン～ コタキ ナバ

ル間 に 伝 送 容 量 の 大 きな海 底 ケ ー ブル を 敷 設

す る計 画 に つ い て,フ ィージ ビ リテ ィ調 査 を

行 うもの

・61年4月 ～62年1月 本 格 調 査

イ ンセ プ シ ョン レポ ー ト提 出

61年5月

イ ンテ リム レポ ー ト提 出

61年8月

ドラ フ トフ ァイ ナ ル レポ ー ト提 出

61年11月 ～12月

新電気通信サービスの導入,ル ーラル地方

への電話サービスの拡大を含む,2005年 まで

のメンドーサ州電気通信網の長期拡充計画を

策定するもの

また,音 声及びテレビジ ・ン放送サービス

の難視聴地域解消,サ ービスエリア拡大を含

む,2005年 までのメンドーサ州放送網の長期

拡充計画を策定するもの
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国
調査名 ・派遣員数名
(延べ員数) 事 業 概 要

イ ン ドネ シア

イ ン ドネ シ ア

ネ パ ー ル

スマ トラ縦断幹線伝

送網整備計画

13名

カ リマ ンタ ン～ ス ラ

ウ ェ シ海底 ケ ー プ ル

建 設 計 画

5名

テ レビジョン放送網

開発計画

5名

・61年8月 ～62年3月 本 格 調 査

イ ン セ プ シ ョ ン レポ ー ト提 出

61年8月

イ ン テ リム レポ ー ト提 出

62年3月

ジ ャカ ル タ～ メダ ン 間 ア ナ ロ グ シ ステ ムの

増 設 に代 え て デ ・ジ タ ル伝 送 シ ス テ ムを新 設

す る計 画 につ い て,フ ィー ジ ビ リテ ィ調 査 を

行 うも の

・61年10月 事 前 調 査

・61年1月 ～3月 本 格 調 査

イ ン セ プ シ ョン レポ ー ト提 出

62年2月

カリマンタン,ス ラウェシ両島間の今後の

通信需要増大に対処す るために,両 島間に海

底ケーブル建設するためのフィージビリティ

調査を行うもの

・62年3月 事前調査

カ トマンズにおける実験テレビジ司ン放送

局を全国規模のテレビジョン放送網に拡大す

る計画について,マ スタープラン調査を行 う

もの

・62年2月 事前調査

(注)イ ン セ プ シ ョン レポ ー トー一一一「 着 手 報 告 書

プ ロ グ レス レポ ー ト 進 捗 報 告 書

イ ンテ リム レポ ー ト 中 間 報 告 書

ドラ フ トフ ァ イナ ル レポ ー トー 最 終 報 告 書

㈲ 海外通信技術協力振興事業

通信 ・放送分野における我が国の国際協力体制を強化するため,① プロジ

山ク トのフォーメーション及び円滑な実施のための事前調査,② 技術協力基

盤強化のため,海 外派遣専門家の育成,③ 海外研修員受入事業を実施 した。



抄

・第三国研修

郵電公社中央

訓練学園

資 料7-38技 術 協 力 の実 施 状 況

中国

。プ ロジェク ト方式技術協力

北京郵電言川練セ ンター

o勺

(61年 度)

0碓 糠 ・プロジェク ト方式技術協力

電気通信訓練 センター

・第三国研修

塗 電 気 通 信 訓 糸東一セン ター

イ ン ドネ シ ア

・開発調査

電気通信システム長期開発計画しMIP1

スラバヤ ～バンジャルマシン海塵ケープル建設計画lF・.S)

スマトラ縦断幹線伝送網整備計画(F/S〕

マ レ イ シア カリマンタン～スラウェシ海底ケーフンレ建設計勘E.S)

・開発調査'プ ロジェクト方式技術協力

クア・ダ・一・帰 バル海底ケーカレ建設潤FIS哩 話線路保全訓練セ・ター

・プロジェクト方式技術協力 フジオ'テレビ放送訓練センター

国立電算機研修所
・第三国研修(AIBD}

アジア・太平洋放送開発研究所

・開発調査

メンドーサ州電気通信敬 送網

整備拡充計画(MIPl※

図

圓

㎝
り
α
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イ 資 金 協 力

⑦ 円 借 款

資料7-39通 信 分野における円借款の推移

(単位:百 万円)

一56 57 58 59 60 61

プ ロジ ェ ク ト件 数 6 8 6 9 11 5

金 額 34,90854,68125,21538,74941,90539,552

資料7-40通 信分野における円借款の実施状況

(61年 度)

憲鵜 吝1国 名 案 件 名(金 額百万円) 概 要

61.5.28中 国 天津 ・上海 ・広

州通信網拡充計

画(第3期)

7,916電 気通信施設の後進性が中国経

済発展に支障を来 していることか

ら,特 に緊急性を要す る天津 ・上

海 ・広州の3都 市の電話網を近代

化 ・整備するもの

61.6.25マ ラ ウ イ マイクロウェー

ブ回線網整備計

画

4,136マ ラウ イの主 要 都 市 を結 ぶ デ ィジ

タ ル ・マ イ ク ロ ウ ェ ーブ 回線 網 を

整 備 ・拡 充 す る もの

61.8.13 イ ン ド 電気通信網拡充

計画(第9次)

11,884第7次5か 年計画の一環として,

交換機,伝 送設備を新増設するも

の

61.9.8イ ン ドネ シ

ア

ス ラ/・ヤ～ ハ ン7,946

ジ ャル マ シ ン海

底 ケ ー プ ル建 設

計 画

62.3.6エ ク ア ドル 電気通信網拡充

計画

7,670

ジャワ島のスラバヤとカリマン

タン島のバンジャルマシン間の海

底に光ファイバケーブ ル を埋 設

し,増 大 ・多様化する電気通信の

需要にこたえようとするもの

エクア ドル電気通信拡充4か 年

計画(1985～88年)の 一環として,

首都キ ト及びグアヤキル等の主要

都市の電話網の拡充及び近代化を

図るもの
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(イ)無 償資金協力

資料7-41 通信 分野における無償資金協力の推移

(単位:百 万円)

談 56 57 58 59 60 61一
金 額 ・,39・ 巨 ・35 1・28・ …35・483D2,633

資料7-42通 信分野における無償資金協力の実施状況

(61年 度)

奪齢 吝陣 名険 件 名
金 額
(百万円) 概 要

61.8.21リ ベ リ ア 教 育 テ レ ビ放 送

網 拡 充 計 画

(第2期)

858学 校,成 人教育,保 健衛生教育,

農業技術の普及教育等を通じた一
連の地方住民教育を振 興 す るた
め,視 聴覚教育の充実を図るもの

61.9.9 モル デ ィヴ 通信開発計画
(第2期)

965 各島しょ間の電気
的に拡充するため,
システムの拠点とな

信センタービルの整
交換設備等の供与)

61.9.llス ー ダ ン ゲジラ通信網整

備計画
(第2期)

島 しょ間無線

2,952か んがい施設の補修,農 業機械
の導入,道 路の整備,電 気通信の

整備等を行 うゲジラ再開発計画の
一環として同地区の農事用及び公

共用の電気通信網を整備するもの

61。IO.9ネ パ ー ル 地方電気通信網
整備計画
(第2期)

2,245地 方においては,い まだに短波
通信による不十分なサービスしか
行われていないことから,必 要最
低限の電気通信網を整備するため
に必要な施設の建設及び機材の供

与を行 うもの

61.12.19 ヵ一ボ ・ヴ 海上無線通信網

エルデ 整備計画

310

62.L22タ イ 数育公共放送局
チャソネル11設
立計画

2,062

同国の主要海岸無線局であるサ
ン ・ヴィンセンテ島の無線設備は

著しく老朽化し,島 しょ間通信 ・船舶通信
に重大な支障を来してい

るため,無 線設備のための機材供
与を行うもの

①国営テレビジョン放送局の全
国ネットワーク化に下可欠なキー
ステーションとする②バンコク首

都圏における教育公共放送の拠点
とする③外国との番組交流を促進
すること等を目的とした教育公共
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奪舞 縮 国 名 案 件 名1(金 額百万円) 概 要

62.1.21

62.3.10

62.3.10

62.3.25

セ ネ ガ ル

パ プ ア ・ニ

ユ ー ギ ニ ア

タ ンザ ニ ア

ガ ー ナ

放送施設整備計
画

ラジオ放送局改
良計画

中波ラジオ放送
綱拡充計画

電話網 リハビリ
計画

900

794

864

683

放送局チャンネルllテ レビ局をバ
ンコクに設立すため放送施設の建

設及び機材の供与を行うもの

セネガル国営放送が使用してい

る建物及び機材は老朽化し, また
不足 していることから,首 都ダカ
ールに新しいラジオ ・テレビジョ

ン放送センターを建設するもの

方
化
要
も

地
朽
を
る

び
老
急

す

及
が

緊
与

都
備

に
供

首
設
特
を
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送
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放
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放
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い
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ド
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供

け
地

い
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ラ
の

お

の
な
予
波
材
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い
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機

ア

一
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る
要

二
び

し
遷
け

必

ザ
及

{
が

お
び

ン
都
.ハ
府

に
及

タ
首

力
政
市

設

は

か
国

マ
建

の

ガーナでは首都アクラの電話網

が敷設後20余 年経過するものの十

分な保守管理が行われていないた
め,多 くの電話回線が不通状態の
ままで長期間放置されていること
か ら,必 要機材の供与を行 うもの

資料7-43 通信分野における無償資金協力の基本設計調査実施状況

(61年度)

国 名 案 件 名 概 要

タ イ

セ ネ ガ ル

バ ン グ ラ

デ シ ュ

教育公共放送局チャンネル
11設 立計画基本設計調査
61年7月 ～ll月

放送施設整備計画
基本設計調査
61年5月 ～6月
61年9月

中波ラジオ放送用機材更新
計画基本設計調査

バンコク市内に教育公共番組を放送す

るテ レビ放送局を設立する計画に関し,

その効果及び無償案件としての妥当性を

検討し,計 画実施に必要かっ最適な内容

の規模の基本設計を行い,報 告書にとり

まとめた。

セネガル国営放送協会の新放送センタ
ー建設計画について,そ の効果及び無償

案件としての妥当性を検討し,計 画実施
に必要かつ最適な内容の規模の基本設計
を行い,報 告書にとりまとめた。

チッタゴン国営ラジオ放送局の老朽化
した送信機の機材を更新する計画にっい
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国 名 案 件 名 概 要

タ ンザ ニ

ア

ガ ー ナ

ビ ル マ

61年10月

中波ラジオ放送網拡充計画
基本設計調査
61年10月

電話 網 リハ ビ リ計 画 基 本 設

計 調 査
61年10月 ～11月

地方8都 市電話網開発計画
基本設計調査
62年2月 ～3月

て,そ の効果及び無償案件としての妥当

性を検討し,計 画実施

地方主要2都 市に中波ラジオ放送局を
建設する計画について,そ の効果及び無
償案件としての妥当性を検討し,計 画実
施に必要かつ最適な内容の規模の基本設
計を行い,報 告書にとりまとめた。

首都アクラ市内の局外線路設備を更新
する計画について,そ の効果及び無償案
件としての妥当性を検討し,計 画実施に
必要かつ最適な内容の規模の基本設計を
行い,報 告書にとりまとめた。

第3次 電気通信開発計画の一 環 と し
て,地 方都市の中から今後の電話需要の

大幅な増大が見込まれる,8都 市の電話
サービスを拡充する計画に関し,そ の効

果及び無償案件としての妥当性 を検 討
し,計 画実施に必要かつ最適な内容 ・規
模の基本設計を行い,報 告書にとりまと
めるもの
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・・遍識 瀦留
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資料7-44

魏
不パ_ ル

灘験
イン ド

'円 借款

電気適作重彗1幾…愛
画(第9次)

資金鋤 の輸
況

天艶 広擁
網騰 画

雛嚇
ノ寸プ ア

.こ

モルデ ィア

灘 隷 計画
9。65

(61年 度)

・ 画7
.94

'円 借款

轍 薄 詳舘

N

藩
欝

最
欝舗

為
鑑

＼

円 借 款

無償資金協力

件数

395.52

126.33

9
0



資料7-45資 金供与額

2国 際 協 力

61年度

一601一

件 数 金 額(億 円)

円 借 款

無償資金協力

5 395.52

10 126.33

資料7-46資 金協力供与額推移(61年 度)

1円 借款供与額推移2無 償供与額推移

偲
円

侠

与

顧

58596D6155年 皮5755596061

② 二国間の科学技術協力協定等に基づく国際協力

ア 概 要

二国間科学技術協力は,政 府間で科学技術分野における情報交換,研 究者

交流,共 同研究等を行 うものであり,近 年通信 ・放送分野における協力が増

加している。

資料7-47二 国間の科学技術協力協定の締結状況

(62.3.31現=白≡)

偉
円

世

チ

額

協力の枠組みの形態 件 数 国 数 相 手 国 名

協 定 14 13

取 極 5 5

米 国(2件),ソ 連,フ ラ ン ス,西

独,オ ー ス トラ リ ア,ポ ー ラ ン ド,

中 国,イ ン ドネ シ ア,ユ ー ゴ ス ラ

ヴ ィ ア,ブ ラ ジ ル,イ ン ド,韓 国,

カ ナ ダ

ル ー マ ニ ア,東 独,ブ ル ガ リア,

チ ェ ッ コ ス ロ ヴ ァ キ ア,ハ ン ガ リ

合 計 19 18
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イ 活 動 状 況

資料7-48郵 政省の協力状況

(61年 度)

相 手 国 郵政省の協力テーマ等 会合の開催状況

米 国

フ ラ ン ス

西 ド イ ツ

ナ ー ス トラ リ ア

中 国

イ ン ド

韓 国

カ ナ ダ

●地殻 プレー ト運動の研究

・実験用通信衛星データの交換

・宇宙通信分野

・マイクロ波雨域散乱計

・エ レクトロークス(極 低温電子素子)

・宇宙分野(通 信 ・放送衛星)

・情報 ドクメンテーション(パ ネル)

・電気通信技術

・データ処理

・日独VLBI共 同実験の調査研究

・衛星による精密周波数 ・時刻比較

・衛星利用による外気圏 ・磁気圏研究

・光ファイバ及びパターン情報処理

・時刻標準の国際比較と情報の交換

・日中VLBI共 同観測

・ETS一 豆 電波による電離属観測

・電波科学技術に関する研究協力

●衛星による時刻比較の研究

・通信 ・放送術星

・電離層観測衛星

・高精細度テレビジョン放送

・氷海域輸送研究開発

・VLBI実 験

第9回 日仏 科 学 技 術 協 力

混 合 委 員 会

(6Ll2.11～12東 京)

第11回 日独 科 学 技 術 協 力

合 同 委 員 会

(62.3.11～12東 京)

第1回 日印 科 学 技 術 合 同

委 員 会

(61.9.正1～12

一 ユ ーデ リー)

第1回 日韓 科 学 技 術 協 力

委 員 会

(61.8.4～5ソ ウル)

第1回 日加 科 学 技 術 協 力

合 同委 員 会

(61,9.26～27

バ ン クー バ ー)

(注)そ の 他,第3回 日 ソ科学 技 術協 力 合 同委 員 会(61・9・16～17,東 京)が 開 催 さ

れ た。
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資料7-49開 発途上国通信関係要人の郵政省来訪一覧 (次官級以上)

月 日 国 名 来 訪 者 氏 名 肩 書

61.4,15

4.23

8.21

9.26

10.9

10.15

10.29

11.5

12.5

62.1.20

中 国

ザ ン ビ ア

タ イ

ス リ ・ラ ン カ

中 国

マ ラ ウ ィ

ト ル コ

イ ス ラ エ ル

カ メ ル ー ン

エ テ ィオ ピア

陳 佳耳 北京大学副学長

チューラ動力 ・運輸 ・通信大臣

タイ通信公社経営委員会 メンパー

ウィジェトウンガ郵便 ・電気通信大臣

周 申明 対外友好協会河北分会副会長

バナリ運輸通信大臣

アタソイ運輸通信大臣

ルービンシュタイン通信大臣

ムプマ郵電大臣

アーメ ド運輸通信大臣

資料7-50郵 政省幹部の開発途上国訪問一
61.5.23～5.27

10.6～10.10

中

中

国

国

事務次官

政務次官

(4)主 な 民間ベース技術協力

資料7-51NTTに おける技術協力覚書等の締結状況(途 上国との締結のみ)

国 名 締 結 先 締結年月日

中

タ

国

イ

国

ア

カ

ト

ン

ン

コ

シ

ン

イ

ピ

メ

イ

ラ

占

リ

エ

ル

　

レ

リ

ウ

イ

イ

韓

マ

ス

ク

フ

北

ト

中華人民共和国郵電部

タイ通信公社(CAT)

タイ電話公社(TOT)

韓国電気通信公社(KTA)

マ レイシア電気通信総局(JTM)

ス リ・ランカ電気通信総局(SLTD)

クウェイ ト通信省(MOC)

フィ リピン長距離電話会社(PLDT)

公共電気通信公社(PTC)

郵 電総局(PTT)

1980.10.31

ig82.6.4

1985、5.24

1982.7.13

1983.4.12

1984,3,13

1985.8.15

且985.9.23

1986.6.1

1986.10.31
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資料7-52KDDに おける技術協力覚書等の締結状況

国(地 域)名

恰

韓
澗

国

イ ン ドネ シ ア

タ イ

フ ィ リ ピ ン

ク ウ ェ イ ト

アル ゼ ン テ ィン

パ ラ グ7イ

マ レ イ シ ア

ス リ ・ラ ン カ

締 結 先

国際電信管理局(ITA)

韓国電気通信公社(KTA)

韓国データ通信会社(DACOM)

イン ドネシア電気通信公社(PERUMTEL)

タイ郵便電信庁(PTD)/タ イ通信公社

(CAT)

PHILCOMSAT

ETPI

PLDT

クウェイ ト通信省(MOC)

アルゼンテ ィン電気通信公社(ENTEL)

パ ラグァイ電気通信公社(ANTELCO)

マ レイシア電気通信総局(JTM)

ス リ・ランカ電気通信総局(SLTD)

締結年月日

1959.9

1965.2.1

1983.3.7

1969,11.19

1967.1,1

1973,6.15

1979.4.1

1979.6.14

1974,11.1

1978.ll.24

1979,12,28

1982.3.19

1983.3.14

資料7-53NHKに おける技術協力覚書等の締結状況(途 上国との締結のみ)

国 名

エ ジ プ ト

ア ル ーゼ ン テ ィ ン

バ

コ

ト

国

【

シ

ィ工

一

キ

ウ

キ

メ

ク

中

シ ン ガ ポ ー ル

韓 国

フ ィ リ ピ ン

タ イ

イ ン ドネ シ ア

セ ネ ガ ル

締 結 先

アラブ連合国営放送

アルゼンテ ィン国営放送

キューバ国営放送

メキシコラジオ ・テ レビ協会

クウェイ ト国営放送

中国広播電影電視部

シンガポール放送協会

韓国放送公社

マハル リカ放送機構

タイ ・マスコミ機構

イン ドネシア国営テ レビ

セネガル国営放送

締結年月日

1966.1.26

1966.3.11

1976.8.27

1980.10.6

1981.6.19

1984。10.16

1985.8.3

1984.5.12

1985.5.27

1985.5.29

1985.7.29

1985.12.21




